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序章 

問題意識とその背景 

  



 

2 

 

本研究は、1960 年代以降政府主導の積極的な工業化政策によって急速な経済成長を遂げてき

たとされる韓国が、その一方で農村部における所得水準も大きく向上させてきたこと、またそ

の結果として、新興国として扱われた国々の中では珍しく、都市と農村の所得格差を抑制させ

てきたことに注目する。そして、農業に適した気候風土であるとは言いがたい韓国において都

市と農村、および工業部門と農業部門の所得格差が長期間に渡って抑制されてきた背後で、同

国の歴代政府が農業生産の拡大や農村地域の振興、また農業従事者の所得向上を産業政策上の

課題としてどのように捉え、それへの具体的な対応としてどのような取り組みを行ってきたの

か、そしてそこからどのような意義を見出すことができるのかを問うものである。 

1960 年代以降、北東アジア並びに東南アジアでは韓国を始め、台湾やシンガポール、タイや

マレーシアなど、工業化による急速な経済成長を実現する国々が相次いで現れた。こうした状

況は、1993 年世界銀行によって東アジアの奇跡と形容され（World Bank、1993; Nelson、1999、

p. 416）、今日高所得国に分類される韓国、台湾、香港、シンガポールのほか、マレーシアやタ

イ、インドネシア、そして 1990 年代後半以降の中国など、他に類を見ない成長パフォーマンス

を見せる東アジア地域1に世界的な関心が集まる契機となった。 

しかし他方で、これらの国・地域のうち、農業部門の比率が極めて小さい香港とシンガポー

ル、および営農環境に恵まれた台湾を除く多くの国々が、都市と農村、あるいは工業部門と農

業部門との間に著しい所得水準の格差を抱えているのも事実である。例えば、1990 年代以降急

速な経済発展を遂げてきた中国の場合、2011 年時点での農村住民 1 人あたり平均年間所得は

6,977 元であり、これは都市住民の平均所得 21,810 元の 3 分の 1 に過ぎない2。こうした所得格

差は中国において最も深刻な社会問題の一つとされている（Liberthal、2003、pp. 256-274）。 

発展途上国における農村ないし農業部門の所得水準が、都市ないし工業部門のそれに比べて

劣りがちであるという問題は、東アジアに限らず全世界的に見られるものであり、この点をめ

ぐってはこれまで数多くの研究で論じられてきた3。蘇（2011、p.13）は、上述のように都市と

農村の所得格差が著しい中国について、政府の教育予算が都市部に傾斜配分され、農村部の教

育の質が都市に比べて劣っていること、およびそれによって都市と農村との間で人的資源が不

均衡になっていることを指摘している。また平井（2006、pp. 105-110）は、農産物と工業製品

との間には、そもそも需要に対する所得弾力性の面で大きな開きがあり、これが農産物生産者

と工業製品の生産者との間の所得を拡大させる一因になっていると指摘している。 

                                                        
1
 本論文では、日本、中国、台湾、南北朝鮮およびモンゴルからなる地域を北東アジアと呼称し、

「東アジア」という語句は、北東アジアと東南アジア諸国を合わせた地域を指すものとして用い

る。 
2
 National Bureau of Statistics of China 

http://www.stats.gov.cn/english/PressRelease/201201/t20120130_72113.html （2015 年 7 月 24 日参照） 
3
 具体的な例としては、ここに挙げた蘇（2011）や平井（2006）のほか、Gordon and Craig (2001)、

Deisohwan（2008）、World Bank（2008）などが挙げられる。 
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このように、発展途上の段階において農業部門と工業部門の所得格差が拡大しやすい中にあ

って韓国は、平野部が国土面積の 31％4に過ぎないという山がちな地形に加え、耕地面積 1ha

程度の小規模農家が群立5するという、農業生産性の観点からは必ずしも環境に恵まれていると

は言いがたい。それにもかかわらず、本格的な工業化が始まった 1960 年代以降、1990 年代に

至るまで、農家の所得水準が都市勤労者6の世帯所得とほぼ同水準を維持してきた。グラフ序-1

で示すように、1960 年代以降、農家の世帯所得は都市勤労世帯の所得とほぼ同水準を確保して

おり、両者の開きが最も大きく出た 1960 年代末から 1970 年代初頭にかけてさえ、農家所得は

都市勤労者の世帯所得の 60％台を維持してきた。1990 年代半ば以降は再び両者の開きが見られ

るものの、それでも農家所得が上昇を続けていることに変わりはない。なお、韓国政府は、都

市工業部門並びに農業部門の所得データを集計するにあたって一貫して世帯を単位としている。

世帯所得は、世帯の構成人数や扶養者の占める比率によって大きく変動するものであり、必ず

しも 1 人あたりの所得と同列に扱うことはできないが、たとえこの点を考慮したとしても、農

家世帯所得が都市勤労者世帯所得の 60％以上の水準を確保してきたという点からは、韓国にお

ける都市・農村間格差が先述した中国の例などと比べて抑制されたものであったと言うことが

できるであろう7。また、表序-1 は、1960 年代以降の韓国の農家数及び農家人口データから算

出した農家 1 戸あたりの構成員数であるが、農家世帯人数は長期的に減少しており8、グラフ序

-1 に見られる農家世帯所得の増加が、世帯人数の増加によるものではないこともうかがえる。 

  

                                                        
4
 国土地理情報院 http://www.ngii.go.kr/kor/board/view.do?rbsIdx=103&idx=66（2015 年 7 月 24 日閲覧） 

5
 農家一戸あたりの耕地面積が統計に記録されはじめた 1975 年段階では、全国の農家約 237 万戸に

対し、総耕地面積は約 224 万 ha であり、一戸あたりの耕地面積は 0.94ha に過ぎなかった。その

後、後述する大規模化政策などを受けてこの零細性は徐々に緩和され、2009 年の耕地面積は一戸

平均 1.46ha である。しかし同年におけるイングランドの農場 1 軒あたり平均耕地面積が約 60ha、

フランスのそれが約 40ha であることと比べれば、韓国の農業が今なお零細経営であることに変わ

りはない。統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont（2015 年 7

月 24 日閲覧） 
6
 韓国政府の統計資料における「都市勤労者」とは、首都であるソウル特別市、並びに日本の政令

指定都市にあたる広域市で勤務する工場労働者および会社員を意味する。 
7
 本研究に限らず、韓国の農工間格差を論じた先行研究の大半においても、都市と農村の所得格差

を示す指標としては、個人所得ではなく世帯所得が用いられている。 
8
 韓国の政府統計では、都市世帯の所得については勤労者世帯のものが示されている一方、世帯人

数については非勤労者世帯のものを含めた都市世帯全体の平均人数しか示されていない。このた

め、本論文では勤労者世帯の 1 人あたり所得を示していない。 



 

4 

 

グラフ序-1: 都市勤労者世帯所得と農家世帯所得の推移 

 

年度 1963 1965 1970 1975 1980 1985 

勤労者所得 71 101 338 786 2,809 5,085 

農家所得 93 112 253 872 2,693 5,736 

年度 1990 1995 2000 2005 2010  

勤労者所得 11,319 22,933 28,643 35,930 48,092 

農家所得 11,026 21,803 23,072 30,503 32,121 

単位：千ウォン 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont

（2015 年 7 月 26 日閲覧） 
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表序-1：韓国の農家 1 戸あたりの構成員数 

年度 1960 1970 1980 1990 

農家世帯数(A) 2,329,128 2,483,318 2,155,073 1,767,033 

農家人口(B) 14,242,489 14,421,730 10,826,508 6,661,322 

(B/A) 6.11 5.80 5.02 3.76 

年度 1995 2000 2005 2010 

農家世帯数(A) 1,500,745 1,383,468 1,272,908 3,062,956 

農家人口(B) 4,851,080 4,031,065 3,433,573 1,177,318 

(B/A) 3.23 2.91 2.69 2.60 

単位：農家世帯数＝世帯、農家人口＝人 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont 

（2015 年 8 月 2 日閲覧） 

注：(B/A)は、小数点第 2 位以下切り捨て 

 

無論、それは韓国農家が経済的な困難を抱えていないということを意味するものではない。

第 3 章で詳述するように、同じ韓国の農家でも、大規模化・機械化の進んだ農家と零細農家と

の間には、生産性や所得に明瞭な格差が見られる。また、同国では農業従事者に対する社会保

障制度の整備が遅れており、これが農家経営主の引退後の生活をめぐる不安要素となっている。

加えて、農村の高齢化や過疎化といった 1970 年代以降の日本で見られた問題は、韓国にも当て

はまるところがある。しかし、それらの課題を踏まえてもなお、韓国の都市・農村格差ないし

農工間格差が中国などと比べて抑制されたものになっている点は明白であり、こうした格差の

抑制において歴代の政府がどのような取り組みを行ってきたのかを見ることには、十分な意義

が見出せる。 

韓国が、発展途上の段階において都市と農村ないし工業部門と農業部門の所得格差を持続的

に抑制させ、そのまま先進国段階へと移行したことは、今日の同国における人々の行動や、そ

の行動の背景となる農村に対する主観的認識にも大きな影響を与えている。すなわち、韓国で

は 2003 年以降 2014 年に至るまで、ほぼ毎年、農村へ移住し、就農する都市住民が増加し続け

ているのである。発展途上段階における農工間の人口移動を説明する理論として用いられるこ

との多いハリス=トダロ・モデルでは、途上国では、農村から都市への移動は、移動先である

都市ないし工業部門での所得に対する期待値が高い場合に起こることとされる（Todaro、1969、

p. 143-145）。繰り返すように、韓国は既に先進国段階にあり、このモデルを適用するべき対象
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ではないが、同モデルが指摘する移住の動機という観点から近年の同国を見てみると、都市住

民の就農が増加しているという事実は、多くの都市住民が、農業部門に就労しても一定水準生

計を維持するだけの所得が確保できると期待しているためと説明できるのではなかろうか。先

進国における都市住民の就農をめぐっては、日本のいわゆる「U ターン」や「脱サラ」につい

ての考察に見られるように、田園生活への憧憬などといった価値観にその理由を求める言説が

多い（木村、2010、pp. 291-302）。韓国でも、2009 年に政府が都市住民の農村移住と就農を支

援する「帰農帰村総合対策」を打ち出して以降、就農は一種の流行となっており、移住先の農

村での生計について現実的な計画を立てず、理想ばかりが先行しがちな都市住民が少なくない

状況にある9。しかし、都市住民が農村でのスローライフに対する憧憬を抱いているとしても、

就農後に生計を維持できるだけの所得が期待でき、かつそれが都市の所得水準と比べて遜色の

ないものでない限り、農村移住の増加という現象は発生しにくい。そのように考えるならば、

韓国における都市と農村、ないし工業部門と農業部門との所得格差が抑制されているという事

実は、過去 10 年あまりの農村移住者の増加という現象と一定の関連性を持っていると考えるこ

とができる。 

以上のように、韓国では都市と農村、或いは工業部門と農業部門の所得格差が抑制されてき

ており、それは現在においても言えることである。しかし従来の韓国研究は、この点を十分に

論じてきたとは言いがたい。詳しくは次章の先行研究レビューで見ていくが、韓国における都

市と農村の所得格差は、1960 年代に一定の工業化を実現した中南米諸国などと比較して抑制さ

れてきたと評価されつつあるものの、地域研究としての韓国研究においてこの点は、2000 年代

以降になって徐々に言及されるようになってきたという程度である。また、韓国研究、特に韓

国国内における自国の農政をめぐる議論は、しばしば政治的に激しい論争の対象となり、研究

者の思想が客観的な実証分析に優先されてしまうことがある10。さらに、過去半世紀あまりの

韓国で農村所得が向上し続けてきたことを評価する文献も、農業生産の増大やそれによる農業

所得の増加、あるいは高付加価値農産物の生産拡大といった事実関係に専ら焦点を当て、それ

らパフォーマンスのために政府がいかなる取り組みを行ってきたのかを検討していないことが

大半である。しかしながら、1960 年代以降の韓国では、政府が強力な指導力を発揮する形で工

                                                        
9
 『農民新聞』2015 年 3 月 23 日付 

10
 例えば、左派系歴史学者のハン・ホングは、2013 年 3 月 23 日付『ハンギョレ』のコラム「維新

と今日」において、1970 年代の農村振興政策であるセマウル運動を取り上げ、当時の韓国で離農

が進んだことのみを根拠として「セマウル運動は農村所得向上に失敗した」と断定している。農

村振興政策が対象地域である農村の所得の向上に貢献したか否かは、人口の流出入ではなく所得

統計を以って判断されるべきだが、このコラムには所得統計の数値は一切引用されていない。一

方、保守的な立場に立つパク・チナン（2005）は、セマウル運動が韓国農村の近代化に貢献した

点を、統計データを用いながら論じている。しかしパク・チナンは、セマウル運動期の農政が農

業機械の導入を十分に進めることができず、従って韓国農業の本格的な機械化が 1980 年代へと持

ち越されたことには触れていない。 
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業化を進めてきており、農業部門においても政府による同様の指導が行われた可能性は否定で

きない。むしろ、経済発展の過程で都市と農村の所得格差を拡大させてしまう国が多い中、韓

国でその格差が抑制されてきたという事実を踏まえるならば、同国の歴代政府は都市と農村の

所得格差を抑制するために何らかの政策を進めてきたと考えるべきである。 

では、1960 年代以降工業化政策を推進する過程で、歴代の韓国政府は農村・農業部門を振興

させ、農業従事者の所得水準を向上させるためにどのような取り組みを行ってきたのか。この

問いに対し、本論文は以下のような仮説を提示し、その妥当性を問う。即ち、1960 年代に工業

化を推進し始めて以来、韓国政府は農村所得を向上させる意思をも持ち、そのための政策を推

進してきた。その政策は時として大きく方向転換し、また必ずしも実効性あるプログラムを伴

うものではなかったが、工業部門において輸出の振興や重化学工業の育成が政府の主導によっ

て行われてきたのと同様に、農業部門においても政府は、農業インフラの整備による土地生産

性の向上や、大型農業機械の導入促進を通じた労働生産性の向上など、その時々に応じて必要

とされる政策を推進し、予算を投入するといった関与を続けてきた。そして、それらの関与が

一定の効果をもたらした結果として、現在の韓国では都市と農村の所得格差が抑制されている

と考えられるのである。 

次章以降では、上記仮説の妥当性を問う議論に入っていく。本研究における議論は、以下の

ような構成に沿って展開される。まず第 1 章では、上述した問題意識に関わるものとして、韓

国研究や開発研究などの諸分野において、発展途上段階における農村の貧困や都市と農村の所

得格差がどのように研究されてきたのかをレビューする。その際、本研究が農業政策を扱うと

いう事情に鑑み、地域研究としての韓国研究や、政治学などの社会諸科学のみならず、農業経

済学や文化人類学の業績も対象に含めることで、学際的な観点から先行文献をレビューする。

その上で、都市・農村間の所得格差をめぐる韓国政府の取り組みが充分に検討されてこなかっ

たことを指摘する。また第 1 章では、本研究が韓国農業・農政をめぐる具体的な事例を見てい

くにあたり、どのような方法論を用いるのかについても説明する。第 2 章は、第 3 章以降の各

章で工業化開始以降の韓国農政を分析するのに先立ち、朝鮮王朝時代から日本統治時代を経て、

1960 年の李承晩政権崩壊に至るまでの朝鮮・韓国の農業・農政を見ていく。この章では、朝鮮

半島南部が歴史的にどのような農業を行ってきたのか、また大韓民国成立以前の朝鮮の統治機

構である朝鮮総督府が、どのような農業政策を行ったのかを見る。また第 2 章では、工業化の

前史ともいうべき 1950 年代に農地改革が行われたことを論じつつ、それが地主層の政治的影響

力の除去という、極めて政略的な目的をもって進められたことも論じていく。続く第 3 章から

第 7 章までは、本格的な工業化が始まった 1960 年代以降の韓国の農業政策について、時代ごと

の変遷を見ていく。第 3 章では、第 1 次経済開発 5 カ年計画に基づく工業化の始まった 1960

年代の農政を見ていく。ここでは、朴正煕が権力掌握の初期段階から農村の所得向上という意
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思を明確に持ち合わせていたこと、しかしその意思に基づいて実施された具体的施策が限られ

たものであったことから、都市と農村の所得格差が一時的に拡大したことを論じる。そして第

4 章では、1970 年代に入り、セマウル運動に代表される農村近代化政策が本格化した過程を論

じる。続く第 5 章では 1980 年代の韓国農政を取り上げ、農産物貿易の自由化をにらみつつ、政

府が大型農業機械の導入などによる農業生産性向上に取り組んだ過程を論じる。第 6 章では、

1980 年代の生産性重視の農政が 1990 年代に入って一部軌道修正され、有機農産物の栽培推奨

などを通じた農産物の高付加価値化が推進された過程を見ていく。第 7章では、2000年代以降、

高齢化が深刻になった韓国農村において、生産性の低い高齢農家を引退させる諸政策が進めら

れたこと、またそれに前後して、新たな農業従事者を都市住民の移住という形で補充する動き

が出てきたことを論じるとともに、その動きが過去数十年に渡る農業政策の成果に立脚したも

のである点を指摘する。 

第 7 章までの議論を踏まえ、第 8 章では、韓国で都農間格差縮小に向けた政策がとられた政

治的要因について考察する。第 9 章は、第 8 章までの議論を総括し、1960 年代以降の韓国政府

が農村の所得向上に向けた意思を明瞭に持っていたこと、および 1970 年代以降は、その意思に

基づく具体的な施策が積極的に進められていたことを指摘する。そして、本格的な経済成長が

始まった 1960 年代以降の韓国では、工業化の推進に政府が大きな役割を果たしたのと同様、農

村・農業部門においても、政府が増産や生産性の向上、そして所得向上を実現するべく積極的

な役割を担ったということを論証する。 

なお、本格的な議論に入る前に、本研究で用いる 3 つの概念について重要なことわりを入れ

ておきたい。まず、既に本章でも何度か言及した「都市と農村の所得格差（都農格差）」と「農

業部門と工業部門の所得格差（農工間格差）」についてであるが、両者は、厳密に言えば異なる

概念である。前者は都市および農村という空間に基づく概念であり、後者は工業および農業と

いう産業に基づく概念である。従って、都市で農業が営まれうること、および農村に工業施設

が立地しうることを考えれば、両者を混同することは好ましくなく、日本では専ら後者の概念

に基づいて農村問題が議論されている。しかし、韓国では産業立地政策の関係上、農村におけ

る兼業所得機会が極めて乏しい時代が近年まで続いてきており、そのために、韓国国内におけ

る農村問題をめぐる議論は専ら「都市・農村間格差（도시 농촌 간 격차）」ないし「都農間格

差（도농 간 격차）」という概念に依拠して展開されている11。本研究は韓国の農業・農村政策

を見ていくものであり、また韓国語による文献やインタビューを資料として用いることから、

日本で一般的な「農工間格差」ではなく、韓国で一般的な「都農格差」というタームおよび概

                                                        
11

 特に、農林部傘下の農業政策および農業経済の研究機関であり、本研究においてもその刊行物の

多くを参照した韓国農村経済研究院では、報告書や研究論文などにおいてもっぱら「都農間格差」

の概念を用いている。 
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念を主として使うこととする。そして、都農格差という概念よりも農工間格差という概念を用

いて議論を進めるべき場合に限り、農工間格差というタームおよび概念を用いていくこととす

る。 

次に、「食糧」という言葉の意味する内容についてであるが、農業・農政研究における「食糧」

とは、主食となるコメやムギといった農産物を意味する言葉として用いられており、食物全般

を意味する「食料」よりも狭い意味を持っている。そのため、例えば農林水産省は、近年の日

本農業におけるコメの出荷額比率が低下している事情を踏まえ、より幅広い農産物の動向を把

握するという理由から、その白書の名称を『食料・農業・農村白書』としている。従って、必

ずしも稲作ばかりを取り上げる訳ではない本研究では、‘Food’を意味する言葉として「食料」

を用いるべき場面がある。ただこの点についても、韓国では漢字表記で「食糧」に該当する語

（식량）が、野菜などを含めた農産物全般を意味する言葉として広範に用いられている。また、

FAO（Food and Agriculture Organization of the United Nations）の日本語での公式名称が現在にお

いても「国際連合食糧農業機関」であるなど、日本国内においても「食糧」と「食料」の表記

は混在している。本稿では、研究対象国で一般的な表現を尊重するという観点から、「食糧」を、

「食料」に代えて、農産物全般を意味する言葉として用いる。ただし、上述の白書のように、

他の文献からの引用部分に「食料」の表現が使われている場合に限っては、原文の表記に従う

こととする。 

最後に、「産業政策」という言葉の意味についてであるが、本研究ではこの用語を一般に経済

学や政治経済学で用いられているよりも広義に解釈している。すなわち、日本語における産業

政策とは、「特定の産業を保護・育成するために資源配分を誘導する（あるいは規制する）手段

を講じるもの」ないし「一国の産業部門間の資源配分、または特定産業内の産業組織に介入す

ることにより、その国の経済厚生に影響を与えようとする政策」という解釈の下に用いられる

ことが多い（松本、1999、p. 2-3）。また英文献、特に第二次世界大戦後の東アジア地域の経済

発展を説明する際に用いられる‘industrial policy’とは、国家が指導する工業化のための諸戦

略を意味することが多い12。従って、産業政策という用語はしばしば特定の産業、特に工業の

育成を目的とした政策を指すものと解釈されることになるが、本研究では、農業を含む第一次

産業もまた、産業の一角を占めるものであるという観点から、農業部門の育成もまた、産業政

策の対象に含まれていると考え、議論を進めていく。 

  

                                                        
12

 この観点に立った研究として、戦後日本の経済発展を論じた Johnson（1982）や、韓国の工業化

を論じた Amsden（1989）のほか、東アジア各国の工業化を論じた Wade（2003）などが挙げられ

る。 



 

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 

韓国の農業政策研究をめぐる課題：先行研究レビュー 
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本章では、これまで韓国の農村・農業部門の所得向上について、どのような研究が行われて

きたのかをレビューしていく。そしてそこから導出される課題を指摘した上で、本研究が対象

とする歴代韓国政府の農業政策を見ていくことが、韓国政治ないし韓国経済の研究において、

またより広範に開発学、あるいは途上国農村の研究においてどのような意義を持つのかについ

て論じる。加えて本章では、第 2 章以降の具体的な検討において用いる研究手法についても述

べることとする。 

韓国の農業および農政を取り上げた先行研究は、以下のようにいくつかの類型に分けること

ができる。第一の類型は、地域研究としての韓国研究に属するものであり、政治学や経済学、

歴史学、文化人類学など多岐に渡る学問領域から地域としての朝鮮半島、あるいは国家として

の韓国を捉え、同国の農業や農村の変遷、および農業部門に対する政府の取組みを見ていくと

いうものである。 

地域研究の立場から韓国の農業ないし農政を見る先行研究は、さらにいくつかの下位類型に

分けることができる。もとより、地域研究は学際的な性質を持つ領域であり、学問分野を基準

にして単純に分類できるものではないが、本章では便宜的に、地域研究としての韓国農村研究

を、政治学や経済学といった社会科学諸分野に軸足を置き、歴代政府の農業・農村政策につい

て論じたものと、農業経済学や文化人類学など、より農業の現場に密着し、農業の生産構造や

農民の生活に着目したものとに分けることとする。その上で本章第１節では、歴代韓国政府の

産業政策をめぐる研究がどのように展開してきて、そこにどのような課題があるのかを指摘す

る。これに続き本章第 2 節では、1948 年の大韓民国成立以降現在に至るまでの同国農業の生産

構造や農村生活の変化についてどのような研究がなされてきたのかをレビューし、本研究の注

目点である政府の農村所得向上における役割に照らし合わせ、導出される課題を指摘する。  

韓国の農業ないし農政を取り上げた第二の研究類型は、開発経済学など、広く発展途上国全

体を研究対象とし、その一事例として、あるいは他国・他地域との比較対象として韓国を取り

上げたものである。本章第 3 節では、国際比較の中で韓国の農業発展を取り上げた先行研究と、

その課題を論じる。 

以上の先行研究レビューを踏まえ、本章第 4 節では、歴代韓国政府の農業政策を論じる本研

究が、地域研究としての韓国研究において、また発展途上国ないし発展途上段階における農業・

農村問題を論じる中において、どのような貢献をなしうるのかを見ていく。その後第 5 節では、

第 2 章以降で韓国の事例をどのように論じていくのか、その研究手法を述べる。 
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第 1 節 韓国政府の農業・農村政策をめぐる先行研究とその課題 

 

1987 年に民主化1されるまで権威主義体制の下にあった韓国では、1980 年代半ばまで、公の

場で政府の経済政策を論じることは、政治的制約を伴わざるを得なかった。無論、1980 年代半

ばまでの韓国における経済政策をめぐる議論に全く成果がなかったわけではない。例えばプ・

グァンシク（1974）や全経連（1986）のように、1960 年代以降政府が実施してきた個別の経

済政策を論じ、その課題を指摘したレポートや要覧が数多く刊行されてきた。ただ、権威主義

体制下の政治的制約と、野党勢力による民主化闘争の中にあった 1980 年代半ば以前の韓国で

は、経済成長における政府の役割を評価することは、政治的に敏感な問題であった。 

他方、1960 年代以降韓国が急速な経済成長を遂げる中で、政府が積極的な役割を果たしたと

いうこと自体は、韓国国外における研究では 1970 年代当時から指摘されていた。例えば日本

では、米ソ冷戦の真っ只中にあり、世論が親米・親ソのイデオロギーに強く影響され、その政

策に対する評価こそ大きく異なっていたという点はあるものの、韓国政府が同国の経済発展で

大きな役割を果たしたという点は左右両翼の共通認識となっていた。例えば隅谷（1974）は、

左派的な立場から、韓国の労働者が長時間に渡る勤務を強いられ、賃金水準も向上していない

と批判的に論じているが、韓国経済が急成長を遂げていること、および政府がその成長を積極

的に牽引していることは認めていた。これに対して豊田（1978）は、当時の朴正煕政権を必ず

しも支持しているわけではないとことわりを入れつつも、1960 年代以来の韓国の経済成長が朴

政権による政策の結果であることは認めるべきであると論じていた。また、SaKong（1980）

は、韓国政府が財閥を中心とする大企業の育成に大きな役割を果たし、それが同国の工業化へ

と結びついていったとして、政府の役割の大きさを指摘していた。 

ただ、韓国政府による経済政策について、特に政治学の分野における学術的研究が深まるよ

うになったのは、1980 年代半ば以降のことであった。韓国国内においては、韓国政治学会の

1986 年版会報に掲載されたパク・クァンジュ（1986）が議論の口火を切る形となった。パク・

クァンジュは、1960 年代以来韓国政府が輸出主導の工業化政策を進めてきたことは、輸出の促

進によって外貨を獲得し、国富を増大させることで政治体制を維持させることを目的とするも

のであったと論じ、これを 17 世紀から 18 世紀にかけての西欧諸国で見られた重商主義と重ね

合わせ、新重商主義国家であると論じた。この議論は、韓国の経済発展において国家が積極的

                                                        
1
 韓国がいつ権威主義体制から民主主義体制に移行したのかについては、必ずしもコンセンサスが

形成されている訳ではない。例えば孔ほか（2008、p. 56）は、1988 年に発足した盧泰愚政権が疑

似的な民主主義体制であったとし、同国の本格的民主化は 1990 年代以降であったとの認識を示し

ている。しかし本研究では、当時与党代表であった盧泰愚が、在野勢力の求めに応じる形で大統

領直接選挙制への移行を含む憲法改正に応じると発表した 1987 年 6 月を以って、韓国が一応の民

主化に踏み切ったものとする。 
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な役割を果たしたという点を、政府の広報・宣伝などではなく、学術的な観点から論じたもの

であったという点で大きな意義を持つものであった。しかしパク・クァンジュの議論は、政府

の産業政策のうち輸出に直接関わるものに範囲が限定されていた。換言すれば、輸出に直接貢

献せず、外貨の獲得と、それによる国富の増大に直接つながらない領域において政府が行った

施策を論じていなかった。従って、パク・クァンジュの議論は、政府による産業政策の一部分

しか論じていないという限界があり、国内のインフラ整備などを含めた産業政策全般を議論す

ることが課題として残った。 

パク・クァンジュの研究が発表された翌年、経済学の立場から過去 20 年来の産業政策を論

じたパク・ヒョンチェら（1987）は、1960 年代以降の経済政策が工業部門へ各種資源を傾斜

配分するものであり、その皺寄せが資源の過小配分という形で農漁業などへ向けられたと指摘

した。次節で述べるように、1980 年代半ばまでの韓国国内で、農村社会や農民生活の変化を追

う研究がなされてこなかった訳ではないが、それら先行研究が農村研究に徹していたのにに対

し、パク・ヒョンチェらは、農業部門と工業部門を 1 つの枠組みの中で取り上げたことに意義

があった。このパク・ヒョンチェらの研究以降、韓国の社会諸科学では自国の産業政策をめぐ

る議論の中に農業など第一次産業が含まれることが一般的となっていく。しかし、パク・ヒョ

ンチェらの議論においては、過去 20 年来の産業政策が専ら工業部門を伸長させるものであり、

農業部門はその恩恵をほとんど受けなかったと位置付けられていた。こうした議論は 1990 年

代以降も続き、ソン・ホグンら（1990）は、1960 年代以降の産業政策が同一産業内での不平

等、および産業間の不平等という、二重の経済的不平等を基盤とするものであり、農民がその

不平等構造の下層に位置付けられていたと論じている。しかし本論文序章でも触れたように、

1970 年代から 1990 年代初頭までの韓国では、農家世帯所得と都市勤労者世帯所得が共に大き

く上昇しており、かつ両者の間の格差もほとんどない。無論、若者の離農による農村の高齢化

や、農民を対象とした社会保障制度の遅れ2など、所得統計には表れない生活条件の差異などを

考慮すれば、1990 年代初頭の時点で都市勤労者と農民の間に不平等が存在していたことは否定

できない。しかし、農業部門が産業政策による恩恵を受けず、数十年に渡る産業政策が農民所

得を抑制する性質のものであったとする議論は、都農間の所得格差が抑制され、農業部門の所

得が向上し続けてきた事実と明らかに矛盾するものであった。 

このように、1980 年代後半から 1990 年代にかけての研究が客観的な統計データに反する議

論を展開していた背景としては、民主化以降、保守派と進歩派による極限的なイデオロギー対

                                                        
2
 例えば韓国の公的年金制度は、1961 年に学校教員と軍人、公務員を対象とする形で創設され、1976

年に従業員 500 人以上の事業所に勤務する労働者に加入範囲が拡大、1989 年までに全ての都市労

働者が加入対象となったが、農民が加入対象となったのはこれらに比べて大きく遅れ、1998 年で

あった。 
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立3がアカデミズムにも波及したことが考えられる。すなわち韓国では、1987 年の民主化まで

に形成された与党の抑圧的姿勢と野党の闘争的性格が政治文化として定着し、これが民主化後

も持続したために、民主化前の政権を肯定的に見る保守派と、これを否定的に捉える進歩派と

の間で激しいイデオロギー対立が起こったのである（孔ほか、2005、p. 183）。1960 年代以来

の産業政策をめぐる議論は、そうした対立が最も激しい分野の一つであり、権威主義時代の政

府の施策を批判する進歩派の研究者は、朴正煕・全斗煥の両政権の下で労働者や農民が産業政

策上顧みられず、従って労働者や農民が過去数十年来、成長の恩恵に与れてこなかったと過去

の政策を批判する。主に工業化に焦点を当てた議論ではあるが、イム・ヒョクペク（1994、pp 

304-322）は、韓国の民主化をポリティカルエコノミーの観点から論じようとする研究の中で、

1960 年代から 1970 年代にかけての工業化が、もっぱら政府および財閥という特権階級の利害

のみに基づいて行われ、工場労働者や農民などの非特権階級は政治経済的動員の対象でしかな

かったと批判している。1990 年代後半以降、韓国国内では時間の経過とともに権威主義政権時

代の政治的抑圧の記憶も薄れ、同時代の政策を再評価する議論が出てきたが（ヤン・ギリョン、

2008、pp. 88-92）、近年でもなお、進歩派に属する研究者は過去の工業化政策を批判的に論じ

る傾向が強い。例えばイ・ビョンチョン（2014）は、韓国の産業政策が財閥などごく一部の特

権階級の利益のみを擁護するものであり、労働者や農民はその受益者たりえていないと論じて

いる。しかし先述のように、これらの議論は権威主義政権時代の政治的抑圧、あるいは工業化

政策の過程で形成された現代グループや三星グループなどの財閥を批判することが先に立つあ

まり、過去数十年で都市労働者世帯と農家世帯の所得が大きく伸びてきたという事実から目を

逸らしている。 

なお、進歩的な立場からは、2000 年代以降、福祉国家論の視点に立ち、歴代政府の社会保障

政策を批判的に検討する研究がなされてきている。これは、過去の政府の政策が成長を優先し、

富の分配を後回しにしたことを批判し、先進国の仲間入りをした今こそ、政府が富の分配を積

極的に行い、不平等の是正を図るべきであるという議論である。チョン・ムグォン（2007）は、

過去の過去の開発政策が労働者に対する社会保障サービスを犠牲にしたものであったことを指

摘し、経済発展を遂げた後の段階にあっては、福祉国家の形成を図るべきであるとしている。

またシン・グァンヨン（2004）も、過去の韓国政府の産業政策が財閥など一部の特権階級へ富

を集中させるものであったと批判した上で、これを是正するために国家が福祉体制を構築する

のみならず、富が公正に分配されていくべく社会投資を行うべきであるとしている。しかしこ

れらの議論は、一部のホワイトカラーを除いた都市労働者が社会保障のセーフティネットの保
                                                        
3
 日本でイデオロギー対立というと、一般的には、冷戦時代に見られた親米勢力と親ソ勢力との間

の対立・論争が想起される。しかし、韓国は分断国家であるという特殊性ゆえ、親ソ的な革新勢

力が台頭しえず、代わって権威主義政権時代の民主化運動を支えた勢力が、進歩的な思想の代弁

者として旧来の政治勢力と対峙することになった。 
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護を受けてこなかったと論難する一方で、農民の公的年金制度や医療保険制度の加入が都市労

働者よりも後回しにされた点には言及していない4。このように進歩派の研究には、そのイデオ

ロギー性ゆえ、先に結論ありきで、基本的な事実関係から目を逸らしたものが少なくない。 

他方、保守的な観点に立つ研究は、権威主義時代の再評価が本格化した 1990 年代後半以降、

韓国が工業化で高いパフォーマンスを見せた一方、農家所得の向上にも成功してきたことを積

極的に論じるようになってきている。パク・チナン（2005）は、1960 年代から 1970 年代にか

けて韓国政府が行った産業政策のうち、当時の朴正煕大統領がもっとも力を入れた政策が本研

究第 3 章で論じる農村近代化政策・セマウル運動であったとし、同運動を通じて政府が農村へ

の強力なテコ入れを図った結果、韓国は農村の生活水準向上に成功したと主張する。またイ・

ジス（2010）も、朴正煕政権が都市工業部門のみならず、農業部門の向上にも熱心に取り組ん

でいたと論じている。これらの研究は、統計資料や農村住民へのインタビュー記録を積極的に

駆使し、その上で朴政権が農家所得の向上策を進めたこと、それが一定の成果を収めたことを

明らかにしているという点では評価できる。しかし同時にこれらの研究は、進歩派とは逆に、

権威主義政権期を再評価しようという意識が先行してしまうあまり、朴政権下の 1960 年代に

都農格差が一時的ではあれ拡大したという事実から目を逸らしている。また、これら保守系の

研究者は、同じ権威主義政権期にあり、かつ都農格差が抑制されていた 1980 年代の全斗煥政

権の施策や治績については全くと言っていいほど言及していない。本論文序章で見たように、

都市勤労者世帯と農家世帯の所得が格差を生じさせることなく、共に急速な伸びを見せたのは

1970 年代に限った話ではなく、1980 年代も同様である。しかし、保守派の研究はこの点を説

明できていない。つまるところ、保守派の研究も、往々にして先に結論ありきで、事実を都合

よく切り取る傾向が強いのである。 

韓国国内の研究がイデオロギー対立の影響を受け、先に結論ありきの議論となりがちであっ

た中、1960 年代以降の産業政策を学術的な実証性・論証性に分析する研究は、アメリカや日本

など国外でのものが先行することとなった。国外における初期の研究としては、先に言及した

SaKong（1980）のほか、Westphal（1978）や Koo（1984）などが挙げられる。このうち Westphal

（1978）は、韓国が輸出主導型の工業化戦略をとり、日米などの国外市場へのアクセスを維持

したことが、同国の工業化パフォーマンスを高めることに貢献したとしている。また Koo（1984）

は、韓国が同時期に工業化を実現した中南米諸国などに比べ、所得格差を比較的抑制したまま

成長できた要因として、政府による資源配分に加え、国外市場の豊富な需要が一定の役割を果

たしたことを指摘している。これらの研究は、韓国の目覚ましい経済発展において、国外市場

                                                        
4
 ただし、一種のイデオロギーとしての福祉国家論とは別の立場から、農村住民を対象に含む形で

韓国の社会保障制度を論じた研究もあり、キム・ヨンジュ（2008）、キム・テワン（2012）、チョ

ン・ジナほか（2013）などが挙げられる。また、農村住民を含んだ韓国の社会保障制度全般を論

じた邦語の文献としては高安（2014）がある。 
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が果たした役割を強調するものであった。 

これに対し Amsden（1989）は、韓国は後発国としてのポジションを有効活用し、新たな技

術や生産方式の開発に多額の費用をかけることなく、先進国から既存の技術を持ち込むことに

よって短期間での工業化に成功したとしている。また Woo（1991）は、1960 年代以降の韓国

で見られた工業化が、奇跡などともてはやされるようなものではなく5、政府がそれに必要な投

資を行った結果であると論じている。1995 年にソウル市長に就任し、以後政界へと身を転じて

いくこととなる趙淳も、Cho（1994）において、1960 年代以降韓国の工業化に政府の果たし

た役割が絶大であることを指摘している。日本における研究としては谷浦（1989）が、1960

年代以降の韓国の工業化について、輸出産業に有利な金融政策の推進など、政府による積極的

な介入の結果であると論じている。これら諸外国における研究は、韓国国内のイデオロギー対

立からやや距離を置いた場所で、同国の経済成長に政府が大きな役割を果たした点を論証した

点で意義のあるものだった。しかし他方で、これらの研究は、韓国経済が工業化の成功によっ

て国際的な注目を集めるようになったという経緯もあり、工業部門に議論の対象を限定してい

た。 

その後 2000 年代に入ると、進歩・保守のイデオロギー対立の影響を受けながらも、より事

実関係に即し、実証的な立場から歴代政府の農業部門への関与を見ていこうとする研究が出て

きた。こうした中で SaKong and Koh（2012、pp. 102-104）は、1960 年代以降、韓国政府が

工業部門に集中的な投資を行い、その育成を図ったとしつつ、1970 年代には農村近代化政策で

あるセマウル運動を進めたと論じている。そして、政府は工業化を推進する一方で、農村近代

化にも一定の政策を行い、農業部門の所得向上を実現したとしている。SaKong and Koh の議

論は、土地条件や気候風土ゆえ必ずしも農業に適さない韓国において、政府が農業所得を向上

させる上で重要な役割を果たしたことを指摘しており、統計資料などを駆使しつつ、事実関係

に即する形で韓国政府の農業部門への取り組みを論じたという意味では注目に値する。しかし

彼らの議論は、1970 年代韓国の農村近代化政策を、工業化政策に資源の投下を集中させる中で

行われた、いわば優先順位の低い施策と見なしており、その具体的な政策内容や成果について

深く論じていない。また SaKong and Koh は、1980 年にセマウル運動が事実上打ち切られた

にもかかわらず、その後も都農の所得格差が抑制され続けた要因には全く言及していない。 

またキム・ジョッキョ（2012、pp. 42-47）は、歴代韓国政府の経済政策を通史的に見る中で、

1970 年代の産業政策が重化学工業化の推進と農村近代化の並行発展を企図したものであり、そ

のために政府がセマウル運動を進めたことを論じている。そしてキム・ジョッキョは、セマウ

                                                        
5
 日本の高度成長期を論じた Johnson（1983）がタイトルに‘The Japanese Miracle’と記したり、東

アジアの急速な経済成長を取り上げた世界銀行のレポート（World Bank、1993）が‘The East Asia 

Miracle’と題していることにも見られるように、1980 年代から 1990 年代にかけて、韓国など東

アジア諸国の成長は奇跡であると認識されることが少なくなかった。 
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ル運動は農村インフラの整備や農家所得の向上を実現させ、1970 年代の並行発展は成功したと

論じている。またキム・ジョッキョは、セマウル運動に先立つ 1960 年代、都農の所得格差が

拡大した理由として、政府の農政がもっぱら食糧増産を目的としたものであり、農村住民の近

代化ないし生活水準向上へのインセンティブを伴うものでなかったためであるともしている。

キム・ジョッキョの研究は、朴正煕政権に対する賞賛の言説を伴うことなく、韓国の農業部門

の所得が工業部門のそれと同じく政府の強力な指導によって向上したと論じている点で注目に

値する。しかし、キム・ジョッキョの農政をめぐる議論もまた、対象が 1970 年代にほぼ限ら

れており、1980 年に政府が農政の方針転換を図った後も両部門間の並行発展が続いた点には触

れていない。 

上記の SaKong and Koh（2012）、およびキム・ジョッキョ（2012）についてさらに指摘し

ておくべきは、1948 年に大韓民国が成立して以降の産業政策および経済政策を論じている両者

が、ともに農政についてごく限られたページ数しか割いていないということである。SaKong 

and Koh の文献は 270 ページ、キム・ジョッキョの文献は 350 ページから成っているが、前者

が農政に直接言及したのは 3 ページ、後者も 6 ページのみである。このごく限られたページの

中で、両者は 1970 年代のセマウル運動にのみ焦点を当て、その前後の農政にほとんど筆を割

いていない。こうした傾向は政治学においても同様で、キム・イリョン（2004）は、そのタイ

トルを『建国と富国』とし、1948 年の大韓民国成立から 1970 年代の経済成長までを論じてい

るにもかかわらず、農業に関する言及は 450 ページあまりのうち 2 ページ、それも、1950 年

の農地改革と、朝鮮戦争中の農産物配給に関する記述のみであり、工業化政策に割かれた 70

ページ以上の分量とは大きな隔たりがある。また、チョン・ソンファら（2006）は、1960 年

代から 1970 年代にかけての朴正煕政権期を中心とする韓国現代史を取り上げる中で、農村政

策も取り上げてはいるものの、やはり言及されているのはセマウル運動のみであり、政府が同

運動を通じて近代化へ突き進むよう大衆を鼓舞したという点にしか触れていない。 

つまり、2000 年代以降の韓国では、進歩的な立場から歴代政府の農業・農村政策を批判する

のではなく、また保守的な立場からこれを賞賛するのでもない、実証性や論証性を重んじた研

究が徐々になされてきているものの、その蓄積はまだまだ乏しいと言わざるを得ない。日本や

アメリカといった諸外国で展開されたものと同様、韓国における産業政策をめぐる議論も、も

っぱら工業分野を対象としたものになっており、歴代の同国政府が農業の生産性向上や農民の

所得向上に際してどのような政策をとってきたのかは未だ十分に議論されていないといえる。 

より具体的な課題として、これまで議論されてきた韓国農政研究の対象時期は 1970 年代に

集中しており、1980 年代も都農格差が抑制され続ける中で、政府がどのような農村・農業部門

政策を行ったのかは論じられていないのである。1970 年代の都農の並行発展がセマウル運動な

ど政府の政策によってもたらされたものであるとするならば、セマウル運動が事実上打ち切ら



 

18 

 

れた 1980 年代以降も並行発展が持続した背景にも、政府の農業部門への深い関与がなされた

可能性があるが、管見の限り、この点はこれまでほとんど議論されていない。 

また、これまでの研究の大半は、セマウル運動について、1960 年代後半に拡大した都農の所

得格差を短期間のうちに解消するために政府が行った政策であるという位置づけをしている。

この議論に基づくと、セマウル運動は 1960 年代後半の増産重視政策を進める中で政府が応急

処置的にとった政策であるということになる。しかし周知のように、工業化政策を含む韓国の

産業政策は、1962 年に始まり、1996 年までの 7 次に渡る 5 カ年計画の下、政府、中でも経済

企画院による緻密なプランニングに基づいて遂行されたものであった。例えば、1970 年代に行

われた重化学工業の振興は、一見すると当時の韓国の国力に比して無謀な試みであったように

も思えるが、1960 年代に進められた輸出主導型工業化の延長線上として、また 1970 年代初頭

の国内外情勢への対応として、極めて合理的な判断に基づくものであったことが指摘されてい

る（Horikane, 2005）。そうした点を踏まえれば、農村所得の向上に大きく貢献したとされ、

数多くの文献で言及されてきたセマウル運動もまた、1960 年代以前の農政や他の産業政策との

関連性を持たない急ごしらえの措置だったのではなく、それまでの農政とその成果を踏まえた

上で、合理的な判断に基づいて推進された施策であったと考える余地は十分にある。故に、セ

マウル運動と 1960 年代以前の農政との関連性は、現在の韓国農政研究において未だ明らかに

されていない課題であるといえる。 

 

第 2 節 韓国の農業生産・農村生活をめぐる先行研究とその課題 

 

韓国では、1970 年代後半以降、農業の生産構造や農村社会が本格的な学術研究の対象となっ

た。政府系の農業経済研究機関としては、1967 年に農村振興庁6の内部組織として農業経営研

究所が設けられていたが、この研究所は 1978 年に現在まで続く財団法人韓国農村経済研究院

に改組され、広く農村の経済活動全般を調査対象とする組織となった7。1970 年代末から 1980

年代にかけての時期は、第 2 章で詳述するように政府の農村振興策であるセマウル運動が農業

所得の向上に大きな成果を上げ、それが注目された時期であった。そして、こうした成果に触

発される形で、韓国農村の経済社会構造の変化と、その要因をめぐる研究が本格化した。 

文化人類学的な観点から韓国農村の変化に着目した黎明期の研究と言えるのが、崔在錫

（1979）である。崔は、経営規模が 1ha に満たないケースが多くを占めるなど零細性の極めて

強い韓国の農村住民が、プマシと呼ばれる田植えや収穫の共同作業によって営農効率を上げて

                                                        
6
 農林部（日本の農林水産省に相当）の下部組織として、農村部における農業技術教育や農業補助

金の交付などといった実務を担当する機関。 
7
 農村経済研究院の沿革については同院ウェブサイト http://www.krei.re.kr/web/www/106 を参照

（2015 年 7 月 26 日閲覧）。 
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きた点などを詳細に記述しながら、同国農民が社会的互助関係を運用してきたこと、そしてそ

れが 1950 年代初頭の農地改革以降、近代化が進む中でも柔軟に、形を変えながら存続してき

たことを論じた。 

また、崔と同じ時期の農業・農村研究としてイ・マンガプ（1981）は、セマウル運動が韓国

農村社会に与えた影響について考察し、セマウル運動による農村近代化が、農村住民の生活を

物質的に変えただけでなく、長幼の序や先祖に対する大々的な祭祀に代表される儒教型社会秩

序の溶解など、精神的な面でも大きな影響を持つものであった点を描写している。これらの研

究は、1987 年の民主化よりも前に発表されたものであり、政府への批判を避けているなどの制

約はあるものの、農村住民の生活が 1970 年代以降物質的のみならず、精神面でも変化したこ

とを明らかにするものであった。 

崔ならびにイ・マンガプは、農地改革およびセマウル運動という政府の農村に対する施策が

農民生活に作用してきたことを指摘しているが、1980 年代半ば以降、2 人の日本人研究者によ

ってなされた人類学的観察は、こうした農民生活の変化と、それへの政府の関わりが 1980 年

代以降においても見られる点を指摘している。1970 年代から 80 年代にかけて韓国国内の農村

数カ所に住み込み、文化人類学的な観点から農村生活の変遷を追った嶋（1985）は、韓国経済

が発展する中で農村の生活も近代化されていき、上下関係に厳しい儒教的秩序が農民の中から

徐々に薄れていった過程を描写している。この中で嶋は、1970 年代から 80 年代にかけて、政

府による農業・農村政策が農村住民の生活を近代化させる中、農村住民と大都市部との精神的

な距離が縮まっていった点を描写している。 

1970 年代以降、南西部の離島・珍島の農村で 30 年以上に渡って農村の生活や社会構造の変

化を見てきた伊藤（2013）にも、政府によるインフラ建設などの農村開発政策が行われ、それ

によって農村生活が着実に近代化されていった過程が記されているが、同研究には、1980 年代

以降もそうした政府の農村開発が行われていった過程が描写されている。 

伊藤、嶋ともに、それを肯定的に見ているか否定的に見ているか、またその点をどこまで強

調する意図を持っていたかは別として、セマウル運動が政府主導によって行われた 1970 年代

のみならず、1980 年代以降も韓国農村の生活が大きく変化し、またそこに政府の施策が一定程

度影響を及ぼしている様子を描写している。そこからは、セマウル運動が農村に与えた影響を

見るだけでなく、それ以外の農業・農村政策が農業生産と農村生活に与えた影響も見ていく必

要性が指摘できる。 

また上記の崔、イ・マンガプ、嶋ならびに伊藤による研究は、いずれも人類学的見地からな

されたものであり、農民生活の変化に政府がどのような関わりを持ったのか、あるいは持とう

としてきたのかを論じるものではない。政治学の立場からは、これまでに複数の人類学的研究

が明らかにした農民生活の変化に対し、政府がどう関わったのかを明らかにしていくべきだが、
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前節でも指摘したように、この点の研究蓄積は未だ乏しい。 

他方、農業経済学の分野でも、数としては少ないながら、1960 年代の工業化開始以降、韓国

農民の生活や同国農業の生産構造が変化したことが、より直接的に指摘されている。オ・ネヨ

ン（1998）は、1970 年代以降政府の近代化政策が進む中で農民の所得水準が上昇したとしつ

つ、所得以外の尺度、例えば産業としての農業の後継者問題や農民に対する社会保障制度の面

では課題が山積していると論じている。邦語による韓国農業研究の代表格といえる倉持（1994）

は、韓国全土の農業構造および農村生活をフィールドリサーチも含めて調査し、1960 年代以降、

離農の進行によって農村労働力が希少化する中で、農民住民 1 人あたりの農業所得が上昇した

ことを指摘している。また深川（2002）は、上記の倉持の研究を超える業績を出すことが韓国

農業研究者にとって大きな課題であるとしつつ、1990 年代以降の韓国政府による農産物貿易自

由化やそれを踏まえた農業補助金給付の影響を分析し、補助金の受給主体たりうる農村・農民

間組織の未発達ゆえ、補助金の大半が貿易自由化後を見越した農業生産構造の形成に結びつい

ていないと結論付けている。 

これら農業経済学の諸研究も、先述した人類学的諸研究と同様、1970 年代以降、1980 年代、

および 1990 年代においても、韓国農業部門の所得向上に政府の関与があったことを指摘して

いる。ただ、農政の客体である農村ないし農業部門を主たる観察対象とする農業経済学は、農

政の主体である政府を分析対象とはしておらず、従って具体的な対農村・農業部門の施策には

反映されない、政府の農政をめぐるビジョンや基本方針などを見るものではない。政府が農政

についてどのようなビジョンを持ち、どのような優先順位をもって臨んでいるのかを見るのは

政治学研究において解明されるべき課題である。 

 

第 3 節 比較研究における韓国農業・農政への認識とその課題 

 

1970 年代以降急速な工業化を遂げた韓国は、同時期に同じく急成長を実現した香港、台湾、

およびシンガポールとともにアジア NIEs（Newly Industrialized Economies：新興工業経済

地域）と呼ばれ、特に 1990 年代以降、社会諸科学における国際的な関心対象となった。アジ

ア NIEs をめぐる研究の火付け役になったものとして、Vogel（1993）、および世界銀行による

レポート‘The East Asian Miracle: Economic Growth and Public Policy’（World Bank、1993）

が挙げられる。Vogel は、アジア NIEs が世界でも稀にみる速さで工業化を実現した経緯を論

じ、また世界銀行のレポートはアジア NIEs やタイ、マレーシアなどの東南アジア諸国が高い

経済成長を実現したことを論じるものであった。しかし、Vogel の研究はアジア NIEs の工業

化のパフォーマンスを取り上げたものであり、韓国が工業化の一方で農業部門の近代化にも成

功していたことへは関心が及んでいなかった。また世界銀行のレポートは、これら国々の良好



 

21 

 

なパフォーマンスの背景に政府の政策があり、またその政策の対象の中に農業開発が含まれて

いることに論及しつつも、そうした政策だけでは良好なパフォーマンスを説明しきれるもので

はないとして、東アジア諸国の成長における市場の役割を強調している（World Bank、1993、

p. 5）。 

ただ、韓国ないしアジア NIEs が高い工業化パフォーマンスを出したことに注目が集まって

いた 1990 年代初頭の時点で、アジア NIEs が他の途上国に比べて農業部門でも高いパフォー

マンスを実現させていることに注目している研究者もいた。中でも渡辺（1985）および渡辺

（1989）は、韓国と日本が工業化に成功する一方農業部門の生活水準をも向上させてきたこと

を論じている。しかし、渡辺の議論は、農政の重要性を認識しつつも、工業化の成功が農業投

入財の豊富な供給などを通じて農業部門の発展にも波及していくという、いわゆるトリクル・

ダウン理論を強調するものであった。本論文の序章でも述べたように、1990 年代以降急速な工

業化が進んだ中国で都市と農村の所得格差が深刻であるなど、他の多くの途上国では都農間な

いし農工間の所得格差が見られる。この点を踏まえれば、韓国における農業部門の所得向上が

トリクル・ダウンによって実現したとは考えにくく、そこに政府の深い関与があった可能性が

考えられる。 

Francks（1999）は、日本と台湾、および韓国の 3 カ国が工業化の過程でどのような農業政

策を行ってきたのかを論じ、人口の増加と工業部門の成長が同時に起こったこれらの国々では

当初政府が積極的な農産物の増産を奨励し、その後食糧需要が頭打ちになった段階で生産調整

など保護政策へ転換したことが、食糧の安定的な供給をもたらし、工業化に貢献したとしてい

る。しかし Francks の議論は、農業部門の食糧供給の側面に焦点を当てるものであり、農業部

門の所得や生活水準が工業部門のそれに追いついているか否かは議論の対象外としている。 

1990 年代に入ると、アジア NIEs の中でも農村部を抱える台湾と韓国が、1960 年代から 1970

年代にかけて一定の工業化を遂げた中南米諸国と異なり、都農間もしくは農工間の所得格差を

生じさせずに発展してきたことに注目する研究が出てきた。 

山下景秋（1995）は、農工間格差が工業化のパフォーマンスに与える影響について、韓国と

ブラジルを比較事例としながら分析を行っている。山下の議論は、韓国の工業化のパフォーマ

ンスがブラジルに比べて良好であった要因として、近代化された農業部門が工業部門に豊富な

食糧を供給するのみならず、農業従事者の所得向上によって国内市場の拡大にも貢献するなど、

農工間の良好な循環関係が形成された点を指摘し、その背景に 1968年以降の高米価政策など、

政府の農業政策が作用していたと論じている。山下の研究は、韓国政府が工業化の一方で農業

部門の所得向上に取り組んでいたことに触れているのみならず、それが工業化のパフォーマン

スを促したと論じている点で意義がある。しかしながら山下の研究は、高米価政策が工業化の

進んだ時期に韓国政府が行った農業政策の一部に過ぎないにもかかわらず、それ以外の政府の
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農業部門への関与に十分に触れていないという点で限界がある。 

中南米の側から、アジア NIEs と中南米の農工間格差を長期間に渡って比較してきた研究と

しては Kay（2001）や Kay（2006）が挙げられる。Kay（2001）は、メキシコやブラジルと

いった中南米諸国が大土地所有制を改革しないまま工業化を進めたのに対し、台湾と韓国が農

地改革を行い、農村社会の不平等構造を改めた後に工業化を進めたことを指摘し、農民が自作

農化し、増産へのインセンティブを得た台湾や韓国では、農業部門の所得向上が実現し、農工

間の不平等が抑制されたと結論付けている。しかし Kay（2001）の議論は、農地改革が実施さ

れてから 10 年余りが経過し、工業化も本格化していた 1960 年代後半の韓国で農工間の所得格

差が生じたことを説明できていない。 

その後発表された Kay（2006）は、台湾と韓国が農工間の格差を抑制したまま成長しえたの

は国家が農民の貧困削減に向けて大きな役割を果たしたためであるとし、中南米諸国も、農民

の貧困削減に向けて国家が積極的な施策をとるべきであると主張している。しかし Kay（2006）

の議論は、台湾と韓国の経験を中南米諸国の現実へ適用することに主眼を置いていることもあ

り、韓国の農村部門の所得が、貧困からの脱却という次元を超え、都市工業部門と並行発展す

るにまで至ったことまでは論じていない。また Kay（2006）は農村・農業部門に対する政策が、

上述の山下景秋（1995）が指摘するように工業部門のパフォーマンスと関連するものでもある

という点に論及していない。 

以上のように、工業化が始まって以降の韓国の農業・農政を国際比較の観点から論じる研究

は未だ蓄積が乏しい。また、これらの研究は比較に先立つ段階において、韓国が工業化の過程

でいかなる農業政策を行い、それがどのような結果をもたらしたかを十分に把握していないと

いう課題を抱えている。従って、1960 年代以降工業化を進める過程において韓国政府が農業部

門の所得向上のためにどのような施策をとり、それを産業政策全体の中でどのように位置づけ

ていたのかを明らかにすることは、韓国の農業・農政を正確に理解することに貢献し、それを

土台として同国農政を国際比較の枠組みの中で論じていくことにも貢献する。 

 

第 4 節 本研究の意義 

 

前節までの検討を踏まえ、改めて本研究が持つ意義について考えてみたい。 

まず、韓国の産業政策を研究する立場からは、1960 年代以降政府主導による工業化が進めら

れる中、政府が農業部門の発展を産業政策全体の中でどのように位置付けていたのかを明らか

にすることができる。 

これまでの韓国政治・経済研究では、1960 年代以降の同国で工業化が進む一方、農家所得も

また向上したという事実は、十分に顧みられてきたとは言い難い。韓国国内の議論においては、
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朴正煕・全斗煥という権威主義政権時代の諸政策が激しいイデオロギー論争の対象となり、従

って同時代の農政も先に結論ありきという形で論じられがちであった。無論この間、実証性や

論証性に根ざした産業政策の研究も少なからず出てきてはいるが、それらの多くは目覚しい成

長実績をあげた工業部門の政策にもっぱら焦点を当てており、農政についての蓄積は少ない。

また、その数少ない農政をめぐる先行研究も、1970 年代のセマウル運動という強い個性を持っ

た政策にばかり焦点が当てられ、セマウル運動に先立つ政策や、1980 年代以降の農政には関心

が向けられていない。このことは、セマウル運動を 1960 年代後半の都農格差拡大を受けて急

きょ立案・実施された政策であるかのように扱うこととなり、セマウル運動に前後する農政の

全体像はもちろん、韓国の農業政策全体の中におけるセマウル運動の性格や位置付けをも見え

にくくしてしまっている。しかし、同国の工業化が、5 カ年計画に代表されるように政府の強

力な指導と緻密な計画の下に進められてきたことを踏まえるならば、農業部門についても同様

に、中長期的な展望に基づく政府の積極的な役割があった可能性は否定できない。 

既に農業経済学や人類学の立場からは、セマウル運動のあった 1970 年代はもとより、1980

年代においても農村住民の生活に変化があり、そこに政府の施策が介在していることが示唆さ

れている。そうであれば尚のこと、セマウル運動に限らず、韓国の工業化期全般に渡る農政を

見ることは、韓国の農政の全体像、および開発政策全体の中でのその位置付けを明かすことに

貢献する。 

また本研究は、韓国研究のみならず、より広く、工業化過程における農工間格差という問題

を論じていく上でも、一定の視座を提供するものである。韓国は、日本や台湾と同じく、工業

化の過程で深刻な農工間格差を回避した数少ない国の一つであり、その成功の要因を明らかに

するべく、これまでに国際比較の研究がなされてきている。しかし、それらの研究は歴代韓国

政府の農業・農村政策を論じてはいるものの、農業部門の生産性や貧困削減に焦点が当てられ

るにとどまっており、農業部門と工業部門の所得水準が並行して向上した点までは議論が及ん

でいない。工業化の中で農業部門が単に貧困を削減するだけでなく、所得の向上にまで踏み込

んでいけることは農工間格差の抑制に不可欠であり、本研究はそうした格差の抑制に政府が果

たしうる役割を明らかにすることにも貢献する。 

 

第 5 節 本研究の手法 

 

次章以降では、1948 年に大韓民国政府が樹立され、初代大統領に李承晩が就任して以降、2015

年現在に至るまでの間に歴代の韓国政府が行ってきた農業政策を、工業や商業を含んだ産業政

策全体の中での位置付けを踏まえつつ、時系列的に見ていく。 

過去半世紀以上に渡る韓国農政を追うにあたっては、インターネット上で公開されている情
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報ならびに文書を活用した。以下に詳しく述べるように、韓国では法令や現政権の施策はもち

ろん、過去の政権による施策を、オンラインのアーカイブに所蔵し、公開することが積極的に

行われており、政府機関のウェブサイトに拠った部分は大きい。しかしながら、インターネッ

ト上の情報のみに依拠することには限界があるため、2011 年 9 月、2012 年 5 月、2013 年 1 月、

2013 年 7 月、2014 年 3 月、2014 年 6 月、2014 年 8 月、2015 年 3 月、および 2015 年 8 月の 9

回に渡って韓国を訪問し、国立中央図書館、国会図書館、朴正煕大統領図書館などの資料所蔵

機関において研究資料を収集した。また、このうち 2014 年 8 月の訪韓では全羅南道羅州市、ソ

ウル特別市、および大田広域市の各地に設けられた農業技術センター8においてインタビューを

行った。当該インタビューの結果は、第 7 章における参考資料として活用した。インタビュー

対象者のリストは、付録の表 5 に記した。 

本研究では政府機関による刊行物や政府機関のウェブサイトに掲載された情報を多く用いた

が、このうち 1948 年から 1960 年までの李承晩政権期に行われた農業・農村政策については、

アメリカ政府の対外経済援助を統括する USAID（United States Agency for International 

Development：アメリカ合衆国国際開発庁）のウェブサイト（http://www.usaid.gov/）ならびに韓

国政府の対途上国支援に関する基金の運営を担う対外経済協力基金のウェブサイト

（http://www.edcfkorea.go.kr/）を主たる情報源とした。米韓両国の援助機関の資料に依拠するの

は、李承晩時代、特に朝鮮戦争後の韓国においては貧困と食糧不足が著しく、韓国政府自体に

よる農業政策に代わってアメリカからの経済支援が、農民を含む韓国国民の食糧不足や貧困に

対する策となったためである。ただし、李承晩政権期にも韓国政府による農村政策は存在して

おり、これについては韓国国家記録院のウェブサイト（http://www.archives.go.kr/）に依った。 

1960 年代から 1990 年代までの政策については、まず、韓国政府が 7 次に渡って発行した経

済開発 5 カ年計画および 4 次に渡って発行した国土総合開発 10 カ年計画を参照した。経済開発

5 カ年計画は、1961 年に第 1 次計画が発表された、政府による経済開発のマスタープランであ

り、第一次産業から第三次産業までのあらゆる分野における、政府の向こう 5 年間の政策方針

および目標が記されている。国土総合開発 10 カ年計画は、交通や電力といったインフラ整備や

山林の緑化など、国土の利用方針についてのマスタープランであり、この中には農業用地に関

する項目もある。最初にこれら 2 つのマスタープランを見ることで、産業政策全体の中での農

政の位置付けを把握する。2 つのマスタープランの計画開始年と計画終了年については、表序

-1 および表序-2 に記した。両マスタープランの原文については、韓国国家記録院が運営する大

統領記録館（http://www.pa.go.kr）にて保存・公開されているものに依った。その次に、上記 2

                                                        
8
 首都ソウル特別市、日本の政令指定都市にあたる広域市、および基礎自治体である市・郡に設置

される機関であり、農業技術の研究開発と農業教育を主たる業務とする。また、農林部や農振振

興庁といった中央政府の業務委託先としての役割を担っている 
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種類の計画に基づいて行われた具体的な農業政策について、上記国家記録院のウェブサイトに

収録されている資料ならびに白書など政府刊行物を参照し、政府が実際にどのような政策を実

行したのかを見た。各政策の根拠法となった法律については、法務部ウェブサイトの法令検索

（http://www.law.go.kr/）を用いた。 

 

表 1-1：経済開発 5 カ年計画 

計画名 開始年 終了年 

第 1 次経済開発 5 カ年計画 1962 1966 

第 2 次経済開発 5 カ年計画 1967 1971 

第 3 次経済開発 5 カ年計画 1972 1976 

第 4 次経済開発 5 カ年計画 1977 1981 

第 5 次経済開発 5 カ年計画 1982 1986 

第 6 次経済社会発展 5 カ年計画 1987 1991 

新経済 5 カ年計画 1993 1997 

出典：政府発行の各 5 カ年計画をもとに、筆者作成 

注：第 6 次計画は、経済社会発展 5 カ年計画と名付けられた。また第 7 次計画は、金泳三政権

の政権公約という側面も兼ね、名称も新経済 5 カ年計画とした上で作成・発行された 

 

表 1-2：国土総合開発計画 

計画名 開始年 終了年 

第 1 次国土総合開発 10 カ年計画 1972 1981 

第 2 次国土総合開発 10 カ年計画 1982 1991 

第 3 次国土総合開発 10 カ年計画 1992 2001 

第 4 次国土総合開発計画 2000 2020（予定） 

出典：政府発行の各 10 カ年計画をもとに、筆者作成 

注：第 4 次計画のみ、開始年を繰り上げ、かつ計画期間を足掛け 21 年とした上で作成された 

 

1990 年代後半以降現在に至るまでの政策については、5 カ年計画が作成されていないため、

国土総合開発 10 カ年計画を参照しつつ、次いで農林畜産食品部のウェブサイト

（http://www.mafra.go.kr）および政府が発行する各種刊行物を参照することで農政の基本方針を

確認した。そしてこれに続き、農村振興庁のウェブサイト（http://www.rda.go.kr/）および同庁

が運営する帰農政策のウェブサイト（http://www.returnfarm.com）で個別具体的な施策を見てい
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った。 

農家の戸数や所得といった統計については、原則として統計庁ウェブサイトの国家統計ポー

タル（http://www.kosis.kr/）に収録されているデータを用いた。ただし、一部のデータについて

は、統計庁がメディア向けに発行した報道資料や、韓国国内の大学による調査結果に依拠し、

その出典を明記した。統計のうち、所得に関するデータについては、農業政策を扱うという本

研究の性質に鑑み、農家所得のほか、農業所得も引用した。日本の農業経済学では、農家の所

得水準を論じるにあたっては農家所得を指標として用いることが一般的であるが、韓国は 1990

年代まで長きに渡って農家の兼業化が進んでおらず、2010 年代にはいってもなお、農家所得に

占める兼業所得の比率が低い状況にある9。従って、本研究においては、農業部門の所得を見る

にあたり、多くの場面で農業所得を用いた。 

以上のプロセスを通じ、歴代の政府が産業政策全体の中で農業・農村政策をどのように位置

付け、次いで農業・農村政策の中でもどういったイシューを重視し、その上でどのような具体

的政策を実施したのかを見る。そして、その具体的な政策の結果として、農村および農業部門

がどのような変化を遂げたのかを見た上で、それがどのように評価されるべきなのかを考察し

ていく。なお、当然ながら、歴代の韓国政府が行ってきた農業・農村政策は、農民の所得向上

や農村の近代化を目的としたものばかりではない。そのため、政策やその結果を評価するに際

しては、政府が当該政策を推進した際の目的に照らし合わせた成果と、農村住民の所得向上と

いう観点からの成果を併せて記述することとする。 

韓国では、本格的な工業化が始まってから今日に至るまでの間に数回、農業をめぐる政策が

大きく転換している。本論文では、それらのうち以下 4 つの政策転換に注目し、その転換点ご

とに章を区切る形をとる。 

1 回目の転換時期は、1960 年代末以降農業部門の所得向上策が積極的に実施されるようにな

った時期で、この転換は、従来農産物の増産による食糧不足の回避に優先順位を置いていた農

政が、農業従事者の所得向上のためにも積極的な措置をとり始めたというものであった。2 つ

目の転換時期は 1980 年代に入り、政府が農産物貿易の自由化を意識始めた頃である。ここで政

府は、引き続き農業従事者の所得向上を重視しつつも、農業生産の効率性をより重視するよう

になる。またこの時期は、国土の均衡発展という観点から、農村住民の所得向上を農業の近代

化のみならず、兼業化によっても進めていくことが志向されることとなる。3 つ目の転換時期

は 1990 年代であり、韓国の所得水準向上や公害問題の発生を背景として、親環境農業が進めら

れるようになった時期に当たる。この時期は、1996 年の OECD への加盟に見られるように、韓

                                                        
9
 統計庁の調査によると、2014年における韓国農家 1世帯あたりの兼業所得は 375万ウォンであり、

これは同じ年の農家所得 2650 万ウォンの 2 割にも満たない。国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont（2015 年

12 月 11 日閲覧） 
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国が先進国段階へ移行したといえる時期であり、引き続き農業の生産性向上などが取り組まれ

つつも、政府が農業を保護対象とし、その存続に向けた施策を取り始める時期である。そして

4 つ目の転換点は、2000 年代に入り、1960 年代以来減少し、かつ高齢化する一方だった農業従

事者が帰農・帰村者、つまり都市住民の農村移住によって補充されるようになった時期である。 

先の章でも紹介した本論文の各章は、基本的にこの時期区分に基づいて構成されている。具

体的には、まず第 2 章で工業化以前の農政を扱った後、第 3 章で工業化の開始から 1 回目の政

策転換までの農政を見る。続く第 4 章では、1970 年代の農政、すなわち 1 回目の政策転換から

2 回目の政策転換までの時期を見ていく。主に 1980 年代を扱う第 5 章は、2 回目の政策転換か

ら 3 回目の政策転換までの時期を見るものである。そして、親環境農業を論じる第 6 章は、3

回目の政策転換の後を見るものであり、都市住民の帰農を扱う第 7 章は、4 回目の政策転換の

後を見るものである。 

このうち、3 回目の政策転換後を扱う第 6 章と 4 回目の政策転換後を扱う第 7 章は、1996 年

に韓国が経済協力開発機構（OECD）に加盟し、一般に先進国の仲間入りを果たしたと見なさ

れるようになった時期以降を論じるものである。本研究は、政府主導による開発が進められ、

目覚ましい工業化を遂げていた時代の韓国における農業政策を主たる分析の対象としているた

め、この 2 つの章では、第 5 章までとはやや性質の異なる議論が行われることとなる。しかし、

開発途上段階から先進国段階への移行は漸進的なものであり、両段階はある時点を以って明確

に区別できるものではない。また、政府が農業所得の維持ないし向上に資する政策を行い、そ

れによって農業部門の従事者が生計を立てられる環境が確保されるか否かという点は、開発途

上段階のみならず、先進国に移行した後の段階においても重要な論点となりうる。従って本論

文では、1990 年代以降の韓国農政も分析の対象となっている。 

ただし、上に記した各時代の施策は、必ずしも時系列的に並べきれるものではない。例えば、

1980 年代に農業部門の生産性向上を企図して始められた大規模化および機械化は、1990 年代に

入り、親環境農業政策が進められるようになってからも続いている。そのため、長期間に渡っ

て実施された施策を論じる際には若干時系列が前後することがあるが、原則として各時代の政

策は、それが実施され始めた順に記してある。 

なお、各々の時代に政府が示した農政のビジョンおよび具体的な施策を見る際、その性質や

特徴をより明瞭に把握するための一助として、理論的なフレームワークを援用している箇所が

ある。具体的には、2000 年代における都市住民の農村移住が持つ特徴を明らかにするフレーム

ワークとして、都市・農村間の人口移動をめぐるモデルが援用されている。ただしこれは、特

定の時代に見られた現象や施策を説明するために部分的に用いられるものであり、本論文の議

論全体を説明する理論として言及されるものではない。  
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第 2 章 

日本統治時代から工業化前夜まで 
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本章では、工業化が進行する中での韓国農政を見ていく前段階として、朝鮮王朝時代

（1392-1910）から日本統治時代（1910-1945）、およびアメリカ軍政時代（1945-1948）を経て、

李承晩政権時代（1948-1960）に至るまでの農政および農業を概観する。現在大韓民国の施政下

にある朝鮮半島南部では、朝鮮王朝時代以前から稲作を中心とした農業が営まれており、そこ

で形成された農耕文化は、形を変えつつも現代の韓国農業に一定程度影響を与えていると思わ

れる。また、韓国政府が農地改革を実行し、不在地主による大土地所有制を解体したのは工業

化に先立つ 1950 年代前半のことであり、この時期に自作農化が概ね完了したことは、1960 年

代以降の農業政策に大きな影響を与えるものであった。そのため、韓国農耕文化の歴史的背景

と、工業化に先立つ時期の同国農業の歩みを理解しておくことは、本研究の議論を理解するう

えで不可欠である。 

朝鮮半島では、14 世紀末に朝鮮王朝が事実上成立し1、以降同王朝による支配が 500 年余り

続いたが、1910 年、日韓併合条約を以って皇帝2が廃位され、日本がその全域を植民地として

支配することとなった。1945 年に日本統治が終焉し、3 年間の米ソによる軍政期を経て、1948

年に韓国・北朝鮮両政府が成立する。こうした歴史的経緯を踏まえ、以下では、まず第 1 節で

朝鮮王朝期の朝鮮半島農業を概観し、そこで形成された農耕文化を押さえておく。続く第 2 節

では日本統治時代の朝鮮農業を概観し、その後第 3 節で、大韓民国成立直後に李承晩政権が行

った農村政策、すなわち農地改革とその結果を見る。第 4 節では、農地改革後、1960 年の李承

晩政権崩壊までの韓国の農業および食糧事情を概観し、この時期の韓国がアメリカからの食糧

援助に大きく依存していたことを指摘する。そして第 5 節では、工業化の前夜に至るまでの韓

国農業についての議論をまとめる。 

 

第 1 節 朝鮮王朝期の朝鮮半島農業 

 

北半球の中緯度に位置し、四季の変化がある朝鮮半島は、単作によるコメの生産に農地の大

半が割かれてきた点で、日本と類似した農業環境を有している。農地の所有形態としては、少

なくとも朝鮮王朝以降、東南アジアのイギリス領で多く見られたような、農園主の下で農業労

働者が賃金労働としての耕作に従事するという農園制ではなく、耕作者が地域の有力地主や王

朝から土地を借り、そこで耕作を行った後、収穫物の一定比率を現物税として上納するという、

                                                        
1
 李氏が朝鮮半島全土を平定したのは 14 世紀末の 1392 年であるが、この時の権力掌握は李成桂が

高麗王に即位する形で行われたものであり、李氏が明によって朝鮮王に冊封され、朝鮮王朝が名

実ともに成立するのは 15 世紀初頭である 1401 年に入ってからのことである。 
2
 長らく朝鮮王朝は国号を朝鮮と称し、君主を朝鮮王と称していたが、宗主国である清が日清戦争

に敗れた後の 1897 年から日本に併合される 1910 年までは、国号を大韓、君主を大韓帝国皇帝と

称していた。 
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いわゆる刈り分け小作を中心としてきた。この小作制の基本的なシステムは、近世以降第二次

世界大戦直後までの日本における一般的な農業形態と同様であり、またこのシステムは、1910

年から 1945 年までの日本統治期の朝鮮においても維持されることとなった。ただし、両国の間

には現物税の徴税主体に大きな違いがある。近世の日本は、現物税の徴収主体である藩主が世

襲制であり、かつ石高の割り当てという形で一定の資産を持つことが幕府から認められていた

ため、ある藩主がコメの増産を促すことで多くの収穫物を現物税として徴収し、それを資産と

して次世代の藩主に相続させるというインセンティブが作用するシステムになっていた。これ

に対し、朝鮮王朝下の地方長官は中央から 3 年ないし 5 年程度の任期で派遣されてくるという

立場にあり、現物税の徴税主体が食糧の増産を推進することで税収を増やそうとするインセン

ティブに乏しかった3。 

伊藤亜人は、似たような気候風土や稲作風景を有している日本と韓国の農村の間には、いく

つかの文化的相違点があると強調している（伊藤、2013、pp. 41-44）。それによると、日本の幕

藩体制に比べて著しく中央集権的であった朝鮮王朝の下においては、村落や郡、あるいは道と

いった地域が社会的共同体を形成する契機に乏しく、農民を含む住民が特定の村落に長期間居

住し、地縁を形成することもあまり一般的ではなかったという。後述するように、韓国の農村

における地縁的互助関係としては契と呼ばれるものが存在し、資金の運用や水利施設の管理な

どを目的として農民同士が契を結成することは珍しくなかったが、この契は一定の期限を持っ

たものであり、資金運用の満期や水利施設の老朽化などによって役割を終えれば解散するもの

であった（伊藤、2013、pp. 312-333）。この点について伊藤は、韓国農村では、血縁関係が永続

性を前提とした人間関係として圧倒的なプレゼンスを有し、地縁の役割は副次的なものだった

と指摘している（伊藤、2013、pp. 347-351）。 

加えて伊藤は、後に詳しく見るように、朝鮮儒教が先祖を崇拝することを規範とする一方、

土地を守ることや職業を継承することを規範とみなしていないことに言及し、韓国では血縁を

媒介とした互助関係や厳しい上下関係が存在する一方、農家や商店経営主がその土地や経営権

を子孫に継承するなどといった意識は、極めて希薄になりやすい4と指摘している。この点を裏

付けるように、農林部の傘下団体・韓国農村経済研究院が 2014 年 10 月に行った意識調査では、

調査対象となった現役農家経営主のうち、29.8％のみが「子女が農業に就労したいと希望した

                                                        
3
 担当地域の財政基盤を強化するインセンティブが乏しかった一方で、官職の地位が数年程度しか

保証されない個々の官吏は、自身の私財を溜め込むことには強いインセンティブがあった。19 世

紀末に朝鮮を旅行したイギリス人イザベラ・バードは、地方官吏は徴収した国税の 3 分の 1 程度

しか上納せず、こうした地方官吏の深刻な汚職が朝鮮王朝の財政基盤を脆弱なものにしていたと

記述している（バード、1998、pp. 498-501）。 
4
 韓国農家において親子間の継承意識が希薄であるという点は、伊藤のほか李哉泫（2014、p. 14-17）

や李裕敬（2014、p. 18-26）も、親から子へ経営権を継承する農家が 2 割にも満たないなどという

形で言及している。 
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ら、それを支持するか」との問いに「支持する」と答えている（キム・ドンウォン、2014、p. 5）。

同調査は、自分の子が就農することに反対する理由について質問を設定しておらず、従って多

くの農家がこの就農に否定的な理由が、収益性が低いなどといった経済的なものなのか、それ

とも文化的なものなのかは判別できない。しかし同調査では、「小学校や中学校、高校で農業体

験を教科として義務化すべきか」との問いに現役農家経営主の 73.1%が賛成しており（キム・

ドンウォン、2014、p. 5）、次世代の人々が農業に理解を示し、それに関わろうとすることには

肯定的であるという農民の姿勢がうかがえる。また同調査によると、「農業が立ち行かなくなれ

ば、国家全体の経済も立ち行かなくなると思うか」との問いには、現役農家の 70.2%が肯定の

回答をしている（キム・ドンウォン、2014、p. 5）。つまり韓国の農家経営主は、農業という仕

事に誇りを持ち、また次世代の韓国人にも農業への理解を深めるよう求める傾向が強い一方で、

子女が農業の継承者になるよう期待する傾向は、それほど強くないといえる。これは、親の職

業を子が継承する意識の強い日本とは大きく違う点である。 

本論文第 7 章で述べるように、韓国では 2011 年 1 月より、高齢化の進んだ農家を引退させ、

彼らの農地をより生産意欲の高い若手農家に譲渡させるため、高齢の農家が政府系金融機関で

ある農地銀行に農地を売却ないし貸与した場合、その売却益や運用益を年金として受け取れる

農地年金制度が導入された。この制度は、高齢になった親の農地を子女が継承しないことを前

提としたものである。 

ここまで見てきたように、朝鮮半島で歴史的に形成されてきた農耕文化は、稲作中心という

点で日本と似た部分も多いものの、強固な血縁関係に比べてあっさりとした地縁関係、そして

親から子への職業継承意識の乏しさという特徴を持ったものであった。次節では、1910 年に始

まる日本統治時代の朝鮮農業を見ていく。 

 

第 2 節 日本統治時代の朝鮮農政 

 

1910 年の韓国併合条約発効を以って、朝鮮半島は朝鮮総督の統治下におかれる日本の植民地

となった。日本は朝鮮を植民地として経営していくにあたり、現在の北朝鮮にあたる半島北部

を工業地帯として整備する一方、現在の韓国にあたる半島南部を食糧基地と位置付けた。1918

年に富山で米騒動が発生したことに象徴されるように、日露戦争以降の日本では増加するコメ

需要を内地の稲作のみでカバーすることは限界に達しており、その解決策として朝鮮を穀倉地

帯とすることが企図されたのである。この目的に沿い、朝鮮総督府は憲兵や文民官吏を農村へ

派遣し、日本内地で用いられている営農技法を現地農民に教授するなど、地域に密着した活動
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を通じて、日本式の農作物や営農方法を普及させた（李熒娘、2015、pp. 104-105）5。この過程

で、上述のように元々農民が特定の場所に長期間居住することが一般的ではなかった朝鮮半島

では、農民の農村間移動、および都市への移住が加速していった。Soon and Lee（2012、p. 422）

は、日本統治時代の朝鮮において婚姻や出稼ぎ、新たな土地でのより効率的な農業などを目的

とした農民の移住が活発化したことを指摘している。農民が多様な理由で移住を行うようにな

ったことは、小作地の賃借など、農業用地の取引を行うための市場が形成されることにつなが

っていった。 

しかし、この過程において、朝鮮の農地はその所有権や所有形態が複雑に入り組み、総督府

による農地の管理や農業生産の指導が困難な状況へと陥っていった。併合直後の 1910 年代、朝

鮮総督府は、朝鮮全土の地主の互助組織である地主会を通じて総督府の指定した米穀品種の作

付けなどを断行したが、1919 年の三・一独立運動の後になると、総督府の統治方針自体が武断

統治から文治統治へと転換し、これに合わせて上からの農業近代化路線も見直されることとな

った（李熒娘、2015、pp. 78-87, 105-108）。武断統治時代、朝鮮農地の所有・耕作をめぐる権利

関係は、総督府が地主会に積極的に介入することにより、総督府によって厳格に管理・監督さ

れていた。しかし、文治統治時代に入って総督府の農業への介入が弱まったことで、総督府が

農地ををめぐる権利関係を十分に把握できない地域が出てきた。こうしたことも、農地の所有・

耕作をめぐる関係を複雑化させることとなった。 

これを受けて 1934 年、農地の所有権や売買、および小作料の上納方法を文書に記録するとい

う近代的な土地取引法規である朝鮮農地令が施行された6。日本政府の閣議決定を受け、朝鮮総

督令によって制定されたこの法規7は、朝鮮王朝末期から日本統治期にかけて朝鮮半島全体に定

着していた小作農のあり方について統一のルールを定めたもので、第 3 項において、農村に在

住しない地主が小作人に農地を貸し付ける、いわゆる不在地主に対し、農村在住の土地管理人

を置き、その人事について郡の認可を得ることを義務づけた。また第 7 項では、小作の期間を

最低でも 3 年、長い栽培期間を要する作物については 7 年以上とすることを規定し、地主、特

                                                        
5
 崔吉城（2015）は、1930 年代の朝鮮で総督府主導の農業近代化事業が行われ、当時慶尚北道で小

学校教師を務めていた朴正煕もその事業に関わっていた点に言及している。朝鮮に先んじて日本

の植民地となった台湾では、警察官や学校教員などを通じて農民に日本式の農業を教授する事業

が行われていたが、朝鮮においてもその手法が援用されたものと思われる。 
6
 朝鮮農地令の条項ごとの規定は、国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004041&pageFlag=の記載内容に依

った（2015 年 8 月 2 日閲覧）。 
7
 朝鮮総督は、先に設置されていた台湾総督が親任官でありながら内閣官制の統制を受けていたの

に対し、同官制に拘束されない、名実ともに親任官といえるポストであった。これは、台湾総督

府職制が文官の総督就任を妨げていなかったのに対し、朝鮮総督府職制が総督受任者の資格とし

て現役武官であることを規定しており、従って朝鮮総督に統帥権独立の原則が適用されたためで

ある。しかし本事例のように、実際の行政運営上は内地の内閣が朝鮮総督に一定の政策指針を示

すことがあった。 
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に不在地主が小作人に不利な取引を行うことに一定の規制をかけた。この朝鮮農地令によって、

それまでは口頭による契約で行われることが少なくなかった朝鮮半島での農地の賃借や売買は、

書面化された契約書を交わさなければならなくなったが、これにより、朝鮮の農村での農業経

営は近代的な契約主義に基づいて行われるようになった。 

 

第 3 節 大韓民国政府樹立と農地改革 

 

1945 年 8 月 15 日の第二次世界大戦での日本の敗戦を受け、同月 31 日を以って朝鮮総督府は

アメリカ軍政庁に権限を委譲し、解散した。総督府解散後、北緯 38 度線以南の朝鮮はアメリカ

軍政の下に置かれ、土地制度の再構築も米軍の指導の下に行われた。朝鮮に在留していた日本

人の大半が引き揚げていったため、農地保有についてはこの時期に以下のような動きがあった。

まず、南部朝鮮の全農地のうち、総督府が所有していた接収地は米軍庁の所有地へと移管され、

朝鮮人地主の保有地は、引き続き地主たる朝鮮人による保有権が認められた。これらに対し、

日本人地主が所有していた土地は、日本人が引き揚げていったことを受け、基本的にその立地

条件や利用状況に応じて朝鮮人地主の保有地へと編入されるか、軍政保有地へ編入されるかし

た。ただし山間部などには一部、朝鮮人地主の所有地にもならず、アメリカ軍政に接収される

こともない土地が発生し、これが耕作者の所有へと帰属することもあった。これは、日本統治

下で農地として耕作されていながら土地台帳への登録が行われておらず、従って所有者が不明

瞭な土地があったためである。朝鮮総督府による最後の農地調査が行われた 1942 年時点におけ

る土地台帳未登録農地は 79,323 町歩8と、朝鮮全土の農地 4,475,326 町歩のうち約 1.7％を占め

ていた9。逆に言えば、朝鮮の農地の約 98％は、所有者こそ変わったものの、朝鮮農地令に基

づく小作農制度を基本的に維持したまま、アメリカ軍政期を経て 1948 年 8 月の大韓民国政府樹

立後へと継承されたのである10。 

韓国政府は、樹立直後の 1948 年 9 月に招集された第 1 代国会11に対し、小作農制度を解体し、

全農民の自作農化を図る農地改革法案を提出した。この農地改革法案は、審議過程で条文の一

                                                        
8
 1 町歩=0.99ha 

9
 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont（2015 年

8 月 2 日閲覧）。ただし、これはのちに北朝鮮の実効支配下に入る地域も含めた数字であり、韓国

の実効支配地域に限ったデータではない。 
10

 ただし、解放直後の朝鮮は社会的に混乱していたため、統計の正確性には注意を要する。倉持

（1985、p. 3-44）は、農地改革直前の段階で韓国農家の 16％が自作農であったとするデータを提

示し、残る小作農についても、実質的な自作農化が一定程度進行していたと論じている。 
11

 韓国の国会は、日本のように各会期に通し番号を付すのではなく、総選挙による全議席の改選を

区切りとして、代数を付すことで時期の区分を行っている。1948 年 5 月に制憲議会選挙として議

員が選出され、憲法施行後に国会へ移行、1952 年 5 月に改選されるまでが第 1 代国会である。 
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部修正がなされ、また採決に際しては一部の地主出身議員から反対票を投じられたものの、翌

1949 年には本会議で可決・成立した。 

韓国政府が発足直後の段階で農地改革法の制定を図った理由については、3 つの要因を指摘

することができる。第 1 の要因は 1948 年 9 月 9 日に朝鮮半島北部で朝鮮民主主義人民共和国（北

朝鮮）政府が発足したことである。社会主義体国家である北朝鮮が農業用地を含む全国の土地

の国有化に踏み切ったことは、小作農制度を維持する韓国政府を「地主による搾取を容認する

体制」として内外に印象付けてしまう恐れがあった。 

第 2 の要因は、結局実施には移されなかったものの、1948 年 3 月の時点でアメリカ軍政が農

地改革の実施を宣言し、かつその方法として、地主から農地を没収するのではなく、地主への

補償を伴う形をとるべきであると打ち出していたことだった（ブゾー、2007、pp. 118）。 

第 3 の要因は、大統領就任後の李承晩と地主勢力との関係が変化したことであった（ブゾー、

2007、pp. 159-160）。1948 年に制定された第一共和国憲法12は当初、大統領を国会議員による間

接選挙で選ぶことを規定していた。アメリカで長年朝鮮独立運動に携わり、その名声を主たる

追い風として制憲議会の議長に選出された李承晩は、制定後の憲法に従って大統領に就任する

ことを狙っていた。しかし、海外生活歴が長く、朝鮮半島内での知名度が必ずしも高くなかっ

た李承晩は、定数200の制憲議会において自らの支持勢力を55議席しか確保できていなかった。

そのため、大統領選挙で当選するためには、80 議席を占めていた無所属議員の取り崩しに加え、

29 議席と一定のプレゼンスを持ち、地主を主たる支持基盤としていた保守政党・韓国民主党を

取り込まざるを得なかったのである。従って李承晩は、大統領に選出されるまでは地主層の利

益を決定的に損なう施策は打ち出せなかった13。しかし、一たび選挙に当選、大統領に就任し

た後は、もはや同党の利害関係に配慮する動機がなくなったのみならず、同党が有力政党とし

て政治的プレゼンスを維持した場合、大統領の地位を脅かす危険性すら感じていた。そうした

点からも李承晩率いる韓国政府は、地主制の解体に着手することとなった14。 

このような背景の下で制定された農地改革法に基づき、翌 1950 年から 1953 年にかけて、大

韓民国実効支配下における農業用地の全面的自作農化が進められた。全国の農地のうち、日本

統治時代に制定された朝鮮農地令に基づき、不在地主が保有、在村管理人が管理・運営してい

                                                        
12

 韓国の憲法は、形式的には 1948年に制定された大韓民国憲法がその名称を変えることもなく、

規定に基づく改正を重ねることで現在まで効力を維持している。しかし、同憲法は現在に至るま

で統治機構や人権規定を全面的に改正したことが 5 回あり、それらの改正を他の改正と区別する

必要があることから、フランスに倣い、条文を全面改定した憲法に「第○共和国憲法」ないし「第

○共和制憲法」という別名を充てる。1987 年に全面的に改正された現在の憲法典は、正式には「第

9 次改正大韓民国憲法」であるが、一般には「第六共和国憲法」と呼称される。 
13

 李承晩が韓国民主党に接近し、政権基盤を構築していく過程については木村（2004）が詳し

い。 
14

 李承晩の 1 期目在任中に憲法が改正され、2 期目以降の大統領選挙は国民による直接選挙方式に

移行したほか、李承晩は自らの主導による与党・自由党を作り、第 2 代国会議員選挙に臨んだ。 



 

35 

 

た土地については、政府によって買い上げられ、耕作者へと分配された。農地改革の最中、朝

鮮戦争によって釜山周辺の一部地域を除く朝鮮半島の大部分が朝鮮人民軍に支配された時期が

あったものの、上述のように北朝鮮側への体制宣伝という側面も持っていた農地改革は短期的

な中断を挟みつつも遂行された。この結果として、韓国全土の耕地に占める小作農地の面積比

率は、表 2-1 に示される通りとなった。1945 年を境に朝鮮の統治主体が変わったため、統計の

集計者が同一ではなく、また朝鮮戦争前後の混乱期について信頼性の高い統計が得られていな

いという制約はあるが、この表からは、日本統治時代朝鮮の全耕地面積の 8 割以上を占めてい

た小作農地および半自作農地15が、1950 年から 1953 年にかけての農地改革を経て大幅に減少し

たことが読み取れる。 

 

表 2-1：朝鮮・韓国全土の耕地面積に占める自作農地・小作農地の比率 

年 度 1935 1938 1945 1960 

自作 19.2 19.0 13.8 73.6 

半自作 25.6 25.3 34.7 19.6 

小作 55.2 55.7 48.7 6.8 

単位：％ 

出典：1935 年・1938 年＝企画財政部（2013）、1945 年＝朝鮮銀行調査部（1949）、1960 年＝韓

国農村経済研究院（1988） 

注 1）1945 年までのデータは朝鮮全土の耕地を対象としたものであり、1960 年のデータは大韓

民国の実効支配下にある耕地を対象としたデータである。 

注 2）1945 年の朝鮮銀行による統計は、耕作を放棄した農家が数多く検出されたため、合計値

が 100％にならない。 

 

韓国における農地改革の成果を巡っては、日本や台湾などと比べて不完全だとする議論があ

る16。その議論によると、ほぼ同時期に農地改革を行い、改革後に残った小作地の全国耕地面

積に占める比率が 5％未満だった台湾や日本に対し、韓国では農地改革後も約 25％の耕地が小

作農地のままであり、しかも 1960 年代にかけて小作地が増加したというデータもある（倉持、

1985、pp. 5-13）。こうした点を指摘する研究では、韓国の農地改革は当初の目的を達成してい

ないとされる（イ・ビョンチョン、2014、pp. 67-71）。しかしこの議論は、農地所有者と耕作者

                                                        
15

 半自作農とは、同一耕作者の下で自作農地と小作農地が混在している状況を意味する。耕作者が

耕地の全てを所有できていないため、経営形態としては不安定で、農地改革に関連する議論では

通常、小作農に準ずるものとして扱われる。 
16

 例としてイ・ビョンチョン（2014） 
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が異なる農業経営方式を全て小作農と定義してしまっており、縁戚者や自作農同士で農地の賃

借が随時行われる韓国農業の実態を反映していない17。1990 年代以降の研究では、農地改革後

の韓国における自作農地が全耕作地の 90％に満たなかったのは、小作農が残ったためではなく、

土地が狭く、また複雑に入り組んでいる韓国の農村で、互いに血縁関係にある自作農同士が便

宜的に土地の交換や融通を行っているためであるという可能性が指摘されている（倉持、1994、

pp. 143-147）。また、引っ越しに際して前居住地の農地を他人に貸与し、引っ越し先の土地を他

人から借り受けるということもデータ処理の方法によっては小作農となってしまうため、その

場合、借地で営農する農家の大半が小作農に分類されてしまうのである18。ただし、建国直後

から朝鮮戦争の時期にかけて行われた農地改革の徹底度を巡っては、今日もなお、韓国国内で

の進歩・保守両陣営による一種のイデオロギー論争の対象となっており、判断や評価が大きく

分かれるところとなっている（イ・ビョンチョン、2014、pp. 64-66）。本稿ではさしあたり、韓

国の農地改革について、この改革を経て同国農地の 8 割以上が自作地に転換したことが、零細

自作農の群立という同国農業の今日にまで至る性格を形作るものであった点を指摘するにとど

めておく。 

農地改革を経て韓国農民の大半が自作農へと移行したことは、長期的には韓国農村部におけ

る所得格差の拡大や貧困の発生を抑制することにつながった。自ら所有する土地を耕作すると

いうことによって営農者にインセンティブが付与され、農業生産パフォーマンスが向上するこ

ととなったのはもちろん、離農を希望する農村住民が自らの土地を売り、それを都市へ移住す

るための資金にすることができるなど、農民が土地を資産として運用できるようにもなった。

しかし一方で、1950 年代の同国は、都市・農村ともに著しい貧困を抱えていた。一人あたりの

国民総生産は 1950 年代を通じて 100US ドルに届かず、朝鮮戦争の休戦を経てアメリカから供

与された経済支援も、後述のように戦災からの復興という役割を果たすにとどまった（ブゾー、

2007、pp. 161-162）。農村部の場合、朝鮮戦争の前後に北朝鮮からおよそ 10 万人の越境者が流

入していたが、これらの人々を含め、農地改革時に大韓民国の施政下に居住していた全ての農

業経営世帯に自作農地が割り当てられた。そのため、農地改革終了翌年の 1954 年時点の統計に

よると、全国 223 万戸の農家のうち、耕地面積が 1 町歩19以上の農家は 47 万戸と 2 割強に留ま

                                                        
17

 農地改革法は、改革によって分配された農地の賃借を禁じる一方で、違反者への罰則規定を設け

ていなかった。それゆえ農地改革後の韓国では法文上は農地の賃借が禁じられる一方、実際には

しばしば農地が貸し借りされていた（近藤、2015、p. 33）。後述するように、韓国で農地の賃借が

法文上も認められるようになるのは、1980 年代以降のことである。 
18

 政府は農地改革後、農地の賃借に関する条件を規定するべく農地法案を度々国会に提出したが、

国会議員の間では地主制復活への警戒感が強く、李承晩政権から朴正煕政権にかけて起草された

同法案は全て国会未提出ないし審議未了として廃案になるか、否決された。このことも、農地の

賃借に関する正確な事情が把握されずにいる原因となっている。 
19

 1 町歩=10 反=0.99ha。 
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り、同 5 反以上 1 町歩未満の農家が 77 万戸、そして同 5 反未満という零細規模の農家は 99 万

戸と、全農家の約 4 割にも達した20。このように、農地改革後の韓国では、多くの農家が零細

な規模にならざるを得なかった21。また、日本統治時代に建設され、その後アメリカ軍政を経

て大韓民国へ継承された工業施設の大半は、朝鮮戦争によって破壊されてしまったため、工業

や商業を中心とする都市部門が雇用吸収力を持ちえない状況にあった。休戦後に政府が行った

最初の人口調査である1955年調査の結果によると、全国の専業農家世帯数は約 225万戸であり、

かつ専業農家世帯の構成員数は約 1294 万人であり、専業農家 1 世帯あたりの構成員数は平均

5.75 人に達していた22。なお、2010 年調査においては、農家世帯数 117 万戸に対して農業人口

は 306 万人であり、農家 1 世帯あたりの構成員は 2.6 人にまで減っている23。つまり、農地改革

直後の韓国農村部では、半数近い農家が 0.5ha にも満たない農地しか持っていない一方、1 世帯

当たりの構成員数が 6 人近くであるという労働力過剰の状態にあった。こうした構造は、限ら

れた農業所得を多くの世帯構成員が分け合い、結果として農民 1 人当たりの所得を低迷させる

ものとなった。 

また、前述の北朝鮮からの越境者は、越境前の気候風土と異なる環境下での営農をせざるを

得なくなり、このことも農家の農業所得を制約する要因として作用した24（イ・マンガプ、1980、

pp. 151-165）。韓国の実効支配地域内での移動に目を向けた場合でも、朝鮮戦争では南東部・釜

山市街地とその郊外を除く半島部国土のほぼ全域で地上戦が行われたことから、隣の郡や道な

どへ農村間移動する人々が少なくなかった（イ・マンガプ、1980、pp. 165）。これらの人々は、

気候や治水などの営農条件が大きく異なる場所への移住を余儀なくされるケースが少なくなく、

さらに移動先に耕作適地が乏しいなどというケースもあったため、営農条件の違いのために移

住前よりも農業収入が低下する傾向にあり、このことが農家世帯の貧困を促した（イ・ホンチ

ャン、2003、pp. 576-577）25。更に、朝鮮戦争では韓国側の兵力は 100 万人以上が死傷したが、

                                                        
20

 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont（2015 年

8 月 2 日閲覧）。 
21

 韓国以外に目を転じると、ビルマ式社会主義時代のミャンマーのように、自作農一戸平均の経営

耕地面積が狭小となることを防ぐため、一部の小作人に農地を振り分けない事例も見られる。（高

橋、2000、p. 43） 
22

 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont（2015 年

8 月 2 日閲覧）。 
23

 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont（2015 年

8 月 2 日閲覧）。 
24

 朝鮮半島は南北に細長いため、たとえば北部の平壌周辺と南部の釜山周辺では、耕作可能期間の

長短にも違いが生じる。 
25

 朝鮮戦争では、大韓民国の施政下にある地域の居住者だけでも 500 万人を超える離散家族が発生

した。親類との関係が途絶したことは、農民が婚姻や引っ越しの面で協力する相手を失うことを
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これは農作業における主たる労働力である成人男性を多く失うことにつながった26。 

一戸当たりの経営耕地面積が零細となった韓国の農家は、朝鮮戦争とそれに前後する混乱と

いう困難も抱え込むこととなったが、こうした状況下、各農家間で結ばれる「契（계）」およ

び「プマシ（품앗이）」という相互扶助関係は、農村住民の生活を安定化させることに貢献し

た（伊藤、2013、pp. 325）。農地改革前の小作制の下では、地主は小作人から地代を徴収する

反面、小作人が資金を必要とする際に低利の貸し付けを行うなどの支援も行っていたが（ブゾ

ー、2007、p. 160）、こうした地主による小作人への支援といった機能も、農地改革後は自作

農民同士の互助関係に置き換えられるようになった。そのため農地改革後の農家間では、資金

の融通や利殖、農作業の手伝いといった様々な相互扶助関係が発達してきた。  

伊藤は、1970 年代から 40 年余りに渡って行ってきた南西部・全羅南道珍島郡でのフィール

ドワークを通じ、契およびプマシという韓国農村における地縁的相互扶助関係について詳述し

ている（伊藤、2013、pp. 307-413）。それによると、契は日本の頼母子講に相当するシステムで

あり、農村内の世帯主が利殖や農業器具購入、あるいは土地の整備など、特定の目的のために

任意でグループを結成し、各メンバーが同額ずつ出し合った資金を運用ないし利用し、その目

的を達成しようとするものである。契は、世帯主の任意によって結成されるものであること、

各世帯主の拠出する資金が例外なく同額であること、契の代表となる契長はリーダーというよ

りもコーディネーターとしての役割を期待されること、および契の資金管理者は 1 年任期の輪

番制とすることなど、加入者間の平等な関係に根差した組織原理を有している。そして契は、

結成時の目的を達成した時点で解散するという、永続性を持たないものであった。 

伊藤は、契の中でも、貯蓄契とよばれる非正規金融活動が、農協や銀行などといった近代的

な金融機関が登場する以前の韓国農村で、一定の役割を果たしていたとしている（伊藤、2013、

pp. 325-326）。貯蓄契は、近隣に住む任意の農家世帯が契を結成し、各世帯が同額ずつ拠出して

用意した資金を、グループ内の資金不足世帯や外部の企業に貸与するというものである。外部

の企業に対して貸付を行う場合、貯蓄契の目的は純然たる利殖ということになるが、グループ

内の世帯が与信対象となる場合、貯蓄契は相互金融としての役割を担うこととなった。資金を

借り入れた世帯は予め定められた返済期限までにグループのリーダーに借入金を元本・利息と

もに返済し、リーダーは返済された資金を 2 番目の世帯に貸し付ける。グループを構成する資

金拠出世帯すべてが資金の借り入れとその返済を終えた段階で、リーダーは元本と利息をグル

ープ内のメンバー数で等分し、各世帯へと振り分けていく。そして、すべての世帯が資金の貸

                                                                                                                                                                             

意味しており、このことも農家の生活苦を促すこととなった。 
26

 ただし、この点は北朝鮮も同様である。1961 年に帰国事業で北朝鮮へ渡航し、その後脱北した元

在日朝鮮人・金幸一は、居住していた旧ソ連国境の雄基（現・羅先）の住民構成について、朝鮮

戦争で青年から壮年にかけての男性が戦死したため、女性人口比率が高く、特に未亡人の数が非

常に多かったことを回想している（張、1995、pp. 154-161）。 
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与・返済を終え、その利息の付いた資金が拠出世帯へと行き渡ったところで契は満了となり、

解散する。日本の頼母子講と同様、原理としては極めて単純であり、従って銀行などがない場

所でも容易に行える金融ではあったが、貯蓄契にはメンバー全員が同額の資金を拠出しなけれ

ばならない点や、融資を受けるタイミングが自分の希望する時期と必ずしも合致しない点など、

柔軟性に欠ける部分があった。 

上述のように契は、農業器具の購入や土地の整備など、営農活動を行っていく上で重要な役

割を果たすものであったが、これとは別に農家の間では、農繁期に労働力を融通する仕組みと

してプマシが行われていた。プマシとは、A と B という二つの農家が農繁期の収穫作業を数日

程度ずらし、ある日は A と B がともに A の収穫作業を行い、別の日に同じく A と B が揃って

B の収穫作業を行うといったものである。これによって農家は、繁忙期の農作業をスムーズに

行うことができた。 

儒教を文化的背景とする韓国では、同姓同本27と呼ばれる血縁による同族間の結びつきが非

常に強いものの、年齢や互いの血縁関係によってメンバー間の上下関係が厳格に規定される同

姓同本は、資金の融通や利殖といった経済的利害関係を調整することが難しい。これに対し、

契やプマシなどの地縁関係は平等性を重んじる原理に根差しており、上下関係の厳しい血縁関

係を補う役割を担っている（伊藤、2013、pp. 347-351）。朝鮮戦争によって国土が荒廃した直後

である 1950 年代の韓国農村で、こうした互助関係が各農家に与えた便益がどの程度のものであ

ったのかを検証した先行研究は、無数に存在する契について統計がとられていないこともあり、

極めて乏しい。しかし農地改革後の韓国農村で、平等性を重んじる地縁的互助関係が一定の役

割を果たし、農家間で貧富の格差が生じることを抑制するメカニズムが作用していた点は、1980

年代以降韓国農村で貧富の格差が拡大していく点を踏まえる時、留意しておくべき事柄である

といえる。 

 

第 4 節 アメリカによる食糧援助とそこからの自立 

 

1953 年に朝鮮戦争の休戦が成立した後、戦火によって大きな損害を被った韓国は、アメリカ

から経済支援を受けて戦後復興に乗り出すようになる。既にアメリカ政府は、1945 年 8 月の

朝鮮総督府解散・軍政庁発足以来、朝鮮半島南部に対して食糧援助および工業原材料の供与と

いう経済支援を実施していたが、休戦成立後、本格的な戦後復興を支援するべく、その規模を

大きく拡大させた。1953 年以降 1961 年までの間、アメリカ政府は 2005 年現在の価値にして

100 億ドルを上回る規模の経済支援を行い、これは同期間における韓国の輸入総額の 69％にも

                                                        
27

 同姓であることに加え、本貫と呼ばれる先祖の出身地も共有することを、一般に同姓同本

（동성동본）と呼称する。 
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達する巨額なものとなった（USAID、2009、pp. 1-2）。 

しかしながら、休戦成立後、1961 年までの間にアメリカ政府が行った対韓経済支援は、戦災

による著しい荒廃から立ち直るという点では一定の成果を上げたものの、その後の韓国経済の

持続的な発展につながるものとはならなかった。1953 年時点で 66 ドルであった 1 人当たり国

内総生産は、1958 年には 80 ドルにまで伸びるものの、翌 1959 年は 81 ドル、そして 1960 年

には 79 ドル28と頭打ちになってしまう。 

この時期のアメリカの対韓援助は、大きく分けて 3 つの分野から構成されており、1 つ目が

食糧援助、2 つ目が工業部門育成のための援助、そして 3 つ目が軍事物資および武器の供与で

あった。このうち工業部門育成のための援助は、俗に三白産業と呼ばれた繊維・小麦・砂糖の

3 部門を主としており、これら 3 部門を育成するべく、アメリカ政府が韓国政府に加工産業の

育成資金と原材料を提供する体制をとっていた（イ・ホンチャン、2004、pp. 677-682）。しか

し李承晩政権は、アメリカ政府から供与された物資を、産業発展のためというよりも政権維持

のための道具として利用した。すなわち、政権に忠実な政商に援助物資を供与し、これによっ

て当該政商による政府への忠誠を確保する行為が繰り返されたのである（イ・ホンチャン、2004、

pp. 691-697）。この点に関連し、アメリカ政府で対外支援を担当する USAID（United States 

Agency for International Development 合衆国国際開発庁）は、1950 年代の対韓援助がドナーであ

るアメリカ政府の意図した通りに用いられず、また援助物資をアメリカ側の意図した通りに使

わせるよう韓国政府に求める働きかけも不十分であったとして、極めて否定的な評価を下して

いる（USAID、1985、p. 25）。 

三白産業育成のための援助が浪費されたことは、工業部門の発展と、それによる同部門の雇

用吸収力を制約するものとなった。こうした中、食糧援助としては小麦を中心とする穀物がア

メリカ側から供与され、これは 1954 年にアイゼンハワー政権下で農業貿易促進援助法（通称：

PL 480）29が成立した後に本格化した。同法に基づき、当時アメリカ国内で余剰となっていた

小麦が援助物資として韓国を含む西側諸国へ安価に有償供与されたのであるが、これは韓国国

内の食糧不足を一定程度緩和した一方、食糧需要が援助物資によって賄われてしまったために、

国内農業の生産が停滞するという副作用も招いた（李、2001、p.2）。そもそも 1950 年代当時、

北朝鮮からの越境者や自然増加などにより人口過剰が深刻化する一方、営農の担い手である成

                                                        
28

 統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=301&tblId=DT_102Y002&vw_cd=MT_ZTITLE&list_id=301_

A_A05_B01&seqNo=&lang_mode=ko&language=kor&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=E1#（2015 年

8 月 3 日閲覧） 
29

 原語での表記は Agricultural Trade Development and Assistance Act of 1954。公法（Public Law）

としての通し番号が 480 であるため、一般に PL 480 と呼ばれる。貧困国への食糧支援として、国

内の余剰農産物を安価にて輸出する権限を政府に与える法である。U.S. Government Publishing 

Office http://www.gpo.gov/fdsys/（2015 年 8 月 3 日閲覧） 
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人男性の多くが朝鮮戦争で死傷していたなど、韓国農村の貧困は著しいものがあった（イ・マ

ンガプ、1980、pp. 150-152）。秋に収穫される作物の量が少なく、冬のうちに全て消費してし

まうために春に食糧難が発生するという意味で春窮と呼ばれた当時の飢餓については、当時の

政府が正確な記録や統計を残していないため、正確な状況が明らかになってはいない。ただ、

次節で詳述するように 1961 年に政府が農家世帯を対象に高利子債務の免除措置をとった際、

債務免除を申請した農家世帯が全国の農家世帯総数の 40％を超えたという事実は、1961 年ま

でに生計資金のやり繰りに困難を抱えるようになった農家がそれほど多かったことを物語って

いる（全経連、1986、p. 667）。アメリカによる援助食糧が韓国国内市場に大量に流通したこ

とは、農産物価格を押し下げる要因になってしまい、農家が農業所得を得て貧困を克服してい

くことを妨げてしまったのである。 

無論、李承晩政権期の韓国政府が、主に米穀の増産によって食糧不足を解消しようという政

策を全く行わなかった訳ではない。1949 年 1 月より、農地改革と並行させる形で米穀増産 3

カ年計画を実施し、政府による肥料の提供などを通じ、1946 年から 1948 年までの平均で年 181

万トンあまりの生産実績があった米穀類を、1951 年までに年 280 万トン以上に引き上げる目

標を立てた30。だが、この計画は朝鮮戦争によって中止に追い込まれ、1951 年の生産実績は

163 万トンあまりと、計画初年度を下回ってしまった。また、朝鮮戦争休戦後の 1953 年には

農業増産 5 カ年計画を発表し、戦災によって荒廃した農地を、水利事業などを通じて復興させ

ていく方針が示された。同計画は 1957 年に始まった第 2 次計画に引き継がれ、第 2 次計画終

了時までに麦の作付面積を約 92万haから約96万haへ拡張させるなど一定の成果を出した31。

しかしこの計画は、前述したアメリカからの食糧援助が国内市場に出回る中で実施されたもの

であったため、増産が農産物価格の下落を招いてしまうという問題を抱えていた。こうした構

造がとられていた背景には、4 年ごとに行われる大統領選挙および国会議員選挙で有権者の信

を問わなければならなかった当時の政府が国民の生活状況に配慮し、農産物価格の安定を考慮

していたという事情もある。しかし、増産が農産物価格の下落につながるとあっては、農民の

増産インセンティブは育たず、持続的な増産が実現しなかった32。 

表 2-2 は、朝鮮戦争が休戦した 1953 年から、李承晩政権が崩壊した 1960 年までの国内にお

ける農産物収穫量を示したものである。李承晩政権時代の韓国政府の統計は、欠落している値

や時系列的な連続性に欠ける項目が少なくなく、本データも 1959 年の値が欠落している。そ

                                                        
30

 「米穀増産 3 カ年計画」農林部、1949 年. 国家記録院

http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/policy1950p2.do（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
31

 「農業増産 5 カ年計画樹立に関する件」総務処、1957 年. 国家記録院
http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntId=0049272311&isPopup=Y

（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
32

 国家記録院 http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/policy1950p1.do（2015 年 8 月 6 日閲覧） 

http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntId=0049272311&isPopup=Y
http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntId=0049272311&isPopup=Y
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のため本データを読む際には慎重さを要するが、この統計に基づく限り、1953 年から 1960 年

までの間に韓国の農産物生産量は 2269 万石33から 2641 万石へと、20％弱増加している。しか

しその増加ペースは、途中 1956 年に下落しているなど、コンスタントなものとなってはいな

い。また、米穀やイモ類の収穫量は、大規模な増産や生産調整を行わなくても、気候条件など

によって年率 10％程度は上下する34。そのことを踏まえれば、李承晩政権期に 5 年以上に渡っ

て続けられた増産政策は、十分な結果をもたらしたとは言い難い。 

 

表 2-2：1950 年代韓国の農産物収穫量 

年度 1953 1954 1955 1956 

生産量 22,696,831 24,801,963 24,429,761    21,752,428 

対前年比 N.A. +9.27 -1.50    -10.96 

年度 1957 1958 1960  

生産量 24,181,253 26,389,608 26,413,743 

対前年比 +11.17 +9.13 +0.09 

単位：生産量＝石（朝鮮石）、対前年比＝％ 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=

F#SubCont（2015 年 8 月 6 日閲覧） 

注 1：1 朝鮮石は、米を基準にすると約 144kg 

注 2：対前年比は、小数点第二位未満を四捨五入した 

注 3：1960 年の対前年比は、1958 年の生産量との比 

 

上記の経緯を踏まえるならば、李承晩政権の産業復興政策は、アメリカから提供された援助

物資を三白産業に投入するなど、積極性・主体性に欠けるものであった。そして農業部門にお

いても李政権は、アメリカからの援助物資に大きく依存することで、韓国国内における農産物

生産を停滞させ、農民の生活苦を長期化させる結果をもたらしてしまった。 

上述のように、李承晩政権が経済的自立のための政策を進めず、援助物資を浪費していたこ

                                                        
33

 コメの場合、1 朝鮮石は 144kg 
34

 統計庁が集計した農産物収穫量データによると、大規模な増産や生産調整が行われていない 2003

年から 2013 年までの期間においても、気候条件によって収穫量は前年比 10％程度は変化してい

る。
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=114&tblId=DT_114_2014_S0002&vw_cd=MT_ZTITLE&list_

id=F1F&scrId=&seqNo=&lang_mode=ko&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=E1#（2015 年 8 月 6 日閲

覧） 
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とは、アメリカ政府の対韓援助に対する評価を悪化させるものとなった。そしてアメリカ政府

は、1956 年以降、対韓経済支援を段階的に縮小していった（USAID、2009、p. 2）。これを受

け、韓国政府内でも農業部門を含む経済政策が本格的に検討されるようになっていくが（ブゾ

ー、2007、p. 168）、具体的な措置がとられる前の 1960 年 4 月、4.19 学生革命35と呼ばれる学

生たちの反政府抗議運動激化を受けて大統領・李承晩が辞任、その後継として同年 7 月に発足

した張勉内閣も翌 1961 年 5 月の軍事クーデタで退陣した。そのため、アメリカによる援助が

削減された後の韓国の食糧調達や農業をめぐる問題は、クーデタ後の政権へと持ち越されるこ

ととなった。 

 

第 5 節 小括 

 

前述のように、朝鮮半島は決して肥沃な農業地帯ではなく、またそこでの農業生産は、朝鮮

農地令や農地改革によって一定の制度的近代化が行われたものの、朝鮮戦争による国土の荒廃

や人的喪失、そしてアメリカからの食糧援助が結果的にもたらした国内農産物の価格および需

要の低下などにより、長らく停滞することとなった。そして特に朝鮮戦争の後、韓国の農村住

民は、村落レベルでの互助関係を結ぶなどして生活を維持していたものの、春窮に象徴される

ような貧困に陥っていた。 

政府の産業政策という観点から見れば、1948 年の大韓民国樹立後、1960 年の李承晩政権退陣

に至るまでの韓国政府は、工業部門においては政治的意図に基づく援助物資の浪費が見られ、

農業部門においてはアメリカからの食糧援助に大きく依存していた。すなわち、この時期の産

業政策は援助物資の配分以上のものではなく、従って産業全体を振興させる中で農業部門をど

のように扱うかという論点自体が存在しえないものだったのである。 

次章では、1961 年のクーデタ後、こうした状況が変化していく過程を追う。 

 

  

                                                        
35

 ソウルにあるソウル大学ならびに高麗大学の学生らが中心となって李承晩の大統領辞任を求め

た運動。1960 年 3 月の大統領選挙で李承晩陣営が野党候補者に投じられた投票用紙を集計前に廃

棄するなど、大々的な不正を行ったことを直接的な契機とするものであった。 
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第 3 章 

1960 年代の農業政策：工業化政策の本格始動と食糧増産 
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1948 年の大韓民国建国当初、憲法は第 53 条にて大統領を国会議員による間接選挙制とし、

かつ第 55 条にて大統領任期は 1 期 4 年、同一人物が 2 期 8 年を超えて大統領を務めてはなら

ないことを規定していた36。従って、初代大統領である李承晩は、1952 年の選挙で再選された

としても、1956 年には退任しなければならないことになっていた。しかし、先述のように海外

生活が長く、国会内に強い支持基盤のなかった李承晩は、政権発足当初、その再選が危ぶまれ

ていた。また、国会議事堂で国会議員によって行われる大統領選挙は、票の水増しやすり替え

といった不正を行いにくい性質を持っていた。そうした事情を背景として李承晩は、朝鮮戦争

中の 1952 年、戦時下の臨時首都だった釜山で戒厳令を公布した上で憲法を改正し、大統領直

接選挙制を導入する37。その上で再選を果たした李承晩は、さらに 1954 年、いわゆる四捨五入

改憲38で憲法附則に「本憲法施行当時の大統領には、本憲法第 55 条に定める任期制限を適用し

ない」39と書き加え、自身に対する任期制限を撤廃してしまう。そして、1956 年に三選を果た

した李承晩は、1960 年の選挙で四選される。しかし、この 4 回目となる大統領選挙では政府

与党による大々的な不正が行われ、都市部を中心に激しい反政府デモが起こることとなった。

結局、これを受けて李承晩は大統領を辞任し、アメリカ・ハワイへと亡命する。 

その後、1960 年 6 月に憲法が改正され、同年 8 月には議院内閣制に基づく張勉内閣が成立

する。韓国憲政史上唯一議院内閣制に基づく国政が展開されたこの体制は、李承晩政権時代の

第一共和国に対し、第二共和国と呼ばれる。しかし、第二共和国は発足から 1 年にも満たない

1961 年 5 月の軍事クーデタで崩壊した。そして、以後 1979 年に至るまでの 18 年間、韓国は

軍事クーデタの指導者であった陸軍少将40・朴正煕の指導下に置かれる。 

本章は、上記の経緯を経て発足した朴正煕政権の産業政策および農政のうち、前半期にあた

る 1960 年代のものを見ていく。 

                                                        
36

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsSc.do?menuId=0&p1=&subMenu=1&nwYn=1&section=&query=%ED%97%8C%

EB%B2%95&x=12&y=19#AJAX（2015 年 8 月 3 日閲覧） 
37

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=53082&ancYd=19520707&ancNo=00002&efYd=19520707&nwJ

oYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 3 日閲覧） 
38

 当時在籍議員が 203 名だった国会の本会議で政府提出の改憲案を採決にはかったところ、賛成票

数が 135 票となった。韓国憲法は、制定時から 2015 年現在に至るまで一貫して国会在籍議員の 3

分の 2 の賛成がなければ改憲が発議できないことになっており、1954 年当時、改憲案の発議には

203 名の 3 分の 2 である 136 名の議員の賛成が必要であった。そのため、一旦は改憲案は否決さ

れたのであるが、その後、国会議長団は「203 の 3 分の 2 は 135.3 であり、これは四捨五入すると

135 になる」との解釈を発表し、改憲案の可決・国会による発議を宣言した。この経緯から、1954

年の改憲を四捨五入改憲と呼ぶ。 
39

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=53083&ancYd=19541129&ancNo=00003&efYd=19541129&nwJ

oYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 3 日閲覧） 
40

 クーデタ時点では少将であり、実権掌握後に大将に昇格した。後述の通り、1963 年には、大統領

選挙への立候補届出に先立って予備役に編入されている。 



 

46 

 

 

第 1 節 1961 年 5 月のクーデタと徳政令 

 

1961 年 5 月 16 日早朝、陸軍少将・朴正煕の率いる部隊がソウルで決起し、青瓦台（大統領

官邸）、中央政府官庁、国会、および国営放送局・KBS（Korean Broadcasting System／韓国放送

公社）の本社を制圧した。決起部隊は約 3000 人と、定員 69 万人の韓国軍のごく一部に過ぎな

かったが、本来であれば反乱を鎮圧すべき立場にあった国務総理の張勉が国務総理室を放棄し、

逃亡してしまったことなどから、クーデタは成功した。実権掌握に成功した直後、朴正煕率い

るクーデタ勢力は、自らを軍事革命を起こした革命勢力と位置付け、以下の 6 項目からなる「革

命公約」を、メディアを通じて発表した41。 

 

革命公約 

1. 反共を国是とし、現時点で形骸化している反共体制を立て直し、強化する。 

2. 国連憲章を遵守し、諸外国との協約を履行することで、アメリカを始めとする自由主義友

邦との紐帯を強めていく。 

3. この国の社会に存在するあらゆる腐敗と旧悪を一掃し、国民の道義と民族精神に根ざした

清廉な気風をもたらす。 

4. 絶望と飢餓に苦しむ民生を早急に改善し、国家の自主性を再建することに総力を挙げる。 

5. 民族の宿願である統一のため、共産主義勢力に対峙できる国力を培養する。 

6. 以上の務めが果たされた暁には、我々軍人は本来の任務へと復帰していく準備がある。 

 

この革命公約は、民衆のクーデタに対する支持を取り付け、権力の掌握を正当化するために

発表された側面が強いものである。加えて、この公約は法令ではなく宣言に止まるものであり、

具体的にどのような政策を実施するのか詳述したものではない。しかし、実権掌握後最初に発

表されたこの声明の第 4 項は、民生の改善という表現で貧困問題に取り組むことを示唆し、ま

た第 5 項は国力の培養という表現で経済発展に取り組むことを示唆している。つまりこの革命

公約は、クーデタ勢力が共産主義への対峙に加え、貧困対策と経済政策によっても政権掌握の

正当化を図るという意思の表明であったと見ることができる。 

クーデタ勢力は、自分たちの意思決定機関として行政府と立法府42を兼ねた国家再建最高会

議（以下、最高会議）を発足させた。最高会議は、政権掌握翌月の 6 月 10 日、農民の生活苦

                                                        
41

 『朝鮮日報』1961 年 5 月 17 日付. 筆者翻訳 
42

 国会議事堂を制圧した後、クーデタ勢力は国会を解散した。 
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への対処として農漁村高利債整理法を公布し、即日施行した43。前節で見たように、1960 年代

始めの時点で韓国の農民は厳しい生活状況の下に置かれていたが、農民の中には、所得だけで

は生活費を賄えない者も少なくなく、彼らの多くは高利貸からの借金によって当座の生活資金

を確保しなければならなかった。農漁村高利債整理法は、こうした農民の生活苦を緩和する法

として制定された（全経連、1986、p. 711）。具体的には、同法は以下のようなプログラムによ

って、農民の生活苦を緩和するものであった。まず、全国の農家世帯および漁師世帯のうち、

年利 12%以上の債務を抱えている世帯は、その元本と利子の正確な金額を最寄りの市庁・郡庁

に申告する。次に、債務額の申告を受けた郡庁・市庁は、申告内容の真偽を調査し、申告内容

が事実通りであると確認された場合、申告者の返済義務を全面的に免除する。そして、債権者

には債権放棄への補償として、放棄させた債権の元本と同額の国債を発行するのである。つま

りこの措置は、高利貸からの債務に悩む農民たちに対する徳政令であった。このプログラムに

おいて高利私債を申告した農家は全国の農家世帯の 40%以上にも及び（全経連、1986、p. 667）、

当時の農民の生活苦を浮き彫りにするものとなった。 

全国の農家の 40%以上が高利貸から借金をしていたという 1960 年代の状況は、当時の韓国

農村部に正規金融機関が不足していたという事実とも関係している。農民を主たる加入者と想

定し、正規金融を行いうる組織としては、李承晩政権末期の 1958 年に農業協同組合（以下、

農協）が設立されたが、設立当時の農協は金融業務を行う体制が整っていないなど、農民の相

互扶助および利益伸長を図る組織としては極めて不十分なものがあった。クーデタ後の 1961

年 8 月、最高会議は金融業務の設置を柱とする農協改革を進めることとなる。 

 

第 2 節 農協組織と農村金融の整備 

 

韓国で農業協同組合が設立されたのは、1958 年である。1957 年に制定された農業協同組合

法は、第 15 条で農民に対する生産指導や資材の共同購入、農産物の共同販売、文化施設等の

運営、災害に遭った農民に対する支援、金融機関の運営、および政府事業の補助を農協の業務

と定めており44、翌 1958 年、これを実施する組織として農業協同組合が設立された。しかし、

この時の農協は、根拠法で金融機関の運営が業務に挙げられていたにもかかわらず、金融業務

を行っていなかった。これは、1958 年に農協と同時に特殊銀行である農業銀行が設立され、こ

れが農村部における正規金融機関と位置付けられていたためである45。しかし、日本と同様、

                                                        
43

 韓国法令検索 http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=2024#0000（2015 年 8 月 4 日閲覧） 
44

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=6511&ancYd=19570214&ancNo=00436&efYd=19570301&nwJo

YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 4 日閲覧） 
45

 「財政安定計画」総務処、1957 年. 国家記録院
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韓国においても、農協が行う生産指導や共同購入・販売などの業務は互助目的であって営利目

的ではないため、赤字に陥りやすい。そのため、農協組織はその構造上、金融業務を行うこと

によって利潤を獲得し、その利潤を原資として生産指導や共同販売事業などを展開することに

なるのであるが、1958 年当初の韓国農協は、その金融業務が農業銀行として切り離された形に

なっていたため、事業資金を十分に賄えない状況に陥っていた（藤野、2011、p. 67-68）。また

農業銀行も、農村部における正規金融機関として設立・運営されていたものの、利益志向が強

く、農民を与信対象として融資するようなものにはなっていなかった（藤野、2011、p. 67-68）。 

最高会議は、1961 年 7 月、こうした農協の状況を改めるべく農業協同組合法の全面改正を

行った46。この改正では、旧法第 15 条にあった金融業務の条項が死文になっていた状態を、農

協と農業銀行の合併という形で解消した47。これにより、農協は金融業務を行い、農民への指

導などに必要な資金を確保できるようになった。全国レベルの組織として農協中央会が置かれ、

その下に市・郡レベルの単位農協、さらにその下に里・洞48レベルの単位農協が置かれるとい

う組織形態自体は 1957 年制定の旧法でも規定されていたが、これに金融業務が加わったこと

で、韓国農協は今日まで至る総合農協としての地位を得る形となった49。 

全国の農村に単位農協が設置され、そこで金融業務が行われるようになったことは、それま

で銀行などの支店が乏しく、非正規金融や高利貸に依拠せざるを得なかった韓国農民に、正規

金融機関を通じた資金運用の機会をもたらした。それまで韓国農村部における金融は、本論文

2 章 3 節で述べた貯蓄契など慣習に根差した非正規のものが中心であり、この貯蓄契以外の金

融としては本章 1 節で取り上げた高利貸が存在している程度であった（セマウル金庫中央会、

2003、pp. 28-30）。各地に支部を持つ単位農協で金融業務が行われるようになったことは、韓

国農村に正規金融機関が浸透していく契機になったといえる。 

しかし上述したように、1961 年以降の韓国農協は、金融業務と農民支援業務の双方を行う総

合農協であり、その中で金融業務は農民支援業務に必要な資金を稼ぎ出す役割を担わざるを得

なかった。従って農業銀行と合併した後の農協は、農民が預け入れた資金の多くを農村で運用

せず、都市で運用せざるを得なくなった。これは、前節で見たように高利貸からの借入れが常

                                                                                                                                                                             

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=006090（2015 年 8 月 4 日閲覧） 
46

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=6513&ancYd=19610729&ancNo=00670&efYd=19610729&nwJo

YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 4 日） 
47

 1961 年改正農業協同組合法の付則第 12 条に、農協が農業銀行の業務及び資産を引き継ぐ旨が記

された。 
48

 里（리）・洞（동）は、基礎自治体である市・郡・区の下に置かれる行政区画である。自治体と

しての機能を持つものではないが、韓国の法令や研究、新聞報道などは、行政区画が里である地

区を農村、洞である地区を都市と見なすことが多い。 
49

 韓国農協中央会は、そのウェブサイトにて、1961 年の農業銀行との合併を以って現行の農業協同

組合が成立したとみなしている。

http://www.nonghyup.com/Html/Nhnonghyup/Ustatus/Trace/1960.aspx（2015 年 8 月 4 日閲覧） 
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態化していた当時の韓国農村では、資金の堅実な運用先に乏しく、利益を上げられる資金運用

をするとなると、少なくとも貧しい農民以外を融資先とするほかなかったからである50。無論、

農協が金融業務で得た利益は、技術指導や共販事業の資金として用いられるので、長期的には

農民の生活向上に資することになる。しかし同時に、農民が農協に預け入れた資金が農村内で

運用されず、相互金融としては機能しないという点も否定できないものであった。 

農協改革が進められた同じ年の 1961 年、最高会議は全国の都市・農村を対象とした啓発キ

ャンペーンとして、再建国民運動を展開した。再建国民運動とは、国民の勤勉精神を鼓舞し、

産業の生産性向上を企図するものであり、上述の農協改革や、次節で詳述する 5 カ年計画など

が物質的な面で韓国経済の近代化を企図するものであったのに対し、いわばマインドの面で国

民の意識を近代化に向けさせようというものであった（イ・マンガプ、1980、pp. 171-182）。も

ともとこの運動は朴正煕率いる最高会議が立案したものではなく、前政権で準備されていた啓

発キャンペーンのスキームが最高会議に引き継がれたという性格のものであった51。そうした

こともあり、再建国民運動は後継の官製キャンペーンというべきセマウル運動が全国に広まっ

た 1975 年の段階で終了したのだが、その間に同運動は、農村金融に関連するプログラムを実施

している。1963 年 5 月、政府は再建国民運動の一環として、都市や農村の住民が里や洞とい

ったコミュニティ単位で非営利の相互金融機関を設立・運営することを推奨するようになった。

これは、マウル信用組合やマウル金庫52と呼ばれるものであり、財務部の指導・監督の下、住

民が地域単位で正規の相互金融を営み、自分たちが生活する場所の経済事業を振興するよう奨

励するものであった（セマウル金庫中央会、2013、pp. 32-36）。こうして設立されたマウル信用

組合やマウル金庫は、1975 年に全国組織であるセマウル金庫中央会の下に集約され、セマウル

金庫と名称を改めて現在に至るが53、農協金融と違って利益を追求する必要性が高くなく、ま

た村落レベルでの相互金融として設立・運営されることが奨励されたセマウル金庫は、農村住

民が預け入れた資金が当該住民の居住地域に投下され、その振興に用いられるようになったと

いう点で、農協に代わって対農村与信を行う正規金融機関としての役割を担うこととなった。 

 

                                                        
50

 現在においても韓国農協中央会ウェブサイトは、自らの信用事業の位置付けとして、民族資本の

金融機関であることを最初に強調し、農業専門の金融機関であることは二次的に述べている。

http://www.nonghyup.com/Html/Nhnonghyup/Ustatus/NhWork/Trust.aspx（2015 年 8 月 4 日閲覧） 
51
「再建国民運動中央会発足式挨拶」大韓民国政府、1964 年 8 月 5 日. 国家記録院・大統領記録館
http://dams.pa.go.kr:8888/dams/ezpdf/ezPdfFileDownload.jsp?itemID=%2FDOCUMENT%2F2009%2F1

1%2F26%2FDOC%2FSRC%2F0104200911264149200041492013459.PDF（2015 年 8 月 29 日閲覧） 
52

 マウル（마을）は、韓国語で村の意味である。またセ（새）は新しいという意味であり、従って

セマウル（새마을）は、新しい村という意味である。 
53

 ただし、農業銀行との合併以前の農協組織との連続性を否定している農協中央会と違い、セマウ

ル金庫は公式ウェブサイトにおいて、再建国民運動当時の 1963 年を以って、今に至るセマウル金

庫が全国各地のコミュニティで発足したとしている。https://www.kfcc.co.kr/gumgo/gum0102.jsp

（2015 年 8 月 5 日閲覧） 
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第 3 節 第 1 次経済開発 5 カ年計画 

 

クーデタ翌年の 1962 年 1 月、政府は 1966 年末までの経済政策の基本方針として、第 1 次

経済開発 5 カ年計画を発表した。李承晩政権末期にもこうした中期的なマスタープランは作成

されており、またこの第 1 次 5 カ年計画の草案そのものは張勉内閣の下で作成が開始されたも

のであったが、1961 年 5 月のクーデタを受け、最高会議によって決定・発表された。以下で

は、同計画における農政の位置付けと内容を見ていく。 

第 1 次 5 カ年計画を見る中でまず注目するべきは、計画の巻頭言である。1979 年まで続い

た朴正煕政権下では、5 カ年計画は 4 次まで作成・発表されているが、そのいずれにも最高指

導者である朴正煕と、各計画発表時の実務責任者が巻頭言を記している。第 1 次計画の場合、

まず最高会議議長である朴正煕、次いで内閣首班の宋堯讃、そして経済企画院長である金裕沢

の順で巻頭言が記されているが、このうち、朴正煕と後者 2 人の巻頭言では、計画全体の中で

重点目標として強調されている内容が微妙に異なっているのである。 

最高会議議長である朴正煕が寄せた巻頭言には、次のような一節がある（大韓民国政府、1962、

p. 3、筆者翻訳）。 

 

本計画は、産業人口の大半を占める農業部門に重点的な開発目標を置き、農業生産力の向上

と所得増進によって経済の不均衡を是正し、工業化の準備段階としての電力、石炭等動力資

源の確保と肥料、セメント等基幹産業の拡充に最大の目標を置いたものである。 

 

この一節の後半には、電力や燃料といったエネルギー資源と資材の確保が「最大の目標」で

あると明記されており、朴正煕がこの計画を工業化の足がかりを掴むものと位置づけていたこ

とは疑問の余地がない。しかし同時に、この一文の前半には、農業部門もまた「重点的な開発

目標」であると記されている。 

これに対して内閣首班の宋堯讃は、計画の目標について以下のように述べている（大韓民国

政府、1962、p. 4、筆者翻訳）。 

 

この度の第１次経済開発 5 カ年計画は、我が国経済の急速な成長を妨げている様々な病理的

隘路を克服し、工業化への道筋をつけ、歪められた産業構造を改変し、究極的には自立経済

を達成しようとすることにその目的を置くものである。 

 

また、経済企画院長の金裕沢は、計画中特に注力すべき内容として、以下のように言及して

いる（大韓民国政府、1962、p. 5、筆者翻訳）。 
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電源の開発や基幹産業の建設、輸送施設の拡充等に注力し、民間の投資を誘導・促進してい

く。 

 

つまり、巻頭言を寄せた 3 人はいずれも、第 1 次 5 カ年計画の重点項目として工業化の隘路

となっているインフラの整備・拡充を挙げているのであるが、この 3 人の中で朴正煕だけは、

曖昧な表現ながら開発目標として農業部門に言及しているのである。あくまで巻頭言であり、

具体的な施策に言及する部分ではないものの、工業化を目標に掲げた計画の冒頭で最高指導者

が農業部門の生産力向上や所得増進にも触れている点は注目に値する。 

計画本文に入ると、まず政府は、李承晩政権並びに張勉内閣時代の韓国経済について、朝鮮

戦争からの復興こそ成し遂げたものの、それ以上の成果は見られなかったと批判的に見ている

（大韓民国政府、1962、pp. 11-13）。そして、アメリカからの援助に依存していた経済を自立

させるために、資本主義制度の大枠を維持しつつも政府が直接・間接に民間の活動に関与して

いく「指導される資本主義体制」を構築・運営していくと言明した（大韓民国政府、1962、p. 

16）。その上で政府は、計画最終年である 1966 年までに、1 人あたり国民総生産を 1960 年時

点での 94,100 ファン54から 112,000 ファンへと 19％増加させる目標を提示し、当該目標を達

成させるために以下の 6 点を重点項目に挙げた（大韓民国政府、1962、p. 16、筆者翻訳）。 

 

1. 電力、石炭等エネルギー供給源の確保 

2. 農業生産力の増大による農家所得の上昇と、国民経済の構造的不均衡是正 

3. 基幹産業の拡充と社会間接資本の充足 

4. 遊休資源の活用、特に、雇用の増加と国土の保全および開発 

5. 輸出増大を主軸とする国際収支の改善 

6. 技術の振興 

 

第 1 項および第 3 項から第 6 項までの 5 項目には、インフラの整備、国内資源の積極的動員、

そして輸出の振興という、その後の朴政権による工業化政策の特徴が見て取れる。だが同時に、

工業化を志向し、そのための基盤作りに力を注ぐとするこの計画の第 2 重点項目に、農業生産

力の増大と農家所得の上昇が挙げられている点にも注目するべきである。 

                                                        
54

 韓国の通貨単位は、大韓民国政府樹立後も日本統治時代に続き「圓（원）」が用いられていたが、

朝鮮戦争中のインフレを受け、1953 年に 100 圓を 1 ファン（환）に切り替えるデノミネーション

が行われた。そして、李承晩政権後半期から 1961 年 5 月のクーデタに至る一連の政情不安で通貨

価値が暴落したことを受け、1962 年に再びデノミネーションが行われ、10 ファンが現行通貨であ

る 1 ウォン（원）に切り替えられた。 
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農業生産力の増大は、前章でみたように李承晩政権時代の韓国国内の食糧供給がアメリカか

らの援助に大きく依存していたことと関係している。アメリカから食糧援助を受けている限り

では、深刻な飢餓を回避することはできても、農産物の販売によって農家が所得を得て、貧困

から脱却することはできない。そして、国民の多くが農村に居住していた当時、農家の貧困が

解消されないことは、クーデタによって成立した新たな政権が有権者から支持を取り付ける上

での障害にもなりかねなかった。そのため、国内農業の生産力を増大させ、自国農産物を流通

させることは、農家の所得向上と結びついた、経済的にも政治的にも極めて重要性の高い課題

だったのである。この点についてユ・ヨンマンは、この時期の韓国農政が、国内の農業生産を

振興し、農家が所得によって食べていける環境を作ることを課題としていたのみならず、工業

化と同時並行で増産を進めなければならず、それだけに一層、生産性を向上させる必要性に迫

られていたと指摘している（ユ・ヨンマン、2005、pp. 217-219）。すなわち、政府が土地や労

働力といった資源を総動員して工業化を進める中にあっては、労働力の工業部門への移動と農

地の工業用地への転用は避けられず、従って農業部門は、労働力と土地の双方を削減される中

で、工業部門の従事者を食べさせていけるよう増産を実現しなければならないという厳しいハ

ードルを課せられていたのである。 

こうした中、本計画は農業部門に対し、計画最終年である 1966 年までに、主食であるコメ

を重量ベースで 1960 年比 29％増産させるという目標値を設定した（大韓民国政府、1962、p. 

17）。無論、エネルギーや工業インフラに関連する項目ではこれ以上に野心的な目標値が設定

され、石炭は同 119.4％、セメントは同 217.9％と 2 倍以上の増産が企図され、発電量も同

165.4％増加させることが目標とされている。しかし、天候や気温、降水量といった自然の条件

に左右されかねない農業分野でコメをおよそ 3 割増産させるというのは、決して達成容易な目

標ではなかった55。 

この目標を達成するために、政府は農業分野における産業政策で、以下の取り組みを行うと

している（大韓民国政府、1962、p. 23、筆者翻訳）。 

 

1. 全農村を地域別に区分し、農業経営の類型に従った地域農政を確立し、適正規模の農家

を維持創設することに注力する。 

2. 農村人口増加に備え、新たな耕地および酪農用地を造成する。 

3. 農産物の適正価格を保証し、営農資金及び肥料資金を確保する。 

                                                        
55

 比較例として、前述の李承晩政権下では 8 年かけて 20％程度コメが増産されるに留まった。また、

近年の例になるものの、中国では 2004 年以降、政府の積極的なイニシアティブによって 4 大作物

であるコメ、トウモロコシ、小麦および大豆の増産が進められてきた。しかし、政府による増産

奨励のノウハウが豊富に蓄積された中国においてさえ、2004 年比で 4 大作物の生産量が 30％増に

達したのは 9 年目の 2012 年であった（阮、2014、p. 73）。 
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4. 農村を画期的に振興するため、畜産業の企業化を促進し、加工処理を積極的に育成する

方向へと農政の転換を図る。 

5. 森林資源の造成と荒廃した林野の復旧を促進する。 

6. 農政の民主化と農業団地の民主的管理を期する。 

 

野心的ともいえる農産物の増産目標を打ち上げた第 1 次 5 カ年計画であるが、こうして具体

的な産業政策の内容を見てみると、新たな耕地の造成と肥料資金の確保によって増産を可能に

しつつ、農産物価格の保証によって農家の所得向上も配慮した内容になっている。無論、まだ

主食であるコメの増産を目指す段階であるにもかかわらず、酪農用地の確保や畜産業の振興に

言及したりと、やや理想が先走っている感は否めない。しかし、後述する第 2 次から第 4 次の

ものを含め、朴正煕政権下で作成された 5 カ年計画ではいずれも、農業・農村の振興について、

各々の計画期間である 5 年間の施政方針が提示されるとともに、計画期間終了後をも見据えた

長期的展望に一定のページが割かれている。そしてそれらの中には、結果として当該 5 カ年計

画期間には実現されなかったものの、10 年後、あるいは 15 年後に実現されたものも少なくな

い。この第 1 次計画で列挙された項目に関して言えば、「全農村を地域的に区分し」、これを一

種の「農業団地」として運営していくという方針は、結果的には同計画期間中には実現しなか

ったものの、1970 年代にセマウル運動という形で実施されることとなる。 

以上の点を踏まえるならば、第 1 次 5 カ年計画で政府は、中長期的な観点から工業化の基盤

作りに注力する一方、国産農産物の増産を通じて農業部門の所得向上を実現することが、著し

い経済不均衡を招くことなく工業化に邁進できる環境の形成につながるという認識を持ってい

たということができる。 

この第 1 次計画と同時に、農林部の下部機関として農村振興庁が設置された。農村振興庁は、

農林部が担当する農業・農村部門の各種政策のうち、主として農村を現場として行われるもの

を担当する機関である56。いわば、農村における政府の農業指導の出先業務を一元的に担う機

関であり、農村で生じた営農上の具体的な問題が中央官庁に迅速に報告され、また中央官庁で

決定された事項を遅滞なく営農現場に伝える役目を果たすことととなった。 

 

 

 

 

                                                        
56

 農村振興庁 http://www.rda.go.kr/board/board.do?mode=html&prgId=ogi_visnmisnQuery（2015 年 8 月

6 日閲覧）。なお、同庁のこの基本的性格は現在も変わっておらず、例えば後述する農村での就労

を希望する者への農業教育は、希望者が都市に在住している間は農林部の管轄であるが、希望者

が農村に移住した後は農村振興庁の管轄となる。 



 

54 

 

第 4 節 食糧増産の奨励 

 

1961 年 5 月のクーデタで発足した最高会議は、軍政の意思決定および執行機関として農漁

村高利債整理法の制定や第 1 次 5 カ年計画の作成・発表などを行っていたが、クーデタ直後に

発表された革命公約に「我々軍人は本来の任務へと復帰していく準備がある」という一文があ

ったことからも伺えるように、民政に復帰するまでの暫定的な統治機構という性格が強いもの

だった。そのため最高会議は 1962 年７月、民政復帰のための第一段階として憲法の全文改正

に着手し、同年 11 月、大統領中心制への復帰を柱とした改憲案を発表する。後に第三共和国

憲法と呼ばれるようになったこの改憲案は、大統領に行政首班としての権限を与え57、その選

出方式を国民による直接選挙とした上で、任期を 1 期 4 年、同一人物の在任期間を最大 2 期 8

年までとするものであった。この改憲案は同年 12 月の国民投票において承認され、即日公布

された。翌 1963 年 10 月、新憲法に基づく大統領選挙が行われたが、朴正煕はこの選挙に先立

って予備役に編入された58。そして、文民として同選挙に出馬、当選した朴正煕は、1963 年

12 月に大統領に就任し、これを以って第三共和国が発足、韓国は名目上民政に移行した。軍政

が民政へと移行したものの、政府の最高責任者が朴正煕である点は変わらず、軍政下で開始さ

れた第 1 次 5 カ年計画は、第三共和国にも引き継がれた。 

第 1 次 5 カ年計画の期間中に第三共和国政府が行った農業政策は、増産を実現するべく、農

家が増産に取り組める環境を整備するものであった。 

増産のためにまず取り組まれたのは、行政機構の整備であった。第三共和国発足当初の中央

省庁のうち、食糧増産を管轄業務としていた官庁は農林部である。しかし、政府が食糧増産を

具体的に指導するにあたっては、水利施設を管轄する建設部や、農村へ通じる道路の整備を管

轄する交通部、そして食糧の流通機構を担当する商工部など、複数の官庁に跨った事業を行う

必要があった。そこで 1964 年、食糧の具体的な買上げ量や販売量を決定し、外国から輸入し

た食糧の配分方法を決定し、かつ食糧増産のための情報を取りまとめ、農家に周知させていく

ための機関として中央食糧対策委員会が設置された59。同委員会は国務総理を委員長とし、農

林部、建設部、交通部、商工部の各長官、および再建国民運動の本部長を主要メンバーとする

省庁横断型の機関であり、農地や水利施設、道路、市場など、農産物の収穫から販売に至るま

でのあらゆる事項がこの委員会で審議、決定された。 

                                                        
57

 ただし、首相に相当する国務総理のポストは残され、省庁間の調整業務を担当することとなった。

なお、大統領中心制でありながら国務総理のポストが設けられたのは第一共和国も同様であった。 
58

 国民皆兵制を採用する韓国では、軍人は軍紀違反で処罰された場合などを除き、定年に達するま

では、除隊ではなく予備役への編入を以って文民に復帰したものとされる。 
59

 「中央食糧対策委員会設置」総務処、1963 年. 国家記録院
http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntId=0034626671&isPopup=Y

（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
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中央食糧対策委員会は、増産に必要な技術的情報の迅速な周知徹底に大きな役割を果たした

が、同委員会は、農民に必要な情報を伝えたり、現場で必要とされる指導や事業を速やかに行

うことには貢献したものの、農民が増産のために必要とされる資金を調達する権限まで持つも

のではなかった。そこで、生産性を向上させ、増産を円滑に実現させるための金融面での措置

として、1966 年に農地担保法が制定されている60。これは、1 戸あたり 3 町歩を上限として、

各農家が自分たちの保有する農地を、大統領が指定する正規金融機関から融資を受けようとす

る際の担保に充当できると保証するものであった。農家が近代的な肥料など増産に必要な資材

を購入しようとすれば、当然そこに一定の出費が伴う。無論、前述したように、1961 年以降は

総合農協が金融部門で得た利益で農家向けの各種支援事業を実施するようになっていたが、農

協の活動内容には当然限界があり、農民自身が増産のために一定の投資をせざるをえない場面

があった。しかし、1960 年代前半当時の貧しい農家には、融資を受けようとする際に担保と出

来るものが農地以外にないということも珍しくなかった。そこで、大統領が指定した正規金融

機関において、農民が農地を担保に出来ることを政府が保証することにより、営農資金の借入

れを容易にしたのである。また同法は、農民たちがインフォーマルな相互金融や高利貸に頼る

のではなく、マウル金庫を利用することで、金融面での近代化を実践するよう促す側面も持っ

たものであった（韓国開発研究院、1995、p. 260）。 

中央食糧対策委員会によって迅速かつ円滑な意思決定、および情報提供のスキームを作り、

かつ農地担保法によって農民が増産に向けた投資を容易に行える環境を作るなど、第 1 次 5 カ

年計画下の韓国農政は、李承晩政権に比して積極的な増産政策を進めたといえる。しかし、1960

年代半ばの韓国は水害や冷夏による記録的な大凶作が相次ぎ、増産政策の結果は計画目標に達

しなかった。表 3-1 上段は、1960 年代の韓国におけるコメの収穫量を示したものである。下段

は、第 1 次 5 カ年計画で設定された、1960 年比 29％増という増産目標に対し、実際の生産量

がどの程度増加したのかを示したものである。第 1 次計画最終年度である 1966 年には基準年

度である 1960 年に比べて 25.4%の増産が実現し、計画目標に近い実績にはなっている。ただ、

計画当初に目標とされていたコメ 29%増産の目標は実現せず、また第 1 次計画終了後の 1967

年および 1968 年には 2 年続けて旱魃による大凶作が起こっている61。 

  

                                                        
60

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=697&ancYd=19660803&ancNo=01813&efYd=19660803&nwJo

YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 5 日閲覧） 
61

 朴正煕政権期の韓国では、1967 年から 1968 年にかけて、および 1979 年から 1980 年にかけての

2 度、コメ収穫量が前年比で 10%前後下落する大凶作が発生している。この点については国家記

録院 http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/policy1950p1.do を参照（2015 年 8 月 6 日閲覧）。 
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表 3-1：韓国におけるコメ収穫量 

年度 1960 1963 1965 1966 1967 1968 

収穫量 3,123 3,374 3,501 3,919 3,603 3,195 

基準年比 N.A. +6.5 +12.1 +25.4 +15.3 +2.3 

単位：収穫量＝千トン、基準年比＝% 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F

#SubCont（2015 年 8 月 6 日） 

注：1960 年のデータのみ、原典で「朝鮮石」単位で示されていたものを、引用者が「1 朝鮮石

＝コメ 144kg」の計算式でトン表示に直した。 

 

周知のように第 1 次 5 カ年計画は、韓国が工業化を進めていく上での基盤づくりに貢献した

のであるが62、同時に農業部門においても、生産性向上による増産、そしてそれによる農業部

門の所得向上を目指すものであった。そして実際に、農業部門での目標を達成するべく省庁横

断型の中央食糧対策委員会を創設し、農地担保法によって農民が営農資金を借りられる環境も

整備した。ただ、土壌改良に数年の時間を要することの珍しくない農業において、5 年という

時間は、国全体のレベルで増産体制を整え、増産による所得向上を実現させていこうとする上

では決して十分なものではない。グラフ 3-1 は、1960 年代の都市勤労者世帯と農家世帯の所得

を見たものである。現行通貨・ウォンへの切り替えが完了し、所得統計がとられるようになっ

た 1963 年の時点では、農家世帯所得が都市勤労者世帯所得を上回る状態にあり、またその後

も農家所得は上昇し続けている。しかし、都市勤労者所得の上昇ペースは農家所得のそれを上

回り、第 1 次 5 カ年計画最終年である 1966 年には、両者の値は逆転している。このように、

工業部門に比べて農業部門で政府の施策の成果が出にくいという状況の中で第 1 次 5 カ年計画

は期間満了を迎え、第 2 次計画期へと移行していくこととなった。 

  

                                                        
62

 第 1 次 5 カ年計画が韓国の工業化に果たした役割については、キム・ジョッキョ（2012、pp. 78-95）

を参照。 
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グラフ 3-1: 1960 年代韓国における都市勤労世帯所得と農家所得 

 

年度 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 

勤労所得 71,880 87,840 101,400 141,000 218,160 255,240 295,800 338,160 

農家所得 93,179 125,692 112,201 130,176 149,470 178,959 217,874 255,804 

単位：ウォン 

出典：統計庁・国家統計ポータル 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=C#SubCont 

（2015 年 9 月 26 日閲覧） 

注：元データでは、勤労者の世帯所得は月単位で、農家所得は年単位で記録がとられている。

本表では両者の比較を容易にするため、勤労者所得に便宜的に 12 倍にし、年単位の所得と

している。 

 

第 5 節 第 2 次経済開発 5 カ年計画 

 

1967 年 1 月より、政府は第 1 次計画に続く経済政策のマスタープランとして、第 2 次経済

開発 5 カ年計画を開始した。第 2 次計画はまず、第 1 次計画期間中の 1 人あたり年平均 GNP

成長率が 7.6%に達したという実績を踏まえ、工業化をさらに進め、1980 年代初頭には海外か

らの経済支援を必要としない中進国としての地位を確立するという展望を提示している（大韓

民国政府、1966、p. 27）。そして、その目標を実現するために、以下 6 項目の重点目標を達成

するとした（大韓民国政府、1966、p. 27、筆者翻訳）。 
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1. 食糧を自給し、山林緑化と水産開発に注力する。 

2. 化学、鉄鋼および機械工業を建設し、工業高度化の足掛かりを築く一方、工業生産を倍

加させる。 

3. 70 億 US ドルの輸出を達成し、輸入代替を促進し、画期的な国際収支改善の基盤をつか

む。 

4. 雇用を増大する一方、家族計画を推進することで、人口増加を抑制する。 

5. 国民所得を画期的に増加させ、特に営農の多角化により、農家所得の向上に注力する。 

6. 科学および経営技術を振興し、人的資源を培養し、技術水準と生産性を高める。 

 

このように、第 1 次計画の成果の上に立ち、引き続き工業化を進めていく方針を示した第 2

次計画は、農業部門については、まず、その生産性が低い水準にあるという厳しい見方を示し

ている（大韓民国政府、1966、p. 9）。その上で第 2 次計画は、従来以上に食糧増産に取り組む

必要性があると指摘し、第 2 次計画の最終年である 1971 年までに食糧、中でも米穀の完全自

給化を達成しなければならないという目標を設定した（大韓民国政府、1966、p. 10）。そして、

食糧の増産と自給化を達成するための具体的な施策として、まず化学肥料を増産し、その国内

供給量を増やすことで、土地あたり収穫量を増大させる方針を示している（大韓民国政府、1966、

p. 20）。無論、農業部門の所得向上について言及がないわけではなく、「これまでの工業化によ

る恩恵を農業発展に広めていくことが望まれる」とし、農工間の交易条件の改善を通じた農業

所得の改善に取り組む姿勢が示されている（大韓民国政府、1966、p. 26-29）。しかしながら、

食糧増産とそれによる農業所得の向上を掲げていた第 1 次計画に比べ、第 2 次計画における農

業部門の目標は、増産重視の姿勢が鮮明になっている。これは、中央食糧対策委員会の設置や

農地担保法の制定など、第 1 次計画期間中に増産に向けた基盤づくりが行われ、結果的に 25％

のコメ増産が実現したものの、これが第 2 次計画作成時において決して十分なパフォーマンス

とみなされていなかったためと思われる。表 3-2 は、1960 年代の韓国の人口を示したものであ

るが、この時期、人口は年率 2%以上という高いペースで増えている。1960 年代後半になるに

つれ、増加率は低下傾向にあったものの、それでも年率 2％を超えていることに変わりはなか

った。上記重点項目の第 4 項に「家族計画を推進することで、人口増加を抑制する」という一

節があることは、当時の政府がこの高い人口の伸び率を脅威と捉えていたことを示唆する。従

って第 2 次計画は、より現実的に、当面の農政上の課題として増産に注力する方針を示したも

のといえる。 
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表 3-2：1960 年代韓国の人口 

年度 1960 1961 1962 1963 1964 

人口 25,012 25,765 26,513 27,261 27,984 

前年比 N.A +3.0 +2.9 +2.8 +2.6 

年度 1965 1966 1967 1968 1969 

人口 28,704 29,435 30,130 30,838 31,544 

前年比 +2.5 +2.5 +2.3 +2.3 +2.2 

単位：人口＝千人、前年比＝％ 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp#SubCont（2015 年 8 月 6 日閲覧） 

 

同時に、第 2 次計画が農業部門において、第 1 次計画よりも現実的な増産の方針をとった理

由には、食糧輸入が国際収支を圧迫していたという事情もある。すなわち第 2 次計画は、第 1

次計画期のコメを始めとする食糧増産が目標値に達しなかったことで、大量の食糧を海外から

輸入せざるを得なくなり、それが韓国の国際収支を圧迫していると指摘している（大韓民国政

府、1966、p. 25）。そして、1965 年時点での食料輸入額は年間約 5400 万ドルと、計画初年で

ある 1962 年の約 4000 万ドルの 1.3 倍以上に膨れ上がり、1965 年の輸出総額の 3 分の 1 を相

殺してしまう規模となっていた（大韓民国政府、1966、p. 25）。つまり、食糧の増産が進まな

い限り、大量の食糧を輸入し続けることになり、それが貴重な外貨を浪費することになるとい

う危機感を表明しているのである。こうした危機感ゆえに、第 2 次計画は 5 年目の終了までに

食糧、少なくともコメの完全自給を達成するという目標を設定したといえる。 

こうした食糧増産計画の財源には、一般会計のほか、1965 年の対日修交に伴う日本からの資

金協力、いわゆる請求権資金も充当された。有償 2 億ドル、無償 3 億ドルの計 5 億ドルからな

る請求権資金のうち、農林業分野には有償資金枠から 230 万ドル、無償資金枠から 3400 万ド

ルが割り当てられ、農業機械の導入、農産物流通機構の整備、および肥料・農薬工場の増設な

どの原資として活用された63。そして、これらの資金は、長期的には韓国の農業インフラを整

備し、同国農業従事者の所得にも資する部分があったと評価される（キム・ジョンシク、2000、

p. 9）。5 億ドルの請求権資金全体のうち、農林業に充当された額は 3630 万ドルと一部ではあ

る。しかし、工業化を推進していた当時の朴政権が、農業部門にも請求系資金を割り当ててい

た点は、同政権が農業を一定程度重視していたことのあらわれと見ることもできる。 

                                                        
63

 国家記録院
http://contents.archives.go.kr/next/search/showDetailPopup.do?rc_code=1310377&rc_rfile_no=20004104

8420&rc_ritem_no=000000000001（2015 年 12 月 14 日閲覧） 
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上述のように、第 2 次計画は食糧増産、特にコメの増産に力点を置いていたが、同計画にも

農業部門の所得拡大および所得の安定化に関する記述は存在する。すなわち、重点目標の 5 番

目にある営農の多角化がそれであり、具体的には「畜産業の振興などによる農業の多角化が望

ましい（大韓民国政府、1966、p. 27）」と記されている。コメの自給化が向こう 5 年で達成す

べき目標とされ、そのために化学肥料の生産拡大を行うとしている一方で、畜産業の振興を図

るという記述はいささか理想が先行している感が否めない。というのも、広い放牧地の確保や

家畜小屋の建設など、畜産業は稲作や畑作に比べて多額の初期投資を要するものであるからで

ある。ただ、第 1 次計画の項目でも述べたように、朴正煕政権下で作成された 5 カ年計画には、

計画期間終了後の未来を見据えた長期的なビジョンが言及されている箇所がある。これは、本

文中の「望ましい」という表現に見られるように、コメの自給化という必須目標を達成した後

に取り組むべき課題として示されていると解釈するべきであると思われる64。 

以上のことから第 2 次 5 カ年計画は、第 1 次計画の実績に基づいて引き続き工業化の推進を

図るとした上で、農業部門の生産力を向上させずにいることが、外国からの食糧輸入の増大に

よる外貨の浪費を招くという認識に立っていたものと言える。そして、食糧輸入による外貨の

浪費が、本来であれば工業部門に還元され、同部門の拡大再生産に用いられるべき資本を食い

つぶすものになりかねないという認識に立ち、食糧、少なくとも主食たるコメの自給達成を目

指したものであったと見ることができる。 

 

第 6 節 高米価政策と農漁民所得向上特別事業 

 

1968 年、政府はコメの買上げ価格を前年 1967 年に比べ、単位量当たり 17％引き上げるこ

とを発表した65。これは、本章第 4 節で触れたように 2 年連続の凶作によってコメの生産量が

大きく落ち込む中で発表されたもので、単位量当たりの米価を大幅に引き上げることで、農民

に増産のためのインセンティブを付与するものであった。その後、1969 年、1970 年、1971

年と 3 年連続で、政府はコメ買上げ価格を前年比で 25％引き上げると発表し、結果的にコメの

買上げ価格は 4 年間で 2 倍以上に引き上げられることとなった。グラフ 3-2 の青線は、2005

年を 100 とした、コメを中心とする穀類の農家販売価格指数を追ったものである。以下で述べ

るように、1960 年代後半以降コメの生産量は増えているのであるが、それにもかかわらず、農

家の穀類販売価格は上昇している。無論、急速な経済成長を遂げていた 1960 年代から 1970

年代にかけては物価が全体的に上昇した時期でもあり、同じくグラフ 3-2 において赤線で示し

                                                        
64

 なお、政府による畜産の奨励は、1977 年に始まる第 4 次計画と、1982 年に始まる第 5 次計画に

おいて本格的に取り組むべき課題として明示され、推進されることとなった。 
65

 「1966 年度穀価調節米放出に関する建議」1966 年、大統領秘書室. 国家記録院

http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/pricingPolicy.do（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
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た通り、消費者物価全体の指数66も大きく上昇している。しかし、穀類の販売価格指数と消費

者物価全体の指数の上昇パターンは概ね一致しており、特に 1970 年代に入ってからは、穀類

の販売価格指数が消費者物価全体の指数を上回るようになっている。この点からは、1960 年代

末以降、実質的な穀類販売価格が下落したり停滞したりすることなく、着実に、そして実質的

に上昇したことがうかがえる。 

 

  

                                                        
66

 韓国政府による物価統計が食料品や燃料、住宅など、支出項目別に細かく集計・公表されるよう

になったのは 1985 年以降のことであり、1970 年代当時は消費者物価については全項目の総指数

のみが公表されていた。そのためここでは、穀類価格指数との比較対象として消費者物価総指数

を用いている。 
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グラフ 3-2：農家の穀類販売価格指数 

 

注 1：2005 年を 100 とした、農家が穀類を卸売にかける際の価格指数 

注 2：2005 年を 100 とした、消費者物価総指数 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=

F#SubCont（2015 年 9 月 10 日閲覧） 

 

他方で政府は、コメの消費者に対する小売価格については物価にスライドさせ、買上げ価格

のような大幅な引き上げは行わなかった。買上げ価格が大幅に上昇する一方、小売価格が物価

にスライドするとなると、コメの統制主体である政府が逆ザヤを抱え込む形になる。特に 1970

年代に入ってからは、グラフ 3-2 でも示されたように農産物の買上げ価格は大きく上昇し、逆

ザヤの規模も無視できないものとなっていった。この逆ザヤを負担する方法として、1968 年の

時点で食糧管理特別会計が設定され、一般会計とは別の財政スキームによって食糧の価格およ

び流通量が管理されるようになった。必然的に同特別会計は赤字となるが、この赤字の財源は

特別国債を発行し、かつ特別国債を中央銀行たる韓国銀行が引き受ける形で捻出された（全経

連、1986、pp. 710-713）。 

グラフ 3-3 は、朴正煕政権下におけるコメの生産量を示したものである。高米価政策が実施

された 1968 年が凶作だったという事情を考慮しても、買上げ価格が引上げられた後、収穫量

は顕著に増えている。1970 年代半ば以降は、次節で論じる高収穫品種のインディカ米が導入さ

れたという背景もあるが、生産量年 500 万トンと、1960 年代の 300 万トン台と比べ、100 万

トン以上の増産を達成した年もある。こうした収穫実績を踏まえれば、1968 年以降の高米価政
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策は、農民に増産のインセンティブを付与することに貢献したといえる。 

 

グラフ 3-3：朴正煕政権下でのコメ収穫量 

 

単位：千トン 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=

F#SubCont（2015 年 8 月 6 日閲覧） 

 

以上のように、1968 年は増産へのインセンティブ付与を目的としてコメの買上げ価格が引き

上げられた年となったが、翌 1969 年に政府は、高米価政策を継続する一方、農漁民所得増大

特別事業と呼ばれるプログラムを実施している67。これは、全国の農民および漁師のうち 45 万

人を対象として、稲作の一方で商品作物を栽培させたり、あるいは漁をする一方で養殖を行わ

せたりと副業を営ませ、経営の多角化によってこれら第一次産業従事者の所得向上がどの程度

上昇するのかを検証したものである。農民を対象としたプログラムの場合、果樹の栽培や蚕の

飼育による絹の生産など、少ない資本で行える副業を営ませ、彼らの所得が稲作専業の農家に

比べてどの程度上昇するのかが検証された。農林部および農村振興庁による検証の結果、副業

を営んだ農家はそうでない農家に比べて約 10％所得が増加したと判明した（大韓民国政府、

1971 年、pp. 40-41）。また、実際に事業に従事した農民らによる座談会が行われ、そこでの議

論を通じて、農村部の限られたインフラでは副業による所得増大にも限界があることなどが指

                                                        
67

 韓国法令検索 http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=18565#0000（2015 年 8 月 6 日閲覧） 
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摘され、当該問題点は事業終了後に大統領に報告された68。 

1960 年代末行われた農漁民所得増大特別事業は、政府が引き続き農産物、特にコメの増産を

推進しつつも、同時に第一次産業従事者の所得向上をも推進し始めたものであった。同事業は

あくまで試験的な取組みであり、長期間に渡って実施されたものではなかった。また、第 2 次

5 カ年計画で畜産業による営農の多角化が掲げられていたものの、同事業で実際に行われた副

業は果実や絹の販売という小規模なものであった。しかし、政府が増産を推進する一方で農業

部門の所得を向上させる具体的な試みにも着手したことは、1972 年以降、セマウル運動を軸と

する農村近代化・農村所得向上を大々的に行っていくに当たって一定の知見を政府に提供した

と考えられる。 

農漁民所得増大特別事業が進められていた 1969 年 7 月、政府は憲法を改正する方針を発表

した。この憲法改正の要点は、1963 年に施行された第三共和国憲法に規定されていた、1 期を

4 年とし、同一人物の在任期間を 2 期 8 年までとした大統領任期の制限を、3 期 12 年まで緩和

するというものであった。1963 年の大統領選挙で当選し、1967 年の選挙でも再選されていた

朴正煕は、当初の憲法の規定に基づくと、1971 年には退任しなければならなくなっていた。こ

の改憲は、国会での発議にあたって野党の強い抵抗に直面し、国会議事堂に野党議員が籠城す

る事態も招いたが、結局、議事堂本館に隣接する別館に与党・民主共和党の議員だけが集まり、

そこで本会議を開催、改憲案を可決した。そして同年 12 月、改憲案は国民投票で可決され、

成立した。元々クーデタによって当時の政府首脳を追放するという、民主的正統性に欠ける形

で権力を掌握した朴正煕であったが、この時期以降、権威主義色が次第に色濃くなっていく。 

1969 年から 1970 年にかけて、南東部を流れる河川・洛東江の流域で大規模な洪水が発生し

た69。この洪水では、流域の複数の集落が浸水被害に遭ったが、住民間の交流・協力関係が緊

密であり、住民組織が形成されていた集落で復興が早く進んだ一方、そうした関係の乏しい集

落では復興に長い時間を要するという差異が生じた。この状況を地方視察で目の当たりにした

朴正煕は、1970 年 4 月に閣僚と全国の道知事を集めて開いた全国地方長官会議において、集落

住民が相互に団結し、自助努力を行うことによって農村開発を進めていく方針を発表し、同方

針を「新しい村づくり（새마을가꾸기）」と名付けた70。この施策は、1972 年以降、セマウル運

動として本格実施されていくこととなる（Kim、2004、p. 190）。 

                                                        
68

 「農漁民所得増大特別事業の問題点と対策」青瓦台、1969 年.  国家記録院

http://theme.archives.go.kr/next/chronology/archiveDetail.do?flag=1&evntId=0049286260（2015 年 8 月

7 日閲覧） 
69

 洛東江洪水統制所 http://www.nakdongriver.go.kr/html/about/history.jsp（2015 年 8 月 8 日閲覧）もと

もと洛東江流域は平坦な地形であり、洪水が発生しやすい場所であった。このことから 1987 年に

は、大統領令第 12103 号により、水位監視機関である洪水統制所が開設されたほどであった。 
70

 「第 1 次国土総合開発計画」大韓民国政府、1972 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=001372（2015 年 8 月 8 日閲覧） 

http://theme.archives.go.kr/next/chronology/archiveDetail.do?flag=1&evntId=0049286260
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第 7 節 小括 

 

1961 年 5 月の軍事クーデタを指揮した朴正煕は、実権掌握直後に発表した革命公約の中に

貧困の追放と国力の増大を盛り込んでいた。そして実際、実権掌握の翌月に農漁民の高利債務

を免除し、さらにその 2 カ月後に農協と農業銀行を合併させたりと、当時の人口の多くが従事

していた農業部門を強く意識した政策を推進した。1962 年からは第 1 次 5 カ年計画を開始し

たが、そこでは中心的な課題として工業化の基盤作りに取組む一方、農業部門も増産によって

所得向上を図ることが強く志向されていた。無論、実際には政府は、高い人口の伸び率などを

背景として増産重視の農政を推進することとなり、第 2 次 5 カ年計画ではコメの自給達成を達

成目標として強調することとなる。しかし、第 2 次計画の中にも農家経営の多角化といった形

で農業部門の所得問題への言及があり、また第 2 次計画実施期間中には、増産へのインセンテ

ィブ付与が目的だったとはいえ、高米価政策により、農民が増産を所得の増大につなげられる

環境も作り出した。さらに 1969 年には、農漁民の所得向上のためのパイロットプログラムに

も取り組んでいる。 

つまり 1960 年代の朴正煕政権は、工業部門を含めた産業政策全体との兼ね合いから、農政

において増産重視の姿勢を決して崩すことはなかったが、同時に、農業部門の所得向上という

目標も決して放棄してはいなかったといえる。そして、1970 年代入るとこの目標は、農村の近

代化と、それを通じた農村所得の向上を奨励するという形で具体化していくこととなる。 
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第 4 章 

1970 年代の農業政策：農村所得向上の本格化 
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1960 年代韓国政府は、第 1 次経済開発 5 カ年計画で農業所得の向上を意図しつつも、高い人

口増加のペースや、食糧輸入が国際収支を圧迫する点などを踏まえ、食糧増産を重視する農政

を展開した。そして、干ばつによる凶作に見舞われつつも食糧生産量は一定程度増加した。し

かし、1960 年代後半には工業部門の成長ペースが農業部門の成長ペースを上回り、都農の所得

格差は拡大を見せた。こうした中の 1972 年、政府は第 3 次経済開発 5 か年計画の開始とともに

農業部門の所得向上につながる政策を打ち出していくこととなる。 

 

第 1 節 第 3 次経済開発 5 カ年計画と第 1 次国土総合開発 10 カ年計画 

 

1972 年、政府は第 3 次経済開発 5 カ年計画を開始した。第 3 次計画は、これに先立って行わ

れた第 1 次および第 2 次の両 5 カ年計画が韓国の工業化を軌道にのせたことを評価しつつ、そ

の成果を踏まえ、「農漁村経済の革新的開発、輸出の画期的増大、および重化学工業の建設」の

3 項目を主軸と位置付けた（大韓民国政府、1971、p. 2）。その上で第 3 次計画は、重点的な達

成目標として以下の 8 項目を挙げている（大韓民国政府、1971、p. 2、筆者翻訳）。 

 

1. 食糧を増産し、主食となる穀類を自給し、農漁民所得を積極的に増大させるとともに、耕

地整理と機械化を促進する。 

2. 農漁村の保健及び文化施設を充実化し、農漁村の電化と道路網整備を進める。 

3. 輸出を目標年度までに 35 億ドルに増やし、国際収支を改善させる。 

4. 重化学工業を建設し、工業の高度化を図る。 

5. 科学技術の急速な向上と教育施設の拡充によって人材を育成し、雇用を最大限増大させる。 

6. 電力、交通、通信など、社会インフラの均衡ある発展を図る。 

7. 4大河川1流域開発を始めとする国土の効率的開発と輸出工業団地等開発団地の造成により

地域開発を進め、人口を適正に分散させる。 

8. 住宅と衛生施設及び社会保障を拡充し、労働環境を改善しつつ、国民の福祉と生活の向上

を図る。 

 

第 1 次および第 2 次計画と比較した時、第 3 次計画の重点目標において特徴的なのは、引き

続き工業化を推進しつつも、経済成長の恩恵やさらなる成長の機会を、均衡のとれた形で分配

していこうとしている点である。第 1 次および第 2 次計画の重点目標にはなかった「社会保障」

や「福祉」といった文言が登場し、「労働環境の改善」といった表現も盛り込まれている。また、

                                                        
1
 韓国の河川のうち、全長が 100km を超える漢江、錦江（白村江）、洛東江、栄山江の 4 つを総

称したもの。 
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工業化の推進にあたっても、「インフラの均衡ある発展」や「地域開発」といった表現で、地域

間の均衡がとれた開発を進めていこうという姿勢が鮮明である。 

農業部門を含む農漁村については、8 項目中最初の 2 項目が充てられ、増産と所得の増大だ

けでなく、保健および文化施設の拡充と、電化・道路整備というインフラ整備も目標に掲げら

れている。つまり第 3 次計画は、第 1 次計画の重点目標で言及されていたものの、第 2 次計画

の重点目標では後退していた農民の所得向上という目標を復活させ、強調しているのである。 

上記達成目標を踏まえた、農業部門における重点課題としては、以下の点が挙げられている（大

韓民国政府、1971、pp. 34-44、筆者翻訳）。 

 

1. 食糧増産と米穀類の自給達成 

2. 近代的な畜産の振興 

3. 蚕業の増産と輸出拡大 

4. 農業用水の拡充 

5. 機械化のための耕地整理 

6. 所得増大特別事業の推進 

7. 農産物価格の適正化 

8. 農産物流通および加工施設の改善 

9. 農業技術開発と指導の強化 

 

第 1 次および第 2 次計画と同様、第 3 次計画でも、食糧増産が農政上の重点課題に掲げられ

ている点は変わりない。そしてその課題達成のために第 3 次計画は、農業用水の確保や耕地整

理などに取り組むとしている。所得向上策としては第 2 次計画で言及されていた畜産の振興が

挙げられており、営農の多角化という方向性がうかがえる。同時にこの第 3 次計画の重点課題

には、所得増大特別事業や農産物価格の適正化など、第 2 次計画期間中に行われた農業部門の

所得向上策を継続するものも含まれている。総じて言えば、第 2 次計画よりも農業政策に力を

入れ、増産と農業部門の所得向上を両立させる姿勢が鮮明になっているのである。 

この第 3 次経済開発 5 カ年計画と同じ 1972 年、政府は国土利用に関するマスタープランとし

て第 1 次国土総合開発 10 カ年計画を開始した2。国土総合開発計画は、経済開発 5 カ年計画よ

りも長い 10 年というタイムスパンで国土の効率的な利用を実現してこうとするものである。そ

の第 1 次計画では、産業のソウルへの一極集中を緩和するべく、以下の基本目標が設定された3。 

                                                        
2
 「第 1 次国土総合開発計画」大韓民国政府、1972 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=001372（2015 年 8 月 7 日閲覧） 
3
 「第 1 次国土総合開発計画」大韓民国政府、1972 年. 国家記録院、筆者翻訳
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1. 直轄市4を中心とした地方都市の産業開発等、効率的な国土開発 

2. 国土全域における社会間接資本の拡充 

3. 自然を踏まえた国土開発と自然の保全 

4. 国民生活環境の改善 

 

第 1 次国土総合開発計画も、第 3 次経済開発 5 カ年計画と同様に、ソウル首都圏以外の地域

におけるインフラ整備を推進する意向を示している。両計画に見られる国土の均衡発展を目指

す姿勢は農業部門においても具体化され、両計画の初年である 1972 年、政府はセマウル運動を

本格的に実施していくこととなる。 

 

第 2 節 セマウル運動 

 

1972 年政府は、1970 年より進められてきた新しい村づくり運動を、「新しい村運動」を意味

する「セマウル運動（새마을운동）」へと改称した上で、全国的に進めることとした5。 

セマウル運動は、全国の農村部を約 3 万 2000 の集落に分けた上で、各集落にセマウル指導者

と呼ばれる運動員を一名ずつ選出させ6、そのセマウル指導者を中心に各集落が団結して共同作

業を行い、農作業の効率化や農道や用水路などのインフラ建設を進めていく形で進められた7。

既に 1970 年以降の新しい村づくり運動において、その基本的な活動内容は定まっていたが、

1972 年 1 月にはソウル近郊の京畿道高陽市に農家研修院8を設立し農家の技術教育が始められ

るとともに、同じくソウル近郊である京畿道水原市にセマウル教育院を設置し、各地のセマウ

ル指導者の指導力を向上させるための研修が始められた。 

セマウル運動は、その達成すべき目標として、①電化や農道敷設といった農村におけるイン

フラの拡充を図り、農業所得を向上させる、②虚礼や迷信に基づいた非能率的生活スタイルを

近代的価値観に根ざした変化へと変化させる、③農業、中でも稲作に特化した農村の産業構造

を改めて、農村における多様な所得源を実現する、④セマウル運動とほぼ同時期に本格化した

                                                                                                                                                                             

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=001372（2015 年 8 月 7 日閲覧 
4
 日本の政令指定都市に相当。1994 年、朴正煕政権成立以降凍結されていた公選制地方自治が再開

されるにあたり、広域市と名称を変更した。 
5
 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=001372（2015 年 8 月 8

日閲覧） 
6
 里長など既存の自治体の役員がセマウル指導者を兼任することは禁止されていなかったが、制度

上、セマウル運動の組織は自治体とは別個に設けられていた。 
7
 セマウル運動中央会 http://saemaul.com/aboutUs/history（2015 年 8 月 8 日閲覧） 

8
 現在は一部がソウル特別市農業技術センターの農業教育施設になっている（2014 年 8 月 26 日筆

者訪問）。 
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重化学工業化と併せ、都市と農村、および第二・三次産業と第一次産業の双方がともに発展し

た、経済強国としての韓国を作り上げる、という 4 項目を設定していた（セマウル運動中央会、

2000、pp. 1-7）。 

これら目標達成のため、政府はセメントなど農村におけるインフラ建設に必要な資材を上記

の 3 万あまりの集落に配布し、各集落がセマウル指導者のリーダーシップの下、それら配布資

材を効果的に利用して近代化事業を行うことを奨励した。そして、各集落の取組みを中央レベ

ルで指揮監督する組織として、内務部長官を委員長とし、建設部や交通部など関連官庁の次官

を委員とするセマウル運動中央協議会を設置した9。 

セマウル運動は、公式には各村落の自主的な取り組みによる近代化運動という形をとってい

たが、実際には、政府の運動方針に呼応しない集落には不利益が生じるものでもあった。例え

ば、政府から支給された資材を用いて共同事業を行い、農道や水路を整備した集落については、

セマウル運動中央協議会の推薦を経て大統領自らがこれを表彰した一方、政府から資材を受け

取りセマウル運動に参加したものの、所得向上に向けた自主的な努力が見られない集落に対し

ては、中央協議会が次年度以降の支援物資を削減するなど懲罰的措置をとった（イ・ジス、2010、

pp. 131-157）。またセマウル指導者に対する研修においても、政府の推進する近代化政策の重要

性を理解させるという詰め込み式の教育が行われ（Kim、2004、pp. 191-234）、セマウル指導者

に政府の意図した通りの施策を行うよう圧力をかけるという側面を伴っていた10。この点につ

いてハン・スンミは、セマウル運動において政府の行った教育が、近代化の重要性を精神論的

に説くものであり、疑似宗教的な色合いを帯びるものですらあったと、批判的な観点から指摘

している（Han、2004、pp. 69-83）。しかし、セマウル運動が政府による農村住民動員を伴うも

のであったことは事実だが、農村住民の意向を全く無視したものではなく、当時多くの韓国農

村住民が抱いていた豊かな生活への願望に政府が応じるという形で進められたとされる点（チ

ョ・ヒヨン、2013、p. 197）も無視することはできない。 

このように、セマウル運動は村落レベルでの共同作業と、その共同作業に基づく開発の推進

を企図するものであった。その推進の結果として所得向上につながる事業が行われていったこ

とは事実であるが、同時期に都市部で行われていた工業化が低賃金および長時間労働という負

担を工場労働者にかけていたのと同様、セマウル運動もまた、農民側に相当の負担のかかる運

営方式がとられたということは否定できない。特に、事業の遂行に必要な人件費が政府から拠

                                                        
9
 「セマウル運動に関する報告」大統領秘書室、1972 年. 国家記録院

http://theme.archives.go.kr/next/semaul/time01.do（2015 年 8 月 8 日閲覧） 
10

 セマウル運動の教育が詰め込み式になった理由の一つとして、その教育内容が朴正煕による権威

主義体制の安定につながるよう企図されたという点が挙げられる（チョ・ヒヨン、2013、pp. 

167-182）。また、日本統治時代の 1937 年から 1940 年にかけて、慶尚北道の聞慶で小学校教師を

務めていた朴正煕は、当時朝鮮総督府が進めていた農業振興政策・農村振興運動の実習を指導し

ており、この経験がセマウル運動に生かされたとする指摘もある（崔吉城、2015、p. 119-120）。 
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出されず、住民を無償労働者として徴用したことは、徴用対象となる住民にとって負担となる

だけでなく、徴用の主体であるセマウル指導者にとっても住民のモチベーションを確保しなけ

ればならないという課題を背負わせるものとなった（嶋、1985、pp. 87-92）。実質的には大統領

が主導する農村振興事業でありながら、名目上は自主的な運動とされ、その遂行に必要な人件

費を政府が支出しないという一見矛盾した形態がとられたのは、1972 年を開始年とする第 3 次

経済開発 5 か年計画が、それまでの軽工業の振興を継続しつつ、同時に自動車生産や製鉄とい

った重工業および重化学工業の振興も始めていったことと関係している。重工業および重化学

工業は、労働集約的な軽工業に比べ、生産工程のオートメーション化が進むために大量の労働

力を必要としない代わりに、大規模な生産設備を導入するための費用と、その複雑化した生産

工程を管理できる高度な能力を持った人材を必要とする資本集約的な産業である。政府として

は、農村の所得水準向上を図る必要性を理解しつつも、限られた予算を資本集約的な重工業・

重化学工業へと投入する必要があったため（Woo、1991、pp. 175-181）、セマウル運動関連予算

に人件費を計上することが困難な状況にあった。なおかつ、1970 年代当時の韓国は労働集約的

な輸出向け製造業も奨励され、1960 年代に引き続き、その労働力を農村から供給する人口移動

パターンを維持していたため、農村に都市から労働者を供給することも容易ではなかった。そ

のような中でセマウル運動は、集落における地縁的互助関係をベースとして農民を動員するこ

とにより、農村振興事業に必要な労働力を確保したのである。 

セマウル運動は、上記のような問題点が指摘される政策であったものの、政府による農家・

農村へのインセンティブ付与とそれに基づくインフラ整備という点では、一定の実績を示す結

果となった。表 4-1 は、新しい村づくり運動およびセマウル運動によって行われた農村インフ

ラ建設事業の主要実績である。セマウル運動中央会の編纂した公式資料集に新しい村づくり運

動初年度である 1970 年の実績が掲載されていないため、実質的には 1971 年以降の事業実績の

みを把握できるデータとなっているが、これに基づくと、セマウル運動初期である 1970 年代、

韓国の農村部では毎年 1 万カ所前後の橋がかけられ、毎年数千から 1 万 km 以上の農道が建設

されたり、道路が拡張されたことになる。また、1970 年代半ばから後半にかけては、毎年数千

棟の共同倉庫が建設された。農道の整備は農作業を円滑に進めることにつながり、道路の拡張

は自動車を使った農産物の出荷・買上げを可能にする。加えて、倉庫が建設されれば、収穫さ

れた農産物や農業用資材の保管環境が向上する。そうした施設が急ピッチで整備されていたこ

とは、農産物の増産に大きく貢献するものであるといえた。 
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表 4-1：セマウル運動に基づく 1970 年代韓国農村部におけるインフラ整備事業実績 

年度 1971 1972 1973 1974 1975 

橋梁架設 9,430 12,800 9,963 9,662 10,550 

共同倉庫建設 N.A. 1,699 1,647 6,367 4,865 

農道建設 24,855 9,177 8,336 7,674 3,351 

道路拡張 9,624 12,000 10,862 5,361 1,815 

年度 1976 1977 1978 1979  

橋梁架設 6,918 7,052 5,549 4,271 

共同倉庫建設 3,154 2,188 1,094 778 

農道建設 2,578 1,561 2,882 787 

道路拡張 1,146 1,453 1,074 171 

単位：橋梁建設＝箇所、共同倉庫建設＝棟、農道建設・道路拡張＝km 

出典：セマウル運動中央会（2000、pp. 12-22）を元に筆者作成 

 

第 3 節 農村機械化計画 

 

1972 年のセマウル運動本格化と同時に、政府は農業機械化 5 カ年計画を開始した11。これは、

セマウル運動を円滑に実施し、農業・農村の近代化を着実に実現するためには、農作業等の人

力への依存を減らし、近代的な動力を積極的に導入していく必要があるという認識の下、農業

機械の導入を図っていこうとするものである。 

農業機械化 5 カ年計画は、セマウル運動を推進していく中で農業機械を普及させるための施

策として、機械契の結成を奨励した12。機械契とは、本稿第 2 章で見た韓国農民の互助組織で

ある契を、農業機械の導入に援用しようとするものであった。契は、近隣の住民同士が協力し

合って 1 つのグループを組み、全ての世帯が同額ずつ出した資金を運用するという互助の形態

である。この形態を機械化に援用することは、各地の農民の自発的な努力と協調関係によって

農村を近代化させていこうという、セマウル運動の趣旨にも合致したものであった。具体的に

は機械契は、農家同士で合計耕地面積が 20ha から 30ha 程度になるよう契を組ませ、各農家が

拠出した資金を元手に農業機械を購入、運用するというものであった。金融目的の契などと違

い、資金の運用益が契加入者に配分される仕組みにはなっていなかったものの、各加入者は農

                                                        
11

 国家記録院 http://theme.archives.go.kr/next.hoodProduct/mechanization.do（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
12

 「農業機械化 5 カ年計画」、農林部、1972 年. 国家記録院

http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntld=0025210（2015 年 8 月 15

日閲覧） 
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業機械の運用による増産および増収により、資金を拠出した分をカバーすることができた。 

結果的には、政府の奨励に基づいて結成された機械契は全国で 1012 か所に留まり、面積ベー

スで見ると、3 万 ha 未満13と、同計画最終年である 1976 年当時の全国の耕地約 223 万 ha の 1%

あまりをカバーするに過ぎないものであった。機械契が普及しなかった背景には、当時の農民

にとって、外国製のものが多くを占める農業機械を購入することが、たとえ契を用いたとして

も大きな負担であり、容易ではなかったことが考えられる。次章で詳しく述べるように、1980

年代に入ると、機械契に代わる農業機械の導入奨励策として機械化営農団の結成が政府によっ

て推奨されるようになるが、機械化営農団は機械契と同様、農民たちに機械を共同購入させる

スキームを採用しつつも、機械契と異なり、政府と農協が機械購入費用の一部を補助する制度

を設けた。 

 

第 4 節 維新体制の発足 

 

第 3 次 5 カ年の初年度であり、セマウル運動が本格開始された 1972 年の 10 月、朴正煕は非

常戒厳令を宣布し、第三共和国憲法を停止した。同年 7 月、南北朝鮮の両政府が分断後初とな

る共同声明14を発表し、朝鮮戦争以来の分断状況が変革されるかもしれないという期待感が世

論の間に広まっていた中での措置であった。朴正煕は大統領声明を発表し、この措置を十月維

新と自ら名付けた。そして、北朝鮮との対話を進め、祖国統一を主導していく上でより強固な

政治体制を構築するためという名目にて、憲法改正を実施するとした15。 

これに続いて政府が作成・発表し、国民投票により承認された憲法は、第四共和国憲法、通

称・維新憲法と呼ばれる。維新憲法は、大統領任期を 1 期 6 年とし、再選に制限を設けず、か

つその選出方法を、統一主体国民会議による間接選挙制と規定した16。また、大統領に法律と

同等の効力を持つ大統領緊急措置の発令権を付与し、定数の 3 分の 1 に相当する国会議員の指

名権も与えた。統一主体国民会議は、大統領の選出と、大統領が指名した国会議員人事に対す

る一括承認を行う機関であり、その代議員は国民の選挙によって選ばれるとしたが、過去 3 年

以内に政党に在籍した者が統一主体国民会議代議員となることが禁じられ、事実上、野党関係

者は大統領選挙から排除された。 

                                                        
13

 国家記録院 http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/archivesDetail.do?flag=1&evntld=0025210

（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
14

 「7.4 南北共同声明」大韓民国政府、1972 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=003345（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
15

 『朝鮮日報』1972 年 10 月 25 日付 
16

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=53087&ancYd=19721227&ancNo=00008&efYd=19721227&nwJ

oYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
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維新憲法は、朴正煕が事実上の終身大統領になることを可能とするものだった。1963 年に施

行された第三共和国憲法は、大統領任期を当初 1 期 4 年、再選を 2 期 8 年までと制限し、1967

年の改正でこの制限を 3 期 12 年までと緩和した。しかし、朴正煕にとって 3 期目となった 1971

年の大統領選挙では、三選こそ果たしたものの、野党候補の金大中が善戦したことにより、そ

の得票率は 54%にとどまった17。これは、1963 年選挙の 55%、1967 年選挙の 61%に比べて低い

値であり、仮に再度第三共和国憲法を改正し、任期制限を撤廃したとしても、大統領直接選挙

方式を維持する限り、朴正煕の四選は危ういと言わざるを得なかった。そうした中、政府は憲

法を全文改正し、大統領直接選挙方式自体を廃したのである。 

1972 年 11 月、国民投票での承認を経た維新憲法が公布され、同年 12 月、統一主体国民会議

代議員選挙、および同選挙によって選出された代議員による大統領選挙が実施された。この間

接選挙方式による大統領選挙で朴正煕は 99%の得票率にて四選された。 

 

第 5 節 統一米の導入 

 

1974 年以降政府は、高収穫品種である統一米の栽培を促進した。統一米とは、フィリピンに

ある国際稲作研究所18で開発された高収穫のインディカ米‘IR8’をベースにしつつ、朝鮮半島

南部の圃場でもより多くの収穫が見込めるよう韓国で品種改良が加えられたものであった。

1960 年代から 1970 年代にかけて、IR8 は世界各地の途上国で栽培され、コメの増産を実現させ

るという、いわゆる緑の革命をもたらしていた。その IR8 を韓国の気候および土壌に合わせる

形で改良した統一米は、同一面積の圃場あたりで見た収穫量が従来のジャポニカ米の 1.4 倍に

も達した19。政府は、セマウル運動における農業奨励キャンペーンや農協による農業技術指導

事業を通じて統一米を奨励し、コメのさらなる増産を図った。セマウル事業を通じた農業イン

フラの整備も追い風となり、グラフ 4-1 に見られるように、1974 年から 1976 年までの 2 年間

で、コメ生産量は 100 万トン以上もの増加を見せた。 

  

                                                        
17

 中央選挙管理委員会
http://info.nec.go.kr/electioninfo/electionInfo_report.xhtml?electionId=0000000000&requestURI=%2Fele

ctioninfo%2F0000000000%2Fep%2Fepei01.jsp&topMenuId=EP&secondMenuId=EPEI01&menuId=&sta

tementId=EPEI01_%2399&oldElectionType=0&electionType=1&electionName=19710427&electionCode

=1&cityCode=-1&proportionalRepresentationCode=-1&townCode=-1&x=22&y=15（2015 年 8 月 15 日

閲覧） 
18

 英語での名称は International Rice Research Institute で、通称・IRRI。フィリピン政府のほか、アメ

リカのフォード、ロックフェラー両財団が資金を拠出して設立した、稲作農業の研究を行う国際

機関である 
19

 「新品種米育成結果報告」経済企画院、1969 年. 国家記録院

http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/newVariety.do（2015 年 8 月 8 日閲覧） 
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グラフ 4-1：1970 年代韓国におけるコメ生産量 

 

単位：千トン 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont

（2015 年 8 月 8 日閲覧） 

 

統一米の導入によってコメの増産が進む一方、政府は 1968 年に導入した高米価政策を維持し

た20。通常、コメの増産が進むと米価は下落し、その下落幅によっては、農家がいわゆる豊作

貧乏に陥る可能性もあるが、政府が高米価を維持したことにより、増産はそのまま農家の増収

につながった。 

高米価政策とセマウル運動による農業インフラの整備に加え、高収穫品種である統一米の普

及を図ったことは、コメの増産をもたらし、コメの自給化を達成することにつながった。表 4-2

は、1970 年代のコメ自給率を示したものであるが、1976 年にコメ自給率は 100%を超え、その

後冷夏による大凶作となった 1979 年まで 100％以上の値を維持している。統一米導入後、コメ

自給化を達成したことは、1962 年の第 1 次 5 カ年計画以来、韓国農政の主要目標であった食糧

増産と農業部門の所得向上のうち、前者が一定程度達成されたことを意味する。そしてこれ以

後の同国農政は、引き続き食糧全体の自給率向上を目指しつつ、農民の生活水準により関心を

払うものとなっていった。 

  

                                                        
20

 韓国法令検索 http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=18565#0000（2015 年 8 月 8 日閲覧） 
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表 4-2：韓国におけるコメ自給率 

年度 1970 1971 1972 1973 1974 

自給率 93.1 82.5 91.6 92.1 90.8 

年度 1975 1976 1977 1978 1979 

自給率 94.6 100.5 103.4 103.8 85.7 

単位：％ 

出典：農林畜産食品部（2013、pp. 20-21） 

 

1974 年より政府は農産物価格例示制を導入し、同制度は 1977 年 7 月、農水産物流通法とし

て立法化された21。これは、コメなど政府が買上げによって価格を統制している農産物のみな

らず、果実など従来原則として市場での自由な取引に任せている農産物についても、政府が参

考価格を提示するというもので、この参考価格は農家の所得状況を勘案して設定されることと

なった。この制度は、あくまで農産物の参考価格を例示するものであり、実際の市場における

価格を必ずしも拘束するものではなかったが、農協を通じて販売される農産物が原則としてこ

の参考価格に基づいて販売されるなど、市場に対して一定の影響力を持つものであった22。こ

れは、コメ以外の農産物についても政府が価格支持を行い、生産を促すことにより、第 3 次 5

カ年計画で述べられていた営農の多角化による農業所得の向上につなげようとするものであっ

た。営農の多角化が具体的な施策として取り組まれるようになるのは次章で見るように 1980

年代に入ってからのことであり、さらに韓国で実際に稲作以外の農業が広まっていくのは、1990

年代に貿易自由化を見据えた農政が展開されるようになってからのことである。ただ、それに

先立ち、1970 年代の時点で政府が営農多角化のインセンティブ付与に取り組んでいたことには

留意しておく必要がある。 

 

第 6 節 第 4 次経済開発 5 カ年計画 

 

1977 年 1 月、政府は第 4 次経済開発 5 カ年計画を開始した。第 4 次計画はまず、第 3 次計画

終了までの 15 年間で韓国が「高い経済成長率を持続させ、経済規模は大きく拡大し、農林水産

業中心の更新的な産業構造も、重化学工業の推進によって高度化され、工業国家へと変貌を遂

げてきた」として、過去 3 次の計画のパフォーマンスに対する自信を見せている（大韓民国政

                                                        
21

 韓国法令検索 http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?LsiaSeq=2045&ancYd=1（2015 年 8 月 8 日閲覧） 
22

 韓国の農協が国内各地に展開する直営スーパーマーケットでの販売価格などに反映された。韓国

農協の販売事業については直営スーパーマーケット・ハナロマートのウェブサイト

http://www.nhhanaro.co.kr/を参照（2015 年 9 月 27 日閲覧）。 
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府、1976、p. 1）。その上で第 4 次計画は、「成長、均衡、能率」という理念を掲げ、以下の目

標を達成するとしている（大韓民国政府、1976、p. 13-16、筆者翻訳）。 

 

1. 自力成長構造の実現。特に投資財源の自力調達、国際収支の均衡、産業構造の高度化。  

2. 社会開発の推進。経済開発の利益を生活環境や所得分配の改善につなげていく。 

3. 技術革新と能率の向上。 特に、国民の総意力を啓発し、高度化・専門化する経済に対応で

きるようにしていく。 

 

まず第 4 次計画の重点目標は、自力成長を強調している。第 3 次計画までの工業化政策は、

第 1 次計画に記されていた「指導される資本主義体制」の下、政府が諸外国から借款や援助を

調達し、それを投資に充てるパターンが見られてきたが、第 4 次計画はそうした方針を軌道修

正するとともに、いわゆる加工貿易体制をとり、完成財の組立てと輸出を進めてきた従来の工

業化路線が、中間財の輸入を誘発する状況の改善も目指したものであった。またここには、当

時のアメリカの動向も影響を及ぼしていた。1969 年に発足したアメリカのニクソン政権は、泥

沼に陥っていたベトナム戦争を終わらせるべくインドシナから軍を撤退させたほか、在外戦力

再編の一環として在韓米軍の一部撤退にも着手した。またニクソンは 1972 年、1949 年以来一

貫して台湾・中華民国政府を正当な中国政府と見なしてきた立場を改め、大陸の中華人民共和

国を訪問した。これらニクソン政権の外交・安保政策を目の当たりにし、アメリカ政府の対韓

コミットメントに不信感を抱いた朴正煕は、政治的、経済的にアメリカからの自立を模索して

いた（ブゾー、2007、pp. 204-207）。 

次に、第 4 次計画は所得分配や生活環境といった表現で、工業化の恩恵を均衡ある形で配分

していく方針を掲げている。第 3 次計画期までに高い成長パフォーマンスが実現されていなが

ら、その利益が生活上の実感に十分に反映されていないという認識に立ったものである。 

また第 3 次までの計画と異なり、第 4 次計画は重点目標に農業部門に関する項目を含んでい

ない。これは、前述の統一米普及により、コメの自給化が達成されたことが影響していると思

われる。従来の 5 カ年計画は、いずれも食糧ないしコメの増産を目標としていたが、それが達

成されたことが、計画の中心的達成目標から農業に関する条項がなくなることにつながったと

考えられるのである。 

しかし、3 つの重点目標に含まれていないものの、第 4 次計画は部門別の産業政策を詳述す

る部分で、農業部門について以下のような課題を掲げている（大韓民国政府、1976、p. 46、筆

者翻訳）。 
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1. 農業生産基盤の拡充と農業の機械化などにより、成長を持続させ、農業経営構造を近代化し

なければならない。 

2. コメの自給を維持し、その他の農産物を増産することで、食糧を安定的に供給しなければな

らない。 

3. 農漁民の所得を持続的に増大させ、都市と農村の社会的経済的格差を縮小しなければならな

い。 

 

セマウル運動によって推進されてきた生産基盤の拡充や、統一米普及で達成されたコメ自給

の維持、そして農漁民所得の向上と、第 3 次計画までと同様の課題が列挙されていると同時に、

「農業の機械化」という表現が第一の課題に登場している。この計画および後述する 1982 年の

第 2 次国土総合開発 10 カ年計画には農業機械の普及を志向する文言が登場するようになり、そ

れは次章で述べる通り、1984 年の機械化営農団促進法という形で具体化される。 

以上のことから、第 4 次 5 カ年計画は、コメ自給化が達成されたこともあり、計画全体の達

成目標に農業についての目標を盛り込みはしなかったものの、自給の維持や農民の所得向上な

ど、第 3 次 5 カ年計画までの農政の方針を基本的には維持していたといえる。そして、農民の

所得向上を志向すると同時に、その経営構造近代化につながるものとして機械化に言及するな

ど、中長期的課題に踏み込む点でも第 3 次計画までのアプローチを基本的には踏襲していた。 

 

第 7 節 小括 

 

1961 年のクーデタ当初から農業部門の所得向上に取り組む姿勢を見せていた朴正煕政権で

あるが、人口増加が進む中で工業化政策を進める過程においては、農産物の増産を重視した農

政を進めざるを得なかった。しかし他方で、政府は農民の所得水準を向上させるという意思を

決して放棄してはおらず、それは農漁民所得増大特別事業や新しい村づくり運動といった形で

実施されていたものであった。そして、工業化を推進すると同時に農漁民の所得増大も図ると

いう朴正煕政権の方針は、第 3 次 5 カ年計画と、それに続くセマウル運動や価格例示制度など

といった形で本格化する。結果として、セマウル運動によるインフラ整備と高米価政策、そし

て統一米の導入といった施策が組み合わさったことにより、1970 年代の韓国農政は、食糧増産

と農業所得の増大を両立させ、工業化を進める一方での農業部門の発展を図ることに成功する。 
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グラフ 4-2: 1970 年代韓国における都市勤労世帯所得と農家世帯所得および農家世帯人数 

 

 

年度 1970 1971 1972 1973 1974 

都市勤労世帯 338,160 400,800 456,960 484,560 573,360 

農家世帯 255,804 356,382 429,394 480,711 674,451 

農家世帯人数 5.92 5.83 5.71 5.72 5.66 

年度 1975 1976 1977 1978 1979 

都市勤労世帯 786,480 1,059,240 1,270,920 1,734,120 2,336,988 

農家世帯 872,933 1,156,254 1,432,809 1,884,194 2,227,483 

農家世帯人数 5.63 5.54 5.52 5.38 5.20 

単位：ウォン 

出典：統計庁・国家統計ポータル 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=C#SubCont 

（2015 年 9 月 5 日閲覧） 

注：元データでは、勤労者の世帯所得は月単位で、農家所得は年単位で記録がとられている。

本表では両者の比較を容易にするため、勤労者所得に便宜的に 12 をかけ、年単位の所得と

した。 

 

グラフ 4-2 に示されるように、都市と農村の所得水準の格差は 1970 年代半ばまでに急速に縮

小し、1974 年には農村の所得水準が都市を上回っている。その後、農家所得が都市勤労世帯所
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得を 1 割ないし 2 割程度上回る状況は 5 年に渡って継続している。しかし、1979 年には再び都

市勤労所得が農家所得を上回っている。この点については、1979 年が冷夏となりコメの記録的

凶作につながったこと、およびセマウル運動下において栽培が奨励された統一米などの作物が

販売不振に陥ったことなどが原因とされる（チェ・ジングン、2009、pp. 251-254）。また、1970

年代を通じて農家 1 世帯当たりの構成員数は緩やかな減少傾向を示しているため、1 人あたり

の農業所得は世帯単位の所得以上に伸びているといえる。 

こうした経緯を踏まえれば、セマウル運動による農村近代化に象徴される 1970 年代の韓国農

政は、都農の格差に対する応急処置的なものなどではなく、1960 年代から政府が持っていた農

業部門の所得向上という意思が、巧みな政策の組み合わせによって実現可能となり、実行に移

されたものであったと見ることができるのである。 

また、第 1 次計画以来、政府が長きに渡って目標としてきたコメの自給化が、1976 年に達成

されたことは、1970 年代韓国農政の大きな成果であった。最終的には食糧全体の自給までは達

成できなかったものの、主食である農産物の自給化が実現した意義は小さくない。1962 年に開

始された第 1 次 5 カ年計画以来、政府は食糧増産と農業部門の所得向上を志向し、この 2 つの

目標のバランスをとりながら農政を展開してきた。そして 1970 年代に入り、高米価による増産

のインセンティブ付与に高収穫品種の普及、および農業インフラの整備を巧みに組み合わせる

ことにより、農業部門の所得を上昇させつつ自給化を達成したのである。コメ以外の自給化は

達成されなかったため、1980 年代以降も政府は食糧自給を農政の目標に掲げることとなる。し

かし、そこでは 1970 年代までとは異なり、政府が増産を積極的に促す姿勢は後退することとな

った。 
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第 5 章 

1980 年代以降の農業政策：機械化・大規模化の推進期 
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1970 年代末から 1980 年代初頭にかけての韓国は、国際的要因としては第 2 次石油危機によ

る不況と物価急騰、また国内情勢としては、18 年あまりに渡って政権を率いてきた朴正煕の暗

殺と、その後の政治的混乱に見舞われていた。そのため、1980 年に発足した全斗煥政権は、喫

緊の課題として経済の安定化に取り組みつつ、それまでの「指導される資本主義体制」を見直

し、民間主導の経済成長を模索することとなる。 

この時期は、韓国農政も大きな変化を経験することとなった。すなわち、第 4 次 5 カ年計画

で言及されていた農業経営の近代化を進めつつも、農村の過疎化と農産物貿易の自由化に対処

する政策を本格化させることとなったのである。 

本章では、全斗煥政権以降、政府が営農の近代化による生産性向上を通じて貿易自由化と農

村過疎化に対処しようとする過程を追う。 

 

第 1 節 朴正煕大統領の死去とセマウル運動の「打ち切り」 

 

1961 年 5 月の軍事クーデタで政権を掌握し、韓国の工業化を促進した朴正煕大統領は、1979

年 10 月、側近の一人であった中央情報部長によって暗殺された。その後同年 12 月、朴政権下

で国務総理を務めていた崔圭夏が新たに大統領に選ばれたものの、外交官出身の崔圭夏は軍部

出身の高官を統制することができず、1980 年 5 月の軍の内部クーデタを阻止できなかった。こ

の軍内部クーデタを主導した全斗煥は、同年 8 月に大統領に就任した後、憲法改正に着手し、

同年 12 月に第五共和国憲法と呼ばれる新憲法を施行した。第五共和国憲法は、朴正煕が大統領

選挙で繰り返し当選を重ね、暗殺されるまで 16 年間もその地位にあったことを踏まえ、大統領

任期を 1 期 7 年までに制限したほか、1972 年施行の大統領による国会議員指名枠も廃止するな

ど、1972 年の維新憲法に比べて権威主義色が薄められたものであった。しかし他方で、1 期限

りとはいえ、7 年1という近代的な成文憲法を持つ共和制国家の大統領としては最も長い任期が

設定され、その選出方法についても維新憲法と同じく選挙人団による間接選挙制が採用された

ほか、大統領に国会解散権が付与される2など、その内実は朴政権から続く軍部出身者による権

威主義的統治を継続させるものであった。 

第五共和国憲法が制定された 1980 年当時、韓国は、第二次石油危機に記録的な冷夏による大

凶作が重なり、急速な景気後退と物価の上昇が起こるという深刻な状況に陥っていた。朴正煕

暗殺とその後の政治的混乱も対韓投資を冷え込ませる要因となり、1980 年の実質経済成長率は

                                                        
1
 2015 年 4 月現在、法文上大統領任期を 7 年と規定している民主主義国家としてはイタリアやイス

ラエルが挙げられるが、これらの国々における大統領は儀礼的な権限のみを有し、国家の指導者

というよりは党派中立的な国政の調停者と位置付けられている。 
2
 ただし、1988 年 2 月の第六共和国体制発足まで、実際に行使されることはなかった。 



 

83 

 

-1.5%と、マイナス成長を記録した3。このマイナス成長の一方、1970 年代を通じて年平均 15.2％

となっていた消費者物価指数の伸び率は、1980 年に 28.7％という高水準を記録した4。こうし

た状況に対し、全斗煥政権の経済首席秘書官に任命された金在益は、緊縮財政の実施と賃金上

昇率の抑制によってインフレに対処し、輸入と金利の自由化5を推進するという、新古典派経済

学の考えに沿った経済安定化・経済改革を実施した（ナム・ドグ、2003、pp. 13-25）。これは、

朴正煕政権期に見られた、政府が経済に深く介入し、積極的な役割を果たす「指導される資本

主義体制」を改めるものであった。 

全斗煥政権下の政策転換は、農政の分野においても見られた。まず、政府の強力な指導の下

で農村インフラの建設を進めてきたセマウル運動が見直しの対象となった。そもそもセマウル

運動は、前身である新しい村づくり運動が朴正煕による指示で始まったという経緯からもうか

がえるように、官僚機構内部の政策検討を経て発表・実施されたものというよりも、朴正煕個

人の意思によって推進されてきたという側面が強かった。そのため、1979 年 10 月 26 日に運動

の提唱者である朴正煕が暗殺されると、朴正煕が直接関与する国策事業として推進されてきた

セマウル運動は、そのパトロンを失う形となった。この時期の韓国政府内における政策路線の

変更やそれに関わる権力闘争については、内部クーデタで権力を掌握した全斗煥の視点から描

かれた文献が近年わずかに刊行されるようになったものの6、朴正煕の後任大統領であった崔圭

夏が回顧録の出版や公開インタビューを拒否し続け7、そのまま 2006 年に死去したことなどか

ら、今なお不明な点が多い。セマウル運動の事務局であるセマウル運動中央会（2000、pp. 21-34）

も、朴正煕暗殺直後から 1980 年代半ばにかけての時期が、同会にとって「最も困難な時期であ

った」と記述しているものの、その困難が具体的にどういったものであったのかについては詳

述していない8。そのため、朴正煕の死後、暫定大統領としての側面が強かった崔圭夏の政権を

経て全斗煥が新たな大統領となる過程において、農村をめぐる政策がどのように議論され、決

                                                        
3
 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=C#SubCont（2015 年

8 月 14 日閲覧） 
4
 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=C#SubCont（2015 年

8 月 14 日） 
5
 1961 年の総合農協の発足やマウル金庫の奨励が政府の主導で行われたことにも見てとれるように、

朴正煕政権期の韓国の正規金融機関は、政府の強い指導の下で運営されていた。 
6
 例としてコ・ナム（2013）が挙げられる。 

7
 2015 年 2 月 13 日付『ハンギョレ』は、崔圭夏を「記録の義務を放棄した大統領」と批判してい

る。なお、2013 年には、崔圭夏の生前の記録や文書を収集し、公開していく団体として財団法人

崔圭夏大統領記念事業会が故郷の江原道原州市に設立されている。同事業会の詳細については公

式ウェブサイト http://www.choikyuhah.or.kr を参照（2015 年 8 月 14 日閲覧）。 
8
 維新体制下で大統領秘書室長を務めた一人である金正濂はこの点について、「粛軍クーデタで権力

を握った全斗煥が、セマウル運動の持つネットワークを総選挙のキャンペーンに利用しようとし

たものの、セマウル運動本部がこれを拒否した。そのため全斗煥は、一種の懲罰として、セマウ

ル運動に対する財政支援を大幅に縮小した」と述べている（キム・ジョンヨム、1997、pp. 217-234）。 
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定されたのかを知ることは容易ではない。しかし、朴正煕の暗殺後、「ソウルの春」と呼ばれる

民主化運動の時期を経て、後に事実上朴正煕の後継者として権威主義政権の指導者となった全

斗煥は、1980 年夏に憲法を改正するなどして前政権との差別化を図っており、その中で前任者

である朴正煕個人の政策という側面が強いセマウル運動は、見直しの対象になったものと思わ

れる。 

1980 年 4 月、それまで内務部長官を委員長とする形で運営されてきたセマウル運動中央協議

会は政府組織から分離され、同部傘下の社団法人・セマウル運動中央会として再編成された。

同会の下でセマウル運動は、「必要に応じて内務部の監督・指導、および助言を受けつつ9、農

村住民が農業の生産性拡大や農村の地域活性化に自発的に取り組む活動」と再定義されること

となった（セマウル運動中央会、2000、pp. 8-23）。こうして、1970 年代を通じて政府の公式事

業として推進されていたセマウル運動は、1980 年代以降、ライオンズクラブやロータリークラ

ブと同じような、ボランタリーな社会奉仕団体へと転換されることとなった。政府の公式な政

策から民間のボランタリーな活動へと性質を変えたことの影響は大きく、1980 年代前半から半

ばにかけて韓国農村のフィールドワークを行った嶋（1985、pp. 86-94）は、1970 年代のセマウ

ル運動が村内の農民全員を半ば強制的に動員し、参加に消極的な農民に対するセマウル指導者

の叱責を伴うものであったのに対し、1980 年代以降のセマウル運動は強制的な動員が伴わなく

なり、住民の参加率も下がったと記述している。セマウル運動中央会は 2015 年現在でも存続し、

全国各地に支部を持つ形で活動しているが、その活動内容は環境保全や農村住民間の交流支援

など、非政治的な活動が中心となっているほか、その主たる財源は個人・団体からの寄付金と

なっている10。 

 

第 2 節 第 5 次経済開発 5 カ年計画と第 2 次国土総合開発 10 カ年計画 

 

1982 年 1 月、政府は第 5 次経済開発 5 カ年計画を開始した。朴正煕暗殺後に作成・発表され

た最初の 5 カ年計画である第 5 次計画は、暗殺事件による社会的混乱、そして第 2 次石油危機

に起因する物価急騰などの経済的混乱を背景として作成されたものとなった。 

第 5 次計画は、第 4 次計画期までの 20 年間で韓国が工業化を実現し、中進国の仲間入りを果

たしたことを高く評価しつつ、その次の段階として、同国が成熟した先進国となるべく、経済

                                                        
9
 その後、省庁改編が何度か行われ、それを受けてセマウル運動中央会の監督官庁も変更されてき

た。2015 年 8 月現在の同会の監督官庁は安全行政部である。 
10

 セマウル運動中央会ウェブサイト http://www.saemaul.or.kr/より（2014 年 12 月 20 日閲覧）。ただ 

し、2010 年に閣議決定された『セマウル運動 ODA 基本計画』に基づき、韓国政府がセマウル運

動の経験を南アジアやアフリカなど後発国に対する ODA プログラムに盛り込むようになって以

降、同会が政府の事業に関与する場面は増加傾向にある。 

http://www.saemaul.or.kr/より（2014年12月20日閲覧）。ただ
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の体質転換を図る必要があるという認識を示している（大韓民国政府、1981、p. 1）。その上で

第 5 次計画は、1980 年代前半から半ばにかけて取り組むべき重要目標として、以下の点を挙げ

ている（大韓民国政府、1981、p. 2-4、筆者翻訳）。 

 

1. 物価の安定を最優先させつつ、貯蓄の増大と投資効率の極大化を図り、市場秩序に根ざし

た成長を目指す。 

2. 引き続き輸出の振興を図りつつ、経済の対外的な開放を促進する。 

3. 国土の均衡ある発展を促進し、国民にとって快適な生活環境を作り出す。 

 

続いて第 5 次計画は、以上の重要目標を達成するため、以下の課題に取り組む姿勢を示した

（大韓民国政府、1981、p. 9-14、筆者翻訳）。 

 

1. 物価の安定、特にインフレーションの収束を実現する。 

2. 輸出振興策を持続させつつ、国内貯蓄を奨励し、国際収支を改善させる。 

3. 技術革新と民間企業の投資を促進し、40 万人から 45 万人の雇用を創出する。 

4. 民間企業の自律性と創意工夫が最大限発揮されるよう、市場の与件を整備していく。  

5. 技術革新の担い手たる中小企業を育成する。 

6. 農業の生産性を向上させ、農漁村の所得増大を図る。 

7. 全ての産業分野においてエネルギー効率を向上させる。 

 

上記の目標および課題からは、第 5 次計画が次のような特徴を持っていると読み取ることが

できる。 

まずは、第 4 次計画に続き、第 1 次 5 カ年計画で言及されていた「指導される資本主義体制」

路線の修正を志向している点である。第 3 次までの 5 カ年計画は、国家がどの産業をどのよう

に育成し、そのためにどのような資源を投下するかまで規定するものであった。例えば第 2 次

5 カ年計画は、農業部門について増産による食糧自給という目標を立て、そのために化学肥料

の投入を増加させるとしていた。しかし、第 4 次計画では「国民の創意力啓発」という形で国

家の指導性が後退し、そしてこの第 5 次計画で、その傾向がさらに顕著になっている。この計

画に先立ち、1980 年 6 月に商工部長官に就任した徐錫俊は、就任記者会見の席上、1960 年代以

来の量的拡大路線を見直す一環として、輸入の自由化に取り組む姿勢を示している（ソ・ソク

チュン、1985、pp. 231-232）。 

第二の特徴は、しかし政府の経済介入路線を見直しつつも、依然として政府が経済に深く関

与する路線そのものは放棄されていないという点である。輸出の振興や中小企業の育成など、
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政府の指導性を必要とする事柄が上記の課題には複数含まれている。 

そして第三の特徴は、産業政策全体における農業の優先順位が、過去の 5 カ年計画に比べて

はっきりと低下していることである。まず、従来の 5 カ年計画に必ず含まれていた食糧の増産

ないし自給といった文言が登場せず、生産性向上と所得増大が取り組まれるべき課題として指

摘されている。これは明らかに、1970 年代を通じ、統一米の普及によってコメの増産が実現し

たことを反映している。前章で述べたように、統一米の普及が進められた後、1976 年以降韓国

のコメ自給率は 100%を達成し、第 2 次 5 カ年計画で目標とされていたコメ自給が実現した。

それゆえ、1980 年代初頭時点では、増産を奨励する必要性が大きく低下していたのである。 

しかしこれは、当時の政府が農政を軽視したということを意味しない。第 5 次計画は、従来

の 5 カ年計画が増産ないし営農の多角化によって農業部門の所得増大を目指していたのに対し、

農業の生産性向上によって所得を増大させようとしているのである。換言すれば、この時点で

韓国政府の農村・農業部門に対するアプローチは、農家経済の生産性向上と所得上昇により、

都農間の所得水準均衡を図るという、先進国に近い段階へと進んだと言える。 

そして、農業の生産性向上のために政府がなそうとする取組みは、同じ 1982 年を開始年とす

る第 2 次国土総合開発 10 カ年計画で具体的に示された。1981 年までの第 1 次 10 カ年計画は、

ソウルへの産業の集中を緩和することを企図して作成されたものであったが、第 2 次 10 カ年計

画は、1970 年代を通じ、そうした産業の集中が人口の過疎・過密を引き起こしたとし、第 5 次

5 カ年計画が重要目標の 3 番目の項目に掲げられた「国土の均衡ある発展」を実現する具体的

な課題として、以下の 5 点を掲げた（大韓民国政府、1982、p. 6-7、筆者翻訳）。 

 

1. ソウル、釜山両都市への産業集中の緩和 

2. 公害など環境汚染の最小化 

3. 資源節約型土地利用の推進 

4. 住宅普及率の上昇等を通じた国民生活基盤の拡充 

5. 過疎地域の機能強化 

 

農業については、第 5 項目で詳述されている。そこでは、1970 年代の第 3、4 次計画期間に

セマウル運動によって農村の近代化が実現し、所得向上も大いに進んだものの、工業化が進む

中で離農が止まらず、農村人口の減少が深刻化してきたことが指摘されている（大韓民国政府、

1982、p. 9）。その上で第 2 次 10 カ年計画は、農村の人口減少に対応し、かつ農業従事者の生

活安定化に資する方法として、営農の大規模化・機械化を図るとした（大韓民国政府、1982、

p. 9）。また第 2 次 10 カ年計画は、農村における商工業の振興を図るべきだとしつつ、それが

長期的に自然環境と両立する開発とならなければならないとし、生活環境だけでなく、自然環
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境も重視した産業政策を進めるべきだとした（大韓民国政府、1982、p. 10）。 

このように、第 2 次 10 カ年計画は営農の大規模化と機械化、および農村商工業の振興という

2 つの目標を掲げたが、ここで示された農村政策のうち、1980 年代に具体化され、実施された

のが、次節で述べる大規模化と機械化11であった。 

 

第 3 節 大規模化および機械化の推進 

 

政府が 1980 年代に大規模化と機械化を進めたことは、1980 年以降輸入の自由化が順次開始

され、そこに食品も含まれていたこと12に加え、1973 年から 79 年まで GATT（General Agreement 

on Tariffs and Trade：関税および貿易に関する一般協定）の貿易自由化交渉・東京ラウンドが行

われたことと関連している。貿易自由化に伴う関税の撤廃や引下げ、或いは非関税障壁の廃止

を進めた場合、韓国にも外国から農産物が流入してくる可能性が高まる。また、農産物を含む

貿易自由化の圧力は多国間交渉だけでなく、当時輸出入ともに最大の貿易相手国であったアメ

リカからもかけられていた。1980 年代半ばのアメリカ連邦議会では、対日韓貿易における赤字

を是正するべきだとの主張が民主党議員を中心になされており、ホワイトハウスはこれに応え

る形で 1988 年、米韓政府間で通商協議を立ち上げ、韓国政府に農産物貿易の自由化を明示的に

要求することとなった（柳、2011、pp. 7-9）。当時の韓国は、多国間交渉における貿易自由化に

ついては中所得国である点13を以って一定程度留保できる可能性を有していたが、韓国側の輸

出超過となっており、また韓国の安全保障にとって死活的な重要性を持つアメリカからの貿易

自由化要求については、回避することがより困難であった。 

しかし、前章で検討したように、農家を含む韓国の所得水準は 1970 年代を通じて向上してい

た。そして、農民の農業所得の向上は、国内農産物価格を引き上げるものともなった。自国農

産物価格が上昇するということは、自国農産物の価格競争力が低下するという結果につながる

ため、政府はこれに対処する必要性に迫られた。以上の背景も手伝って政府は 1980 年代、大規

模化と機械化による生産性向上を企図したのである（Ahn、1997、pp. 30-34）。 

加えて当時の全斗煥政権には、農村の所得水準を安定的に向上させ、農工間の所得格差を拡

大させないためにも、農業の生産性を向上させなければならない事情があった。前章で検討し

                                                        
11

 Biggs, Justice, and Lewis（2011）は、農業の機械化が単純な農業機械の導入のみならず農村生活全  

体への機械の導入を伴う多様かつ複雑な現象であると指摘している。本稿は農村住民が農業から

得る収入に重きを置いて議論を展開しているため、ここでは、農業機械の導入と、農業における

手作業の機械への代替を以って機械化としている。 
12

 『官報』第 9755 号、総務処、1984 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=003489（2015 年 8 月 14 日閲覧） 
13

 韓国が国際機関の統計資料などで本格的に高所得国として扱われるようになるのは、1996 年の

OECD 加盟以後のことである。 
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たように、1970 年代を通じて韓国の農家所得は大きく向上し、都市と農村の所得格差が急速に

縮小することとなったが、その原動力となったセマウル運動は、もっぱら農業インフラを整備

し、農業所得の向上によって農工間格差を縮小させていた14。換言すれば、セマウル運動は、

農外所得源を拡充させるものではなかった。これは、朴正煕政権の工業化政策が、集積による

効率性向上を狙い、工業施設を都市部に集中的に立地させる方針を採用していたためでもある

が、全斗煥政権下においても、この工業施設を都市部に集中立地させる方針は継承された（産

業資源部、2007、pp. 43-65）。そのため、1980 年代においても農村部の所得水準を都市に見劣

りしない水準に維持しようとするためには、引き続き農業の生産性向上を図る必要があった。

既に韓国の農村では、1970 年代にセマウル運動を通じて農道や水利施設などのインフラの整備

が大々的に展開されていたため、農地の保有や耕作権をめぐる権利関係を調整すれば、大型の

農業機械を比較的導入しやすい状況にあった15。前章で見たように、農業の機械化を推進する

政策としては 1970 年代の時点で機械契の奨励がなされていたが、この機械契は全国の農村のご

く一部をカバーするものにしかならなかった。従って、セマウル運動を通じてインフラの整備

された農地において大規模化・機械化を推進するためには新たなアプローチが求められた。 

大規模化と機械化という 2 つの主要政策のうち、農家一個あたりの耕地面積を拡大させる政

策は、前章で検討したように、農地改革後の自作農家一戸当たりの耕地面積が 1ha 未満と零細

規模であった状況を改めようとするものであった（カン・ジョンイルほか、1993、p. 7）。零細

規模による農業経営は規模の経済を用いた効率的な耕作を行う上で支障となり、コメを中心と

する農産物の生産者価格が高止まりする原因となっていた。こうした状況下の 1983 年、政府は

朴政権下で採用されていた統一米などに対する高米価政策の見直しに着手した。セマウル運動

期、政府によるコメの買上げ価格と市場への卸売り価格との間で生じる逆ザヤは政府の特別会

計に基づく財政支出によって賄われていたが、先述の通り、この特別会計は政府が韓国銀行に

国債を買い取らせることで資金を捻出していた。しかし、1980 年代になると中央銀行による公

債の引き受けが問題視されたこともあり、1984 年以降、食糧管理のための特別会計は一般会計

に組み入れられると同時に、政府による食糧への補助額を当該食糧の小売価格の 13％以内にす

るというシーリングが設定された（チャ・ドンセ、1995、p. 498-502）。この政策はコメの生産

者価格の引下げを伴わなければ遂行できないものであるため、政府は農地の売買や賃借を通じ

た経営規模の拡大を奨励することとなった。また、農家一戸当たりが経営する耕地面積が増大

                                                        
14

 セマウル運動の精神を工業部門にも広げる目的で工場セマウル運動と呼ばれるキャンペーンが

実施されたこともあったが、これは商工会議所が主催する民間ベースの活動で、それも都市で散

発的に行われたにすぎなかった。 
15

 嶋（1985）は、1970 年代後半から 1980 年代前半にかけて韓国農村で行ったフィールドワークに

言及する中で、複数のトラクターを用いた共同での農道整備作業が当時から行われていたことを

写真付きで説明している。 
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した場合、農作業を人力に頼って進めることが困難となる。機械化は、セマウル運動下で進め

られていたよりも積極的に、かつ営農者に過度の負担がかからないようにしつつ農業機械の導

入を図ることで、これに対処しようとするものであった。 

大規模化と機械化のうち、大規模化については、1970 年代を通じて全国的に離村が進行し、

農家人口が減少する中で進められた。表 5-1 は、1970 年代の韓国における農家世帯数と農村人

口の推移であるが、1970 年時点で 1850 万人いた農村人口は、1980 年には 1600 万人弱と、13％

減少している。これと同様に、1970 年に約 248 万世帯あった農家は、1980 年の時点で約 215

万世帯と、およそ 13％減少している。農村人口の中には農業以外に従事する世帯も含まれうる

ため、若干の誤差が発生しうるものの、農村人口と農家世帯の減少ペースがほぼ同一であるこ

とからは、この時期の離農が、世帯構成員全員が農村外へ移住する挙家離村の形態か、後継と

なる営農者のいないまま農家経営主が引退していく形態を主流にしていたことが読み取れる。

農家世帯と農村世帯が等しく、そして着実に減少する傾向が続けば、いずれは農業従事者が不

足することが危惧される。こうした事情を踏まえ政府は、新たな農業従事者を募り、彼らを大

規模な農地を効率的に運用する近代的な専業農家へと育てる方針をとった。 

 

表 5-1：1970 年代における農家世帯数と農村人口の変遷 

年度 1970 1975 1980 

農家世帯数 2,487 2,379 2,157 

1970 年比世帯減少率 N.A. 4.34 13.26 

農村人口 18,504 17,905 15,996 

1970 年比人口減少率 N.A. 3.23 13.55 

単位：世帯数＝千世帯、人口＝千人、減少率＝% 

出典：統計庁・国家統計ポータル 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=C#SubCont 

（2015 年 8 月 14 日閲覧） 

 

このような背景の下、1983 年 1 月、政府は農漁民後継者育成基金を創設し、その運用を始め

た16。同基金は、全斗煥政権が朴正煕前政権の幹部から寄付金として集めた 458 億ウォン17を原

資とし、新規に農業に就労する者の場合、設備投資や技術教育の受講費用を年率 2%の低利に

                                                        
16

 韓国法令検索 http://www.law.go.kr/IsInfoP.do?IsiSeq=225#0000（2015 年 8 月 14 日閲覧） 
17

 全斗煥政権は、発足当初、朴正煕政権下で不正蓄財を働いた幹部の摘発を進めていたが、不法に

得た財産を同基金に寄付した者については、刑事処罰を免除する措置が取られた。農林部「1983

年総務処大統領令記録 1-1」1983 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004822（2015 年 8 月 14 日閲覧） 
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て融資し、機械技術を駆使した大規模かつ近代的な農家を育成していこうとするというもので

あった。この基金は、現在まで続いているが、新規就農者か、就農してから間もない若手農家

を対象とした制度ということもあり、貸与対象者の数も年間 1 万人前後に限られている。その

ため 1986年、より広範に大規模農家を育成する一環として農地貸借管理法18が制定された。1950

年の農地改革以来、韓国では農地の売買や貸借をめぐる法制度が整備されておらず、縁戚など

の縁故者を通じた非公式な農地取引が行われる状況が続いていたが、農地賃貸管理法はこうし

た状況を改め、離農者の農地の貸借に関する権利関係を法文化した（倉持、1994、pp. 228-229）。

農地賃貸管理法の狙いは、全国各地の農家に対し、農地の借入れを積極的に行い、自作農の経

営耕地面積が 2ha を超える水準になるよう推奨することにあった（チャ・ドンセ、1995、p. 488）。

ただ、表 5-2 に見られるように、一戸当たりの経営耕地面積は 1980 年代に入って徐々に拡大す

る傾向にあったが、農地貸借管理法制定後の 1980 年代後半に同経営耕地面積は一時的に減少し

ており、同法が大規模化を即座に促したとはいえない。そもそも同法は、離農者の土地の賃借

に関する権利関係を規定してはいても、農地の売買を巡る権利関係までを網羅したものではな

いなどの課題を抱えていた。そのため、農地の貸借や売買を巡る本格的な権利関係の法整備は、

後述する第 6 次 5 カ年計画期以降に持ち越す形となった。 

 

表 5-2：韓国農家一戸当たりの経営耕地面積 

年度 1971 1973 1975 1977 1979 1981 

面積 10,850 10,519 10,146 10,367   10,641 10,876   

年度 1983 1985 1987 1989 1991 1993 

面積 15,269   14,390   14,843   12,724 13,398   14,063    

単位：平方メートル 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont 

（2015 年 8 月 15 日閲覧） 

注：経営耕地とは、耕地のうち自給目的で耕作されている土地などを除外し、生業としての農

業に用いられている土地のみを示すものである。 

 

農業の機械化は、1970 年代から一定の取り組みがなされていた分野であった。1972 年に始ま

った第 3 次 5 カ年計画および 1977 年に始まった第 4 次 5 カ年計画には農業の機械化が目標とし

て盛り込まれており、それに従って機械契の奨励も行われていた。しかし、朴正煕政権期にお

                                                        
18

 韓国法令検索 http://www.law.go.kr/IsInfoP.do?LsiSeq=694#0000（2015 年 8 月 14 日閲覧） 
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ける農政は、1976 年のコメ自給化まで増産を優先課題としていたという事情もあり、統一米の

導入やセマウル運動によるインフラ建設、そして農産物価格の引き上げに重きが置かれたもの

となっていた。 

他方、表 5-1 でも見たように、1970 年代を通じて農村部では人口の減少が進行しており、希

少化する農業労働力を大量に必要とする営農形態は、人件費の上昇を招き、それが転嫁される

ことによる農産物価格の上昇をもたらしかねなかった。こうした中では、農作業の機械化を本

格的に進め、機械契のように単に農業機械を共同購入するだけでなく、田植えから収穫に至る

までの稲作に要する作業を一貫機械化し、作業に要する人手を減らせるようにする必要があっ

た。 

しかしながら、1980 年時点での韓国は中所得国に位置づけられる新興工業国であり、一人当

たりの年間国民所得も 1778 米ドルと、同時期の日本の 9307 米ドルに遠く及ばない水準であっ

た19。同じ 1980 年時点で見ると、日本製のトラクターの新車価格は米ドル換算で 1 万ドル以上

であり20、1 人あたり年間国民所得の 5 倍以上にもなる水準であった。加えて、農業機械の中に

は田植え機などのように、大型で購入費用や維持費も高額であるにもかかわらず、初夏など特

定の時期にしか稼働しないものも少なくない。各農家がこのような一人当たりの年間所得を上

回る高額な機械を購入することは現実的ではなく、実際、1970 年代に政府が機械契の結成を奨

励した際にも、機械契は全国の農地の 1％程度を占めるのみに終わっていた。従って政府は、

農家の機械購入費負担を軽減しつつ、農業の機械化を推進する必要があった。 

このような事情を踏まえ、政府は 1982 年、全国各地の農村でセマウル機械化営農団（以下、

機械化営農団）21と呼ばれる互助組織を結成することを奨励する方針を打ち出し、（農林水産部、

1983、pp. 1-9）。これは、同一農村内に居住する農家 5～6 世帯程度が機械化営農団を結成し、

その下で農業機械の共同購入、保有、および運用を行う場合、政府と農協が必要経費の最大 90％

22を支給し、農家の費用負担を大幅に引き下げるというものである。農家で共同して機械を購

入し、運用するという基本的なスキームは、1970 年代に推奨された機械契と共通するものがあ

ったが、機械化営農団は、機械の購入に対する政府及び農協による補助があることに加え、コ

                                                        
19

 World Bank Indicator http://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.MKTP.CD （2015 年 3 月 20 日閲覧） 
20

 総務省統計局 http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?id=000000730071（2015 年 8 月 15 日閲覧）な

お、韓国が乗用車やトラクターなど大型機械の本格的な国産化に成功するのは 1980 年代以降のこ

とであり、それまでは外国製品の輸入化、外国メーカー品のノックダウン生産に依っていた。 
21

 「セマウル」の名を冠してはいるが、セマウル運動中央会の管轄するキャンペーンではなく、セ

マウル運動とは別個の事業である。第五共和国体制の権力基盤が安定したこの時期、政府は全面

改正されたマウル金庫の根拠法に「セマウル金庫法」の名称を付したり（1982 年）、1974 年から

1980 年まで運行されていた国鉄の優等列車「セマウル号」を復活させたり（1984 年）と、セマウ

ル運動を再評価する動きを見せていた。 
22

 政府および農協による補助金の給付対象はトラクターやコンバインなど実際に農地で用いる機

械のほか、乾燥機など収穫物の加工や保管に関するものにまで及び、購入する機械の種類が多け

れば多いほど、手厚い補助金を受給できる仕組みになっていた（カン・ジョンイル、1990、pp. 22-24）。 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?id=000000730071（2015年8月15日閲覧）な
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?id=000000730071（2015年8月15日閲覧）な
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ンバインやトラクターなど、土起こしに始まり、田植え、農薬散布、そして稲刈りに至るまで

と、農作業、特に稲作の全工程を一貫して機械化するべく、複数の種類の農業機械を共同購入

するという違いがあった23。この制度を用いることによって、各農家が農業機械を導入する際

の費用負担を節約することができるようになり、農業機械 1 台当たりの稼働率も、農家が個別

に機械を購入する場合に比べて向上することとなった。また、農家人口が減る中、全作業工程

を機械化することにより、農業の省力化を図ることができることとなった。 

政府にとっては、機械化営農団への助成を行うことは一定の財政負担となるものの、農家が

機械の購入費用のために債務超過に陥る状況を回避できたほか、輸入品が大半を占める農業機

械の需要を抑制し、外貨を節約できるという利点もあった。ただし、機械化営農団を結成する

ことや、居住地で結成された機械化営農団に加入することは義務ではなく、あくまで任意であ

った。また機械化営農団の結成を行う場合、近隣のどの農家をメンバーとして結成するかも各

農家の裁量に任されていた24。そのため、機械化営農団はセマウル運動のように政府が事実上

の官製組織を通じて農民を積極的に動員する性質のものではなく、1960 年代まで農村で広範に

見られた契などと同様の、ボランタリーな相互扶助組織と見做すことができる。 

機械化営農団は、政府による奨励が始まってから 8 年目となる 1989 年末の時点で約 4 万 4000

件が政府に登録されるに至った25。表 5-3 は、韓国の農家 1 世帯が経営耕地 10a 当たりにかける

生産総費用と、そのうちの農機具関連費用とを併記したものであるが、1980 年代の 10 年間を

通じ、農業生産総費用に占める農機具費用の割合は、約 7％から約 11％と、4 ポイントの増加

に留まっている。上述の通り機械化営農団は、土起こしから収穫まで農作業の全工程の機械化

するべく、農業機械をフルセットで購入するという大掛かりなものであった。この点が反映さ

れ、1980 年代に農業生産費用に占める農機具費用の比率が上昇したことは否めないが、省人化

の効果が乏しい機械契の結成が部分的に見られた 1970 年代の 10 年間でも、この比率は、5.37％

から 6.97％へと 1.6 ポイント増加している。これらの点を踏まえれば、1980 年代に推進された

機械化が農家に負担をかけるものであったとは言い難い。 

  

                                                        
23

 農林畜産食品部 www.mafra.go.kr/list.jsp?board_skin_id=&depth=3&division=H&group（2015 年 8 月

15 日）。 
24

 農林部「農業機械化基本計画」1983 年、国家記録院

http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/mechanization（2015 年 8 月 15 日閲覧） 
25

 国家記録院 http://theme.archives.go.kr/next/foodProduct/mechanization（2015 年 8 月 15 日閲覧） 

http://www.mafra.go.kr/list.jsp?board_skin_id=&depth=3&division=H&group（2015年8月
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?board_skin_id=&depth=3&division=H&group（2015年8月
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表 5-3：10a 当たり農業生産総費用および機械費用 

年度 1970 1975 1980 1985 1990 

総費用(A) 17,160 53,291 143,752 252,140 385,851 

機械費用(B) 922 3,018 10,023 18,539 42,001   

B/A 5.37% 5.66% 6.97% 7.35% 10.88% 

単位：ウォン 

出典：『統計庁・国家統計ポータル』

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont 

（2015 年 8 月 15 日閲覧） 

 

農家一戸当たりの耕地面積拡大と農業機械の導入を促進し、農業の生産性を向上させるとい

う政府の方針は、農家の所得水準を押し上げ、1970 年代に続き、1980 年代においても農工間格

差を抑制することに成功した。グラフ 5-1 は、1980 年代における都市勤労世帯所得と農家所得

を並列させたものであるが、第 2 章で見た 1970 年代の数値と同様、農家所得、都市勤労世帯所

得ともに一貫して高い伸び率を示している。また、年によっては農家所得が勤労世帯所得を上

回ることもあり、工業化が継続する一方で、農家の所得水準も伸び続けたことが分かる。この

ように、大規模化および機械化によって農業を近代化し、農業生産性を向上させるという政策

は、第 6 次 5 カ年計画期に入っても続くこととなった。 
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グラフ 5-1: 1980 年代韓国における都市勤労世帯年間所得と年間農家所得 

 

年度 1980 1981 1982 1983 1984 

勤労所得 2,809 3,372 3,768 4,308 4,752 

農家所得 2,693 3,688 4,465 5,128 5,549 

年度 1985 1986 1987 1988 1989 

勤労所得 5,085 5,688 6,636 7,764 9,660 

農家所得 5,736 5,995 6,535 8,130 9,437 

単位：千ウォン 

出典：統計庁・国家統計ポータル 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=C#SubCont 

（2015 年 8 月 15 日閲覧） 

 

第 4 節 第 6 次経済社会発展 5 カ年計画 

 

1987 年 1 月、政府は第 6 次経済社会発展 5 カ年計画を開始した。6 回目の 5 カ年計画となる

同計画は、名称に「社会」という語句が含まれていることからもうかがえるように、引き続き

経済開発を進めつつも、民生の向上を強く意識したものとなった。 

第 6 次計画はまず、計画の目標を「能率と均衡を土台とした、経済先進化と国民福祉の増進」

とし、その上で、重点推進課題として以下の 3 分野 10 項目を掲げている（大韓民国政府、1986、

p. 9、筆者翻訳）。 
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1. 経済社会の制度発展と秩序の先進化 

・自律性と競争原理に立った自由市場経済秩序の確立 

・企業、労働者、消費者等、各経済主体間の均衡と合理性を土台とした経済倫理の定着  

・市場経済秩序の定着と国際化の趨勢に対応した、政府機能の立て直し 

2. 産業構造の改編と技術立国の実現 

・産業構造調整の促進と経営合理化 

・機械類、部品および素材生産を担う中小企業の育成 

・人的資本の開発および技術水準向上努力の強化 

3. 地域社会の均衡発展と国民生活の質的向上 

・地域間の均衡発展のための制度改善と条件整備 

・農漁村総合対策の着実な推進 

・社会福祉制度の拡充と、都市零細民等低所得層の生活向上 

・経済発展にあわせ、教育、文化、芸術分野の発展を図る 

 

全体として、第 4 次、第 5 次計画以上に地域間の均衡発展を重視した内容になっている。そ

の中で農業部門については、均衡発展および民生向上の一環として農漁村総合対策を実施する

としている。農漁村総合対策について第 6 次計画は、過去十数年来で韓国農村の所得は向上し

たとしつつも、例えば都市の電話回線が自動化されているのに対し、農村の電話は未だ交換手

を介さなければ使用できないなど、生活環境の面で都農間の格差は大きいとして、以下のよう

な施策を行うとしている（大韓民国政府、1986、p. 18、筆者翻訳）。 

 

1. 農漁業所得源の拡充と並行して、農漁村の工業化と生活環境の改善を進める。 

2. 増産中心の農業政策を、需給の安定と流通構造の改善を中心としたものに改める。 

3. 野菜や果実、畜産物の消費増加に従い、農地の利用体系を改める。 

4. 専業農家については、農地購入資金の融資などにより、営農規模拡大を促す。 

 

第 6 次計画の農業部門に対する方針は、第 1 次計画以来の増産重視の姿勢を明示的に転換し

たものであるといえる。既に第 4 次計画の段階でコメ自給化が達成され、第 4 次、第 5 次の両

5 カ年計画は、自給率の維持・向上と並んで農家経営の多角化を志向し始めていたが、第 6 次

計画では農家経営の安定化へと完全に軸足を移したのである。そして第 6 次計画は、農村の工

業化や、果実など商品作物の育成を通じた農家所得の多角化、もしくは 1982 年の第 2 次国土総

合開発 10 カ年計画でも触れられていた専業農家の規模拡大のいずれかにより、各農家が安定し
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た生活を営めるようにしていこうとするものであった。農業部門における主要な関心事項が増

産による食糧不足への対処から農家経営の安定へと移行したこの時期から、韓国農政は次第に

農業および農業従事者の維持・保護という、先進国型の課題を抱え込むようになっていく。  

 

第 5 節 民主化と第六共和国体制の発足 

 

1981 年 2 月に第五共和国憲法に基づいて大統領に就任した全斗煥は、1988 年 2 月に大統領任

期の満了を控えていた。第五共和国憲法は大統領任期を 1 期 7 年とし、再選を禁止していたこ

とから、全斗煥は次の大統領選挙に立候補することができなかった。こうした中、野党や学生

勢力は権威主義色が濃く残る第五共和国憲法を改正し、次期大統領を直接選挙によって選出す

るなどといった政治改革を求めるデモを展開していた（キム・イリョン、2004、pp. 425-426）。 

1987 年 4 月 13 日、全斗煥は「護憲措置」と呼ばれる声明を発表した26。この声明は、憲法改

正をめぐる議論を先送りし、1988 年 2 月に就任する次期大統領を第五共和国憲法の規定に基づ

き、間接選挙で選出するという内容のものであった。しかし、第五共和国憲法下の大統領間接

選挙は、選挙人 5,278 名のうち、3,667 名が全斗煥政権の与党・民主正義党に所属するという政

府・与党に著しく有利なものとなっていたため27、この声明が発表されるや否や、野党各党は

憲法を改正し、次期大統領を直接選挙によって選ぶべきであると強く求めるようになった。特

に同年春、ソウル大学の学生で民主化運動に参加していた朴鍾哲が警察の拷問によって死亡し

たことが明るみに出たことで、野党各党や学生団体の活動は一層活発化し、6 月 10 日、これら

の団体は憲法を全面的に改正し、次期大統領を直接選挙で選出するよう求める大規模な街頭デ

モを実施した（キム・イリョン、2004、pp. 426-427）。 

改憲と大統領直接選挙制を求める街頭デモはその後も連日続き、ついに 6 月 29 日、与党・民

正党代表であった盧泰愚は、次期大統領を国民による直接選挙で選ぶ旨、およびそのための憲

法改正を野党との協議を通じて行うとする声明、通称「6・29 宣言」を発表した28。その後、7

月より与野党合同による憲法改正会議が開かれ、10 月、同会議で作成された改憲案が国民投票

で可決されたことを受け、現在に至るまで効力を有する第 9 次改正憲法、通称・第六共和国憲

法が公布された。同憲法は大統領任期を 1 期 5 年までとし、その選出方法を国民による直接選

挙方式と明記するなど、維新憲法・第五共和国憲法に比して民主的体裁を整えた法典となった。

12 月、新憲法に基づき、1971 年以来 16 年ぶりとなる大統領直接選挙が実施された。選挙では、

                                                        
26

 『朝鮮日報』1987 年 4 月 14 日付 
27

 韓国中央選挙管理委員会

http://elecinfo.nec.go.kr/eps/election/candidate/cand_l.jsp?electycd=A&electname=16（2015 年 8 月 16

日閲覧） 
28

 『朝鮮日報』1987 年 6 月 30 日付 



 

97 

 

与党の後継候補が盧泰愚に一本化されていたのに対し、野党候補が一本化に失敗、金泳三と金

大中が共に出馬することとなったため、野党票が分散してしまい、結局、盧泰愚が当選するこ

ととなった。当選した盧泰愚は、翌 1988 年 2 月に大統領に就任し、これによって第六共和国体

制が発足した。 

 

第 6 節 農漁村発展総合対策 

 

1989 年 12 月、政府は農漁村発展総合対策を発表した29。これは、第 6 次 5 カ年計画で言及さ

れていた農漁村に対する政策をより明確にしたものであり、農業分野の場合、①大規模化・機

械化による構造改善、②農産物価格の安定、③農外所得源の開発、④農村居住圏の再開発、お

よび⑤開発推進過程における農民の負担軽減の 5 項目を基本理念とし、その理念の実現のため

に以下の政策を行うとしている30。 

 

1. 農業の大規模化および機械化の継続的推進 

2. 農産物価格を安定させるために価格支持を行う 

3. 地域に合わせた農外所得源の開発を進めていくため、地方自治体に必要な権限を付与する  

4. 面31を単位とした、地域および生活に密着した農村開発の推進 

 

農漁村発展総合対策は、従来の 5 カ年計画のような中央集権的なマスタープランでは農漁村

振興を図ることが困難であるという認識に立ち、自治体32やその下の行政区画などに許認可権

限や予算を割り当てるという、いわば農業・農村政策の地方分権化を志向した点に特徴があっ

た。その後政府は、1992 年度予算に大規模化や機械化を支援するための財源として農漁村構造

改善対策費用を計上し、2001 年までの 10 年間に総額 42 兆ウォンを支出した33。また、この財

源を用いて各地の農地改良や区画整理、機械化営農団の設立を指導する組織として農漁村振興

公社が農林部の傘下組織として設立された34。 

                                                        
29

 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004886 （2015 年 8 月

16 日閲覧） 
30

 「農漁村発展総合対策」大韓民国政府、1989 年、筆者翻訳. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004886 （2015 年 8 月 16 日閲覧） 
31

 「面（면）」は、「邑（읍）」とともに韓国農村部における最小行政区画を成す単位である。規模

としては、おおむね日本の「字（あざ）」に相当する。 
32

 第六共和国憲法施行後、政府は第三共和国以来凍結されていた公選制地方自治の再開に着手して

いた。 
33

 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004887（2015 年 8 

月 16 日閲覧） 
34

 同公社は、2000 年に農業基盤公社、2008 年に韓国農漁村公社、2014 年に農漁村研究院と、度々

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004887（2015年8
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多額の財源を得たこの時期の農漁村発展総合対策は、第 6 次 5 カ年計画で言及されていた農

村の工業化にも着手した。1991 年、政府は全国の農村のうち約 150 箇所を農工団地に指定し、

食品加工など農業に関連した産業のほか、各種製造業などの工業を誘致し、農家所得の多角化

を推奨した35。ただし、こうした農村への工業誘致は上記の 150 か所という限られた場所での

取り組みにとどまり、韓国農家の本格的な兼業化という問題は 2000 年代以降へと持ち越される

こととなった。 

 

第 7 節 第 3 次国土総合開発 10 カ年計画と金泳三政権発足、新経済 5 カ年計画 

 

1992 年 1 月、政府は第 3 次国土総合開発 10 カ年を開始した。この第 3 次 10 カ年計画は、第

2 次 10 カ年計画までにソウル首都圏への人口、産業の集中が一定程度緩和されたことを評価し

つつも、なおその成果が十分ではないとし、以下の基本目標を掲げている（大韓民国政府、1992、

p. 10、筆者翻訳）。 

 

1. 道など広域自治体レベルに着目した、開発戦略の再構成 

2. 資源節約型の土地利用 

3. 公共の福祉と自然保護の改善 

4. 祖国統一に向けた国土基盤の整備 

 

第 1 目標が自治体に言及しているのは、この時期、朴正煕政権以来停止されていた公選制の

地方自治が、1994 年から 1995 年にかけて再開されることに決まったことと関連している。ま

た、第 4 項目に統一についての言及があるのは、同じくこの計画の作成時、南北首相会談など、

北朝鮮との政治対話が進展していたことを反映している。このように、1990 年代に入ると政府

のマスタープランも、1960 年代の第１次 5 カ年計画などと異なり、10 年先、20 年先を見据え

た長期的なビジョンを示すというよりも、その時々の政治状況を反映したものという側面を強

くしていくことになる。 

こうした中、第 2 目標で資源の節約、および第 3 目標で自然保護が取り上げられるなど、第

3 次 10 カ年計画は、環境問題により強い関心を示すものとなっている。1990 年代半ば以降、政

府は農業政策を環境保全とリンクさせていくことになるが、この点については次章で詳しく述

べる。 

                                                                                                                                                                             

名称を改めている。農漁村研究院 http://rri.ekr.or.kr/portal/info/history.do（2015 年 8 月 17 日閲覧） 
35

 農林部「農工団地開発計画」1994 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=003702（2015 年 8 月 17 日閲覧） 

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=003702（2015年8月
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第 3 次国土総合開発 10 カ年計画が始まった 1992 年の 12 月、盧泰愚の大統領任期満了に伴う

大統領選挙が行われ、金泳三が当選した。その後、1993 年 2 月に大統領に就任した金泳三は、

同年 4 月に新たな経済計画の作成を経済関連官庁の次官らに指示し、同年 7 月、通算 7 次目の

5 カ年計画となる新経済 5 カ年計画を発表した（大韓民国政府、1993、p. 8）。新経済 5 カ年計

画は、重点課題として以下の 7 項目を掲げ、これらに計画発表から 100 日で着手すると宣言し

ている（大韓民国政府、1993、p. 22、筆者翻訳）。 

 

1. 投資促進による景気の活性化 

2. 中小企業の育成 

3. 技術開発への投資による効率性向上 

4. 規制緩和による企業活動活発化 

5. 農漁村構造の改善 

6. 生活必需品の価格抑制 

7. 国民意識改革運動の推進 

 

農漁村構造の改善については、農産物取引をめぐる国際化、すなわち外国農産物の流入とい

う事態に対応するため、農業技術の改良や、それを担いうる人材の育成が不可欠であると強調

し、産官学連携による「技術農業」の実現が不可欠だとしている（大韓民国政府、1993、pp. 40-41）。

新経済 5 カ年計画に先立つこと 4 年前に農漁村発展総合対策が発表されており、既にこれに基

づいた予算装置も講じられていた中であったため、新たな政策の方向性が示されたという訳で

はなかったが、金泳三政権は 1994 年、農漁村構造の改善をより実効性あるものとしていくため

の国税として農漁村特別税を設定した。これは、投資運用などによって生じた財産所得に対し、

通常の所得税を非課税とする代わりに特別税を課し、その税収を農業機械の購入など、農漁村

振興の予算に充当するというものである。この農漁村特別税により政府は、2004 年までの 11

年間に 15 兆ウォンに及ぶ新たな税財源を確保した36。 

 

 

 

 

 

                                                        
36

 国税庁 http://www.nts.go.kr/call/income_tax/2013/htm/07.html（2015 年 8 月 16 日閲覧）。なお、当初

農漁村特別税は 2004 年までの措置であったが、その後延長手続きがとられ、2015 年現在でも徴

収され続けている。 
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第 8 節 1990 年代以降の近代化政策 

 

1993 年、政府は委託営農会社設立法案を国会に提出し、可決・成立させた37。委託営農会社

とは、農業機械を保有ないしリースし、営農工程が機械化されていない農家の田植えや収穫、

肥料散布などの作業を有料で代行する企業のことである。いわば、機械化営農団を営利目的の

民間企業として運営するものであり、農業機械の導入が進んでいない農家にとっては、手作業

ゆえに非効率となりがちな営農工程の一部を機械化することができ、他方で受託する側にとっ

ては農業機械の効率的な運用と、農作業代行に伴う手数料収入が期待できた。これを促すため、

政府は委託営農会社の設立に伴う農業機械導入に、機械化営農団と同じ助成を行った。また、

委託営農会社による作業代行が、受託する側にとって利益を生み出せるものであり、かつ委託

する側にとっても手数料が農家経営上の負担とならないよう、委託に伴う手数料の水準は、委

託者と受託者の双方への聞き取り調査を踏まえ、基礎自治体である市ないし郡によって設定さ

れ、かつその水準は毎年更新されることとなった。 

委託営農会社が機械化営農団と最も異なる点は、後者と違い前者では、営農団に加入せず、

従って農業機械購入のための資金を拠出していない農家も、一定の手数料をその都度支払うこ

とにより、農作業を機械化できるという点である。こうしたスキームが採用された背景には、

1990 年代に入っても農家人口の減少が止まらず、農業の担い手不足が深刻化していたという事

情があった。グラフ 5-2 は、1980 年から委託営農会社設立法が制定された 1993 年までの農家

数および農家人口を示したものである。1980 年時点で 200 万戸以上あった農家は 1993 年の時

点で 200 万戸を切っており、減少傾向にある。農家人口の減少はより顕著であり、1980 年時点

で 1000 万人以上いたものが、1993 年時点では 500 万人あまりと、ほぼ半減している。こうし

た中では、農家そのものは一定数存在し、営農の担い手に対する需要も漸減傾向ながら存在す

るのに対し、農作業を担いうる人手は足りなくなる。そこで政府は、農業機械を用いた農作業

の代行サービスを営利目的で行える制度を整えることで、更なる機械化の推進を図ったのであ

る。 

  

                                                        
37

 農林部「農政に関する年次報告書」2006 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004823（2015 年 8 月 16 日閲覧） 
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グラフ 5-2：1980 年代以降の韓国農家人口の推移 

 

単位：農家数＝千戸、農家人口＝千人 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont

（2015 年 8 月 16 日閲覧） 

 

先述の農漁村発展総合対策予算、農漁村特別税などの財政措置に加え、こうしたスキームが

採用された結果、機械化営農団と併せ、1990 年代半ばに韓国農業の機械化は加速的に進んだ。

表 5-4 は、韓国で納車された耕運機および農業用トラクターのうち、1994 年に創設された農漁

村特別税を財源とした補助金の交付を受けたものの台数である。耕運機は補助金創設直後であ

る 1995 年から 1997 年にかけての時期に年間 8 万台前後が納車され、1998 年以降は納車ペース

が激減し、特に 2004 年以降は年間数百台前後まで減っているが、農地における土起こしに不可

欠な機材である耕運機が補助金制度創設後 3 年間に急速に売れたということは、この時期に多

くの耕運機が普及したということを意味するだけでなく、この機械購入への助成金制度が、そ

れほど営農者の需要に合致するものであったということ、したがって助成金制度創設後、助成

金を受けて耕運機を導入する機械化営農団や委託営農会社が殺到したということを示唆しても

いる。トラクターに関しては、耕運機ほど激しい納車台数の増減を見せておらず、また納車台

数がピークを記録したのも 1998 年と補助金制度創設から数年が経過した後のことであるが、こ

れは、逆に言えば年間 1 万台前後、あるいはそれ以上のトラクターが政府補助を受けて納車さ

れていることを意味している。農林部が 2003 年から 2006 年にかけて行った農業機械保有現況

調査によると、韓国国内の農家が保有する農業用トラクターの総台数は 23 万台あまりであり、
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また同期間、毎年 9000 台から 1 万台の農業用トラクターが旧型機の置き換えや新規導入などの

理由で購入されている38。表 5-4 によると、2003 年から 2006 年にかけて政府の補助金を受けて

納車されたトラクターの台数は毎年 8000 台から 1 万台前後であり、同期間の農家によるトラク

ター購入の大半が政府の補助金を受けたものであったことが窺える。 

 

表 5-4：政府補助金を受けて納車された耕運機およびトラクター台数 

年度 1995 1996 1997 1998 1999 

耕運機 79,750 83,269 79,171 10,077 7,501 

トラクター 17,282 19,605 22,622 25,377 17,919 

年度 2000 2001 2002 2003 2004 

耕運機 7,808 3,894 1,652 1,332 903 

トラクター 22,716 14,198 10,494 8,059 9,123 

年度 2005 2006 2007 2008 2009 

耕運機 742 883 675 547 416 

トラクター 10,121 10,350 11,805 12,894 12,381 

年度 2010 2011 2012 2013  

耕運機 374 326 287 232 

トラクター 13,891 12,992 12,246 11,688 

単位：台 

出典：韓国農機械工業協同組合

http://www.kamico.or.kr/document?at=view&srcID=12092100021&prntID=01106（2015 年 8

月 17 日閲覧） 

 

委託営農会社設立法の制定と同じ 1993 年、政府は 1977 年に創設された価格例示制度の根拠

法である農水産物流通法を改正した39。従来の同法が政府に農産物の参考価格を例示する権限

のみを与えていたのに対し、1993 年改正法では、参考価格による取引を実現できるよう、政府

に生産調整を行う権限を与えた。すなわち 1993 年改正法は第 7 条において、生産調整によって

農産物価格を維持する必要がある場合、農林部長官が農産物の出荷を行える業者・団体を制限

                                                        
38

 統計庁・国家統計ポータル http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp#SubCont（2015 年

9 月 29 日閲覧） 
39

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=2165&ancYd=19930611&ancNo=04554&efYd=19940501&nwJo

YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 16 日閲覧） 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp#SubCont（2015年
http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp#SubCont（2015年
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できると規定した。これにより、政府が農産物の価格支持をより実効性のある形で行えるよう

になった。 

また 1994年には、農地の貸借および売買をめぐる権利関係を規定した農地法が制定された40。

農地貸借管理法と異なり、農地法は農地の売買についてもその要件や効力を法で規定しており、

これにより、農地の取引を通じた営農の大規模化をより行いやすくする環境が整備された。表

5-5 は、農家 1 戸平均の経営耕地面積を示したものであるが、大規模化が徐々に進んでいる様

子が見てとれる。 

 

表 5-5：農家 1 戸あたり経営耕地面積 

年度 1976 1978 1980 1982 1984 

農家世帯数 2,335,856 2,223,807 2,155,073 1,995,769 1,973,539 

耕地面積 2,239,692 2,221,918 2,195,822 2,180,084 2,152,357 

一戸平均面積 0.96 0.99 1.01 1.09 1.09 

年度 1986 1988 1990 1992 1994 

農家世帯数 1,905,984 1,826,344 1,767,033 1,640,853 1,557,989 

耕地面積 2,140,995 2,137,947 2,108,812 2,069,933 2,032,706 

一戸平均面積 1.12 1.17 1.19 1.26 1.30 

年度 1996 1998 2000 2002 2004 

農家世帯数 1,479,602 1,413,017 1,383,468 1,280,462 1,240,406 

耕地面積 1,945,480 1,910,081 1,888,765 1,862,622 1,835,634 

一戸平均面積 1.31 1.35 1.36 1.45 1.47 

単位: 農家世帯数＝戸、耕地面積・一戸平均面積＝ha 

出典: 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1EB002&vw_cd=MT_ZTITLE&list

_id=F1G&seqNo=&lang_mode=ko&language=kor&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=E1

（2015 年 8 月 17 日閲覧） 

 

 

 

 

                                                        
40

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=683&ancYd=19941222&ancNo=04817&efYd=19960101&nwJo

YnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 17 日閲覧） 
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第 9 節 農家所得の向上と農家間の所得格差問題 

 

ここまで見てきたように、1980 年代から 1990 年代にかけて、生産構造の改善や近代化を図

る農政が展開された。グラフ 5-3 は、1990 年代の農家所得と都市勤労者世帯所得を見たもので

ある。農家所得は 1980 年代より引き続き上昇を続け、1990 年から 1999 年までの間に 2 倍以上

に増加している。しかし、1970 年代および 1980 年代と異なり、この時期は都市勤労者世帯の

所得が農家所得以上の伸びを見せ、都農間の格差は拡大した。1980 年からの 13 年間で農家人

口がほぼ半減し、これが農業従事者の不足を招くことが予想された中、政府は機械化営農団や

委託営農会社を通じた農作業の機械化を積極的に奨励し、それを支える予算措置も講じたほか、

農産物価格を支持するための法改正も行うなど、積極的な農業政策を実施した。しかし、政府

がかつての増産志向農政から大きく転換し、生産構造の改善を志向するようになった 1990 年代、

皮肉なことに都農間の所得格差は拡大し始めてしまったのである。 
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グラフ 5-3：1990 年代韓国における都市勤労世帯年間所得と年間農家所得 

 

年度 1990 1991 1992 1993 1994 

都市勤労所得 11,319 13,903 16,273 17,733 20,415 

農家所得 11,025 13,105 14,505 16,927 20,315 

年度 1995 1996 1997 1998 1999 

都市勤労所得 22,932 25,832 27,448 25,597 26,696 

農家所得 21,802 23,297 23,488 20,493 22,322 

単位：千ウォン 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont

（2015 年 8 月 16 日閲覧） 

注 1：千ウォン未満切り捨て 

注 2：統計庁が公開しているデータでは、農家所得は年収で集計され、都市勤労者世帯所得は

月収で集計されている。本表では、便宜的に都市勤労者世帯所得に 12 をかけ、年収に換

算した。 

 

過去 20 年余りに渡って抑制され続けてきた都農間格差が再び拡大を始めた 1990 年代は、農

家の高齢化が顕著に表れた時期でもあった。表 5-6 は、5 年に一度行われる農業総調査の結果

をもとに、1970 年代以降 2000 年までの農家人口を年齢層別に分け、かつそれぞれの調査年次

における農家人口の年齢別比率を示したものである。1970 年から 1985 年まで、およそ 800 万
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人から 1000 万人の間で推移していた 30 代以下の農家構成員は、1980 年代後半に激減し、1990

年の時点で 350 万人あまりにまで減っている。その後も 30 代以下の農家人口は減り続け、1995

年には 200 万人あまりとなり、2000 年代には 150 万人を切るに至っている。それぞれの調査年

次における人口比率で見ると、1970 年に 74.9％と、全農家人口の 4 分の 3 を占めていた 30 代

以下の世代は、2000 年代には 4 割を切っている。これほど明瞭な減少ペースではないものの、

40 代農家構成員の数も、1985 年の時点では 100 万人以上いたものが、1995 年には 50 万人台に

まで減っている。50 代農家構成員についても、1990 年までは 100 万人以上いたものが、1995

年と 2000 年には 100 万未満に減少している。これに対し、60 歳以上の農家構成員は 1970 年か

ら 2000 年まで一貫して 100 万人以上いるだけでなく、50 代以下の年齢層がいずれも減少傾向

となった 1990 年以降、緩やかながらも人数が増えており、各調査年次の農家人口に占める比率

も 1970 年の 7.9%から 2000 年の 33.1%へと上昇している。 

 

表 5-6：1970 年から 2000 年にかけての世代別農家人口およびその割合 

年度 39 歳以下 40 歳代 50 歳代 60 歳以上 合計 

1970 10,794 (74.9) 1,373 ( 9.5) 1,105 ( 7.7) 1,142 ( 7.9) 14,414 (100.0) 

1975 8,371 (69.6) 1,402 (11.6) 1,107 ( 9.2) 1,163 ( 9.7) 12,043 (100.0) 

1980 10,248 (74.1) 1,371 ( 9.9) 1,073 ( 7.8) 1,137 ( 8.2) 13,829 (100.0) 

1985 8,516 (69.0) 1,076 ( 8.7) 1,128 ( 9.1) 1,630 (13.2) 12,350 (100.0) 

1990 3,572 (53.7) 786 (11.8) 1,110 (16.7) 1,184 (17.8) 6,652 (100.0) 

1995 2,139 (44.2) 586 (12.1) 867 (17.9) 1,252 (25.8) 4,844 (100.0) 

2000 1,486 (36.9) 530 (13.2) 676 (16.8) 1,330 (33.1) 4,022 (100.0) 

単位：人口＝千人、括弧内＝% 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=A#SubCont

（2015 年 8 月 16 日閲覧）を元に筆者作成 

注 1：括弧内は各世代が農家人口全体に占める比率 

注 2：比率は小数点第 2 位を四捨五入しているため、合計値は必ずしも 100 にならない 

注 3：人口は千人未満切り捨て 

 

50 代以下の農家人口が減少する中、60 代以上の農家人口だけが増加し、全体として農家の高

齢化をもたらしているのであるが、この 60 代以上の農家構成員は、1980 年代以降政府が推進

した大規模化政策から取り残されやすいという問題を抱えていた。表 5-7 は、2005 年時点にお
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いて農家を経営主の年齢層と経営耕地面積の規模によって分類したものである。以下で行う説

明の便宜のため、各経営耕地面積規模において、最頻値を太字で、中央値を含む部分を斜体字

で表記してある。韓国の農業総調査は、2000 年まで経営主の年齢分布と経営規模分布を個別に

集計しており、両者の関係を統計データから見ることができなかった。そのため、ここでは 1990

年代のデータを見る代りに 2005 年のデータを参照することとなる。こうした制約ゆえに、次章

で見る 1990 年代以降の親環境農業政策の影響や、農家経営主の高齢化による引退などの影響を

排除することはできないが、この 2005 年の統計を示した本表においても、農家経営主の年齢層

と経営耕地面積の規模との間に一定の相関関係は見てとれる。すなわち、表中において太字お

よび斜体で示したように、経営耕地面積が 2ha を超え、2ha 以上 3ha 未満、3ha 以上 5ha 未満、

そして 5ha 以上と大規模になるにつれ、それぞれの規模帯における最頻値および中央値を含む

年齢層が若くなっていくのである。このことから、経営の大規模化を促す 1980 年代以降の政府

の政策に応じたのが、農家の中では少数派となっていく比較的若い経営主であり、逆に高齢農

家は全体として大規模化を控えたということが見てとれる。 
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表 5-7：経営主の年齢層別に見た韓国農家の経営耕地面積 

経営主年齢 0.5ha 未満 0.5ha-1ha 1ha-2ha 2ha-3ha 3-5ha 5ha 以上 

20-24 106 65 34 10 13 9 

25-29 811 459 339 146 112 96 

30-34 4,216 2,328 1,868 668 599 520 

35-39 10,774 6,585 5,330 2,127 2,004 1,547 

40-44 22,834 14,965 12,968 5,529 4,950 4,035 

45-49 37,395 25,603 24,195 10,940 9,893 7,262 

50-54 43,031 30,632 29,477 13,121 10,961 6,673 

55-59 51,549 39,421 39,528 16,200 11,305 5,431 

60-64 61,273 50,183 48,825 17,070 9,603 3,570 

65-69 81,012 68,454 61,188 16,629 7,226 2,252 

70-74 77,430 57,120 40,056 8,041 2,919 972 

75-79 46,860 26,446 13,428 2,216 853 334 

80 以上 20,524 8,394 3,449 598 229 77 

調査年次：2005 年 

単位：人 

出典：統計庁・国家統計ポータル 

(http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont

：2015 年 8 月 16 日閲覧）を元に筆者作成 

注 1：太字で示した数値は、各経営規模帯における最頻値を示している。 

注 2：斜体で示した数値は、各経営規模帯における中央値を含む年齢層を示している。 

 

高齢農家の大規模化政策に対する反応が比較的鈍かったことは、そのまま彼らの農家所得が

伸び悩むことに直結する。表 5-8 は、経営耕地面積の規模別に見た農家所得である。5 カ年計

画において農家所得源の多角化が度々目標として掲げられながらも、農村における工業化がス

ポットでの工業団地建設41にとどまり、1990 年代まで現実の農家所得向上策が農業所得の向上

策を中心となってきた韓国では、兼業所得源の乏しさゆえ、耕地面積の規模が農家所得と強い

相関性を持つ。表 5-8 からは、大規模経営を行う農家が高い農家所得を得ていることが読み取

れるが、前述のように大規模化に対してより積極的な若手農家が急速に減少する中では、政府

                                                        
41

 農村自治体内に工業インフラを備えた土地を造成し、そこに外部の企業を呼び込んだり、食品加

工場を建設する仕組みであるが、その造成ペースは年間 30 カ所程度にとどまっている。農村振興

庁 http://www.rda.go.kr/board/board.do?mode=html&prgId=oph_sixindu（2015 年 9 月 29 日閲覧） 



 

109 

 

の大規模化・機械化の推進が農業所得の向上に一定の役割を果たしたとしても、高齢農家の低

所得が足かせとなってしまい、全国平均の農家所得が都市勤労者所得を下回る状況を回避でき

なかった。 

 

表 5-8：経営規模別に見た農家世帯平均所得 

経営耕地面積 1990 年 1995 年 2000 年 

0.5ha 未満 8,223 20,359 17,566 

0.5-1.0ha 9,878 18,520 19,120 

1.0-1.5ha 11,120 22,141 22,702 

1.5-2.0ha 12,581 23,177 26,607 

2.0-3.0ha 15,052 29,499 29,450 

3.0ha 以上 N.A. N.A. 36,022 

単位：千ウォン 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont

（2015 年 8 月 16 日閲覧） 

 

表 5-9 は、2003 年時点における、経営主の年齢別に見た農家所得である。韓国政府が農家の

高齢化を踏まえ、経営主の年齢層ごとに農家所得を算出するようになったのが 2003 年以降であ

るため、本章の議論とは時期がずれてしまうが、この表からも、農家経営主の年齢が 60 歳を越

えると農家所得が低下することが読み取れる。 

 

表 5-9：農家経営主の年齢層別に見た農家平均所得 

年齢層 39 歳以下 40-49 歳 50-59 歳 60-69 歳 70 歳以上 

農家所得 27,335 32,459 33,275 25,438 17,602 

単位：千ウォン 

調査年：2003 年 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont

（2015 年 8 月 17 日閲覧） 

 

60 歳以上の農家経営主が大規模化に積極的でなく、従って 50 歳代以下の経営主に比べて農
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家所得が低くなりがちであることには、いくつかの理由が考えられる。そもそも、営農を近代

化させ、生産性を向上させる政策の皮切りとして 1983 年に創設された農漁民後継者育成基金は、

その名の通り、新規就農者を近代的な富農に育て上げていくものであり、現役農家を対象とし

たプログラムではなかった。その後、土地貸借管理法の制定や機械化営農団の設立奨励により、

現役農家の構造改善が本格的に進められていくこととなったが、根本的な問題として、60 歳を

過ぎた経営主には、年齢的な事情から、機械の操作方法などを習得し、不慣れな営農形態に転

換していく動機が乏しかった。また、仮に 60 歳を過ぎた農家経営主が機械化営農団に加わろう

としても、同営農団は農作業の全工程を機械化することを目的にした組合組織であったため、

新規に機械の操作技能を習得することが容易でない高齢の経営主にとってはハードルの高いも

のであった。やがて 2000 年代に入ると、政府はこれら高齢の農家経営主を引退させる政策を実

施していくこととなるが、この点については第 7 章で論じる。 

 

第 10 節 小括 

 

1980 年代から 1990 年代にかけて政府が展開した農政は、1976 年にコメの自給が実現された

ことや、1970 年代のセマウル運動を指導した朴正煕が暗殺されたことなどがあり、朴正煕政権

期の増産を重視し、政府が積極的に農民を動員していく形態からは大きく方針転換をしたもの

であった。第 5 次 5 カ年計画でも言及されていたように、全斗煥政権の韓国農政は、生産性向

上に重きを置くこととなり、それは土地貸借管理法の制定を通じた大規模化の促進と、機械化

営農団や委託営農会社を通じた農作業工程の全面的機械化といった形で具体化された。この、

大規模化と機械化を柱とした農業の生産性向上の追求は、農家人口の減少に対処するものでも

あり、後継の盧泰愚および金泳三政権下でも展開された。 

この生産性向上を重視した農政が展開された結果、1980 年代以降も韓国の農家所得は上昇し

続けた。しかしながら 1990 年代に入ると、農家の高齢化が進み、その高齢化した農家が機械化

を伴う大規模農業に積極的に対応しないという問題が生じた。そしてこの時期、農業所得その

ものは伸び続けたものの、1970 年代初頭からおよそ 20 年に渡って続いてきた都市勤労者世帯

所得と農家世帯所得の並行発展は崩れ、都農間の所得格差が生じることとなった。従って 1980

年代から 1990 年代にかけての農政は、農家人口が減少し、農業の担い手不足が顕在化した中に

あっても農家所得を持続的に上昇させたという点では成功を収めたが、他方でそのパフォーマ

ンスは、農家の急速な高齢化によって制約されたものとなった。 

また、1995 年に WTO（World Trade Organization：世界貿易機関）が発足するなど、農業分野

を含む貿易自由化が加速的に進行していったことは、韓国政府の農業・農村政策において「大

きな外在変数（大韓民国政府、2001、p. 11）」となった。1980 年代から農産物の貿易自由化を
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見越し、それに対応するという狙いもあって農業生産性の向上を進めていた韓国政府であった

が、WTO 協定が政府による農産物価格の調整を原則として禁じるなど、農産物貿易の自由化

を強く志向するものとなったことを受け、1990 年代半ば以降、農政の基調を WTO 協定に対応

したものへと大きく転換することとなった。その点については、章を改めて論じる。 
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第 6 章 

親環境農業政策と直接支払い制度の導入 
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前章で検討したように、大規模化と機械化を柱とした 1980 年代から 1990 年代にかけての農

政は、韓国の農業生産性を一定程度向上させ、1980 年代を通じて農業所得が都市労働者所得と

同等の水準を維持することを可能とした。しかし 1990 年代に入ると、農家の高齢化が進んだこ

となどから農業機械を利用した大規模経営に消極的な農家の比率が増えた。そして、1970 年代

から 1980 年代にかけて続いた都市労働者と農民の所得が平行して上昇するというパターンは、

1990 年代に崩れることとなった。 

他方、農家の高齢化が顕在化した 1990 年代は、WTO の発足により、韓国が急速な貿易自由

化に対応しなければならない時期ともなった。こうした中で政府は、生産性を重視した近代化

志向の農政を大きく修正し、環境志向を強めることで農産物の高付加価値化に乗り出すととも

に、農家に対する所得補償制度を整備することとなった。 

本章は、1990 年代を通じて韓国政府が導入していった親環境農業政策と直接支払制度につい

て見ていく。 

 

第 1 節 WTO 協定と親環境農業政策 

 

1994 年、GATT（関税及び貿易に関する一般協定）の改正交渉が妥結し、1995 年に恒久的な

国際貿易機関である WTO（世界貿易機関）が発足することが確実になった。WTO は設立に際

して加盟国が署名した協定において各国の農業補助金に総額規制を設けており、かつ許容され

る農業補助金についても、輸出補助金など、市場原理に反する形で農産物の市場価格を操作す

る補助金の交付形態を禁じた1。他方で WTO 協定は、農業補助金規制の例外も規定している。

後発発展途上国に対しては上記の補助金規制の適用が免除され、またそれ以外の国についても、

環境保護などを目的としており、生産量と販売価格の操作を伴わない補助金は規制の対象外と

されている2。この、販売価格の操作を伴わない補助金許容枠はグリーン・ボックス（Green Box）

と呼ばれ、後発発展途上国以外の加盟国は、この枠内で農業補助金を交付するよう求められた。 

1991 年以降、農漁村発展総合対策として農漁村に多額の補助金を投入していた韓国であった

が、1995 年の WTO 発足を前に、グリーン・ボックスに合致させるよう農業補助制度を改める

必要が出てきた。前章で見た 1980 年代以降の農業政策のうち、農業機械の購入や大規模化のた

                                                        
1
 1994 年にモロッコのマラケシュで正式合意された WTO 設立協定は、その付属文書 A 内の「農業

に関する協定」第 6 条において農業に対する助成金についてシーリングを設定する旨を規定し、

同第 8 条において輸出促進のための補助金交付を禁止している。経済産業省

http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/wto_agreements/marrakech/index.html （2015 年 8 月 18

日閲覧） 
2
 「農業に関する協定」の第二付属書第 12 項で、「環境に係る施策による支払」が助成金削減対象

の例外たりうる条件・根拠が規定されている。WTO 

https://www.wto.org/English/docs_e/legal_e/14-ag_01_e.htm（2015 年 8 月 18 日閲覧） 
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めの農地取得に対する補助金は、農産物の増産を目的としたり、農産物価格を直接操作したり

するものではなく、WTO の下でも存続が可能であったが、価格例示制度を通じた農産物価格の

支持は、WTO 協定に抵触するものであった。 

1990 年代前半から半ばにかけての時期、韓国政府は、従来の農業政策を WTO 協定に合致す

るよう改めていくに当たり、既に同国農業部門の所得が世界的に見て高所得国の水準にあった

こと、および長年の工業化に伴う環境問題が深刻化していたことも考慮しなければならなかっ

た。これらの事情を勘案した結果、政府は 1990 年代半ば以降、農政の基調を、環境保護を前面

に打ち出したものへと転換していく方針をとった3。こうして、1990 年代以降に韓国政府が進

めるようになった農政は、総称して親環境農業政策（친환경 농업정책）と呼ばれている。 

親環境農業政策は、根拠となる法令および実施開始時期の違いにより、親環境農産物認証制

度、直接支払制度、およびグリーン・ツーリズムの 3 種類に分けることができる。次節以降で

は、これら 3 種類の具体的な施策について見ていく。 

 

第 2 節 親環境農産物認証制度 

 

親環境農産物認証制度とは、農産物栽培過程における農薬および化学肥料の使用基準を政府

が定め、この基準を満たしたと認証された農産物に対し、所定のマークを付して販売すること

を許可するという制度である。日本における類似の制度としては JAS（Japan Agricultural 

Standard：日本農林規格）の一種として 2001 年に始まった有機 JAS がある。これは、認証機関

から JAS に定める有機農法の基準を満たしていると認められた農産物について、専用の JAS マ

ークを付して販売することが認められるというものであるが4、韓国の親環境農業認証制度は、

無農薬野菜など、有機農産物以外の親環境農産物についても認証対象としている点が特徴的で

ある。 

韓国で最初に導入された親環境農産物の認証制度は、1993 年 12 月に政令として施行された

品質認証制であった5。品質認証制は、農薬および化学肥料を一切使用することなく栽培された

農産物のみが有機農産物、農薬を一切使用することなく栽培された農産物のみが無農薬農産物

                                                        
3
 農林畜産食品部は、親環境農業政策を推進する背景および目的について、①農業と環境を調和さ

せ、安全な農産物の生産を追求すること、および②農産物市場の開放に対応し、韓国農産物の競

争力を向上させること、の 2 点を挙げている。
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?board_kind=&board_skin_id=&depth=3&division=H&group_id=4&link_

menu_id=&link_target_yn=N&link_url=&menu_id=1258&menu_introduction=&menu_name=&parent_c

ode=67&popup_yn=N&reference=14&tab_yn=N&code=left&tab_kind=Y&locationId=4（2015 年 8 月 18

日閲覧） 
4
 農林水産省 http://www.maff.go.jp/j/jas/jas_kikaku/yuuki.html（2015 年 8 月 18 日閲覧） 

5
 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.co?id=004836（2015 年 8 月 18

日閲覧）。 
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であるという基準を設定した上で、農林部の傘下機関である国立農産物品質管理院が当該基準

を満たしたと認証した農産物に限り、販売時に「有機」ないし「無農薬」の文言をラベルに付

してよいと規定した6。GATT ウルグアイ・ラウンド農業交渉が妥結する以前に施行されたこの

品質認証制は、市場で品質表示を偽った農産物が流通することを防ぐべく、政府が農産物の表

示について基準を設定したという側面が強く、親環境農業の育成や、親環境農産物の普及を図

るという目的意識は希薄であった。1996 年に品質認証制が改正され、新たに、農薬を一定の基

準値を超えない範囲で使用した農産物を低農薬栽培農産物と認証する規定が設けられたが7、こ

れも、農産物の品質表示について基準を示すことを目的としており、親環境農業の振興を主目

的としたものではなかった。 

1997 年 12 月、環境農業育成法が制定された8。第 3 条で国家が環境保全志向の農業を推進し

ていく責務を負うと規定した同法は、第 6 条で品質認証制に定めた条件を満たす農産物の流通

を推奨し、それを生産する農家を育成していくと規定した。また第 14 条において、農林部長官

及び地方自治体の首長が環境に親和的な農業を育成するため、農家に教育訓練を施す義務があ

ると規定した。つまり、政府は従来のように、単に環境保護や食の安全といった観点から親環

境農産物の基準を示すだけでなく、当該基準を満たす農産物の生産を積極的に奨励するように

なったのである。 

しかし、親環境農業は、一般に慣行農業と呼ばれる農薬や化学肥料を用いた営農方法に比べ、

農家にとっての技術および設備面でのハードルが高い営農形態である。山下一仁は、有機農法

を中心とする親環境農業が、大規模な農地を保有し、農業労働力を安定的に確保できる農家で

ないと実践しにくいことを指摘している（山下、2013、p. 1）。それによると、農薬を用いない

有機農法や無農薬農法は、害虫の駆除や雑草の除去を手作業で行わなければならなくなるため、

慣行農法よりも多くの人手が必要になる。また、化学肥料を用いない有機農法は、慣行農法に

比べて同一耕地面積あたりの収穫量がどうしても減ってしまう。結果として有機農産物は慣行

農法による収穫物に比べて単価が高くなるが、販売価格を極端に引き上げると買い手がつかな

いという問題が生じてしまう。そのため親環境農業、中でも有機農法は、耕地面積の大きな農

家でないと持続的に行うことが難しくなるのである。 

そのため政府は、1998 年 12 月に環境農業育成法が施行されると、農家が品質認証をクリア

した農産物を積極的に生産できるよう促す政策を展開した。具体的な政策としてまず行われた

                                                        
6
 国立農産物品質管理院 http://www.enviagro.go.kr/portal/content/html/help/guide.jsp（2015 年 8 月 18 日

閲覧）。なお、認証を経ていない農産物を有機野菜や無農薬野菜と称して販売することは環境農業

育成法で禁じられており、違反した場合、最高で懲役 3 年の刑事罰が科される。 
7
 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.co?id=004836（2015 年 8 月 18

日閲覧）。 
8
 韓国法令検索 http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=62050#0000（2015 年 8 月 18 日閲覧） 
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のは、土壌改良剤事業である9。土壌改良剤とは、化学薬品の代わりに微生物や石灰などを用い

て土壌に養分を与える散布物のことであり、政府はこれを 1999 年以来毎年 60 万トン以上、有

機農法を実践する農家に対して無償供給している。2000 年代に入り土壌改良剤の価格が上昇し、

1999 年時点で 417 億ウォンだった同事業の予算は、2015 年には 953 億ウォンと倍以上の規模に

なっているが、政府は引き続き年間 60 万トン以上という供給規模を維持している10。 

また 1999 年、慣行農産物に比べて割高となってしまう親環境農産物の消費を促すために、親

環境農産物購入補償制度が設けられた11。これは、地方自治体が学校給食などに親環境農産物

と認証された材料を使用する場合、慣行農産物との価格差を政府が補償するというものである。

この制度に対しては、1999 年以来、毎年 30 億ウォン以上の予算が充当されている。 

2001 年、環境農業育成法は改正され、名称も親環境農業育成法と改められた12。この改正で

は親環境農産物認証制度に大きな変更が加えられ、従来は農林部傘下の国立農産物品質管理院

のみが行っていた親環境農産物の認証業務を、一定の条件を満たした民間組織が行うことが認

められるようになった13。これにより、宗教法人や大学が親環境農産物の普及活動を展開する

中で認証業務を行えるようになり、従来の政府が認証業務を独占していた段階に比べ、親環境

農業の供給ルートが広まった（金気興、2011、pp. 96-113）。 

2013 年、親環境農業育成法は再び改正され、名称も「親環境農業育成および有機食品などの

管理・支援に関する法律」と改められた14。法律名に有機食品という言葉が含まれるようにな

ったことから示唆されるように、この改正により、政府は有機・無農薬・低農薬と 3 種類設定

されている親環境農産物のうち、農薬と化学肥料を一切使用せず、従って最も厳しい基準が求

                                                        
9
 農林畜産食品部

https://www.mafra.go.kr/list.jsp?&newsid=155446609&section_id=b_sec_1&pageNo=1&year=2015&list

cnt=10&board_kind=C&board_skin_id=C3&depth=1&division=B&group_id=3&menu_id=1125&referen

ce=2&parent_code=3&popup_yn=N&tab_yn=N（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
10

 農林畜産食品部
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?id=29461&pageNo=1&NOW_YEAR=2013&group_id=4&menu_id=72&l

ink_menu_id=&division=B&board_kind=C&board_skin_id=C1&parent_code=71&link_url=&depth=2 

（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
11

 農林畜産食品部
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?board_kind=&board_skin_id=&depth=3&division=H&group_id=4&link_

menu_id=&link_target_yn=N&link_url=&menu_id=1258&menu_introduction=&menu_name=&parent_c

ode=67&popup_yn=N&reference=14&tab_yn=N&code=left&tab_kind=Y&locationId=4（2015 年 8 月 19

日閲覧） 
12

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/LSW/lsInfoP.do?lsiSeq=39613&ancYd=20010126&ancNo=06378&efYd=20010701

&nwJoYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
13

 なお、日本やアメリカ、EU 加盟国など諸外国の有機農産物認証制度では、創設当初から民間組

織が認証業務を行っている。これは、有機農業を推奨する政府と実際に認証認証を行う民間組織

が別箇である方が、より公正な認証を行えるためであると思われる。 
14

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/LSW/lsInfoP.do?lsiSeq=125854&ancYd=20120601&ancNo=11459&efYd=2013060

2&nwJoYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
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められる有機農産物の普及を促進する姿勢を明確にし、その一方で 2014 年以降、低農薬農産物

に対する新規認証を停止することを規定した。また、従来は農産物に限られていた品質認証制

の対象が、有機農産物および無農薬農産物を用いた加工食品にまで拡大された。このように、

親環境農産物に対する認証制度は、生産・消費の両面における財政支援を伴いつつ、より基準

の厳しい有機農産物の普及促進と、認証範囲の拡大を進めている。 

 

第 3 節 直接支払制の導入 

 

農業政策における直接支払制度とは、農業を営んだ結果として発生する赤字を、政府が事後

的15に、農業経営主体に対し、所得保障の一環として補填する制度である。同じ農業経営者に

対する補助であっても、従来一般的であった政府による農産物の高価買上げや価格統制が間接

的な所得保障であるのに対し、直接支払制度は、文字通り、政府が営農主体の銀行口座に直接

補助金を振込む方式をとる。この方式は、本来受給資格のない者が虚偽の申告をし、不正に補

助金を受け取る温床となりやすいほか、補助額の算出根拠が不明朗になりやすいという欠点を

抱えている一方、農産物の市場での取引自体には補助金が介在せず、従って農産物が補助金に

よって不当廉売されないという利点がある。 

韓国は 1995 年に発足した WTO 体制の下で農産物貿易の自由化に踏み切ったが、同体制下で

は一部の例外を除いて補助金による農産物価格の人為的操作は禁じられており、仮に韓国政府

が従来の補助金体系を維持した場合、ダンピングであるとして貿易相手国と紛争になる恐れが

あった。こうした中、農業補助金を直接支払方式に改めることにより、農業経営主への所得保

障と WTO 体制下での貿易自由化を両立させることが可能となった。 

韓国の直接支払制度は、1997 年の環境農業育成法の制定と同時に施行された大統領令「農産

物の生産者のための直接支払制度施行規程」を法的根拠としている16。同規程に基づき、1998

年、中山間地域直接支払制と畜産業直接支払制、および親環境農業直接支払制が創設された17。

このうち中山間地域直接支払制は、中山間地域18とよばれる、平地の乏しい、耕作条件が劣悪

                                                        
15

 韓国の場合、慣行として農閑期である毎年 12 月に各農家へ補助金を振込むことになっている。 
16

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=18150&ancYd=19970201&ancNo=15265&efYd=19970201&nwJ

oYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 19 日閲覧）。なお、農林部の部令と

して同名の規程が存在するが

（http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=25223&ancYd=19970225&ancNo=01252&efYd=19970225&n

wJoYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000）こちらは大統領令施行に際しての細則を定め

たものである。 
17

 「農産物の生産者のための直接支払制度施行規程」農林部、1998 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004906（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
18

 韓国語でも、日本語の「中山間地域」という漢字表記をハングル転写した「중산간지역」という

表現が使われる。 
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な場所の農業経営体に対し、平野部で同様の農業を営んだ場合と比べて追加的に発生する経費

の一部を補助するというものである。また、畜産業直接支払制とは、家畜小屋や広大な放牧地

など、稲作や畑作に比べて多額の経費を要する畜産業について、その経費の一部を補助すると

いうものである。この制度は、5 カ年計画時代に言及されていた畜産業の振興が、社会経済的

条件が整ったことでようやく実行に移されたものと見ることもできる。 

親環境農業直接支払制は、これらの制度と同時に設けられた。慣行農法に比べて多くの手間

を要し、また同一耕地面積あたりの収益も少なくなりがちな親環境農法の実践農家に対し、慣

行農法を営んだ場合に要する費用との差額を補助するというものである。具体的には、親環境

農業を営んでいる農地に対して、有機農法、無農薬農法、低農薬農法の種類に応じて補助金を

支払うものであり、稲作の場合、2015 年の支払額は有機農法が 1ha あたり 120 万ウォン、無農

薬農法が 100 万ウォン、低農薬農法が 52 万ウォンである19
 

このように、韓国の直接支払制度は当初、中山間地域、畜産業、そして親環境農法という 3

分野で始まり、これに加えて 2001 年に水田農業直接支払制が、2003 年には水田親環境農業直

接支払制が創設された20。水田直接支払制は、次節で見る第 4 次国土総合開発計画が農村の景

観維持を国土政策の一環と位置付けたことに対応したものであり、韓国農村の伝統的景観にと

って不可欠な水田を維持するべく、水田を耕作する農家に対し、水田維持にかかる費用の一部

を支払うというものであった21。また、水田親環境農業直接支払制は、水田が維持されること

がタニシの生息や水鳥の飛来など生態系の維持に貢献していることに鑑み、水田を耕作する農

家に対し、水田維持費用の一部を支払うものであった。 

水田農業直接支払制および水田親環境直接支払制は、2005 年に新設された稲作直接支払制に

統合された。稲作直接支払制は、同年に制定されたコメ所得等の保全に関する法律22に基づき

創設されたもので、水田での稲作を行う農家について、所得補償、景観維持費用の補償、環境

維持への貢献に対する補償を包括的に行うものである。稲作直接支払制の支払枠は固定枠と変

動枠の二部構成となっている。このうち固定枠は、水田が維持されている農家および親環境農

                                                        
19

 農林畜産食品部
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?board_kind=&board_skin_id=&depth=3&division=H&group_id=4&link_

menu_id=&link_target_yn=N&link_url=&menu_id=1258&menu_introduction=&menu_name=&parent_c

ode=67&popup_yn=N&reference=14&tab_yn=N&code=left&tab_kind=Y&locationId=4（2015 年 8 月 19

日）。ただし、これは計画であり、収穫状況や財政事情によって実際の支給額は変動しうる。 
20

 「コメ所得保全直接支払使用者指針」農林部、2010 年. 国家記録院

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=004876&pageFlag=（2015 年 8 月 19

日閲覧） 
21

 ただし、2ha 以上の水田を経営する農家については、補助金がなくても安定した経営基盤が見込

めるとし、水田直接支払制の受給対象外とされた。 
22

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=70752&ancYd=20050701&ancNo=01503&efYd=20050701&nwJ

oYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
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業が実践されている農家に対し、農業収入の多寡にかかわらず、耕地面積に比例した額を支払

うものである。支払額は 5 年ごとに政府・農林部が算出することとなり、2012 年から 2017 年

の期間、水田の維持に対する支払額は 1ha あたり年間 100 万ウォンを規定している23。また、

減薬や無農薬といった親環境農業を実践していると認定された農家に対しては、1ha あたり 54

万ウォンが固定枠として加算される24。これに対して変動枠は、政府が予めコメの標準卸売価

格を決めておき、実際の卸売価格がこの標準価格に届かなかった場合、実際の卸売価格と標準

価格との差額の 85％を毎年 12 月に各農家の銀行口座へと振込むものである。2012 年から 2017

年までの期間、標準卸売価格はコメの場合精米 80kg あたり 17 万ウォンと規定されており、実

際の卸売米価がこれを割り込むと、前述の固定枠に加え、変動枠が追加として支払われること

となる。 

直接支払制度は、農産物の販売価格を歪曲させることなく営農者の所得を補償するというも

のであり、2000 年代以降、各国と FTA（Free Trade Agreement：自由貿易協定）を積極的に結び、

農産物貿易の自由化が加速的に進行している韓国では、従来にも増して重要な役割を担うもの

となっている。韓国が最初に締結した FTA は 2003 年に締結され、2004 年に発効したチリとの

ものであり、2015 年までに 11 件 49 か国との FTA が発効している25。韓国が締結する FTA は、

相手国が工業製品にかける関税の撤廃を要求する一方、農産物にかかる韓国側の関税を大幅削

減するという形で締結交渉が進められてきており、たとえばチリとの FTA では、ブドウおよび

モモなどの果実について、収穫期の 2 か月間のみ関税が設定され、それ以外の期間は関税が撤

廃された26。チリなど南半球との FTA を巡っては、北半球と農産物の収穫期間が異なることも

あり、韓国農業に及んでいる影響は限定的であると試算されているが（品川、2014、pp. 65-76）、

その後韓国が FTA を締結したアメリカやオーストラリアは農産物の輸出大国であり、安価な農

産物の輸入が韓国農業に打撃を与えることが見込まれた。このため政府は 2007 年、FTA 被害

補償直接支払制を開始した27。FTA 被害補償直接支払制は、FTA によって関税が撤廃された農

                                                        
23

 「農産物の生産者のための直接支払制度施行規程」農林部、2011 年. 国家記録院
http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectContentArchive.do?subjectContentId=004841&pageFlag

=&subjectTypeId=01（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
24「農産物の生産者のための直接支払制度施行規程」農林部、2011 年.  国家記録院 

http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectContentArchive.do?subjectContentId=004841&pageFlag

=&subjectTypeId=01（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
25

 産業通商支援部・FTA ハブ http://ftahub.go.kr/main/situation/kfta/ov/（2015 年 8 月 21 日閲覧） 
26

 産業通商支援部・FTA ハブ
http://ftahub.go.kr/main/info/info/data/3/?ifrmUrl=%2Fwebmodule%2Fhtsboard%2Ftemplate%2Fread%2

Ffta_infoBoard_01_view.jsp%3FtypeID%3D8%26boardid%3D74%26seqno%3D140074（2015 年 8 月 21

日閲覧） 
27

 農林畜産食品部
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?id=31328&pageNo=1&NOW_YEAR=2015&group_id=3&menu_id=123

&link_menu_id=&division=B&board_kind=C&board_skin_id=C2&parent_code=3&link_url=&depth=1

（2015 年 8 月 21 日閲覧） 
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産物を栽培している農家に対し、最大 10 年間補助金を交付し、親環境農産物ないし他作物への

転換を図るよう促すという制度である。 

このように直接支払制度は、貿易自由化の加速によって更なる制度的拡充がなされている。

他方で直接支払制度については、支払額の算出時に生産費用が過小評価され、補助金による所

得補償が不十分になっている可能性も指摘されており（倉持、2014、pp. 170-177）、その効果に

ついては精査される必要がある。 

 

第 4 節 第 4 次国土総合開発計画 

 

2001 年 1 月、政府は第 4 次国土総合開発計画を開始した。従来の国土総合開発計画と異なり、

第 4 次計画は実施期間を 2020 年末までの 20 年間としている。 

第 4 次計画は、第 3 次計画がソウル首都圏以外の地域開発にも貢献したと評価など、国土開

発そのものにおいては従来の計画が大きな成果を上げたとしている。他方で第 4 次計画は、国

土開発に起因する環境破壊が第 3 次計画期までに進んだとし、環境との調和がとれた国土政策

を実施していくとしている（大韓民国政府、2001、p. 12-13）。その上で第 4 次計画は、引き続

き国土の均衡ある発展を図っていくとし、農村地域で自然の景観を維持し、積極的に保護して

いくことは、環境という観点からのみならず、農村観光の振興など、農村が持つ資源を市場化

するという点でも意義のある政策だとしている（大韓民国政府、2001、p. 42）。 

第 4 次計画は、農業部門に関する施策として農村観光、いわゆるグリーン・ツーリズムに言

及しており、これ以降、韓国各地で農村観光事業が展開されることとなった。 

 

第 5 節 グリーン・ツーリズムの振興 

 

第 4 次国土総合開発計画で取り上げられたグリーン・ツーリズムは、2004 年に生活の質法28が

制定されたことで本格的に推進されていくこととなった。国民所得や国内総生産といった、経

済指標では計れないものの、現代の生活に重要な役割を果たす要素の保護・育成を目指す同法

は、農村風景を観光資源の一種とみなし、景観農業29を実施する農家に対して所得補償を行う

ことも規定していた。 

                                                        
28

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/LSW/lsInfoP.do?lsiSeq=59121&ancYd=20040305&ancNo=07179&efYd=20040606

&nwJoYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 19 日閲覧） 
29

 景観農業とは、田畑を農産物栽培の場所としてのみ用いるのではなく、田園風景や段々畑の光景

など、その景観自体を一種の観光資源として用いることに意識を向けた農業形態である。景観美

を損なわないことを農産物の栽培効率に優先させるため、通常、景観農業によって生じる所得の

水準は、一般の農業に比べて劣る。 
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生活の質法制定後の 2005 年、政府はグリーン・ツーリズムを振興するウェブページを観光公

社のサイト内に開設し30、離島や農村で自然環境に触れながら休暇を過ごすことを推奨するよ

うになった。特に観光公社は、農林部とタイアップし、都市に住む子供連れの家族が休暇をと

って農村を旅行し、農作業を実体験することで農業に親しみを持ってもらおうという農業体験

ツアーを推進している（韓国観光公社、2013、p. 5-6）。農村を旅行先とする観光について政府

は、2006 年から 2012 年末までの間に全国で 998 か所のマウル（村落）が農村観光事業を実施

し、この間に延べ 978 万人が韓国国内で農村観光を行ったとしている31。しかし観光公社は、

農村観光事業を実施した 998か所のマウルのうち492か所について詳細な調査を行ったところ、

農村観光が事業として採算ラインに達していると評価されるものは半数以下の 194 か所にとど

まり、241 か所は事業改善を図る必要があり、また 57 か所については事業として失敗している

としている（韓国観光公社、2013、p. 6）。 

そもそもグリーン・ツーリズムは、夏季休暇やクリスマス休暇など、都市労働者が 1 週間以

上の休暇を得て旅行に出ることが一般化している西欧で主流の観光形態であるが、韓国におけ

る労働者の年間平均労働時間は 2006 年時点で 2305 時間32であり、同じ年で比較すると、1564

時間のフランスや 1435 時間のドイツはもとより、1805 時間のアメリカや 1784 時間の日本と比

べても格段に長い。こうした中では居住地から離れた農村へ旅行し、そこで長期間滞在すると

いう観光形態はとりにくい。韓国農村経済研究院によると、都市住民が観光目的で農村を訪れ

る際の平均滞在日数は 5 日であり、これはフランスのバカンス休暇が 10 日以上であることと比

べると明らかに短い（キム・ドンウォン、2014、pp. 6-10）。こうした休暇期間の短さが、韓国

におけるグリーン・ツーリズム普及のネックになっていると考えられる。 

 

第 6 節 親環境農業政策の実績 

 

WTO 発足による農産物貿易の自由化に対応し、韓国農産物の付加価値向上を目指して進めら

れた親環境農業政策は、有機野菜や無農薬野菜といった環境保全志向で高付加価値の農産物の

生産を促すという点では、一定の成果を収めた。表 6-1 は、政府が親環境農業についての包括

的な統計を取り始めた 2003 年以降の、韓国における親環境農産物の普及度を重量ベースで示し

                                                        
30

 韓国観光公社・緑色観光

http://korean.visitkorea.or.kr/kor/greentourism/GreentourismBoard.kto?func_name=main（2015 年 8 月 19

日閲覧） 
31

 統計庁 http://www.index.go.kr/potal/main/EachDtlPageDetail.do?idx_cd=1298（2015年 8月 19日閲覧） 
32

 統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=113&tblId=DT_113_STBL_1013844&vw_cd=MT_ZTITLE&l

ist_id=113_11314_01&seqNo=&lang_mode=ko&language=kor&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=E1#

（2015 年 8 月 19 日閲覧）。他国の労働時間についても同様。 
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たものである。2003 年時点では国内で流通する全農産物の 2％あまりを占めるに過ぎなかった

親環境農産物は、その後徐々にシェアを高めていき、2008 年には 10％以上を占めるようになっ

ている。 

 

表 6-1：韓国で流通する農産物における親環境農産物の重量比 

年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

比率 2.1 2.5 4.4 6.9 9.7 11.9 12.2 12.0 10.6 

単位：％ 

出典：e-国家指標

http://www.index.go.kr/egams/stts/jsp/potal/stts/PO_STTS_IdxMain.jsp?idx_cd=1292（2015 年

8 月 18 日閲覧） 

 

無論、政府はこの 10％あまりという親環境農産物の普及率に決して満足しているわけではな

い。政府は 2013 年に有機農産物について消費者への聞取り調査を行い、有機農産物の価格を「高

い」と感じる回答者が 70％に達したという点を挙げながら、この価格の高さが親環境農産物の

普及を制約していると指摘している（東北地方統計庁、2013、pp. 1-4）。韓国政府以外からも同

様の指摘は上がっており、韓国農村経済研究院の先任研究員キム・チャンギルらによる OECD

（Organisation for Economic Co-operation and Development：経済協力開発機構）のレポートは、

韓国国内の消費者が農薬を使用した農産物に比べて相対的に高価となる有機農産物を買い控え

る傾向にあり、それが韓国における親環境農産物市場の拡大を制約していると論じている

（OECD、2003、pp. 180-200）。ただ、こうした価格プレミアムによる制約を受け、国内流通農

産物の圧倒的多数が慣行農法による状況を変えるには至っていないものの、政府が親環境農業

政策を推進する中で、栽培に手間を要し、また価格も高くなりがちな親環境農産物が徐々に、

しかし着実に普及したという点は高く評価されるべきである。 

農産物貿易の自由化が進む中、親環境農業によって農産物の高付加価値化を図るという政策

は、有機農産物など高付加価値農産物の普及につながってきているのみならず、それに従事す

る農家に対しても利益をもたらすものとなっている。忠清南道は、2010 年から 2013 年まで道

内の農場で親環境農法によるニンジンを栽培し、出荷した結果、露地栽培・ハウス栽培ともに

ニンジン 1kg あたりの生産コストが慣行農法実施時の 3 倍に達するものの、販売時の付加価値

も同じく 3 倍程度となったため、親環境農業が慣行農業と同等の収益性を維持していけるとし

ている33。また全羅南道も 2013 年に行われた調査に基づいて、親環境農法を実践した農家は、

                                                        
33

 忠清南道農業技術院 http://sericulture.chnongup.net/_prog/gboard.php?code=1&GotoPage=1&no=162
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慣行農法を続けている農家に比べ、経営耕地面積あたりの稲作収益率が 1.08～1.13 倍となり、

親環境農業が農家にとって持続可能性の高い営農形態として定着しつつあると指摘している34。

流通の面でも親環境農産物、特に有機農産物は、小売店での最終消費という従来型の販路だけ

でなく、直販や協同組合での販売という、高付加価値ゆえの販路を形成しているとされる（金

気興、2011、pp. 131-146）。 

しかし、親環境農業が推進されるようになった 1990 年代末以降の韓国では、こうした高付加

価値化による農業の維持が政策的に進められる一方、農家の高齢化がますます深刻な問題にな

ってきている。表 6-2 は、2000 年代に入って以降、2009 年から 2010 年にかけて農家世帯数の

カウント基準が変わるまで35の、経営主の年齢ごとに見た農家数を示している。2000 年代を通

じて 60 歳代以下の農家経営主は減少傾向にあるが、70 歳以上の農家経営主だけは増加傾向に

ある。前述のように、1998 年より政府が進めてきた親環境農法は、慣行農法よりも多くの労働

力を要するものである。いかに親環境農業が韓国農業の維持に貢献するものであり、持続的な

農業経営につながるものであるとしても、農家が高齢化のためにその担い手になれないという

状況が懸念されることとなった。 

 

表 6-2：経営主の年齢ごとに見た農家数 

年度 2000 2002 2004 2006 2008 

39 歳以下 91,516 52,994 37,652 35,033 24,280 

40 歳代 237,373 202,113 182,321 173,996 138,143 

50 歳代 348,067 298,655 286,096 302,503 282,928 

60 歳代 479,485 478,386 449,484 410,685 396,968 

70 歳以上 226,683 248,314 284,853 323,315 369,729 

単位：世帯 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont

（2015 年 8 月 20 日閲覧） 

 

農家経営主の高齢化は、韓国で農家経営主が公的年金の強制加入対象になったのが 1998 年と

遅かったこともあり、本章で論じた農業政策、特に直接支払制度を歪ませる原因にもなってい
                                                                                                                                                                             

（2015 年 8 月 20 日閲覧） 
34

 全羅南道農業技術院 http://www.jares.go.kr/bbs/bbs/board.php?bo_table=rice_o1&wr_ir=6&page=2

（2015 年 8 月 20 日閲覧） 
35

 2009 年から 2010 年にかけて、法人として農業を営む経営主を農家経営主とは別にカウントする

よう統計基準が変更された。 
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る。すなわち、年金を受給しておらず、子による扶助も十分に受けていない高齢の農家経営主

が、直接支払制度の受給条件を満たしていないにもかかわらず、虚偽の申告に基づいて所得保

障の給付を受ける事例が続出しているのである（倉持、2014、pp. 165-175）。直接支払の不正受

給は、警察庁の犯罪統計では公金横領の一部として処理されてしまうため、正確な件数と金額

を把握することができない。倉持は、2008 年末に稲作直接支払を受給した農家が 110 万戸であ

ったのに対し、不正受給の摘発が行われた後の 2009 年末に同じ直接支払いを受給した農家が

87 万戸であった点に触れ、差し引き 23 万戸の減少幅が全て不正受給摘発による受給資格取消

しによるものではないにせよ、資格を偽って所得保障を受けた稲作農家が相当に多かった可能

性を指摘している（倉持、2014、pp. 176-179）。また、2008 年から 2009 年にかけての全国的な

摘発の後も、農家による補助金の不正受給は複数摘発されており、2013 年 9 月 12 日から 11 月

7 日までの間、南東部・慶尚北道で警察庁が農業補助金不正受給の一斉摘発を行ったところ、

43 人が受給資格を偽って所得保障を受けたり、農業資材の購入など使途が指定された補助金を

私的に流用したために逮捕された36。 

また李裕敬（2014、pp. 38-50）によると、違法性はないものの、零細農家の間では、直接支

払制度の本来の趣旨からは外れた形で所得保障を受ける状況が恒常化している。通常、高齢に

なり、新たな技能を習得したり政策の変化に対応することが困難になった農家は、さしあたり

従来通りの営農方法を継続するが、年齢を重ねるにつれて農作業が体力上困難になっていく。

そして、体力の衰えが顕著になってくると、農業所得を向上させられる見通しが立たないため、

引退するか、地主として所有地を他の農家に貸与してしまうことが想定される。李裕敬は、そ

のようなことが起こらず、高齢農家が現役農家であり続ける事例が散見されるとしている。そ

の要因として李裕敬は、地主ではなく現役農家という法的地位を維持することにより、直接支

払を受けていた方が、引退して地代収入で生活していくよりも多くの現金を手に入れられるか

らであると指摘している。直接支払制度の本来の趣旨は、農業を営み、一定の農業所得を稼ぎ

出す意思を持った農家を前提とし、その農家が実際に耕作を行ったにも拘らず、農産物価格の

変動や海外農産物との厳しい競争の中で然るべき所得が得られない場合、その然るべき所得と

実際の所得との差額を公費で補填するというものである。これに対し、李裕敬が指摘している

零細農家の行動は、直接支払制度を日本の生活保護のように捉え、そこに依存するというもの

であり、制度本来の趣旨から外れるものである。 

このように、直接支払制度に基づく所得保障を不正に受けたり、制度本来の趣旨から外れる

形で受給する農家が絶えない理由としては、これまでに審査制度の不備と軽微な刑事罰が指摘

されてきた37。現行の稲作直接支払制度は、各農家が農林部に補助金給付申請書を提出し、農

                                                        
36

 『毎日新聞』2013 年 11 月 7 日付 
37

 『東亜日報』2011 年 2 月 11 日付 
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林部がその申請の可否を審査する方式をとっている。しかし、この審査は申請書の文面に瑕疵

がないかどうかを問うものに過ぎず、申請書の記載事項の真偽を問うものではない上、農林部

の担当者が申請者の耕作地を実地調査することもない。そのため、農家経営主が耕作実態と乖

離した内容を申請書に記入しても、それが承認されてしまう可能性が高いのである。また、仮

に補助金の不正受給が発覚し、起訴された場合でも、公金横領ではなく公文書偽造として刑事

裁判にかけられ、懲役 1 年以下の温情判決が下されることが大半であった。2011 年 2 月 11 日

付の『東亜日報』社説は、こうした農家に対して甘すぎる行政・司法の姿勢が、農家による補

助金不正受給を横行させていると論じている。 

政府も、直接支払制度が制度本来の趣旨から外れる形で用いられている状況を把握しており、

2000 年代半ば以降、高齢農家の引退を促し、彼らの農地を新規就農者に耕作させようとする施

策を進めてきている。こうした政策については、次章で詳しく見ていく。 

 

第７節 小括 

 

1980 年代以降、韓国政府は農村の近代化を目的として大規模化と機械化を進める形で農業の

生産性向上を図ってきた。この政策は、農産物貿易が自由化され、韓国農産物が外国産品と競

合することも想定したものであった。しかし 1995 年に WTO が発足し、農産物価格に影響する

農業補助金が原則として禁止されるようになると、既に高所得国となっていた韓国は、生産性

の向上を図る従来の農政だけでは農業・農村を維持していくことが困難となった。こうした背

景の下で韓国政府が導入したのが、環境志向の農業を推進し、農産物の高付加価値化を図る親

環境農業政策であった。ここに韓国農政は、国内経済における相対的なプレゼンスが縮小する

農業およびその従事者を保護・維持するという、多くの先進国に共通する課題へ本格的に取り

組むこととなった。 

親環境農業政策は、環境農業育成法に基づく認証農産物の推奨、WTO 協定の基準を満たす農

業補助金としての直接支払制度、およびグリーン・ツーリズムの振興という 3 つの側面から進

められた。これらの施策のうちグリーン・ツーリズムは、観光事業を推進した農村のうち、そ

れに成功した農村が半分に満たないなど改善の余地を残しており、今なお普及の途上というべ

き段階にあるが、環境農業育成法に基づいて土壌改良剤の供給や親環境農産物の購入促進が行

われたこと、および直接支払制度による助成がなされたことは、認証を受けた親環境農産物の

普及比率の着実な増加をもたらした。また、これら政府による支援・助成が行われていること

もあり、有機野菜や無農薬野菜といった高付加価値の農産物を生産することは、農家にとって
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慣行農業38よりも収益性が見込めるものになりつつある。従って親環境農業政策は、農産物貿

易自由化後の韓国農業を持続可能なものとするという点では、所期の目標を概ね達成しつつあ

ると評価できる。 

また、先進国段階に達したのとほぼ同時期に、WTO 体制発足による貿易自由化の進展という

課題にも直面することとなった韓国は、そうした現状への対応として親環境農業政策を打ち出

すことにより、農業従事者が一定水準以上の生計を立てられる環境を整備したということもで

きる。つまり、親環境農業政策が導入された 1990 年代は、韓国農政そのものが、途上国として

の側面を色濃く残したものから先進国型のそれへと転換された時期といえるのであるが、その

転換に際しても、農業に従事することで生計を立てられる環境を作り出すという政府の姿勢は

一貫していたといえるのである。 

ただ、親環境農業政策が進められる一方、韓国農家の高齢化は 1990 年代に引き続き進行した。

そして、高齢農家が政府の農業補助金を受け取りつつも、それを生活費という目的外の使途に

充てるなど、直接支払制度が本来の趣旨から外れる形で用いられるケースも発生してきている。

こうした状況を改善するには、高齢農家経営主を引退させ、新規就農者を増やすことが不可欠

になってくる。2000 年代後半以降、政府はこの課題に取り組むこととなった。 

  

                                                        
38

 農業経済学や農政当局の公文書などでは、農薬や化学肥料を用いた従来型の農業を、一般に慣行

農業（conventional agriculture）ないし慣行農法（conventional farming）と呼び、有機農法や無農薬

農法などと区別している。 
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帰農による新規就農 
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1995 年に WTO が発足し、価格支持など、販売価格の操作を伴う農業補助金が規制されたこ

とを受けて、韓国政府は親環境農業政策を導入した。その後 2000 年代に入り、FTA を結ぶな

ど貿易自由化が進む中で、直接支払制度によって農家所得の保障を図りつつ、親環境農産物な

ど高付加価値産品の生産を促す政策の必要性はますます高まっている。しかし他方で、農家の

高齢化は進み、政府は高齢農家の引退を促しつつ、新たな農業の担い手を確保する政策を進め

るようになった。本章では韓国農家の高齢化の状況と、政府が新たな農業の担い手として都市

住民の就農に注目している点、および現在の韓国における都市住民の就農促進が、過去数十年

来の農政によって営農条件が整備されてきたことに依拠している点を指摘する。 

 

第 1 節 農家の高齢化と社会保障制度 

 

韓国では 1961 年に公的年金制度が創設されたが、当初の加入対象者は軍人と公務員、および

教員に限られていた。その後、1976 年に都市部で働く大企業従業員が加入対象者に加えられ、

以降、朴正煕政権後半期から全斗煥政権期にかけ、中小企業に勤務する都市労働者まで加入対

象が順次拡大されていったものの、農家を含む自営業者が強制加入の対象となったのは、1998

年のことであった。韓国の国民年金は 240 か月（20 年）以上保険料を納付した場合に受給資格

が発生し、以降保険料納付期間が長くなるにつれ、満 65 歳に達した際に受給できる年金額が増

加するシステムになっている。そして、保険料納付期間は最長 480 か月（40 年）とされており、

仮に 480 カ月分の保険料を完納した場合、納付期間のうち最後 5 年間の平均所得の 60％1が年

金として受給されるよう、確定給付方式で設計されている2。しかし、2000 年前後に 60 歳に達

した零細農家の人々は、その時点で年金加入から数年しか経過していないため、仮にこの期間

の保険料を全額納付していたとしても、年金受給資格が発生しないのである。この点に対する

経過措置として、年金法には受給開始年齢に達した後も自主的に保険料を納付し続け、受給資

格を満たすことが可能である旨が規定されているが、年金受給年齢に達した高齢者が年金保険

料を支払い続けることは容易ではない。この状況を改善させるべく、2007 年、事実上無年金状

態になってしまう高齢者に対し、全額税負担による年金を給付する基礎老齢年金制度が創設さ

れた3が、その給付額は低水準に抑えられ、保健部が定める最低生計費4の水準をも下回るもの

                                                        
1
 ただし、その後高齢化が急速に進行したことを踏まえ、盧武絃政権下の 2007 年、この比率は 40％

に引き下げられた。 
2
 保健福祉部 http://www.bokjiro.go.kr/welInfo/retrieveWelInfoBoxList.do?searchIntClId=06（2015 年 8 月

21 日閲覧） 
3
 基礎老齢年金に先立つ 2002 年から 2007 年まで、同趣旨の制度として敬老手当が存在したが、そ

の給付額は基礎老齢年金の 3 分の 1 にもならない、月額最大 20,000 ウォンであった。 
4
 日本の最低生活費に相当するもので、収入がこの水準を割り込むと、日本と同様、生活保護の対

象となるか否かが検討される。 

http://www.bokjiro.go.kr/welInfo/retrieveWelInfoBoxList.do?searchIntClId=06（2015年8月
http://www.bokjiro.go.kr/welInfo/retrieveWelInfoBoxList.do?searchIntClId=06（2015年8月
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であった。2014 年 4 月改定時の給付額を見ると、65 歳以上の無年金者に対して給付される基礎

老齢年金の額は、扶養者がいない独居老人で 1 カ月当たり 96,800 ウォン5であり、これは、同

時点における単独世帯の一か月あたり最低生計費 603,403 ウォンの 16％に過ぎない。また同じ

く 2014 年 4 月時点の基準によると、基礎老齢年金の給付は、独居老人の場合、親族からの私的

移転所得が月額 830,000 ウォンを超えた時点で打ち切られる。このように、高齢者の所得保障

制度が低水準にとどまる中では、農家は引退することが難しく、従って営農を続けざるを得な

い。しかし、親環境農業政策の下、農産物の高付加価値化が進められている状況では、高齢の

農家が営農を続けることによって得られる所得は限られてくる。こうした背景の下、前章で見

たように農業補助金の不正受給が相次いでおり、2014 年 9 月から 11 月にかけて行われた警察

庁による集中摘発では、慶尚北道だけで 40 件以上の農家が補助金を生活費に流用したとして摘

発され、そのいずれもが 60 歳以上の農家経営主であった6。 

こうした中で政府は、従来以上に高齢農家に対する所得保障を整備し、その引退を促す施策

を進めてきている。 

 

第 2 節 高齢農家の引退促進 

 

前節では、1990 年代末から徐々に始められた直接支払制度が、所得水準の低い農家経営主に

とって事実上の公的年金代わりともいえる、社会保障制度に準じたものとなっていることを指

摘した。農業補助金が農業経営者にとって事実上の生活扶助になっている状況は、韓国に限ら

ず日本やヨーロッパ諸国でも広範に見られるものであるが（広井、2003、pp. 36-40）、これらの

国々では農業補助金とは別に公的年金などの社会保障制度が整備されており、農業補助金によ

る所得保障も、農家の貧困に関わる問題というよりも、農業関係者の利権・既得権益として批

判的に扱われることの方が多い。この点韓国では、前節でも見たように、高齢農家が受給した

農業補助金を年金の代わりとして生活費に充当してしまうケースが、一つの道だけで 2 か月間

に 40 件以上摘発されるなど相次いでいる。このように、農業補助金が高齢者の貧困緩和措置と

して機能してしまっている韓国の事例は、先発国である日本やヨーロッパ諸国と大きく異なっ

ているといえる。高齢の零細農家を引退させ、労働生産性の高い若手の農家経営主に置き換え

ることは、現役農家として営農を続行することによって事実上の年金ともいうべき所得保障を

受けるという歪んだ構造を是正するためにも、また国全体の農業生産性を向上させるためにも

不可避の選択肢となっていた。 

                                                        
5
 基礎老齢年金額・最低生計費ともに保健部ウェブサイト保健福祉部ウェブサイト

http://www.mw.go.kr/front_new/al/sal0301vw.jsp?PAR_MENU_ID=04&MENU_ID=0403&page=1&CO

NT_SEQ=289337（2014 年 4 月 28 日閲覧） 
6
 『東亜日報』2014 年 11 月 7 日付 
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しかし、こうした状況を改善する上で韓国政府は、均衡予算の維持という厳しい財政的制約

を自らに課している。企画財政部は、2015年8月に発行された国債発行状況の報告書『国債2014』

において、市場の安定を図る手段として国債を定期的に発行する一方、その償還が財政の硬直

化を招く事態は回避しなければならないと強調しており（大韓民国政府、2015、pp. 67-72）、国

債市場を育成しつつも、赤字国債の発行による財政赤字の累積を強く警戒している。 

これに加え、安全保障上のリスク7から表立って論じられることが少ないものの、韓国政府が

健全財政に固執する理由として、北朝鮮との武力衝突に備え、有事の際に戦時公債を発行でき

る余地を残しているということも考えられる8。戦争の勃発に伴う軍事費の急増は財政を大きく

圧迫するものであり、通常、各国の政府は戦時公債の発行でこれに対処することになるが、平

時に財政規律が維持できていない国の場合、平時公債に比して返済不履行リスクの高い戦時公

債は、買い手がつかない恐れが出てくる。従って、戦時に比べて歳出が抑制できる平時におい

て韓国政府は、公債発行を抑制し、諸外国政府や国民の財務体質に対するクレディビリティを

確保する必要性が生じるのである。 

韓国政府の健全性を意識した財政運営は、債務残高の状況からも見てとれる。表 7-1 は、2000

年から 2012 年までの、韓国における国債の発行残高とその対 GDP 比を記したものである9。発

行残高、対 GDP 比のいずれも上昇傾向にあるが、最も数値の高い 2012 年においても国債残高

の対 GDP 比は 32.2%という水準にとどまっている。この水準は高所得国としては極めて低い水

準であり、同じ 2012 年の日本における国債発行残高が対 GDP 比 170％10であるのに比べて低い

のは勿論、同年の EU 加盟国の対 GDP 比平均債務残高 83.7%、ユーロ圏 19 カ国の対 GDP 比平

均債務残高 89.1%と比べても低い11。また表 7-2 は、2018 年から 2013 年までの国債残高の内訳

を記したものであるが、いずれの年も国債の 3 分の 1 が外国為替相場の安定用資金として発行・

運用されており、税収不足を補うために発行される、いわゆる赤字国債の発行残高は国債残高

のうちの、さらに一部ということが分かる12。韓国政府は、このような高い健全性を持つ財政

                                                        
7
 韓国政府は、公式には有事の際に戦時公債を発行する可能性について一切発言していない。これ

は、戦時公債発行の可能性を公言すること自体が、南北朝鮮間の軍事的緊張を高めるからである。  
8
 例えば、2006 年 1 月 30 日付『ハンギョレ』は、国防上の観点から国家予算に厳しい制約がかか

っており、それが軍の装備更新などにも影響を及ぼしていると指摘している。 
9
 公共経済学では公債の発行状況を見る際、中央政府のほか、地方自治体や政府関連団体の財政ま

で含めた「一般政府」の債券発行状況を見ることがあるが、韓国では地方債の累積額が 2013 年で

25 兆 7000 億ウォンと、同年国債累積額 498 兆 9000 億ウォンの 10％にも満たない。そのため、統

計庁が発表する財政統計にも、もっぱら国債の発行についてのデータのみが掲載されている。 
10

 財務省 http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/004.htm（2015 年 5 月 25 日閲覧） 
11

 Eurostat  

http://ec.europa.eu/eurostat/tgm/table.do?tab=table&init=1&language=en&pcode=teina225&plugin=1

（2015 年 8 月 21 日閲覧） 
12

 なお、同じく国家財政において均衡予算が組まれているシンガポールでは、公債市場の育成や金

融緩和を図るなど、金融政策の一環として国債が発行されているが、韓国の場合、金融政策はし

ばしば中央銀行である韓国銀行自体が債券を発行する形で行われる。これは、本文中で述べられ
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水準を維持しながら、高齢農家の引退促進や所得保障に取り組んでおり、社会保障支出に対す

る制約が非常に厳しいものになっている点がうかがえる。 

こうした財政上の制約が高齢者の所得保障に影響した具体例として、2013 年 2 月に大統領に

就任した朴槿恵の基礎老齢年金をめぐる公約撤廃があげられる。2012 年 12 月に行われた大統

領選挙で朴槿恵は、上述のように給付額が最低生計費の 2 割にも満たないという基礎老齢年金

の現状を問題視し、給付額の大幅増額を政権獲得後の公約に掲げていた。しかし企画財政部の

反対を受け、大統領就任後の同年 9 月、朴槿恵は当該公約を撤回した13。 

  

表 7-1：韓国における国債発行残高と対 GDP 比 

年度 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 

国債残高 111.2 133.8 203.7 282.7 309.0 392.2 443.1 

GDP 比 17.5 17.6 23.3 29.3 28.0 31.0 32.2 

単位：国債残高＝兆ウォン、対 GDP 比＝％ 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=M#SubCont 

(2015 年 8 月 22 日閲覧) 

  

                                                                                                                                                                             

ているような国債発行残高の少なさでは、中央銀行が市場に有意な影響を与えるだけのオペレー

ションを実施できず、韓国銀行自体が債券を発行せざるを得ないからである。『朝鮮日報』2007

年 3 月 1 日付 
13

 『東亜日報』2013 年 9 月 23 日付 
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表 7-2：韓国における国債発行目的の内訳 

年度 2009 2010 2011 2012 2013 

国債残高 359.6 (100.0) 392.2 (100.0) 420.5 (100.0) 443.1 (100.0) 489.8 (100.0) 

一般会計 97.0 ( 27.0) 119.7 ( 30.5) 135.3 ( 32.2) 148.6 ( 33.5) 172.9 ( 35.3) 

公的資金 49.5 ( 13.8) 47.0 ( 12.0) 45.7 ( 10.9) 45.7 ( 10.3) 46.9 (  9.6) 

外為市場安定 104.9 ( 29.2) 120.6 ( 30.7) 136.7 ( 32.5) 153.0 ( 34.5) 171.0 ( 34.9) 

住宅基金 48.5 ( 13.5) 49.3 ( 12.6) 48.9 ( 11.6) 49.6 ( 11.2) 51.3 ( 10.5) 

その他 46.1 ( 12.8) 37.2 (  9.5) 36.2 (  8.6) 28.2 (  6.3) 22.0 (  4.5) 

単位：兆ウォン、括弧内は% 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=M#SubCont 

(2015 年 8 月 22 日閲覧) 

注：小数点第 2 を四捨五入したため、括弧内の値の合計は 100 にならない 

 

こうした財政上の制約の中、政府は高齢農家に引退を促すための年金制度として、2011 年 1

月に農地年金を創設した14。農地年金は、2010 年 5 月に主務官庁となる農林部の傘下機関・韓

国農漁村公社の根拠法である、韓国農漁村公社および農地管理基金法を改正する形で法制化さ

れ15、2011 年 1 月から施行された制度である。この制度では、経営耕地面積が 1ha 未満であり、

かつ経営主およびそ配偶者など同居人の年齢がともに満 65 歳以上である農家が、保有する農地

を農林部傘下の信託銀行である農地銀行に売却もしくは貸与し、現役農家から引退する場合、1

世帯あたり最大で月額 96 万ウォンを年金として受給できる。年金の財源は、高齢農家が手放し

た農地を農地銀行が転売もしくは運用することによって捻出され、国庫による支出は、引退し

た農家の年金受給期間が長くなり、年金受給額が農地の売却益ないし運用益を上回った場合に

限定されることとなっている16。月額制の保険料を財源とせず、また基礎老齢年金のような国

                                                        
14

 大韓民国政府
http://www.korea.go.kr/service/serviceInfoView.do?svcSeq=2104&rnum=4&searchType=0&ctyCode=160

200（2015 年 8 月 22 日閲覧）。以下の農地年金制度についての説明も同様 
15

 韓国法令検索
http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=105236&ancYd=20100517&ancNo=10303&efYd=20101118&nw

JoYnInfo=N&efGubun=Y&chrClsCd=010202#0000（2015 年 8 月 22 日閲覧） 
16

 ただし、政府が借り手のつかない農地を農地銀行から借り入れ、それに対して市場相場から乖離

した高額の利息を支払う形で、農地銀行に実質的な国庫支出を行うということは禁じられていな

い。農林畜産食品部
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?&newsid=155445605&section_id=b_sec_1&pageNo=2&year=2014&listc

nt=10&board_kind=C&board_skin_id=C3&depth=1&division=B&group_id=3&menu_id=1125&referenc

e=&parent_code=3&popup_yn=&tab_yn=N（2015 年 8 月 22 日閲覧） 
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庫支出を主たる財源としているわけでもないという点で、非常に珍しい年金制度である。前章

で見たように、1990 年代以降直接支払制度が実施されるようになると、農家が同制度を実質的

な所得保障として利用し、生産性向上の見込みがほとんどないにもかかわらず、保有する農地

での耕作作業を外部委託するなどして現役を続行する傾向が出てきた。この状態が続くと、低

所得層の農家が滞留するという状況はいつまでも解消されないことになる。そしてそれは、大

規模な耕地で農業機械を積極活用したり、あるいは親環境農業を実践したりすることで、若手

農家や農業事業体が農業所得を向上させる上において、支障になるものでもあった。農地年金

は、政府系金融機関が高齢の農家から農地の借入や買取を積極的に行い、これら農家に農地を

放出させることにより、その引退を政策的に促すというものである。 

統計庁の調査によると、2013 年末時点で農地年金に加入している農家経営主の比率は、70

歳代の経営主がいる世帯で 3％、65 歳から 69 歳の経営主がいる世帯で 1.6％にとどまっていた

17。このように農地年金の普及度が低いことを踏まえ、農林部は 2014 年 1 月、韓国農漁村公社

および農地管理基金法の施行規則を改正し、経営主が満 65 歳に達している農家であれば、配偶

者などの同居人に 65 歳未満の者がいても農地年金に加入できる措置を講じた18。また 2015 年 6

月、農林部は再び韓国農漁村公社および農地管理基金法の施行規則を改正し、農地年金の加入

制限を緩和すると発表した19。この施行規則改正では、農地銀行に売却ないし貸与できる農地

の一戸あたり面積制限を撤廃し、65 歳以上であれば、大規模な農地を保有している農家も農地

年金に加入できることとした。これに伴い、農地年金加入者が受け取れる年金額の上限も引き

上げられる。 

高齢農家の引退を促すために政府が進めている第二の施策が、老人福祉施設20の増設である。

2007 年に始まった基礎老齢年金や、2011 年に始まった農地年金など、韓国における高齢者所得

保障制度は、国庫負担をできるだけ抑制するという厳しい財政的制約に晒されながらも、徐々

に拡充されてきた。しかし、所得保障によって高齢農家の引退を促す施策が打ち出される一方

で、韓国では老人福祉施設や高齢者ケア要員の増加・増員が高齢者人口の増大に追いついてい

                                                        
17

 統計庁・国家統計ポータル
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=143&tblId=DT_11437028&vw_cd=MT_ZTITLE&list_id=101

_11437_03&seqNo=&lang_mode=ko&language=kor&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=E1（2015 年 8

月 22 日閲覧） 
18

 農林畜産食品部
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?newsid=155445193&section_id=b_sec_1&listcnt=5&pageNo=1&year=&

group_id=3&menu_id=1125&link_menu_id=&division=B&board_kind=C&board_skin_id=C3&parent_c

ode=3&link_url=&depth=1（2015 年 8 月 22 日閲覧） 
19

 農林畜産食品部
http://www.mafra.go.kr/list.jsp?newsid=155446794&section_id=b_sec_1&listcnt=5&pageNo=1&year=&

group_id=3&menu_id=1125&link_menu_id=&division=B&board_kind=C&board_skin_id=C3&parent_c

ode=3&link_url=&depth=1（2015 年 8 月 22 日閲覧） 
20

 日本の老人ホームや高齢者向け福祉住宅などを、韓国では養老院（양로원）と総称している。 
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ない。従って、引退後も所得が保障される見込みはあるものの、入居できる高齢者住宅がなか

ったり、引退後の生活のケアをしてくれる人員が地域に不在であったりなどの理由で、現役か

ら退けずにいる農家が相当数存在する。表 7-3 は、2014 年 12 月 31 日現在の韓国における農家

人口を年齢別に記したものである。この統計に基づくと、2014 年末現在、農家人口の約 40％に

あたる 44 万人以上の農家経営主およびその家族が、70 歳を過ぎてもなお現役農家として営農

を継続しているか、その扶養を受けているということになる。これらの人々全てが引退の必要

性に迫られていたり、引退を希望しているわけではないが、既に農地年金への加入年齢にも達

しており、引退の必要性が高いか、あるいは近い将来引退することが予想される農家人口が相

当数いることが読みとれる。 

 

表 7-3：2014 年 12 月 31 日現在の年齢別農家人口 

年齢 39 歳以下 40-49 歳 50-59 歳 60-69 歳 70 歳以上 合計 

農家人口 9,947 82,329 252,507 331,083 444,910 1,120,776 

比率 0.9 7.3 22.5 29.5 39.7 100.0 

単位：人口＝人、比率＝％ 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont 

（2015 年 8 月 22 日閲覧） 

注：各年齢別の人口比は小数点第 2 位を四捨五入した 

 

表 7-4 は、2011 年末時点における満 65 歳以上の高齢者の生活状況を、住居の形態から分類

したものである。このデータは、表 7‐3 で引用したデータとは別の調査において集計されたも

のであり、表 7-3 と表 7-4 の調査年度には 2 年ほどのずれが生じてしまっている。また、表 7-3

は 60 代を 1 つの年齢層として括っており、65 歳以上の農家人口が読み取れるものになってい

ない。それでも、こうしたずれを勘案しつつ 2 つの表を見比べていくと、韓国農村部における

老人福祉施設の拡充が重要な課題であることが分かる。第一に、都市・農村ともに高齢者が子

女と同居している比率は 20％を割り込んでいる上、農村での同居率は都市での同居率よりも

1.7 ポイント低い。他方、高齢者が子女と同居せず、独居、もしくは高齢者夫婦のみで暮らし

ている比率は、農村で 77.7%と、都市での比率よりも 5 ポイント以上高い。この数値からは、

引退した高齢者の面倒を子女が見るということが実態としてあまり行われていないことが分か

る。そして、特に農村では、子女と別れて暮らす高齢者が、独居ないし老夫婦のみの世帯を営

んでいるケースが多いことが読み取れる。第二に、一般住居および子女同居以外の、何らかの
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老人福祉サービスを受けて生活している高齢者について見てみると、高齢者専用住宅、グルー

プホーム、敬老堂21サービスの利用、および施設入所22の 4 項目すべてにおいて、農村の数値が

都市の数値よりも低くなっており、農村におけるこれら施設の普及度が都市よりも低いことが

分かる23。 

 

表 7-4：2011 年 12 月 31 日現在の住居形態別高齢者（満 65 歳以上）人口の割合 

住居形態 一般住宅 子女同居 高齢者専

用住宅 

グループ

ホーム 

一般住宅

＋敬老堂 

施設入所 その他 

都市 72.5 18.9 1.1 1.1 0.7 5.5 0.2 

農村 77.7 17.2 0.2 0.5 0.1 4.2 0.0 

出典：統計庁・国家統計ポータル『老人実態調査』

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=D#SubCont

（2015 年 2 月 2 日閲覧） 

単位：％ 

注：原資料における「洞部」を都市部、「面・邑部」を農村部と読み替えた。 

 

農村における福祉施設や福祉サービスの普及が遅れがちになっているという課題は農村住民

を対象としたアンケート調査からもうかがえる。表 7-5 は、保健福祉部が 2013 年に都市および

農村の住民 2000 名を対象として行った調査「農漁業人福祉実態調査」の結果から、福祉サービ

スへの満足度に関する回答を抜粋したものである。この調査結果によると、現在政府によって

提供されている福祉サービスについて「とても満足している」と回答している住民の比率は、

都市も農村もあまり違いがないが、「やや満足している」の比率は都市が農村を大きく上回り、

逆に「普通」と回答した比率は農村の方が多い。そして、都市では集計不能と判定されるほど

わずかしか存在しなかった「とても不満」と回答する層が、農村には 2.1％存在する。従って、

現在の福祉サービスの普及度の下では、農村住民の福祉需要が都市ほど充足されてはいないと

いえる。 

  

                                                        
21

 敬老堂（경로당）とは、洞や面といった最小行政区画に 1，2 か所程度設置される高齢者福祉に

特化したコミュニティ・センターであり、そのサービス内容は、日本のデイサービスに相当する

ものといえる。 
22

 基礎自治体によって最低生計費を得られないと判断されたり、病気や障害で日常生活を送ること

が困難と判された人々が、日本の福祉アパートに相当する施設へ入居を斡旋されることをさす。 
23

 なお、「その他」に分類されるものとしては刑務所での懲役刑執行などがある。  
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表 7-5：都市・農村住民の福祉サービスに対する満足度 

回答 とても満足 満足 普通 不満 とても不満 

都市 20.4 59.5 16.6 3.5 n.a. 

農村 20.5 32.0 41.0 4.4 2.1 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=D#SubCont

（2015 年 2 月 2 日閲覧） 

単位：％ 

 

これまでに述べてきた施策を通じて、韓国政府は高齢農家の引退と、それによる農地の区画

整理や再編を実現し、農業の生産性が向上しやすい環境の構築を図っている。しかし、本節で

述べた諸措置は、生産性の低迷する農家の退出を促すものであって、新規就農者の確保や促進

を実現するものではない。 

前節で見たように、韓国政府は 2010 年前後から、高齢農家の引退を容易にする措置をとるよ

うになってきている。しかし、前節で見た諸措置はあくまで生産性の低い農家を引退させるも

のであって、新たな農業の担い手が参入したり、若手の農家が高齢農家の土地を継承したりす

ることを促すものではない。加えて第 2 章でも指摘したように、韓国においては親の職業を子

が継承するという意識は希薄であり、引退した農家経営主の農地を、その子が継承するという

ケースは決して多くはない。そのため、韓国農業を維持していくためには、別途、就農を促進

する政策が必要であった。 

他方、新たな農業の担い手を育てていく政策は、韓国農家数そのものの減少に対処するとい

う観点からも必要とされていた。表 7-6 は、1990 年代以降の韓国の農村人口の変遷を記したも

のであるが、1990 年から 2000 年までの 10 年間で農村人口は 260 万人減少し、その総人口に占

める比率はパーセンテージにして 8 ポイント下落している。2000 年代に入り減少ペースは緩や

かになっているものの、引き続き農村人口が絶対数でも、総人口に占める比率においても減少

している点は変わりない。前章第 4 節で触れたように、政府は 2020 年までの第 4 次国土総合開

発計画において国土の均衡発展を図っていくとしており、この点からも、高齢化した既存の農

家の代替となる農業の担い手を確保するという観点とは別に、農村人口の減少そのものへの対

応を図る必要があった。 
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表 7-6：1990 年代から 2000 年代にかけての韓国の農村人口 

年度 1990 1995 2000 2005 2010 

総人口(A) 42,869 45,093 47,008 48,138 49,410 

農村人口(B) 12,000 9,560 9,343 8,704 8,629 

B/A 27.99 21.20 19.87 18.08 17.46 

単位：総人口・農村人口＝千人、B/A＝% 

出典：統計庁・国家統計ポータル 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=A#SubCont 

（2014 年 10 月 25 日閲覧） 

 

第 3 節 都市住民の就農 

 

2009 年 4 月、政府は国務会議で帰農・帰村総合対策24を決定した。帰農・帰村総合対策は、

2000 年代に入って都市在住のベビーブーマー25以下の世代が農村に移住し、就農や起業に踏み

切るケースが増えていることを踏まえ、これを促すことで、農村の経済振興と国民の多様な人

生価値の追求を支援しようとするものである26。具体的には、農林部および農村振興庁を通じ

た帰農教育の実施、就農向け融資制度の創設、インターネット上における帰農・帰村情報のワ

ンストップ・サイト（http://www.returnfarm.com）の創設などが実施事業とされた。これは、離

農・離村の進行を前提とした上で農業部門の進行を図ってきた従来の農政を大きく転換するも

のとなった。 

そもそも韓国では 1990 年代後半に至るまで、農村へ移住し、就農したり、農業以外に目ぼし

い産業がない場所で暮らし始めたりする人々を政府や民間機関が調査すること自体、ほとんど

行われてこなかった。そのため、農村を人口動態の面から分析する資料も少なく、国勢調査に

よって集計された人口のうち、最少行政区画が邑もしくは面にあたる農村地域の数値のみを抽

出することで、農村人口の正確な値を求める程度のことしかできなかった27。 

                                                        
24

 当該国務会議決定は、帰農および帰村を促進するための政策方針であるため、日本語で帰農・帰

村総合「対策」と表記するのは語弊があるが、同決定の原語表記（귀농 귀촌 총합대책）は漢字

転写すると「帰農 帰村 綜合對策」である。本論文では、該当する漢字表記が存在しないセマウ

ル（새마을）運動を例外として、韓国の法令や政策文書の名称は全て韓国語での漢字表記をその

まま日本語でも用いることにしているため、ここでもその原則に従った。 
25

 韓国は、朝鮮戦争休戦後の 1950 年代半ばにベビーブームを経験している。 
26

 大韓民国政府 http://www.korea.go.kr.govTask/govTaskDetailView.do?seq=717&govCode=1543000

（2015 年 8 月 23 日閲覧） 
27

 国勢調査のデータを見るという作業では、任意の地域を設定し、その人口の変化や総人口に占め

る比率の変化を捉えることはできるものの、他地域からの転入や他地域への転出を把握すること

はできない。 
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こうした状況が大きく変化する契機になったのが、1997 年の経済危機による失業率の急上昇

であった。1997 年 11 月、当時中堅財閥であった韓宝グループの経営破綻以降一気に深刻化し

た経済危機のため、表 7-7 に示されるように、翌 1998 年の失業率は前年比 4.4 ポイント増の 7%

にまで悪化した。表 7-7 からも読み取れるように、この時失業者の発生度合は都市部にあたる

非農村部の方が深刻であった。もともと韓国では、都市の失業率は農村のものよりも高くなる

傾向にあるが、1997 年から翌 1998 年にかけて、農村の失業率が 1.1 ポイントの悪化にとどま

ったのに対し、都市の失業率は 4.8 ポイントも悪化するなど、経済危機による失業問題は都市

の方が深刻であった。 

 

表 7-7：韓国における失業率の推移 

年度 1995 1996 1997 1998 1999 2000 

全国平均 2.1 2.0 2.6 7.0 6.3 4.1 

農村 0.6 0.5 0.7 1.8 1.7 1.2 

非農村 2.3 2.3 2.9 7.7 7.0 4.5 

年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 

全国平均 3.8 3.1 3.4 3.5 3.5 3.3 

農村 1.2 1.0 0.9 1.0 0.9 1.1 

非農村 4.1 3.3 3.7 3.7 3.8 3.5 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont

（2015 年 8 月 23 日閲覧） 

単位：％ 

注 1：韓国の公式統計では、18 歳以上 65 歳未満の男女のうち、労働の意思があるにもかかわら

ず無職である者のみを失業者と定義している。従って労働の意思を持たない者は失業者に

含まれない。 

注 2：1999 年以前の数値では 1 週間以上求職活動を行ったことが確認される健常者を失業者と

して数えているが、2000 年以降の数値では、4 週間以上求職活動を行ったことが確認され

る健常者のみを失業者として数えている。 

 

結果的には、経済危機の翌年である 1998 年に失業率は底を打ち、以後急速に改善することと

なるが、そうした状況の変化が予想できなかった危機発生直後は、都市で失業した人々の多く

が、景気変動の影響を受けにくい農業に就労することで収入源を確保しようとした（イ・ジョ
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ンファ、2014、pp. 6-10）。こうした事情を受け、政府や研究者の間では 1997 年以降、都市住民

の農村への移住を「帰農」および「帰村」と呼び28、その動向を調査する取り組みが始まった。

その取り組みの中で集計された毎年の帰農・帰村世帯数を示したものが、グラフ 7-1 である。

1996 年以前に帰農・帰村した世帯の数が出されていないため、1997 年の 1,841 世帯という数値

が高いのか低いのかは断定できないものの、同年から翌 1998 年にかけて、帰農ないし帰村した

世帯の数が 3 倍以上に増えていることは確認できる。しかし、その次の年である 1999 年には帰

農・帰村世帯数は 4000 世帯余りにまで減少し、2000 年にはさらに 1000 世帯余りにまで急減し

ている。そして、2001 年には 1000 世帯を下回っている。これは、表 5-7 でも見られるように、

経済危機後に悪化した都市部の雇用状況が早い段階で改善に向かい、都市住民が不慣れな農業

を就労先に選ぶ必要がなくなってきたことがあるものと考えられる。 

  

                                                        
28

 一般には、農村に移住し、就農することを「帰農」と呼び、就農はしないものの、農村へ移住す

るということを「帰村」と呼んでいる。しかし、就農以外の目的で農村へ移った後、数年経って

から農業を始めたというようなケースは「帰農」と「帰村」のどちらに分類されるのかなど、両

者の分け方には曖昧なところが多い。そのため本稿では、特に必要がない限り、両者を厳密には

区別せずに扱っている。 
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グラフ 7-1: 帰農・帰村世帯数の変遷 

 

年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 

世帯数 1,841 6,409 4,118 1,154 880 769 885 

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

世帯数 1,302 1,240 1,754 2,384 2,218 4,080 4,067 

年度 2011 2012 2013 2014  

世帯数 10,503 27,008 32,424 44,586 

単位：世帯 

出典：イ・ジョンファほか（2014、p. 14）．但し、2013 および 2014 年度のみ『農民新聞』2015

年 3 月 23 日付に掲載された速報値を掲載 

 

しかしグラフ 7-1 の付表によると、2002 年に 769 世帯まで減少した帰農・帰村世帯数は、翌

2003 年以降、反転して増加傾向を見せている。例外的に 2004 年から 2005 年にかけて、および

2009 年から 2010 年にかけては微減となっているが、それを除くと、2013 年まで、帰農・帰村

した世帯の数は一貫して増え続けている。また、近年の増加の傾向は、経済危機直後の 1998

年のように、前年比 3 倍以上の急速な伸び率を見せた後、翌 1999 年には早くも減少傾向に転じ

るというような一過性のものではなく、2013 年に至るまで、10 年以上持続するという長期的な

ものである。無論、このデータは都市から農村へ移住した世帯だけを単純に集計したものであ

り、農村から都市へ移住した人々や、移住した先の農村に定着できず、都市へ再移住した人々
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の人数を反映していない。表 7-8 は、5 年ごとに行われる国勢調査に基づく都市と農村の人口

であるが、帰農・帰村した世帯が増加しているにもかかわらず、農村人口は一貫して減少を続

けている。このことからは、依然として農村から流出する人口が大きく存在していることが確

認できる。しかし、表 7-8 の農村人口を注意深く追ってみると、その減少ペースは時期によっ

て相当に上下していることが分かる。すなわち、1990 年から 1995 年にかけての 5 年間の減少

率が 20％以上に達し、また 2000 年から 2005 年にかけての 5 年間でも 6％以上の減少率が見ら

れるのに対し、1995 年から 2000 年にかけての 5 年間の減少率は 2％台に、2005 年から 2010 年

の減少率は 1％未満に、それぞれとどまっている。このうち、1990 年代後半に減少率が低水準

にとどまったのは、1997 年に経済危機が起こり、都市での失業が深刻化したためと考えられる。

都市住民の農村移住が急増し、また既存の農村住民が失業の深刻な都市部への移住を見合わせ

れば、農村人口の減少ペースは大きく落ち込む。これに対し、2000 年代後半の減少ペースの急

落は、都市での雇用難などと結びつけて論じることはできない。表 5-9 は、2004 年以降の失業

率を集計したものであるが、同年以降、失業率は一貫して 3％台にとどまっており、1990 年代

後半の一時期とは大きく状況が異なる。1960 年代から長期間に渡って続いてきた人口流出の結

果、農村から都市へ移住しようと考える、あるいは移住することができる人々が移住しきった

と考えることも不可能ではないが、他方で、グラフ 7-1 で示した帰農・帰村世帯数の増加を踏

まえるならば、都市から農村へ移住した人々や、より自発的な理由で農村に残ることを選択す

る農村住民が出てきたことにより、減少ペースの低下が起こったと考えることもできる。  
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表 7-8：1990 年代以降の都市と農村の人口および農村人口減少率 

年度 1990 1995 2000 2005 2010 

都市人口 32,290 34,991 36,642 38,337 39,363 

農村人口 12,000 9,560 9,343 8,704 8,629 

前期比 n.a. -20.3 -2.2 -6.8 -0.8 

単位：都市および農村の人口＝千人、農村人口の前期比増減率＝％ 

出典：統計庁・国家統計ポータル 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=A#SubCont 

（2015 年 8 月 23 日閲覧） 

注 1：千人未満の値は四捨五入してある。 

注 2：都市人口のデータは、1990 年以前については市制施行地域の人口を、1995 年以降につい

ては末端行政区画が「洞」である地域の人口を基準としている。 

注 3：農村人口のデータは、末端の行政区画が「邑」ないし「面」である地域の人口の合計値

を基準としている。 

 

表 7-9：1997 年以降の失業率の変遷 

年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 

失業率 2.6 7.0 6.3 4.1 3.8 3.1 

年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

失業率 3.7 3.7 3.7 3.5 3.2 3.2 

年度 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

失業率 3.6 3.7 3.4 3.2 3.1 3.5 

単位：％ 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=B#SubCont

（2015 年 8 月 23 日閲覧） 

注：本表の失業率は、心身障害者や就労意思のある高齢者、主婦などを労働人口に参入したも

ので、表 7-7 で引用した 2003 年以前のデータとは集計方法が異なる。 

 

上記のグラフ 7-1 および表 7-9 からは、2003 年以降の韓国で帰農・帰村者が増加していると

いう事実に加え、それが都市での不況によるものではなさそうであるという点を読み取ること

ができる。既に韓国では、過去 10 年余りの間に帰農した人々の動機や特徴について一定の調査
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が進められており、それらを通じて、この帰農の促進要因を考察することが可能になっている。

次節では、その点について論じる。 

 

第 4 節 帰農者に対する調査 

 

まず、1997 年から 98 年にかけて見られた一時的な帰農・帰村の急増が、2002 年以降の持続

的な増加とは性質の異なるものであった点を指摘した研究として、イ・ジョンファら（2014、

pp. 22-25）が挙げられる。イ・ジョンファらは、1990 年代後半に短期的に見られた農村移住は、

経済危機に伴う都市での失業を受けてのものであったと指摘した上で、それが 2 年程度で収束

したのは、都市での雇用事情が短期間のうちに改善したことに加え、営農経験の乏しい都市住

民には、土地や大型機械の運用を伴う農業経営が著しく困難であったこと、そしてその事実が

農村移住を検討していた都市住民にも知られるようになったことによると分析している。後述

のように、2009 年に帰農帰村総合対策が国務会議で決定されたことを受け、政府は帰農希望者

向けの農業教育を無料で実施しているが、その教育プログラムは最低履修時間が 100 時間であ

り、帰農後の追加講習なども含めれば 130 時間以上の授業時間が設定されている。こうした長

時間の教育を受けなければ農業経営ができないとされる現状に鑑みれば、農村移住者向けの社

会人教育がほとんど行われていなかった当時、農村へ移住した都市住民の多くが技能不足によ

り農業経営で挫折したとするイ・ジョンファの議論は説得力がある。 

他方、2000 年代に入ってからの帰農・帰村については、移住者の増加そのものは 2003 年か

ら既に始まっていたものの、その要因に対する分析や個々の帰農者に対する調査が本格的に行

われるようになったのは、政府が 2009 年に「帰農・帰村総合対策」を国務会議で決定してから

のことであった。同決定以前に刊行された帰農に関連する文献としては、パク・ハギョンほか

（2006）が挙げられる。ただし、パク・ハギョンらの研究は『韓国の富農たち』という本のタ

イトルからもうかがえるように、都市から就農目的で農村へ移住した人々を正面から取り上げ

たというものではなく、高い技能を駆使することで農業所得を向上させた農家についてインタ

ビューやサーベイを行い、その経済的成功要因について考察するというものであり、その中に

いくつかの事例として帰農者が含まれているというものであった。また同書には 2006 年当時の

農林部長官が寄稿しており、その中で、韓国農業は農産物貿易が自由化される状況下、高いス

キルや独創性を持った人材が就農することによってのみ存続可能であり、またそうした農業の

担い手のみが経済的に成功できるであろうという展望を提示しているものの（パク・ハギョン、

2006、p. 2-3）、これも農家の経済的成功についての記述であり、帰農を主題として語ったもの

ではない。いずれにせよ、2000 年代半ばの時点ではの帰農・帰村が増加傾向に転じて数年程度
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しか経過していなかったこともあり、本格的な調査・研究がなされる段階にはなかったといえ

る。 

2009 年に国務会議決定された総合対策は、2003 年以降の帰農・帰村者の増加を政策的支援に

よって一層促し、農家人口の減少と営農者の高齢化による農業の衰退を緩和することを目的と

している。具体的には、農業の創業資金として世帯当たり最大 3 億ウォンを年利 2.0%で貸し付

ける、移住先となる農村での住居整備費用として 5000 万ウォンを年利 2.7％で貸し付ける、農

業に就労する上で必要な知識について、100 時間から 130 時間分の無償教育を施すという 3 つ

のプログラムが盛り込まれている29。政府による支援策の実施を受け、全国各地の農村自治体

でも帰農者の移住を促す施策が相次いで発表されている。表 7-10 は、2015 年 8 月現在各地の

政府および自治体が行っている帰農者招致プログラムの一部である。いずれも、帰農者に対す

る無利子・低利子の融資や無償の技能教育などを行うことで、帰農希望者を呼び込み、就農さ

せようという狙いが読み取れる。ミカンの産地であり、農業や農産物加工業の発展に注力して

いる済州島の西帰浦市のように、複数のプログラムを用意し、より積極的な帰農者招致に努め

ている自治体もある。こうした政府・自治体の動きが本格化した 2010 年以降、グラフ 7-1 にも

示されていたように帰農者の増加ペースは著しく高まっている。 

  

                                                        
29

 政府の帰農者に対する支援は農村振興庁・帰農帰村総合センターウェブサイト

http://www.returnfarm.com/www/c2/sub1.jsp を参照（2015 年 5 月 26 日閲覧） 
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表 7-10：政府および自治体による主な帰農者招致プログラム 

政府機関・自治体名 プログラムの内容 

農村振興庁 

 

 

 

江原道 

 

 

 

慶尚南道 

 

全羅南道麗水市 

 

忠清北道忠州市 

 

慶尚北道金泉市 

 

済州特別自治道西帰浦市 

100 時間の無償農業教育 

年利 2.0%の農業創業資金貸与（1 世帯あたり 3 億ウォンまで） 

年利 2.7%の住宅ローン（1 世帯あたり 5000 万ウォンまで） 

 

帰農者と既存農村住民との交流行事への助成（1 村落あたり年間

600 万ウォンまで） 

帰農者に対する農業専門新聞無料配布（1160 世帯まで） 

 

帰農者の受入を希望する村落を募り、道の広報誌などで宣伝 

 

帰農後 1 年間、月額 30 万ウォンを定着支援金として給付 

 

帰農に伴う引っ越し費用を補助（1 世帯あたり 100 万ウォンまで） 

 

帰農者招致専門サイト（http://gofarm.kr）の開設 

 

農業技術教育受講時、月額 40 万ウォンの手当支給 

低温貯蔵庫購入資金を給付（1 世帯あたり 1250 万ウォンまで） 

帰農創業時の農業機械購入費用補助（1 世帯あたり 500 万ウォン

まで） 

兼業帰農者に対する人件費補助（時給換算 7000 ウォン以内） 

出典：農村振興庁帰農帰村総合センター http://www.returnfarm.com/www/c2/sub1.jsp（2015 年 8

月 24 日閲覧）を元に筆者作成 

 

2010 年以降の帰農の急増は一種の社会現象としてメディアに報じられる30ほどであり、こう

した現象を受けて、増加する帰農・帰村者とはどういった社会的背景を持った人々なのかとい

う点について、インタビューやフィールドワークを行う研究者が出てきた。これらの研究は、

2000 年代以降、帰農・帰村者を 10 年に渡って増加させている理由の一つとして、ベビーブー

マーの定年退職を指摘している31。韓国は 1953 年に朝鮮戦争が休戦となった後、1960 年代にか

                                                        
30

 例として『農民新聞』2014 年 8 月 15 日付など。 
31

 イ・ジョンファ（2014、pp. 18-24）、農林水産食品部（2010、pp. 12-14）、東北地方統計庁農業調 
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けてベビーブームを迎えているが、同国の労働市場では都市勤労者が 50 歳代までに実質的な定

年退職を迎える雇用慣行が続いてきたため（玉置、2003、pp. 164-182）、2000 年代に入ると、

いわゆるベビーブーマーに属する人々の大量退職が始まった。韓国が本格的に都市化する前に

生まれた彼らは、幼少期を農村で過ごしているケースが多く、従って老後を農村で過ごそうと

する選好が強いことが、帰農を促す大きな要因になっている（イ・ジョンファら、2014、pp. 8-11）。

しかしこの説明は、あくまで帰農・帰村者を増加させている理由の一つを指摘しているもので

あって、このような人口構成やライフサイクルに基づく議論だけで帰農者増加のすべてを説明

できるわけではない。2012 年に統計庁が行った調査によると、同年に帰農ないし帰村した人々

の平均年齢は 47 歳であり、50 歳代が帰農・帰村者全体に占める割合は 36％程度である32。こ

れに対し、40 歳代は帰農・帰村者全体の 43％を、30 歳代は同 10％を占めており、ベビーブー

マーが帰農・帰村者全体に占める割合は決して低くないものの、40 歳代以下のより若い世代が

帰農者全体の半数以上を占めている33。こうした調査結果を踏まえると、過去 10 年の帰農・帰

村者の増加については、人口構成以外の側面からの説明も必要であるということができる。 

2010 年以降行われた帰農・帰村研究のうち、個別の帰農者の社会的背景や経済状態について

詳細なインタビューと分析を行い、かつ一定の標本数を確保したものとして、イ・ジョンファ

ほか（2014）が挙げられる。これは、南西部の光州広域市に所在する国立全南大学が主体とな

り、2003 年以降ソウルなど大都市圏から全羅南道へ帰農した人々のうち、個人情報の提供を含

む大学への調査協力に同意した 22 人の農家経営主を標本として、農業経営の状況調査やインタ

ビューを実施したものである。インタビュー結果や調査時に撮影された写真は調査対象者１人

につき 5-10 ページ程度にまとめられており、それらを通じて帰農者が移住・就農後に経験した

失敗や成功、その結果としての農村生活の状況、そして今後帰農しようと考えている人々に対

する助言・含意が読み取れるようになっている。年間数千から数万世帯が帰農ないし帰村して

いる状況を考えると、22 人というインタビュー対象者数は標本として少ないことが否めないが、

帰農者に対する全国的な調査はいまだその数が少なく、また先行調査の多くは 1 人の帰農者の

ライフヒストリーを把握するという、単独事例研究・計質分析である。そのような先行調査の

制約を踏まえ、以下では、この全南大学の調査を主たる参考としつつ、過去 10 年余り増加傾向

にある帰農者の選好などを見ていくこととする。なお、全南大学の調査に協力した 22 件の農家

の主たる営農内容は表 7-11 の通りである。調査対象者の多くがプライバシー上の理由により匿

                                                                                                                                                                             

査課（2013、pp. 1-3）など。 
32

 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=A#SubCont を参照

（2015 年 8 月 24 日閲覧） 
33

 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=A#SubCont を参照

（2015 年 8 月 24 日閲覧） 
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名となっていることを踏まえ、以下で当該調査の回答者を特定する必要のある際は、本表で各

回答者に振られた通し番号により識別を図ることとする。 

 

表 7-11：2013 年全南大学の調査における回答者と主な営農内容および移住理由 

番号 内容 主な移住理由 番号 内容 主な移住理由 

1 稲作 都市生活でのストレス 12 畑作 都市生活でのストレス 

2 畜産 （明確な回答なし） 13 畑作 都市生活でのストレス 

3 畑作 都市生活でのストレス 14 果樹 （明確な回答なし） 

4 薬草 （明確な回答なし） 15 畑作 親族からの農業継承 

5 畑作 農村での就労希望・自己実現 16 畜産 農村での就労希望・自己実現 

6 畑作 都市での事業失敗 17 薬草 都市生活でのストレス 

7 畜産 農村での就労希望・自己実現 18 複合 都市生活でのストレス 

8 畑作 家庭菜園に由来する関心 19 畑作 農村での就労希望・自己実現 

9 果樹 都市生活でのストレス 20 畑作 都市生活でのストレス 

10 畑作 都市生活でのストレス 21 畑作 農村での就労希望・自己実現 

11 畑作 家庭菜園に由来する関心 22 畑作 農村での就労希望・自己実現 

出典：イ・ジョンファほか（2014）の内容を元に筆者が作成 

注：通し番号は、原典における紹介順序である。 

 

まず、都市での生活に区切りをつけ、就農のために移住した理由については、22 人の調査対

象のうち、19 人が明言している。このうち、父母など血縁者が耕作していた農地の継承を理由

に挙げたのは 1 人（回答者番号 15）だけであり、都市での事業の失敗を理由に挙げた回答者も

1 人（回答者番号 6）のみである。他の 17 人のうち、2 人（回答者番号 8, 11）は都市在住時か

ら家庭菜園を営むなど農業について一定の知識の経験を持っており、転職を機に本格的な就農

へ踏み切ったとしている。そして、回答者の半数以上を占める 15 人は、都市での生活に対して

不満を持っており、それを解消するために農村へ移住、就農したと回答している（回答者番号

1, 3, 5, 7, 9, 10, 12, 13, 16, 17, 18, 19, 20, 21, 22）。親族から農地を継承する形での就農が 1 件と少

数派である点は、既に第 2 章でも言及した、血縁に基づいて職業を継承するという観念が希薄

であるという韓国農業全体の傾向と整合的である。また、失業や倒産など都市での経済的失敗

による就農が 1 件に留まっているのも、本節で既に述べたように、経済危機による都市での失

業問題が 2000 年前後には収束していた点と整合する。これに対し、都市のライフスタイルに由

来するストレスや不満から就農した回答者は 15 人おり、都市で家庭菜園を営んでいたという 2
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人を加えると、全調査対象 22 人のうち 17 人が、都市での失業などといった消極的な理由では

なく、農業を営むことに対して何らかの意義を見出すという積極的な理由で帰農を決意したこ

とになる。 

都市での生活に不満を持ち、帰農を決意したという 15 人について、より具体的な不満の内容

を追っていくと、以下のように 2 つに分けることができる。1 つは、都市の慌ただしい生活に

違和感を覚えたり、会社勤めで体調を崩したりなど、都市生活を継続することに心身の負担を

感じるようになったというもので、9 人の回答者がこれに該当する（回答者番号 1, 3, 9, 10, 12, 13, 

17, 18, 20）。都市生活、特に会社勤めが原因で体調を崩したり、精神的にストレスを抱え込む

ようになるという点34は、既に 2003 年頃から全国的に社会問題化しているが（玉置、2003、pp. 

176-182）、その理由の 1 つとして、前章でも言及したように韓国人の年平均労働時間が 2012 年

時点で 2350時間と、西欧諸国はもとより、アメリカや日本と比べても長いことが挙げられる35。

農業を営む場合も、相応の労働投入時間が必要にはなるものの、その時間配分などについて個々

人の裁量の余地が大きくなるため36、精神的ストレスから転職を希望する都市労働者にとって、

農業は一定の魅力を持った選択肢になっているといえる。 

都市での生活に不満を持ち、帰農をする人々を構成するもう一つのグループが、NGO メンバ

ーや健康食品販売者など、自分の抱いている価値観を実現させるため、より能動的に就農する

人々である。上記イ・ジョンファの調査では、6 人の回答者がこれに該当する（回答者番号 5, 7, 

16, 19, 21, 22）。これらの人々は、自然環境の保護や親環境農産物の積極的利用などを通じ、多

くの人々が健康的で環境親和的な生活を送れる社会を作りたいという価値観を持っている。そ

して、都市での勤労生活ではこれらの価値観に根差す生活を実現できない、あるいは他の人々

に提供することができないという制約を抱えており、自己の価値観に基づく目標を実現させる

ために就農という選択肢をとったといえる。換言すれば、都市部で価値観が多様化し、所得水

準の向上などといった経済的利益だけでは説明できない社会的要求が出されるようになってき

たものの、現状の都市環境ではそれらの要求を満たすことが困難であり、従って農村へ移住す

る者が出てきたということができる。 

以上、イ・ジョンファほか（2014）をもとに、全南大学が 2013 年に行ったインタビュー調査

を分析してみたが、この分析結果を総括すると、以下の 3 点にまとめることができる。まず、

前述の内容を繰り返すことになるが、2000 年代に入ってからの帰農・帰村者の長期的な増加傾

                                                        
34

 筆者によるソウル特別市農業技術センター、チン・ウヨン（진우용）指導員へのインタビューよ

ると、都市生活でのストレスを原因として就農を希望する事例は、ベビーブーマーが定年退職に

前後して農村へ移住する事例と並んで多く、帰農の主要な動機となっている。（2014 年 8 月 22 日、

ソウル特別市農業技術センターにてインタビュー実施） 
35

 統計庁 http://www.index.go.kr/potal/main/EachDtlPageDetail.do?dx_cd=1485（2015 年 8 月 24 日閲覧） 
36

 ただし、農業が裁量の余地の大きい職業たりうるのは世帯単位で営む「農家」の場合であって、

法人経営に基づく農業はこの限りではない。 
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向は、1990 年代末に一時的に見られた一時的増加と異なり、都市での失業など、経済的なショ

ック37によってもたらされたものではない。次に、帰農・帰村者の長期的増加は、ベビーブー

マーの退職時期と関連が指摘されるなど、世代サイクルと完全に無縁なものとは言えないもの

の38、その多くが親からの農地の継承に基づくものではなく、従って世代サイクルという観点

からは部分的な説明しかできない。そして三番目に、近年の帰農者の相当数が、ストレスの少

ない生活を送りたい、あるいは社会的価値観を成就させたいなどといった、より積極的で、な

おかつ経済的動機よりも社会的動機に主として基づく形で就農しているということである。  

しかし、社会的動機に基づく帰農の増加といえども、農業所得を確保するための農業インフ

ラが整備されておらず、就農後に極端に所得の少ない生活が予想される状況にあっては、帰農・

帰村する者が増加するとは考えにくい。従って次節では、本稿第 4 章までで述べた過去の農村

開発政策も踏まえつつ、帰農・帰村者の行動の動機について、人口移動研究のフレームワーク

を用いた分析を行う。 

 

第 5 節 人口移動としての帰農・帰村 

 

本節では、人口移動理論の観点から、2000 年代以降の韓国における帰農・帰村の増加を説明

することとなるが、それに先立ち、農工間ないし都市・農村間の人口移動をめぐるフレームワ

ークを、先行研究のレビューを行いつつ見ていくこととする。なお、都市と農村の人口移動を

めぐる先行研究は、その圧倒的多数が農村から都市への移動を分析対象としたものであり、都

市から農村への移動を取り上げたものは極めて少ない。離農と都市住民の農村移住とでは移動

の方向が逆であり、従って離農を分析する枠組みで帰農を分析することは必ずしも妥当ではな

い。しかし、環境の大きく異なる場所への移動の理由や目的をどう説明するかという点で、先

行の諸研究は一定程度参考にできると考えられる。 

農村から都市への人口移動が生じる要因としてこれまでに指摘されてきたものを要約すると、

表 7-12 のようにまとめることができる。なお、この表で挙げた 4 つの移動理由は必ずしも相互

排他的ではなく、同時に複数の移動動機が並立している可能性も否定されない（泉田、2005、

pp. 75-78）。これらの移動動機のうち、就業機会および所得格差については、1950 年代にアー

サー・ルイスによる二重経済モデルの一部を成すものとして取り上げられたものである。すな

わち、人口過剰に陥りやすく、また所得水準も低いものにとどまりやすい農村に対し、都市は、

                                                        
37

 ここでは、ミクロ経済学における一般的な概念定義に従い、失業や扶養者の死亡、災害などの予

期せぬ突発的な出来事により、所得が断絶してしまうことをショックとして扱っている。 
38

 上記全南大学の調査の回答者のうち、自己の年齢層を明らかにしている者は多くないが、家庭菜

園をきっかけに農業に興味を持ち、最終的に就農した 2 名（回答者番号 8、11）は、農村への移

住が定年退職と同時期であったとしている。 
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一たび工業化が始まれば多くの労働力需要を生み出し、また工業部門はその性質上、農業部門

に比べて所得水準が向上しやすい39。また、伝統的な家族経営をとることが多い途上国の農業

部門は、特に就くべき仕事もなく、実質的な失業状態にある者が、家族内のワークシェアリン

グにより統計上の失業者としてカウントされにくい。これは偽装失業ないし潜在的失業とされ、

農村・農業部門には統計に表れる以上に実質的な失業者が存在していることとなる。そのため、

農業従事者の人口が過剰となっている状況で都市部を中心とした工業が成長を始めると、農業

従事者の相当部分が工業部門に移動すると考えられるのである（Lewis、1954）。しかしルイス

のモデルには、工業化が進み、雇用機会が増加しているはずの途上国都市部で失業問題が発生

しているという現実を説明できないという制約があった。この点を踏まえつつ人口移動の定式

化を図ったマイケル・トダロが提示したのが、期待所得モデルである。このモデルでは、農村

にいる余剰労働力が都市ないし工業部門での雇用状況について不完全な情報しか持っていない

という前提に立った上で、都市の工業部門に就労できず、失業者となるリスクを計算に含みつ

つも、同時に都市で就労した際に得られる所得が農村での所得よりも高水準でありうるとし、

そのリスク計算の中で移住を決意するとしている（Todaro、1969）。主体的均衡仮説は、個々の

移住者の視点に立ったトダロの分析枠組みをさらに発展させたもので、農村の余剰労働力が、

都市の農村の賃金格差のみならず、生活費の差異や家族と別居することのリスクなど、様々な

利害を考慮し、都市においてそれら利害関係の均衡がとりやすい場合は移住を決意し、農村に

おいて同均衡がとれる場合は農村に残留するという考え方である（泉田、2005、pp. 75-79）。こ

の他にも、途上国を中心に農村人口の都市への移動、或いは農業部門の労働者の工業部門への

移動をモデル化した先行研究としては、都市への移住に男女別のパターンの違いがあるとした

Lall et al（2006）や、移動者が世帯の扶養者か否かといった家族内での立場が一定のインパク

トを与えうるとした Lucas（1997）などがあるが、これらはいずれも、農工間もしくは都農間

の人口移動が、高賃金という経済的利益を目的とした農村住民の合理的行動の結果として生じ

るという、ルイスならびにトダロのモデルを土台としている。 

  

                                                        
39

 工業製品に相対的に高い所得弾力性が認められるのに対し、一人あたりの消費量に限りのある食

料は、消費者の所得向上に見合うだけの消費量増大をもたらしにくい。そのため、農業従事者の

所得水準も工業従事者のそれに比べて向上しにくい特性がある。 
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表 7-12：都農間人口移動を説明する主な理論的枠組み 

移動の理由 概要 

就業機会 現住地に就業機会がない場合、人々は就業機会のある場所へ移動する 

所得格差 現住地での所得水準が低い場合、人々はより所得の高い場所へ移動する 

期待所得 移動先で相対的に高い所得が見込める場合、人々は当該地域へ移動する 

主体的均衡 移住候補地の賃金水準や生活費などを勘案し、移動の是非を決定する 

出典：泉田ほか（2005、pp. 75-78）を元に著者が作成 

 

上記のように、途上国が工業化していく過程における都農間ないし農工間の人口移動をめぐ

る先行研究は農村から都市への移動を説明するものとなっているが、同時にこれらの研究は、

農民が都市ないし工業部門という大きく異なった生活環境の下へ移動する目的が、高所得に対

する期待など、個々の合理的判断に基づくものであることを示している。 

近年の韓国における帰農・帰村は、移動の方向としては都市から農村へという、離農とは正

反対のものであるが、都市住民がこうした移動をする動機についても、ストレスの少ない生活

や、健康に良いライフスタイルを実践するといった理由に加え、過疎化が進む農村へ移住した

後、農業に就労できる機会が十分に見込めること、そして、就農後に一定の所得が見込めるこ

となど、個々の合理的判断に基づいたものであると見ることができる。 

では、実際に農業部門の所得は、都市住民から見ても移住する上で問題ないと思われるだけ

の水準に達しているのだろうか。この点について 2001 年から 2012 年まで 12 年間の都市勤労世

帯と農家世帯の所得を並べたものがグラフ 7-2 である。この統計データを見てまず気付くこと

は、帰農・帰村の増加が始まった 2003 年以降の 10 年間、農家所得が都市勤労世帯の所得水準

を上回ったことはなく、むしろ、両者の所得格差は 2007 年以降拡大しているという事実である。

しかし、同データを注意深く見ていくと、2 つのポイントを見出すことができる。1 つは、2000

年代後半以降起こっている両者の所得水準格差の拡大は、専ら都市勤労世帯の所得水準が向上

することに起因しているということであり、もう 1 つは、この 10 年間、農家所得も微増ないし

横ばいとなっており、決して減少傾向にはないということである。これは、帰農・帰村を考え

る都市住民から見た時、就農後の所得水準が中長期的に下落していく可能性が低いということ、

換言すれば、所得水準を中長期的に維持ないし向上させる期待が持てるということを示唆して

いる。 
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グラフ 7-2：2000 年代における都市勤労世帯年間所得と農家世帯年間所得の比較 

 

年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 

勤労世帯所得 31,500 33,504 32,532 30,060 31,740 32,964 

農家所得 23,907 24,475 26,878 29,004 30,503 32,303 

年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

勤労世帯所得 37,176 39,444 39,360 41,208 43,344 46,056 

農家所得 31,967 30,523 30,814 32,121 30,148 31,031 

単位：千ウォン 

出典：統計庁・国家統計ポータル「農家経済調査」

http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1EA1501&vw_cd=MT_ZTITLE&lis

t_id=F1E1&seqNo=&lang_mode=ko&language=kor&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=E1# 

（2015 年 9 月 4 日閲覧） 

注 1：「農家経済調査」に掲載されている農家所得は、付表 1 に記した「農業総調査」に記載さ

れる値とは必ずしも一致しない。これは、毎年実施される「農家経済調査」と 5 年に 1 回実

施される「農業総調査」とでは、農家所得の算出方法が異なるためである。 

注 2：勤労世帯所得、農家所得ともに、2002 年以前の数値は一人暮らしの世帯を調査対象外と

している。そのため、2002 年以前と 2003 年以降の数値は必ずしも連続性を持っている訳で

はない。 
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就農後に所得水準の維持ないし向上が期待できるという点は、近年の帰農者が就農後にとる

経営形態を踏まえた時、より明確なものとなる。表 7-12 は、グラフ 7-2 で記した農家の年間所

得を、専業、第 1 種兼業、第 2 種兼業40という経営形態別に細かく分けたものである。いずれ

の経営形態も、都市勤労世帯の所得と異なり、農家所得が上昇傾向にあるとは言い難いが、見

方を変えれば、どの経営形態を見ても農家所得はほぼ横ばいであり、低下傾向にはないといえ

る。また、専業農家の世帯所得が最も低く、第 1 種兼業、第 2 種兼業と、世帯所得全体に占め

る農業所得の比率が低下する経営形態になればなるほど世帯所得が上昇する点は、いずれの年

も共通している。先述の通り、全南大学による帰農者への聞き取り調査では、22 人の回答者の

うち 6 人が NGO の活動や健康食品の生産・販売など、都市に居住していては実現できない行

動を実践するために帰農したとしている。このうち、就農し、耕作を行った後に収穫した農産

物を加工するなどして純然たる農業所得以上の収入源を確保していると回答している者が 3 人

いる（回答者番号 7, 21, 22）。また、都市生活でのストレスなどを原因として帰農したと回答し

ている 9 人の中にも、栽培した薬草を健康食品に加工し、販売しているケース（回答者番号 17）

などがある。加えて、帰農後の経営形態が専業であるものの、自ら新品種の稲を開発し、高級

ブランド米として販売する回答者もいる（回答者番号 1）41。勿論、同調査は南西部・全羅道と

いう限られた地域において、22 名という少数の標本を対象として行われたものに過ぎない。イ

ンタビューの形式や内容も、帰農者自身のバックグラウンドや現状を詳細に把握することに重

点が行われたものとなっており、従って標本の信頼度や代表性という点では相当に割引いて読

み解く必要がある42。それでもこの結果からは、帰農に成功した者の多くは兼業農家として農

業所得以外の収入源を確保しているか、専業農家になるにしても品種改良を主導するなどして

効率よく所得を得ているといえる。 

  

                                                        
40

 韓国政府の統計における兼業農家の類型の定義は、日本と同様である。即ち、農業所得が非農業

所得を上回る兼業農家が第 1種、非農業所得が農業所得を上回る兼業農家が第 2種に分類される。 
41

 全南大学による調査は南西部・全羅南道に地域が限定されているものの、パク・ハギョン（2006）

によれば、北東部・江原道の農家経営主が新品種の積極的な開発で成功し、富農になる例が複数

ある。そのため、帰農後に農業で成功するか否かに、大きな地域的偏りはないものと考えられる。  
42

 特に、少数の標本に対する詳細な調査を行うという方式では、回答者にも相当の負担や心理的ハ

ードルが生じるため、帰農に失敗した人々の背景や考えを知ることが困難である。 
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表 7-13：経営形態別農家所得の推移 

年度 2006 2008 2010 2012 

専業農家 27,844 24,631 26,793 24,065 

第 1 種兼業農家 36,772 34,849 33,824 34,440 

第 2 種兼業農家 39,642 38,568 39,086 39,546 

単位：千ウォン 

出典：泉田ほか（2005、pp. 75-78）を元に著者が作成 

 

筆者が 2014 年 8 月 21 日に全羅南道羅州市農業技術センターの帰農担当者に対して行ったイ

ンタビューにおいても、帰農者が農家としては高い収入を得るケースが多いとの回答を得てい

る。それによると同市では、都市で会社員生活を送る中でマーケティングの知識と経験を積ん

だ帰農者が、就農後に都市での経験を生かし、農産物の販売で高収益を上げるケースが目立つ

とのことである43。また、帰農者を送り出す最大の自治体となっているソウル特別市の農業技

術センターでのインタビューにおいても、ベビーブーマーが定年を控えて農村へ移住するケー

スが少なくない一方で、都市での生活にストレスを感じた 30 代から 40 代にかけての住民が、

心身に負担の少ない中で生計を維持できる方法として帰農を選択するケースが目立つとの回答

があった44。これは、農村移住後に稼ぐ農業所得について、帰農者が生計を維持できる水準を

期待しているものと捉えることができる。 

ただし、こうした都市住民の帰農・帰村は、政府によって政策的に促進されている側面もあ

る。この点については、節を改めた上で論じる。 

 

第 6 節 政府による帰農促進策 

 

前述のように、韓国政府が帰農・帰村を政策的に促進するようになったのは、2009 年の国務

会議決定である、帰農・帰村総合対策以降のことである。同対策の決定に先立ち韓国では、既

に述べたように、農業従事者の長期的減少が続いていたほか、高齢の農家経営主が非効率な零

細規模経営を継続せざるを得ないという状況が発生していた。他方、2004 年の対チリ自由貿易

                                                        
43

 筆者による羅州市農業技術センターにおけるナ・ユジョン指導員へのインタビューより（2014

年 8 月 21 日、同センターにて実施）。ただし、当該インタビューの中でナ指導員は、「農業に対す

る準備が不十分な段階で農村へ移住し、農業所得が低迷する帰農者も少なくない。そのような帰

農者は最終的には都市へ戻っていく」と述べ、帰農者の間での所得格差が目立つとの見解を示し

ている。 
44

 筆者によるソウル特別市農業技術センターにおける、チン・ウヨン主任研究員へのインタビュー

による（2014 年 8 月 22 日、同センターにて実施）。 
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協定発効を皮切りに、韓国は EU、ASEAN、およびアメリカなど各国との自由貿易協定へと踏

み切っていった。これら諸協定は、サービスや工業製品のみならず、農産物の分野においても

互いの輸入障壁を撤廃ないし削減することを規定しており、韓国政府としては、自国農産物へ

の付加価値付与と農業の生産性向上を通じて国内農業の維持を図る方針を採ることとなった

（ソン・ジングン、2012、pp. 34-39）。その一環として、生産性の低い高齢の零細農家に農地年

金などのインセンティブを付与することで営農からの引退を促す施策がとられたことは上述の

通りであるが、同時に、当分現役を続けることが見込まれる農家や、今後新たに就農すること

が見込まれる人々に対し、一定の技能を習得することによって高付加価値の農業を実践させ、

かつ多角的な農業経営を行わせることも重要な課題であると認識していた（農林畜産食品部地

域開発課、2014、pp. 2-5）。しかし、長年に渡って若年労働者の多くが都市工業部門へと流出し、

過疎化・高齢化が進行していた農村内部で、そうした政府の期待に応えられる人材を発掘する

ことは容易ではなかった。加えて、これも既に述べたように、韓国の農業教育は長らく農業高

校や大学といった中高等教育課程、つまり就学年齢期の青少年を対象とした学校教育に大きく

偏ってきた。学校教育において農業教育を拡充することは、当該教育を受けた青少年が、自ら

の身に就けた経営ノウハウや機械技術を農業以外の分野で活用するべく、第 2 次・第 3 次産業

に就労することを妨げるものとはなっておらず、従って就農者の確保に必ずしも貢献しないと

いう課題を抱えていた。こうした中の 2000 年代半ば、1950 年代に生まれたベビーブーマーが

当時の韓国における一般的な退職年齢である 50 歳ないし 55 歳を迎えるなどし、農村へ移り住

むケースが増えつつあった。2009 年の帰農帰村総合対策は、こうした都市住民の農村移住を、

都市で商工業の経験を積んだ労働力の農村への注入とみなし、これを促進することにより、農

業従事者の不足を補い、また高齢零細農家に対する代替労働力として充当しようというもので

あった。 

帰農帰村総合対策に基づく都市住民の農村移住支援は、都市住民に対する就農の勧誘、就農

を検討する都市住民に対する情報提供、および就農を決断した都市住民に対する教育プログラ

ムの提供という 3 段階によって構成されている。第 1 段階にあたる就農の勧誘は、大都市、特

にソウル首都圏における帰農者招致イベントの開催という形をとられることが多い。その一例

として、2014 年 8 月 22 日から同 24 日までソウル特別市江南区にある農林部所有の大型展示場・

AT センター（Agricultural Trading Center）で開かれた「帰農帰村博覧会 A Farm Show」が挙げ

られる。このイベントは、全国日刊紙・東亜日報と農業情報専門のケーブルテレビ局をスポン

サーとし、農林部を後援とする形で開かれたものであった。イベントの具体的形態としては、

展示場のホールを 20 区画ほどの小さなブースに分け、各ブースに農村自治体から帰農担当の職

員が出向いた上で、地元の農業についてアピールしたり、移住者に対する公的支援制度を紹介
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したりすることで、農村への移住および就農を促すというものであった45。イベント会場では、

ブース出展した農村自治体が地元での農産物の試食会を行ったり、ブース内にブランコなどの

遊具を設置し、子供連れの来場者が楽しめるようにしたりと、エンターテイメント性を重視し

た帰農者招致活動が展開された。こうしたイベントを、民間のスポンサーをつけつつ 1 年 1 回

程度のペースで開催することにより、就農希望者の行動を後押しする取り組みがなされている。 

第 1 段階での施策を通じて就農に興味を抱いた都市住民に対する政策的支援として、農村移

住および就農に関する情報提供が行われている。具体的には、都市住民が農業や農村生活、技

能訓練に関する情報をより平易に得ることができるよう、農林部のウェブサイト

（http://www.mafra.go.kr）やその傘下組織である農村振興庁のウェブサイト（http://www.rda.go.kr）

とは別に、同庁帰農帰村総合センター専用のウェブサイト（http://www.returnfarm.com
46）が設

けられている。また同ウェブサイトには、全国各地の農村自治体がウェブ上に掲載する移住・

就農関連情報のページへのリンク一覧が掲示されており、中央官庁が就農に関する情報のワン

ストップ・サービスを提供している47。 

上記のプロセスを経て就農を決意した都市住民に対しては、第 3 段階の措置として農業教育

プログラムが提供される。これは、農村の生活文化、実習と座学の両方を通じた米や野菜の栽

培方法習得、農村観光事業の基礎知識、農村関連法規の理解など、農業を営む上で必要とされ

る知識と技術を包括的に教授するものであり、必修科目 100 時間、任意科目 30 時間の計 130

時間のカリキュラムから構成されている（農村振興庁、2013、pp. 6-9）。当該カリキュラムに基

づく帰農支援教育は全国各地の自治体が運営する農業技術センターや農業技術院などの専門機

関で行われており、その費用は 70％が中央政府負担、残り 30％が自治体負担となっているため、

帰農希望者本人の費用負担はない。また、帰農教育を受講した後に実際に就農しない場合でも

ペナルティは科されないほか、帰農教育を受けることなくまず農村に移住し、次いで帰農教育

を受けるということも可能である48。ただし、帰農者の多寡や自治体の財政事情に関わりなく、

帰農教育の費用負担は全国一律で国 70%：地方 30%と規定されているため、財政事情の厳しい

                                                        
45

 筆者自身のイベント会場での調査による。なお、本イベントには羅州市はブース出展していなか

ったが、羅州市農業技術センターのナ・ユジョン氏によると、同市もこうしたイベントには度々

出展しているとのことである。 
46

 ウェブサイトのアドレスに商用ドメイン（.com）を用いているが、農林部傘下の政府機関であ

る。 
47

 韓国政府は電子媒体を通じた広報に積極的であり、ウェブでのワンストップ・サービスが実現し

ている分野は農業に限らない。ただし韓国政府も、これまで比較的優先順位が低く扱われてきた

政策分野ではワンストップ化が遅れがちである。そのため、ウェブ上でワンストップ・サービス

が実現していることは、韓国政府が当該政策分野を重視しているものと看做すことができる。 
48

 ただし、同一カリキュラムに基づくものではあるものの、都市自治体での帰農教育は農林部の管

轄であり、農村自治体での帰農教育は農村振興庁の管轄である。 
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自治体と豊かな自治体、帰農者の多い自治体と少ない自治体との間で、教育プログラムの質が

同等水準となる保証はない49。 

その後、実際に帰農に踏み切った住民に対しては、農村振興庁から創業資金として 3 億ウォ

ン、住宅費用として 5000 万ウォンがそれぞれ年 2.0%、2.7%という低利で融資されることにな

る。この点は既に述べた通りである。なお、ここに挙げた支援措置はいずれも農林部、ないし

その下部官庁である農村振興庁50によって行われているものであり、これ以外に特産品の栽培

技術の教育など、地域独自の支援措置を行っている自治体もある。 

以上のように、2009 年の国務会議における帰農帰村総合対策の決定を受けて行われている就

農支援措置は、都市住民が就農を検討する段階から、実際に農村へ移住し農業を営み始める段

階までを包括的に支援するものである。表 7-8 に示されているように、政府が就農を政策的に

支援するようになった 2009 年は、前年 2008 年に比べて農村移住世帯数が 2000 世帯あまりから

4000 世帯あまりへとほぼ倍増している。その後、2011 年にはこの数値が 10000 世帯を突破し、

さらに 2012 年には 20000 世帯を突破している。2003 年から 2009 年までの漸進的な増加に比べ

ると、2009 年以降の増加率は著しく高く、政府による就農支援が農村移住者数の増加ペースを

引き上げ、一種のブームに近い状況となっている。 

しかし他方で、政府が帰農帰村総合対策を策定する 6 年前から、既に農村移住世帯が継続的

に増加傾向にあったことは見逃されてはならない。また、政府による就農支援のための諸措置

が、あくまで農業に就労し、農業所得を得ることを円滑ならしめるものであり、農業所得を引

き上げるために農村のインフラや土地制度などを改良するといった、いわゆるハコものではな

いということにも留意する必要がある。仮に農村における農業インフラが貧弱であり、農業を

営んでも生計を維持できるだけの所得が見込めない場合、政府の支援措置に先立って農村移住

者が増加するとは考えにくく、また政府の支援措置が奏功するとも考えにくい。従って、政府

が帰農帰村総合対策に基づいて行っている諸措置は、農村移住者の増加ペースを引き上げるも

のではあっても、農村移住者増加それ自体の根本要因ではないと見るべきである 

 

第 7 節 小括 

 

2000 年代に入って韓国政府は、農地年金制度の開設などを通じて生産性が伸び悩む高齢の零

細農家に引退を促す一方、農業従事者の確保を主たる目的の一つとして、より若い世代に属す

                                                        
49

 筆者によるソウル特別市農業技術センターにおける、チン・ウヨン主任研究員へのインタビュー

による（2014 年 8 月 22 日、同センターにて実施）。 
50

 帰農者への支援の場合、農林部が農村移住前の各種サポートを、農村振興庁が移住後のサポート

を行うという形で管轄が分けられているが、この境界線は具体的な事業やケースによって柔軟に

変化する。 
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る都市住民の農村移住と就農を促してきた。この間、グラフ 7-1 でも見たように農村に移住す

る都市住民は持続的に増加してきたが、この増加は政府の施策の成果というだけではなく、定

年退職を迎え、より穏やかな生活環境で生計を立てていきたいとするベビーブーマーや、スト

レスの少ない生活環境で所得を得ようとする人々、あるいは健康食品の生産など都市では必ず

しも成就できない価値観を達成しようとする人々が出てきたことのあらわれでもある。勿論、

本章で取り上げた帰農者をめぐる調査は標本信頼度や代表性に留保の付くものであり、その結

果はある程度差し引いて読み解かなければならない。それでも上記の調査からは、近年の帰農

者が政府の政策に後押しされただけではない主体的な判断に基づいて移住をしており、1990 年

代後半の一時的な農村移住者増加の際に見られたような、「都市で失業し、生計を維持できる見

込みがないため就農する」という消極的な動機の持ち主ばかりではないということが分かる。

これらの人々は、精神的にゆとりのある生活や健康な食生活への貢献などといった、より積極

的な動機に基づいて農村移住を選択する人々であった。 

このように、都市住民が就農後の生活・生計について何らかのビジョンを持ち、それを実現

するために農村へ移住するということは、見方を変えれば、韓国農村部における営農が、そう

した能動的なビジョンを持ちうる程度に高い期待所得水準を持っているということを意味する。

そして実際に、韓国における世帯あたり農業所得は都市勤労者世帯の平均所得の 3 分の 2 以上

の水準を維持してきている。農業部門の所得水準が著しく低く、かつその水準が向上すること

が見込めない中では、上述のような積極的な姿勢による就農は起こりにくい。 

無論、2009 年の帰農帰村総合対策を受けた諸政策と、その後の農村移住世帯数急増に見られ

るように、政府による促進策が都市住民の移住を促していることは事実である。しかし、政府

が同対策をとる 5 年以上前から農村移住世帯が増加していたこと、および同対策に基づく諸措

置が、あくまで就農にかかる学費や手間といったコストをカバーするものであって、農業イン

フラなどハード面の改良を含むものではないということを踏まえるならば、政府による帰農帰

村支援策は、就農者の増加ペースを高めるものではあっても、就農希望者そのものを生み出す

主因であるとはいえない。 

以上のことから、2003 年以降 10 年に渡って続いてきた就農世帯数の増加は、2000 年代初頭

時点の韓国において農業所得が都市勤労者のそれに比べて遜色ない水準にあり、しかしその一

方で高齢の農家の引退が進められ、新規就農者に対する需要が高まっていたという条件が成立

していたところへ、都市生活でのストレスや田園生活への憧憬を抱く住民が増えたことにより

生じた現象であるということができる。農業所得の水準だけが帰農を促しているということは

できないが、都市生活のストレス、および新規就農者に対する需要という他の 2 つの要因だけ

で帰農の増加を説明することも難しい。 
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従って現在の韓国では、農業所得の水準の高さは、都市住民が帰農を決心する上での前提に

なっていて、その上で様々な条件を考慮し、都市住民は農村へ移住しているといえる。そして

このような現象は、1990 年代までに行われてきた同国の農政が、セマウル運動などに見られる

ように、農産物の増産や付加価値増大だけでなく、農業従事者の所得水準を向上させるもので

あったために起こったものであるといえる。 

また、農村振興庁や各自治体が行っている帰農者に対する各種の支援は、第一義的には帰農

者を農村に定着させ、韓国農業の担い手とすることで韓国における産業としての農業を維持す

ることを目的とするものではあるが、帰農者の視点から見れば、営農のノウハウを身につけ、

各地の自治体が用意する助成制度を利用することで、一定水準の農業所得を得られることにつ

ながる。そうした意味において、政府による帰農者への支援は、時代の変化に合わせたプログ

ラムの形をとりつつ、1970 年代以降の韓国農政における諸政策と同様、農業従事者の所得向上

に貢献するものになっているといえる。 

第 9 章では、本章までの分析内容を踏まえて本研究の結論を導出するが、その前に、次の第

8 章では、これまでに述べてきた農業所得を向上させる政策を可能ならしめた政治的要因につ

いて簡単な考察を行っておきたい。 
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第 8 章 

農業所得向上に向けた政治的環境および政治的意思 
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前章までの検討内容を踏まえ、本研究における結論を導出する前に、韓国において農業所得

向上に向けた諸政策が実際に行われてきた政治的背景について、簡単に考察しておきたい。本

論文第 2 章から第 7 章にかけて検討した内容からは、セマウル運動にせよ、大規模化にせよ、

あるいは親環境農業にせよ、韓国の歴代政府が農業振興を図る一方、農民が営農活動に従事す

ることで生計維持が十分に可能な所得を得られるよう、実効性ある施策をも進めてきたという

事実が読み取れる。本章では、なぜそのような実効性ある施策が過去数十年来の韓国の農業部

門で行われたのかについて、政治的要因、中でも政治指導者の意思決定に着目して検討してい

く。具体的には、従来の研究で用いられてきたフレームワークを再検討し、それらが政治指導

者による意思決定という重要な要素を説明しきれないことを指摘した上で、1970 年代以降の韓

国において、農民所得を向上させようとする政治指導者の明確な意思と、その意思に基づいて

政治資源が動員されうるシステムが存在していたことを指摘する。そして、これらの条件が整

っていた点が、他の途上国、特に農民所得の向上を実現しえていない国々と韓国とを大きく分

ける点であることを指摘する。 

 

第 1 節 従来の枠組み：開発主義とガバナンス論 

 

過去数十年のアジアの経済成長を政治的側面から説明するものとして、1990 年代以前から用

いられてきた枠組みが、開発主義1である。これは、効率的な官僚制度を兼ね備えた国家アクタ

ーが、開発による経済水準向上を一種のイデオロギーとして掲げ、その目標達成のために国内

の資源を積極的に動員していくというものである（東京大学社会科学研究所、1998、pp。11-17）。

アジアの経済成長における国家の役割を具体的に論じたものとしては、日本の高度経済成長に

おいて国家、特に通産省が果たした役割を指摘した Johnson（1982）の研究が有名であるが、

この観点を韓国にも援用した研究が既になされている。 

Amsden（1989）は、後発国として急速な工業化を達成した韓国において、政府が各種資源の

配分や物価の決定、産業の保護など経済の諸分野に深く介入し、成長のための強いリーダーシ

ップを発揮したことを指摘している。また Haggard and Moon（1990）は、韓国の急速な経済発

展をめぐっては、2 つの解釈が存在するとしている。1 つ目は、国内産業の保護によってではな

く、工業製品の輸出拡大によって成長を実現しようとする政府のアプローチが、他の途上国に

比べて市場秩序に親和的であり、それが同国の工業化を促す要因になったのだという新古典派

経済学の観点からの解釈である。2 つ目は、国家が成長に親和的な制度形成を図り、かつそれ

                                                        
1
 英語では developmental state と呼ばれる理論的系譜がこれに該当する。なお、日本語の開発主義と

英語の developmental state、ならびに韓国でこれに相当する系譜とされる発展国家（발전국가）は、

それぞれ背景や意味内容が微妙に異なっているが、本稿ではその点には深入りしない。 
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を戦略的に活用することで成長を遂げてきたのだとする解釈である。その上で Haggard and 

Moon（1990）は、単純に輸出を拡大しても自国製品が国外で売れるとは限らず、むしろ政府の

経済介入によって物価や賃金が統制され、自国製品の価格競争力が向上することによってこそ、

輸出の拡大が成長につながるとし、韓国の工業化における国家の役割は極めて重要であったと

している。 

近年の研究としては、Kohli（2004、pp. 84-126）がインドやブラジル、ナイジェリアなど、

他の途上国の成長パフォーマンスと比較する形で韓国を取り上げており、その中で朴政権以降

の韓国の国家が、開発を推進するべく、資本主義経済を維持しながらも経済に積極的に介入し

たこと、および介入しえたこと、そしてそれが韓国を他の途上国よりも高いパフォーマンスへ

と導く主要因になったと指摘している。この中で Kohli は、朴正煕政権下の韓国国家が経済に

介入し、開発推進のために積極的に資源を動員したこと、その前提として、日本統治下の朝鮮

で近代的な官僚機構が整備されるなど、当該動員が有効に作用する条件が韓国に存在していた

ことを挙げ、1960 年代以降の韓国における経済発展は国家の役割の産物であったとする見方を

示している。本研究で論じた内容で言えば、セマウル運動は農村近代化という理念のために大

統領が主導権を発揮し、政府機構・農民を大々的に動員するものであったといえよう。  

1990 年代に入ると、世界銀行などの対途上国援助機関を中心に、政府による効率的で成長親

和的なガバナンスと、それを可能ならしめる環境の形成を重視する規範的な議論が主張される

ようになった。その嚆矢となったのは World Bank（1993）であり、この中で世銀は、透明性の

高いガバナンスや政府機構のアカウンタビリティなどが確立されていることが、政府による成

長の牽引に不可欠であると論じている。その具体例としては、Campos（1999、pp. 439-452）が

1960 年代以降途上国地域の中で比較的良好な成長パフォーマンスを見せた東アジアとラテ

ン・アメリカ諸国に焦点を当て、その要因をガバナンスの観点から分析している。この中で

Campos は、東アジアにおいては優秀な官僚制が、ラテン・アメリカにおいては法の支配によ

る安定的な国家運営が、それぞれ成長パフォーマンスに対して大きな貢献をなしたとしている。

本論文でこれまでに見てきた韓国農業部門における過去 40 年余りの諸政策も、主として農林部

および農村振興庁という近代的官僚組織の下で実行されてきたものである。 

このように、開発主義およびガバナンス論という 2 つの枠組みは、過去半世紀の韓国が見せ

た急速な経済発展を説明するのに一定の説得力を持っており、また本研究のテーマである農業

政策についても、政府の施策が有効に作用したことを説明しうるものとなっている。 

しかし、これらのモデルは、韓国政府が合理的な開発政策あるいは農業政策を立案し、それ

を効率的に遂行することを説明することはできるものの、そもそもなぜ、韓国政府が開発を推

進しようと考えるに至ったのか、あるいは積極的な農業・農村開発を進めようと考えるに至っ

たのかを説明するものではない。この点について黒岩は、ガバナンス論が官僚の優秀さを強調
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する一方、執政者の意思決定の重要性を説明していないと批判している（2004、pp. 146-153）2。

また黒岩は、規範論としての側面が強く、世界銀行など対途上国支援の関連する諸機関によっ

て用いられてきたガバナンス論について、1960 年代から 1980 年代にかけての韓国が権威主義

体制下にあり、透明性や説明責任が確保されているとは到底いえない状況にあったという、現

実とモデルとの不一致を指摘している。 

また開発主義についても、韓国国内で 1960 年代以来の政府の施策を開発主義の観点から論じ

た研究は数多くあるが、開発政策における意思決定の重要性は、政策そのものに比べて不十分

な検討しかなされてこなかった。キム・ジョッキョ（2012、pp. 173-191）は、韓国の経済発展

を支えた要因の一つに効率的な官僚制と高い教育水準があるとしながらも、官僚制そのものは

日本統治時代に既に下地が形成されており、また学校教育の爆発的普及そのものは 1945 年の日

本統治からの解放直後には既に見られたものであるとし、それらが経済発展へとつながった背

景には、優秀な官僚や、国内に形成された大量の良質な労働力を、合目的的に動員しようとす

る政策決定者の意思が必要であったとしている。しかしキム・ジョッキョは、経済学の立場か

ら韓国の経済発展を論じているため、政策決定に踏み込んだ議論をしてはいない。農業・農政

についても同様であり、李勝男（1986、pp. 297-301）は、韓国における農産物、特にコメの品

種改良は、1950 年代から既に行われていたものの、品種改良が増産とリンクする形で進められ

るようになったのは 1960 年代以降であり、さらにそれが一定のパフォーマンスを見せるように

なったのは 1970 年代セマウル運動の時期であるとしている。しかし農業経済学の立場から農業

の成長要因を分析している李勝男の研究は、品種改良と増産をリンクさせるような政策が、な

ぜ 1960 年代以降に行われるようになったのかには踏み込んでいない。 

近年になり韓国の政治学研究においては、1960 年代以降の同国における開発政策が高いパフ

ォーマンスを見せたことは、官僚などの諸制度や教育水準などの社会経済的条件だけでは説明

できないとし、政治指導者の意思に着目したアプローチをとろうとする動きが出ている。シン・

ジェヒョク（2015）は、フィリピンのマルコス政権と対比させる形で朴正煕政権の工業化政策

を分析し、ニノイ・アキノのような政治的ライバルとの対立が、主としてパトロネージを軸と

していたマルコスに対し、朴正煕は対外的には金日成、対内的には金大中というイデオロギー

ないし政策を軸として対立するライバルがおり、それゆえに朴正煕は自らの正統性を成長パフ

ォーマンスによって示そうとする意思を一層強く持っていたと分析している。また農業・農村

政策の分野では、イ・ヘヨン（2015）が政策思想（policy thinking）の観点からセマウル運動の

                                                        
2
 開発主義モデルは、政府が開発政策を進め、その成長実績によって正統性ないし大衆からの支持

を獲得する可能性に言及している。しかし経済成長の実現は、政府が政治的正統性や政治的支持

を調達する唯一の方法ではないため、結局のところ、なぜ政府が開発によって正当性や支持を得

ようとするのかを解明できていない。 
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再評価を行っており、朴正煕が同運動を推進する過程でどのような思想を持ち、それをどのよ

うに政策へと具現化していったのかを見るべきであると主張している。 

農業部門・工業部門を問わず、開発政策における政治指導者ないし政策決定者の意思をめぐ

る考察は、韓国研究においては学術的な検討の対象というよりも、イデオロギー的論争の対象

として扱われることが多かった。例えば、ブゾー（2007、pp. 209）は、朴政権下における開発

政策の展開とそれに前後する時期の政治変動について丁寧な描写を行っているものの、朴政権

が工業化やセマウル運動など農村近代化に踏み切った理由については、政権延命のためのもの

であったと短く論じているのみである。こうした意思決定に深く踏み込まない姿勢は保守的な

研究者についても同様であり、Lee（2013）は、林業の研究者という立場から朴政権期の農林政

策を扱い、朴正煕が、朝鮮戦争とその後の物資不足によって荒廃した韓国の山林の保護に尽力

したことを詳細に論じているが、朴正煕の山林保護に対する意思については、著者の推測によ

る部分が多くを占めており、朴正煕自身の発言や行動、朴正煕の名によって発表された公文書

などを根拠とした部分は限られている。 

以上のように、韓国において実効性のある開発政策が行われた要因を、開発主義ないしガバ

ナンス論のような制度面に着目した説明することには限界があることはこれまでにも指摘され

てきている。この点は農政の分野においても同様であり、従ってなぜ韓国で農家所得の向上に

つながる農政が展開されたかをめぐっては、その遂行を可能にした制度に注目するだけではな

く、そのような農政を実行しようとする政治指導者の意思決定について検討する必要が出てく

るのである。 

以下では、政策決定者の意思という点に着目しつつ、いささか記述的ではあるが、1960 年代

以降の韓国で既述したような農政が行われるようになった要因を考察していく。 

 

第 2 節 朴正煕政権による農政の政治的背景 

 

1960 年代以降の韓国で農業所得向上に向けた施策が行われた単純ではあるが不可欠な要素

として、政府、とりわけ政府を率いる政治指導者が、農民の生活水準を向上させようという強

い意思を持っていたことを無視することはできない。 

まず、1961 年 5 月のクーデタで権力を掌握した際、朴正煕らクーデタ勢力が発表した「革命

公約」は、農業部門や工業部門など個別の産業政策について言及するものではなかったが、第

4 項で民生の改善を明記し、貧困対策の実施を公約の一つに掲げていた。そして政権掌握 1 カ

月後には、当時の農家の多くが直面し、その生活を圧迫していた高利貸からの借入を事実上帳

消しにする措置がとられている。加えて、クーデタから 8 カ月後に開始された第 1 次経済開発

5 カ年計画の巻頭言では、朴正煕は計画の目標の一つに「農業生産力の向上と所得増進」を掲
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げ、農業部門の所得向上を図る意思を示した。つまり、政権掌握当初から朴正煕は、農業部門

の所得を向上させるという意思を明示していたのである。しかし、人口増加と都市化が進んで

いた 1960 年代前半から半ばにかけては、政府は食糧増産という課題への対処を優先せざるをえ

ず、実際に農業部門の所得向上を意図した政策がとられるようになったのは、1968 年の高米価

政策以降のことであった。 

1968 年以降、政府は高米価政策に始まり、セマウル運動、そして統一米の普及という施策を

相次いで打ち出し、増産が農民の所得向上につながるというインセンティブを作り出すことに

よって、コメの自給化を実現しつつ、農家所得を大きく向上させた。これらの政策が行われ、

農家所得が都市勤労者世帯所得と同水準にまで伸びたのは 1970 年代に入ってからのことであ

るが、上述のように朴正煕政権は、発足当初から農民の所得を向上させるという意思を持って

おり、政策の優先順位などの都合から、1960 年代末になってその意思を実行に移すことができ

たと見ることができる。 

1960 年代末以降に行われるようになった農業部門に対する政策のうち、特にセマウル運動は、

農民の生活水準を向上させようとする朴正煕個人の強い意向によって強力に推進されたという

証言や記録が数多く残されている。例えば、1970 年代当時大統領府秘書室長・金正濂は、朴正

煕が大規模な農民動員を伴うセマウル運動について、あくまで農村所得の向上を目的とするも

のでなければないという点に強くこだわっていたと回顧録で述べている（キム・ジョンヨム、

1997、pp. 266-284）。またイ・ジスは、朴正煕が 1972 年以降毎年、近代化事業で目覚ましい業

績を上げた村落のセマウル指導者を大統領官邸に招待し、直接表彰状を手渡していた点を紹介

し、朴正煕個人のセマウル運動に対する思い入れは非常に強いものであったと指摘している

（イ・ジス、2010、pp. 27-51）。特に金正濂は、朴正煕がセマウル運動を政治的に中立な経済社

会分野のキャンペーンとして推進することにこだわったとしている。それによると朴正煕は、

セマウル営農会など全国に広がるセマウル運動の関連組織を総選挙で活用してはどうかと側近

から提案されたところ、「セマウル運動を政治目的に利用してはならない」と、これを退けたと

される（キム・ジョンヨム、1997、pp. 271-282）3。セマウル運動を政府から国民に対する思想

ないしイデオロギーの強制であったと批判的に論じるハン・スンミも、セマウル運動で強制さ

れたものは「経済的な発展や近代化に対する疑似宗教的な信仰」であったとしており、政治指

導者である朴正煕自身に対する支持が国民に強いられたとはしていない（Han、2004、pp. 89-94）。 

セマウル運動が韓国農村住民の生活を近代化させるための政策であったという点は、朴正煕

自身も語っている。2005 年に刊行された朴正煕の著作集は、生前の彼が行った演説や彼の名に

                                                        
3
 ただし、セマウル運動が本格実施されるようになった 1972 年以降、韓国の大統領選挙は間接選挙

制によって行われ、国会についても、3 分の 1 が事実上の大統領指名制になっていたため、朴正

煕にとって、セマウル運動を自身に対する政治的支持に利用する必要性が乏しかったことも事実

である。 
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おいて公開された論文を 30 本以上収録しているが、その中にはセマウル運動に関する論文も含

まれている。その中で朴正煕は、セマウル運動はソウル・釜山間を結ぶ京釜高速道路などと同

じく、祖国を近代化し、豊かな土地にしていくことを目的とした建設事業に他ならないと主張

している（パク・チョンヒ、2006、pp. 263-291）。無論、政治指導者の思想や主張が政策という

形に具現化されていく過程は単純なものではなく、それまでの政策との整合性や政府外のアク

ターの利害関係、あるいは文化的・社会的土壌により、政策内容が政治指導者の意図とは大き

く乖離したものになるということは多々ある。それは、国会議員定数の 3 分の 1 が事実上大統

領の指名枠となっていた維新憲法の時代においても例外ではない。例えば、維新憲法下の 1974

年、セマウル運動の過程で農地の区画整理が必要とされる地域が多数出てきたことや、離農の

進行に伴って農地所有者と耕作者が一致しないケースが増えてきたことを踏まえ、朴正煕は農

地法案の作成を農林部に指示した。この指示を受け、農林部は農地の売買や賃借に関する権利

関係を規定した農地法案を作成し、国会に提出する準備にも着手した。しかし、同法案は国会

提出に先立つ与党・民主共和党の議員総会における事前審査4で却下され、廃案となった。与党

が農地法案を却下した理由は、農地法の制定は小作制を復活させるものとの誤解を招きかねず、

ひいては翌 1975 年に予定されている国会議員選挙で与党が不利になる原因になりかねないと

いうものであった。結局、韓国で農地法が制定されたのは、金泳三政権下の 1994 年になってか

らのことであった5。 

以上の例にも見られるように、維新体制下の 1970 年代においても、朴正煕が農政分野で下し

た指示がそのまま政策として具現化されたわけではなく、従ってセマウル運動も、様々な利害

関係を反映する形で、朴正煕自身が目指していたビジョンとは異なるものになっていた可能性

は否定できない。同様に、第三共和国時代の 1968 年に始まった高米価政策も、朴正煕ら指導層

の意思がどこまで反映されていたのかについては、慎重に判断する必要がある。 

しかし他方で、大統領が圧倒的な政治的影響力を有していた 1960 年代末から 1970 年代にか

けての韓国で、朴正煕の意図とは全く異なる政策が実施される余地が極めて限られていたとい

う点も明白である。そうした事情と、上述のような朴正煕のセマウル運動に対する強い思い入

れを踏まえるならば、当時の韓国農政、中でもセマウル運動は、農村を近代化し、農業所得を

向上させることで農民の貧困を解消しようとする政治指導者の明確かつ強固な意思に基づいて

いたということができる。 

                                                        
4
 韓国では第三共和国以降、政府提出法案は大まかに言って法案作成→与党審査→法制処審査→国

務会議での承認→大統領裁可という過程を経て国会議長に提出される。このうち法制処は、日本

の内閣法制局に相当する組織である。法制処

http://www.moleg.go.kr/lawinfo/governmentLegislation/process/processschedule/（2015 年 12 月 14 日閲

覧） 
5
 国家記録院 http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=003658（2015 年 12 月

14 日閲覧） 
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1980 年代以降展開された大規模化や親環境農業は、政治指導者の強い意思に基づく政策であ

るとは言い難い。全斗煥が農村や農民に対して個人的な思い入れを持っていたとする文献は管

見の限り見当たらないし、金泳三や盧泰愚が環境問題を意識しながら農政に取り組んだなどと

する文献も、同様に見当たらない。これらの政策は、政治指導者の主体的な意思によるものと

いうよりも、貿易自由化や環境意識の高まりといった、経済社会状況の変化に促される形で採

用されたものと見るべきである。しかし、農業インフラの整備を進め、農業所得の向上と農村

部の貧困削減を図るべきであると指摘される途上国が少なくない6中、農村近代化の成功例とい

える韓国が、大統領である朴正煕個人の強い政治的意思をそのスタートダッシュの原動力とし

ていたことは、政治指導者の意思という要素が持つ重要性を示すものである。 

 

第 3 節 全斗煥政権以降の農政の政治的背景 

 

上述のように、全斗煥以降の歴代大統領については、朴正煕のように農民の所得を向上させ

ようとする強い意思を持っていたとする文献は見当たらない。政府が発行した経済開発 5 カ年

計画の原文にもそれは反映されている。朴正煕の死後も、金泳三政権期の 1993 年までは 5 カ年

計画が名称や政治的位置付けを変えつつ作成され続け、崔圭夏を除く全斗煥、盧泰愚、金泳三

という 3 人の大統領の下で新たな計画が開始されているが、朴正煕政権期には各計画の冒頭に

大統領の名前による巻頭言が付されていたのに対し、全斗煥政権期の 1982 年に開始された第 5

次計画以降は、いずれも大統領の巻頭言が付されていない。 

しかし全斗煥以降の各政権も、機械化営農団や大規模化、そして親環境農業政策と、農業部

門の生産性向上や農産物の高付加価値化を企図した政策を実施したほか、農業部門の社会経済

水準の向上を推進している。では、なぜ全斗煥政権以降も、政府は農業・農村部門の発展に向

けた政策を実施したのか。 

この点については、チョン・ジョンギルが維新体制と第五共和国との連続性という観点から

行っている議論が参考になる。チョン・ジョンギル（1994、pp. 128-153）は、1972 年の憲法改

正によって成立した維新体制が、朴正煕の終身大統領化や、軍部出身者による権威主義体制と

いったイメージを持たれがちな一方で、極めて高度に官僚化された体制であったとし、そうし

た政府の官僚的体質が第五共和国以降も継続したことを指摘している。それによると、維新体

                                                        
6
 例えば世界銀行は、農業インフラの未発達が途上国農村部の発展を妨げているという観点に立ち、

1996 年から農業インフラ開発プロジェクト（Agricultural Infrastructure Development Project）を実

施しており、その対象にはレバノンなど西アジア非産油国のほか、アフリカ北東部の大半の国が

含まれている。プロジェクトの詳細については世界銀行ウェブサイト

http://www.worldbank.org/projects/P034037/agriculture-infrastructure-development-project?lang=en を参

照。（2015 年 5 月 18 日閲覧） 
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制期の政府は、第三共和国期以上に権力掌握をめぐる競争原理が排除される一方、法に基づい

て行政権を行使し、工業化や農村近代化といった開発諸政策を遂行していくという、いわば政

治なき行政国家となっていた。そして、1979 年 10 月の朴正煕暗殺と、同年 12 月の粛軍クーデ

タによる全斗煥の政権掌握後も、この強力な官僚制に基づく行政国家は基本的に維持されたと

される。 

この視点に立って当時の韓国農政を見るならば、1970 年代にセマウル運動や統一米の普及と

いった農村近代化のための諸政策を遂行してきた行政府は、1980 年代以降もその基本的な体質

ないし性格を維持したといえる。そうであるならば、全斗煥が大統領になった時点で政府内に

は、その具体的施策がセマウル運動のような動員型の性格を帯びるのか、あるいは機械化・大

規模化という生産性を重視したものとなるのかは別にしても、基本的には農業部門の所得向

上・近代化を推進するという体制が出来上がっていたと考えられる。その結果、全斗煥や盧泰

愚といった 1980 年代以降の大統領は、朴正煕ほどには農村近代化への情熱や思い入れを持って

いなかったにしても、政府内に農業部門の振興策を進めるという経路依存性が形成されていた

ため、従来の政策を推進し続けたと考えることができるのである。 

維新体制から第五共和国へと引き継がれた官僚制については、維新体制期を通じて規模が膨

張したがために硬直化していたとする指摘もある。チェ・ドンギュは、1960 年代以降の開発政

策推進過程における官僚制の役割を分析し、維新体制期に規模の面で著しく膨張した官僚機構

が、同時に質の面でも著しく硬直化していたとしている（チェ・ドンギュ、1991、pp. 54-75）。

そして、朴正煕も全斗煥も、経済政策の細部については専門家と官僚の意見を尊重する人物で

あっただけに、1970 年代から 1980 年代にかけての政府の具体的な政策は連続性を持つように

なったと指摘している。 

ただしこうした官僚機構の連続性に関する議論は、全斗煥以降の大統領が、朴正煕のような

農業・農村部門に対する強い関心を持ってはいなかったにしても、農業・農村部門をめぐる政

策に全く無関心であったということを意味しない。そもそも朴正煕および全斗煥の両政権期は、

韓国国内で一般に「与村野都」と呼ばれるように、国会議員選挙において与党勢力が農村を主

な票田とし、野党勢力が都市部で議席を得るというパターンが定着していた（孔義植、2005、

pp. 108）7。また朴正煕・全斗煥期の韓国は、権威主義体制下にはあったものの、その権威主義

体制とは、国民党以外の政党の結成が法的に禁じられていた 1986 年以前の台湾や、政府公認の

                                                        
7
 韓国の国政選挙においては、南西部・湖南地方の有権者が進歩政党の候補者に投票し、南東部・

嶺南地方の有権者が保守政党の候補者に投票するという、いわゆる地域主義が知られているが、

近年の研究では、地域主義に基づく投票行動が見られるようになったのは 1987 年の民主化に前後

する時期からのことであり、かつ嶺南地方有権者の保守政党に対する支持は、湖南地方有権者の

進歩政党に対する支持ほどには強固なものではないことが明らかにされつつある（森、2011；オ

ム・ギホン、2015） 
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2 政党のみが合法野党とされていたスハルト体制下のインドネシアなどとは異なり、政府を批

判し、与党と実質的な競争状態にある野党が存在し、かつその新規結成が合法的に行われてい

た体制であった。こうした中では、大統領は国会議員選挙で農村における与党票を失うまいと、

農村有権者の利害に配慮した政策を実施しようというインセンティブを常に持っていた。まし

て、1987 年の民主化以降は、以前にも増して自由かつ公正な選挙が行われるようになったため、

大統領は農村住民の支持をつなぎとめるための政策を実施するインセンティブを、より強く持

つようになったのである。 

選挙における有権者からの支持の調達という点に関しては、朴政権による農村開発への積極

的関与が長期間に渡って続いたことが、後任の政治指導者にとって無視できない先例となった

ことにも留意するべきである。朴正煕は 1961 年の実権掌握直後から、工業化を進める一方で農

村・農民を重視する姿勢もとり、それは特に政権後半期、セマウル運動という個性的な政策と

して進められた。既に述べた通り、セマウル運動は全斗煥政権に入って政府の公式の政策から

は外されたのであるが、しかし他方で、朴正煕が進めた農村振興を重視した一連の政策を全面

否定することは、政権発足直後の徳政令や総合農協の発足に始まり、セマウル運動などのよう

な政府の農村への関与を目にしてきた有権者から、「新政権は農村を軽視している」という批判

を受けかねないリスクを含んでいた。 

1980 年代以降の政権が朴正煕政権の農政に対する全面的な否定を回避した例として、全斗煥

政権期におけるセマウル運動の政治的位置付けの変化が挙げられる。1970 年代、朴正煕政権は

セマウル運動を国民の間に浸透させるべく、マウル金庫の全国組織にセマウル金庫中央会

（새마을금고중앙회）の名称を付したほか、国鉄の優等列車に「セマウル号（새마을호）」と名

称を設定したり、セマウル運動のロゴをあしらった帽子を学校で配布するなど、様々な場面で

セマウル運動をアピールした。1980 年に全斗煥が大統領に就任し、セマウル運動が民間運動に

転換すると、セマウル号の名称が廃止されたり、セマウル帽の配布が中止されるなど、これら

のアピール活動の多くは、一旦打ち切られる。しかし翌 1981 年 3 月、全斗煥は実業家であった

弟・全敬煥をセマウル運動中央会の事務総長に就任させたほか、セマウル運動や同運動に協力

する企業関係者を大統領府に招待し、夕食会を開くなどしており、セマウル運動を全面的に否

定してはいなかった8。1983 年に入ると、政府はセマウル運動中央会が市や郡のレベルに支部

を設置することを承認し、また 1984 年には「セマウル号」の列車名が復活するなど、セマウル

運動を民間の活動とする方針は堅持しながらも、同運動を間接的に支援することとなった9。こ

のように全斗煥政権がセマウル運動に対する姿勢を変化させた理由の一つとして、同政権が、

                                                        
8
 大田国家記録情報センター所蔵フィルム（管理番号：CET0008599）. 国家記録院

http://theme.archives.go.kr/next/semaul/detail.do?param=0014531584%7C962120000（2015 年 10 月 2

日閲覧） 
9
 セマウル運動中央会 http://www.saemaul.or.kr/aboutUs/history（2015 年 9 月 30 日閲覧） 
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セマウル運動の全面的な否定が農村有権者の離反につながることを憂慮したであろう点が指摘

できる。 

1997 年 12 月の大統領選挙で金大中が当選し、翌 2 月に大統領に就任したことで、韓国は憲

政史上初の平和的な与野党政権交代を実現した。だが、農村有権者からの政治的支持の調達と

いう点に関して言えば、金大中政権もまた従来の政権と同様に、農村振興に取り組む必要性を

抱えていた。すなわち金大中は、朴正煕政権の開発政策を、財閥を中心とする都市部の大企業

にばかり利益を与えるものとして批判してきており、その主張に沿って政権を運営する場合、

これまで経済的利益に与ってこなかったことになる都市労働者や農村住民を重視した施策を示

す必要があった。金大中政権下の 2000 年、政府は第 4 次国土総合開発計画を作成しているが、

朴正煕政権下で始められた同計画が金大中政権に入っても続けられた背景には、野党時代の自

らの主張と整合性をとろうという金大中の意思が少なからず介在していたと考えられる10。 

これらの点を踏まえれば、1980 年代以降の歴代大統領は、過去の政権と自らを差別化しつつ

も、過去の政権が取り組んだ農村振興政策を継承・維持したり、あるいは自分たちの独自のア

プローチによって農村振興に取り組む姿勢を示すことで、農村有権者からの支持を調達しよう

としたと考えられるのである。 

本章第 1 節で述べたように、開発主義やガバナンス論といった先行する理論研究は、開発政

策を遂行する制度環境を説明するものではあったが、政策決定者が開発政策を遂行しようとい

う意思を持つ点をも説明するものではなかった。そのことを踏まえ、前節ならびに本節では大

統領や官僚といった政策決定者の、農業部門の所得向上に向けた意思について検討を行った。

次節では、前節および本節で検討した政策決定者の意思の遂行環境について、既存の理論研究

と重複する部分があるものの、韓国農政を検討するうえで重要と思われる点を見ていく。  

 

第 4 節 政治的意思決定の遂行環境 

 

農村近代化の農業政策に限らず、1960 年代以降の韓国の産業政策全般について言えることで

あるが、当時の韓国の行政機構が、軍隊式の組織原理に基づくピラミッド構造11をとっていた

ことは、政治的意思の貫徹という観点からは無視できないファクターである。韓国では、1961

年 5 月にクーデタが発生して以降、1993 年 2 月に金泳三政権発足までの 30 年以上に及ぶ期間

                                                        
10

 金大中は国会議員初当選から 10 年も経たない 1960 年代末の時点で、発展の恩恵が大衆全体に行

き渡る経済秩序を築くべきであると主張していた（キム・デジュン、1969）。 
11

 近代的な官僚機構はおしなべてヒエラルキー構造をとっており、それは日本の文民官僚なども例

外ではない。しかし、日本の官僚制における意思の形成が、稟議書に象徴されるボトムアップの

形をとることが多いのに対し、韓国においてはトップダウンによる意思決定が主流となる点が特

徴的である。韓国政治におけるトップダウン型の意思決定については孔（2005）を参照。 
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の大半が陸軍大将経験者の統治下に置かれていた12。この間、国家機関としての軍が公式に行

政権を行使したのは 1961 年から 1963 年までの 2 年間だけではあるが、1963 年以降も、閣僚や

大統領府秘書官など政府要職には職業軍人出身者が数多く任命され13、軍部、特に陸軍出身者

が、予備役編入14を経て「文民政治家」として国政に関与する状況が続いた。元将軍である大

統領の下、政治任用職の多くが職業軍人出身者によって占められる中では、政府内における規

律や統制も、軍隊特有の厳しい上下関係、特に上部の決定した事項を下部が一切の抵抗や異論

を差し挟むことなく着実に履行するという関係性に基づくことになる。特に朴正煕については、

彼が議論を交わしながら政策形成を行うことを好まず、経済企画院を中心とする専門部署で官

僚や有識者によって練り上げられた提案を部下が着実に履行していくことを好む軍人気質の人

物であったことが、オーバードーファー（1998、pp. 201-210）や Lee（2012、pp. 134-147）らに

よって指摘されてきている。オーバードーファーと Lee は、朴政権が、軍隊式の組織原理に基

づく行政運営を行ってきた旨を明記している。またオーバードーファーの指摘においても、表

現上は「オーケストラの指揮者のよう」という証言者の発言を引用するに留まっているが、実

質的には朴正煕が大統領として指示した案件が下部組織によって徹底的に履行されるよう求め

ていた旨を記している。 

農政に関して言えば、セマウル運動は、崔吉城（2015、pp. 119-120）が指摘するように日本

統治時代の農村キャンペーンから影響を受けていたと見ることもできるが、同時に、朴正煕を

頂点とした、軍隊型の組織原理にも依拠したものであった。大統領が「灌漑施設の整備」や「農

道の整備」など、具体的な事業内容を含む農村近代化事業実施の指示を出し、それに対して各

マウルは「我が集落は農道を○○m 整備した」と、具体的数字を伴う結果を報告するのである。

そして大統領率いる政府は、農道の整備距離や増産量、所得水準の増加率といった明瞭な数値

によって各マウルを競争させ、最も高いパフォーマンスを実施したマウルには、軍人勲章に相

当するものとして、大統領府での表彰を行うのである。1970 年代当時、韓国の 40 歳前後の男

性の大半は朝鮮戦争によって実戦経験を有し、またそれ以下の世代も、2 年半以上に及ぶ徴兵

制度の下、軍隊式の組織原理に基づいて行動することには抵抗が少なかった。セマウル運動の

全国的な広まりは、こうした軍隊型組織原理の社会的浸透に促された側面もあるといえる。  

 

                                                        
12

 朴正煕は第三共和国憲法に基づく大統領選挙直前の 1963 年 8 月に、全斗煥は維新憲法に基づい

て大統領に選ばれる直前の 1980 年 8 月に、また盧泰愚は第五共和国憲法施行直前の 1981 年 7 月

に、いずれも陸軍大将として予備役に編入されている。 
13

 例えば、総理を務めた金鐘泌は准将、大統領府の大統領警護室長だった車智徹は中佐、中央情報

部長であり朴正煕を暗殺した金載圭も中将（いずれも予備役編入時の階級）であった。 
14

 ここに挙げた軍人が全員除隊ではなく予備役編入を以って文民になっているのは、国民皆兵制を

とる韓国においては、「除隊」とは定年による退役か、懲罰としての軍籍剥奪、もしくは病気・負

傷などを理由とする国防義務の免除によってのみ起こる身分変更であるためである。これは 2015

年現在も同様である。 
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第 5 節 農地改革によってもたらされた政策遂行環境 

 

1980 年代に大規模化・機械化が推進されるようになって以降政府は、セマウル運動のような

政府による大規模な動員を伴う農政を展開せず、これに代わって機械化営農団の結成および農

地貸借管理法に基づく大規模化を推奨するようになった。既に述べたように、結果として、こ

うした政策が行われた 1980 年代も、農家所得は都市勤労者所得と同水準の成長パフォーマンス

を見せたが、この機械化・大規模化が農家所得の向上につながった要因として、1950 年代前半

に行われた農地改革が、全国の全ての農地を耕作人に分配するという徹底したものであった点

が挙げられる。 

そもそも、大規模化と機械化を推進し、少ない労働力で効率的に農業生産を行える環境を作

り上げていくという政策は、零細規模の農家が群立する状況を変えなければ営農の近代化が実

現せず、また農産物貿易の自由化後も韓国農業が維持できないという必要性に促されたもので

あったが、他方でこうした政策は、大土地所有制の復活につながりかねないリスクを含んでい

た。農地改革以来、少なくとも法文上は規制されてきた農地取引を公式に自由化することによ

り、土地所有の集約が進んでいくからである。しかし現実に生じたのは、大土地所有制の復活

などではなく、高齢の農家経営主が大規模化・機械化にあまり対応せず、農家の世代間格差と

いう、土地所有制とは別個の問題であった。そして政府は、高齢農家の引退に向けたインセン

ティブを用意することで、これに対処することとなる。 

韓国とは逆に、農地取引に対する緩やかな規制や農家同士による組合の結成が大土地所有制

の復活につながった例として、メキシコを挙げることができる。1911 年のメキシコ革命後、同

国では農地改革が行われたが、その内容は、韓国のように全ての小作人に農地を分け与える徹

底したものではなく、猶予として 100ha を上限として既存の地主による大土地所有を認め、そ

の猶予分を差し引いた農地のみを小作人に対して分配していくというものであった（石井、2008、

pp. 63-88）。当初、再配分された農地は相続以外によっては他人に譲渡できないとされ、大土地

所有制復活を阻止する措置がとられていたが、自作農化した元小作人たちの多くは農業経営の

ノウハウに乏しく、農地を効率的に耕作できなかった。そして 1940 年代以降、政府の自作農に

対する保護・支援が弱まると、農地改革下で生き残った既存地主に農地を貸し付け、再び小作

人化してしまった（石井、2008、pp. 89-108）。本稿第 2 章で見たように、韓国の農地改革はメ

キシコのような既存地主に対する猶予分を設けず、全国すべての農地を小作人に再分配してい

くというものであった。無論、韓国の農地改革は李承晩にとってライバルとなりうる地主層の

政治的基盤を崩すという政治的意図から進められたものであり、またそれは、一戸平均の耕地

が 1ha に満たないという零細農家を大量に生み出すものでもあったが、他方で、農地取引の規
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制緩和が一部の大土地所有者を利するというメキシコのようなケースを回避することにつなが

った。 
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第 9 章 

結論および本研究から導出される含意 
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大韓民国は、1948 年に政府が樹立された後、1950 年の農地改革を通じて小規模自作農が群立

する農村・農業の基本構造を作り上げ、現在に至っている。しかしこの 70 年近い期間を経て、

韓国の農村の生活状況やそれを取り巻く政治的・経済的・社会的状況は大きく変化した。1950

年代は、1950 年から 53 年までの朝鮮戦争で人的・物的に多大な損害を被ったことにより、都

市か農村かを問わず、韓国全体が著しい貧困を抱えている状況にあった。そうした状況は、1960

年代に入り、政府主導による工業化政策が積極的に実施されるようになったことで大きく変化

していく。工業化政策が成功したことで急速な経済成長を遂げた韓国は、半世紀後の今日、

OECD 加盟国にして 1 人あたり GDP が 25,975 ドル（2013 年）1という、名実ともに先進国の一

角を占めるにまで至っている。 

序章で示したように、韓国が経験した急速な経済成長は、工業化政策を中心とするものであ

ったにもかかわらず、工業部門と農業部門、あるいは都市と農村の世帯所得の格差が、最も開

いた時期でも 1.5 倍程度にとどまるものであった。すなわち、開発途上段階で多くの国が直面

する、工業化の過程における農工間・都農間格差が、韓国ではさほど深刻化しなかったのであ

る。 

本研究は、工業化段階における都農間の所得格差抑制が、従来の韓国研究において充分に論

じられてこなかったとした上で、1960 年代以降、工業化を進める一方で韓国政府が農業・農村

部門に対し、所得向上につながるどのような政策を行ったのかを見るものであった。本章では、

具体的な検討を行った第 2 章から第 8 章までの議論を総括し、結論と含意、および今後の課題

を提示する。 

1961 年 5 月のクーデタで政権を掌握した陸軍少将・朴正煕らは、政権掌握直後の革命公約で

民生の改善を掲げ、また翌 6 月には高利私債整理法によって農民の高利貸からの債務を帳消し

にするなど、当初から農村住民に配慮する姿勢を示していた。1962 年より開始された第 1 次経

済開発 5 カ年計画も、基幹産業の拡充や輸出増大を重点項目に掲げるなど工業化に依拠する経

済開発を推進するものであったが、「農業部門に重点的な開発目標を置き」という朴正煕の巻頭

言にも見られるように、農民の所得向上を目指したものでもあった。つまり朴政権は、発足直

後から農業部門の所得を向上させようという意思を表明していたのである。 

しかし、高利私債整理法が施行され、次いで総合農協が発足した後、朴政権は農業部門の所

得向上よりも農産物、特にコメの増産を重視するようになる。これは、人口の増加、および農

村人口の都市工業部門への流入によって増産の必要性が高まっていたことに加え、食糧輸入に

よって貴重な外貨が流出する状況を解消することが優先されたためであった。その結果、政府

によるコメの増産は一定の成果を見せることとなったが、他方で、米価が低水準にとどまった

                                                        
1
 世界銀行ウェブサイト http://data.worldbank.org/country/korea-republic 参照（2015 年 8 月 28 日閲覧） 
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ため、農家所得は都市勤労者所得ほどの伸び率を見せなかった。そして、1969 年には都市勤労

者世帯の平均年間所得 29 万ウォンに対し、農家世帯の年間所得は約 21 万ウォンにとどまり、

両者の所得格差は 1.5 倍にまで拡大した。 

こうした都農間の所得格差が顕在化する中、政府は 1968 年から 1971 年にかけて、食糧管理

特別会計を設け、これを財源とした上で米価を毎年約 20%引き上げる高米価政策を実施し、1970

年からは農村のインフラ整備を推進するセマウル運動を展開したほか、1974 年には高収穫品種

である統一米の普及を始めた。またこれに合わせ、コメ以外の農産物についても価格例示制を

設け、価格支持を行った。これらの政策は、増産によって農産物の単価が下がることを回避す

る役割を果たし、農家にとっては、増産すればするほど農業所得が向上する環境が整備された

ことを意味した。このように、政府が農業部門に対する強力な梃入れを行った結果、1970 年代

を通じて農家所得は都市勤労者所得を上回るほどの成長パフォーマンスを見せただけでなく、

コメの増産・自給化も実現することとなった。 

1980 年代に入り、政府は農政の方針を大きく転換させた。1970 年代を通じて離農が進行し、

農村が過疎化しつつあったことに加え、農産物貿易の自由化が農政上の課題として浮上する中、

全斗煥政権は機械化営農団の結成を通じた機械化を推進したほか、農地改革以来規制されてい

た農地の取引を農地貸借管理法によって緩和し、農地の借入による農家の大規模化を推進する

こととなった。結果として、1980 年代においても農家所得と都市勤労者所得の並行発展は実現

した。しかしこの時期は、農家の高齢化という新たな問題が浮上した時期でもあった。そして、

高齢化した農家経営主が若手の農家経営主ほどに機械化や大規模化に積極的な姿勢を見せず、

営農形態に世代間の開きが出ることとなった。またこの時期以降、韓国における農政は、農業

部門と工業部門の並行発展というよりも、農業部門の所得向上や生活改善を図りつつ、産業と

しての農業の維持をも図るという、他の先進国に共通する課題を抱えるようになっていった。 

大規模化と機械化によって営農効率の向上を図るという農政は、1990 年代に入っても続けら

れたが、他方で 1995 年に発足した WTO は、その協定において農産物の生産量と価格を操作す

る農業補助金を禁止していた。韓国政府はこの状況を踏まえ、農産物貿易の本格的自由化に対

応する農政として、農産物の高付加価値化につながる親環境農業政策を進めることとなる。親

環境農業政策は、政府の指定した基準を満たしていると認証された無農薬農産物や有機農産物

の生産を推奨し、またそのために、農産物の生産量と価格を操作しない補助金である直接支払

制が実施された。加えて、農業に食糧生産以外の価値を見出そうとグリーン・ツーリズムの振

興も図られているが、これは韓国人の長い労働時間などの制約により、普及しているとは言い

難い状況にある。 

親環境農業政策は、先進国段階に入った韓国が、貿易自由化の進展する中、農産物の高付加

価値化によって自国農業の維持を図ろうとするものであるが、他方でこれは、農家の視点に立
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てば、高付加価値農産物の生産・販売を通じ、一定の農業所得を見込めるというものであった。

すなわち、親環境農業政策においても、農業従事者が生計維持の可能な農業所得を得られるよ

うにするという 1970 年代の政策の基調は維持されてきたのである。 

しかし政府は、1990 年代以降、親環境農業政策を推進し、これと並行して 5 カ年計画や国土

総合開発計画に基づく農村の経済的・社会的環境の整備に努めていたが、1980 年代以降進行し

た農家経営主の高齢化にも直面することとなった。それまで農業部門における高齢者社会保障

制度の整備が遅れがちだったこともあり、農村部では、70 歳を過ぎた農家経営主が、年金を受

給できないために、現役にとどまり、補助金を不正受給して生計を立てるという状況さえ生じ

ていた。この状況の改善を図るため、2000 年代以降、政府は農地年金によって高齢農家の引退

を促進する一方、帰農の奨励により、都市からの移住者に新たな農業の担い手たることを期待

している。実際、2000 年代に入って帰農者は増加傾向にあるが、都市住民が農村に移住すると

いう、1960 年代以降の離農とは逆の人口移動が生じている背景には、都市生活におけるストレ

スや田園生活への憧憬ばかりでなく、長年政府が進めてきた農政の結果として、農業部門の所

得水準が都市のそれに劣らず、また農村移住後も一定の所得が期待できる環境が整備されてき

たことがあるといえる。 

以上見てきたように、本格的な工業化が始まった 1960 年代以降、韓国政府がとってきた農業

政策は、一方では増産や農産物の高付加価値など、それぞれの時代における短期的・中期的な

課題へ対応するものでありながら、もう一方においては農産物価格への介入など、農業従事者

の所得向上に資するものであり続けてきた。そして韓国政府は、農業従事者の所得向上という

長期的課題を、それぞれの時代における短期的・中期的課題と両立させる努力を続けてきたと

いえる。換言すれば、韓国政府は、工業化の初期段階から農業部門を単なる食糧の供給源とし

てのみ見るのではなく、所得向上政策の対象と見なし、農家の貧困を緩和したり、農家の所得

を向上させる具体的な政策を進めてきたのである。そうした政策の基本方針は、先進国化した

今日の韓国でも、農業で生計を立てられる経済社会的環境を維持し、それによって都市住民の

就農を促すといったように、形を変えつつも引き継がれている。 

朴正煕政権の農政は、農業部門の所得向上を目指しつつも、1960 年代前半から半ばにかけて

は増産という喫緊の課題に対処し、セマウル運動が行われるようになった 1970 年代の農政も、

高米価を維持することで増産が増収に直結する構造をとるという、増産と農業所得の向上を両

立させるものであった。つまり、1970 年代の農政は 1960 年代の増産重視農政からの路線変更

ではなく、むしろその延長線上において展開されたものだったと言えるのである。同様に 1980

年代の大規模化・機械化も、1970 年代にその原型ともいうべき構想が 5 カ年計画において示さ

れていたように、長期的展望の延長線上にあるものであった。そしてまた大規模化・機械化は、
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農業人口の減少および農産物貿易の自由化への対応という課題に対応しつつ、農業の生産性向

上を図るものでもあった。 

1990 年代以降推進されている親環境農業は、単に環境破壊や食の安全といった近年浮上して

きたイシューに対応するだけではなく、WTO 協定や、チリを皮切りとして各国との間で結ばれ

た FTA への対応として、農産物の付加価値を高めつつ、農業を産業として持続させるものでも

ある。それと同時に親環境農業は、高付加価値化された農産物の販売を通じ、農業従事者が一

定の農業所得を得られるようになるものでもある。 

このように、1960 年代以降の韓国農政は、それぞれの時代における短期的・中期的な課題へ

の対応と、農業部門の所得向上という長期的な課題を両立させるものであり、そしてこのこと

が、韓国における農家所得の持続的な向上の背景にあったといえるのである。 

以上の結論からは、韓国研究、および広く開発途上国段階における農工間格差への対応とい

う点において、以下のような含意を導き出すことができる。 

まず、韓国研究における含意としては、従来セマウル運動にばかり焦点が当てられがちであ

った農業・農村開発政策が再考されるべきであるという点が挙げられる。従来、韓国における

農村開発研究の多くは、セマウル運動という、極めて個性的・特徴的な政策に専ら焦点が当て

られ、1960 年代および 1980 年代の農政には焦点が当てられないことが多かった。しかし本研

究は、セマウル運動が、1960 年代初頭からの農政の課題であるコメの増産と両立するものとし

て展開されていたことを示している。従ってセマウル運動は、朴正煕の農業・農村振興に対す

る熱意の表れであると同時に、1960 年代初頭からの増産重視の農政と強い連続性を持った政策

であったと捉えられるべきである。同時に、1980 年代以降の農政についても、1970 年代におい

て大きく進行した離農による農業人口減少、および農産物貿易の自由化という、セマウル運動

期の農政がカバーしていなかった問題への対処という側面を持っているものであった。ゆえに

本研究は、セマウル運動をその前後の時代の農政との連続性に注目して捉えることの重要性を

示している。 

次に、途上国の農工間格差全般への含意として、本研究は、農業・農村開発、とりわけ農業

インフラを整備し、都市部と比べて遜色のない農業所得を実現していく過程において、国家が

重要な役割を果たすということを、改めて示している。従来、途上国の農村・農業部門の所得

向上や社会開発をめぐっては、一方に途上国の農村・農業部門全般を対象とした巨視的な議論

がなされ、もう一方に個別の農村ないし農村住民を対象とした微視的な議論があるものの、両

者の中間ともいうべき国家を単位とした議論は相対的に希薄化しがちであるという傾向が見ら

れた（池野、2010、pp. i-iv）。しかし本研究は、農業部門の所得水準を向上させ、農工間の所得

格差を抑制させていく上において、韓国では国家が極めて大きな役割を果たしていたことを示
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している。途上国の共通課題ともいうべき農工間格差に対し、国家が果たしうる役割が改めて

検証されるべきである。 

以上のように、本研究からは地域研究としての韓国研究、および農村開発全般をめぐって、

一定の含意を導き出すことができる。しかし、同時に本研究は、いくつかの課題をも残してい

る。まず本研究は、農政の重要なアクターである政府および農産物生産者たる農家に注目し、

農家所得という観点から過去 50 年あまりの韓国農政を分析してきたが、それらの分析はあくま

で韓国農業全体の状況と政府の農業部門に対する姿勢、およびその産業政策全体の中における

位置付けを見てきたものであり、政府の施策と現実の韓国農業のパフォーマンスとの間の因果

関係を分析したものではない。1960 年代の増産奨励策や 1970 年代のセマウル運動、あるいは

1980 年代の大規模化・機械化が、果たしてどこまで韓国の農業生産の振興につながったのか、

またそれらがどこまで韓国の農業従事者の所得向上につながったのかについては、課題として

残されたままである。また、第 8 章でも述べたように、朴正煕をはじめとする政府指導者層の

意思が具体的な政策へと結びついていく過程についても十分な考察ができているとは言い難い。

今後、各々の時代の施策に着目し、それぞれの政策の形成過程、およびそのインパクトについ

て精緻な分析を行っていく必要がある。 

また本研究は、政府の農業・農村部門に対する政策を見てきたが、一方で農村住民、とりわ

け農業従事者がそれにどのような反応を示し、また彼らが政府にどのような働きかけを行った

のかは検討していない。日本やアメリカ、ヨーロッパ諸国に見られるように、農民や農民団体

は多くの国で強力なロビー活動を行っており、それは往々にして各国の農業政策に大きな影響

を与えている。また、組織的なロビー活動を行わない場合でも、一定規模の農業・農村人口が

存在する国では、行政府や立法府はその意向を無視した政策を打ち出しにくい。韓国でも、第

8 章で触れたように、維新憲法下の 1974 年、大統領の指示で起草された農地法案が、国会議員

選挙への影響を憂慮する与党の意向によって国会へ提出されず、廃案になるなど、農業部門の

意向や利害は一定の政治的影響力を持ってきた。こうした農業関係者の政治的意向やロビー活

動について分析を行うことは今後取り組むべき課題としたい。 

最後に、本研究は韓国一国を分析対象としたものであり、従って本研究から導き出された結

論並びに後発国への含意がどこまで途上国全体に適用可能なものであるのかについては、今後、

他国のケースを分析し、明らかにしていく必要がある。これらの点は、今後の課題としたい。 
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表 1: 韓国における都市勤労者世帯所得と農家所得 

年度 1963 1965 1970 1975 1980 1985 

勤労者所得 71 101 338 786 2,809 5,085 

農家所得 93 112 253 872 2,693 5,736 

年度 1990 1995 2000 2003 2004 2005 

勤労者所得 11,319 22,933 28,643 35,280 37,360 35,930 

農家所得 11,026 21,803 23,072 26,878 29,001 30,503 

年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

勤労者所得 41,320 44,105 46,736 46,238 48,092 50,983 

農家所得 32,303 31,967 30,123 30,814 32,121 30,198 

単位：千ウォン 

出典：統計庁・国家統計ポータル 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=C#SubCont 

（2015 年 8 月 29 日閲覧） 

注 1：農家所得について、2000 年以前は 5 年ごとに実施される農業総調査のデータを、2003 年

以降は毎年実施されている農家経済調査のデータを掲載している。 

注 2：勤労者所得については、2009 年にそれまで農村に分類されていた一部地域を都市に分類

変更したため、2008 年以前と 2009 年以降のデータが完全には連続していない。 

注 3：元データでは、勤労者の世帯所得は月単位で、農家所得は年単位で記録がとられている。

本表では両者の比較を容易にするため、勤労者所得を便宜的に 12 倍にし、年単位の所得と

した。 

注 4：元データは、都市住民間の所得格差が社会問題化した 2003 年以降、勤労者世帯の所得の

ほか、非勤労者世帯の所得も算出するようになっている。現在では、勤労者の有無を問わ

ず、都市の全世帯の平均所得を都市住民の所得水準として用いることが多いが、本表では

過去との連続性を重視し、2003 年以降も勤労者世帯の所得水準を都市所得として用いた。 
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表 2: 韓国における都市および農村人口の推移 

年度 1960 1966 1970 1975 1980 1985 

総人口 24,989 29,436 32,241 35,281 38,124 40,806 

都市人口 6,997 n.a. 12,928 16,769 21,409 26,418 

農村人口 17,993 n.a. 18,504 17,905 15,996 14,001 

年度 1990 1995 2000 2005 2010  

総人口 42,869 45,093 47,008 48,138 47,991 

都市人口 32,290 34,991 36,642 38,337 39,363 

農村人口 12,000 9,560 9,343 8,704 8,629 

単位：千人 

出典：総人口＝統計庁ウェブサイト 

http://www.index.go.kr/potal/stts/idxMain/selectPoSttsIdxSearch.do?idx_cd=2911&cl

as_div=C&idx_sys_cd=540&idx_clas_cd=1（2015 年 8 月 29 日閲覧） 

農村人口・都市人口＝統計庁・国家統計ポータル 

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=A

#SubCont （2015 年 8 月 29 日閲覧） 

注 1：千人未満の値は四捨五入した。 

注 2：都市人口のデータは、1990 年以前については市制施行地域の人口を、1995 年以降につい

ては末端行政区画が「洞」である地域の人口を基準とした。 

注 3：農村人口のデータは、末端の行政区画が「邑」ないし「面」である地域の人口の合計値

を基準とした。 

注 4：総人口のデータには居住地が不明の者や両地域にまたがって生活している者が含まれる

ため、都市人口及び農村人口の合計値と総人口の値は一致しない。 
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表 3: 1970 年代以降韓国における農家世帯数・耕地面積 

年度 1976 1978 1980 1982 1984 

農家世帯数 2,335,856 2,223,807 2,155,073 1,995,769 1,973,539 

耕地面積 2,239,692 2,221,918 2,195,822 2,180,084 2,152,357 

一戸平均面積 0.96 0.99 1.01 1.09 1.09 

年度 1986 1988 1990 1992 1994 

農家世帯数 1,905,984 1,826,344 1,767,033 1,640,853 1,557,989 

耕地面積 2,140,995 2,137,947 2,108,812 2,069,933 2,032,706 

一戸平均面積 1.12 1.17 1.19 1.26 1.30 

年度 1996 1998 2000 2002 2004 

農家世帯数 1,479,602 1,413,017 1,383,468 1,280,462 1,240,406 

耕地面積 1,945,480 1,910,081 1,888,765 1,862,622 1,835,634 

一戸平均面積 1.31 1.35 1.36 1.45 1.47 

年度 2006 2008 2010 2012 2014 

農家世帯数 1,245,083 1,212,050 1,177,318 1,151,166 1,120,776 

耕地面積 1,800,470 1,758,795 1,715,301 1,729,982 1,691,113 

一戸平均面積 1.44 1.45 1.45 1.50 1.50 

単位: 農家世帯数＝戸、耕地面積・一戸平均面積＝ha 

出典: 統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1EB002&vw_cd=MT_ZTITLE&list

_id=F1G&seqNo=&lang_mode=ko&language=kor&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=E1

（2015 年 7 月 25 日閲覧） 

注 1: 本表における耕地とは、農地のうち調査時点で耕作実態のある土地を意味し、放牧地や

休耕地を含まない 

注 2: 一戸平均耕地面積は、小数点第 3 位以下を切り捨てた 
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表 4：穀類の農家販売価格指数 

年度 1960 1962 1964 1966 1968 

価格指数 1.0 1.2 2.6 2.5 3.2 

年度 1970 1972 1974 1976 1978 

価格指数 4.3 6.8 10.2 15.6 20.9 

年度 1980 1982 1984 1986 1988 

価格指数 33.9 41.6 43.2 50.7 57.4 

年度 1990 1992 1994 1996 1998 

価格指数 63.1 68.5 74.4 92.9 99.9 

年度 2000 2002 2004 2005  

価格指数 109.8 104.5 112.3 100.0 

単位：2005 年を 100 とした、穀類の農家販売価格指数 

出典：統計庁・国家統計ポータル

http://kosis.kr/statisticsList/statisticsList_01List.jsp?vwcd=MT_ZTITLE&parentId=F#SubCont

（2015 年 9 月 10 日閲覧） 
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表 5：韓国農政関連年表 （農業・農政関連の項目を太字で表記） 

年 月 出 来 事 

1910 

1934 

1945 

1948 

 

 

1949 

 

1950 

 

 

 

1953 

 

 

1954 

1957 

1958 

1960 

 

1961 

 

 

1962 

1963 

 

 

1966 

 

 

8 

4 

8 

3 

8 

9 

1 

 

1 

6 

7 

9 

1 

7 

12 

10 

1 

12 

4 

8 

5 

6 

8 

1 

1 

6 

10 

4 

6 

12 

韓国併合 

朝鮮農地令施行 

朝鮮総督府解散、朝鮮半島南部における米軍政開始 

米軍政、地主への補償を伴う農地改革を実施すると発表 

大韓民国政府樹立、第一共和国発足、李承晩大統領就任 

農地改革法案、国会に提出 

農地改革法案、国会本会議で可決・成立 

米穀増産 3 カ年計画開始（朝鮮戦争により事実上中止） 

政府の農地買上・分配事業が開始 

朝鮮戦争勃発 

北朝鮮軍南下により、釜山周辺以外の支配権を一時喪失 

仁川上陸作戦により、朝鮮半島南部の実効支配を回復 

第 1 次農業増産 5 カ年計画 

朝鮮戦争休戦協定調印 

政府の農地買上・分配事業が完了 

アメリカで PL480 成立、韓国への食糧支援本格化 

第 2 次農業増産 5 カ年計画 

アメリカ政府による対韓食糧援助の縮小決定 

419 革命により第一共和国崩壊、李承晩大統領辞任 

第二共和国発足、尹潽善大統領就任、張勉内閣発足 

516 クーデタにより第二共和国崩壊、国家再建最高会議発足 

高利私債整理法公布、即日施行 

総合農協発足 

第 1 次経済開発 5 カ年計画開始 

国家再建最高会議、再建国民運動の実施を発表 

再建国民運動に基づくマウル金庫の設立開始 

第三共和国発足、朴正煕大統領就任 

政府、生活再建運動の実施を発表 

農地担保法制定 

第 1 次経済開発 5 カ年計画終了 
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1967 

1968 

1969 

 

1970 

1971 

1972 

 

 

 

1975 

1976 

1977 

1979 

 

1980 

 

 

 

1981 

 

1982 

 

 

1983 

1984 

1986 

 

1987 

 

 

1988 

1 

1 

3 

4 

4 

12 

1 

 

4 

10 

8 

12 

1 

10 

12 

4 

5 

8 

10 

2 

12 

1 

 

11 

12 

1 

12 

 

1 

6 

10 

2 

第 2 次経済開発 5 カ年計画開始 

政府予算に食糧管理会計（食管会計）導入、高米価政策開始 

農漁村所得増大特別事業開始 

政府、生活再建運動の終了を発表 

朴正煕大統領、全国地方長官会議で「新しい村づくり」を提唱 

第 2 次経済開発 5 カ年計画終了 

第 3 次経済開発 5 カ年計画開始 

第 2 次国土総合開発 10 カ年計画開始 

政府、「新しい村づくり」を「セマウル運動」と改称、全国へ拡大 

憲法改正、第四共和国（維新体制）発足 

セマウル金庫中央会発足 

第 3 次経済開発 5 カ年計画終了 

第 4 次経済開発 5 カ年計画開始 

朴正煕大統領暗殺 

崔圭夏大統領就任、直後に粛軍クーデタ 

財団法人セマウル運動中央会発足（セマウル運動を民間へ移管） 

光州民主化運動 

崔圭夏大統領辞任、全斗煥大統領就任 

憲法改正、第五共和国憲法制定 

第五共和国憲法施行、第五共和国発足 

第 4 次経済開発 5 カ年計画終了 

第 5 次経済開発 5 カ年計画開始 

第 2 次国土総合開発 10 カ年計画開始 

政府・農林部、機械化営農団の導入呼びかけ 

機械化営農団促進法施行 

食糧管理特別会計、一般会計に編入 

農地貸借管理法施行 

第 5 次経済開発 5 カ年計画終了 

第 6 次経済開発 5 カ年計画開始 

629 民主化宣言 

憲法改正、第六共和国憲法制定 

全斗煥大統領退任、盧泰愚大統領就任、第六共和国発足 
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1989 

 

1991 

1992 

1993 

 

 

 

 

1994 

 

1995 

1997 

 

1998 

 

1999 

2000 

2001 

 

2003 

2004 

 

2005 

2007 

2008 

2009 

2010 

2011 

2013 

 

6 

1 

 

12 

1 

1 

2 

7 

12 

12 

1 

4 

1 

11 

12 

2 

12 

12 

12 

1 

12 

2 

1 

10 

12 

4 

2 

4 

5 

1 

2 

 

アメリカ政府、米韓通商会議で韓国に農産物市場の開放を要求 

国民年金法改正（農業経営者の国民年金加入義務化） 

農漁村発展総合対策 

第 6 次経済開発 5 カ年計画終了 

第 3 次国土総合開発 10 カ年計画開始 

親環境農業認定制度施行 

盧泰愚大統領退任、金泳三大統領就任 

新農政 5 カ年計画発表 

親環境農産物認証制度開始 

農地法施行 

農漁村特別税導入 

GATT ウルグアイ・ラウンド妥結（マラケシュ合意） 

世界貿易機関（WTO）発足 

アジア通貨危機が韓国に波及 

環境農業育成法制定 

金泳三大統領退任、金大中大統領就任 

親環境農業直接支払制度施行 

親環境農産物購入補償制度導入 

水田農業直接支払制度施行 

第 4 次国土総合開発計画開始 

環境農業育成法改正、親環境農業育成法と改称 

金大中大統領退任、盧武鉉大統領就任 

韓・チリ自由貿易協定発効 

生活の質法制定 

水田農業直接支払制度施行（直払制度の統廃合） 

基礎老齢年金制度施行 

盧武鉉大統領退任、李明博大統領就任 

帰農・帰村総合対策が国務会議で承認 

韓国農漁村公社および農地管理基金法改正（農地年金創設） 

農地年金制度施行 

李明博大統領退任、朴槿恵大統領就任 
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2014 

12 

 

1 

親環境農業育成法改正、親環境農業育成および有機食品などの管

理・支援に関する法律と改称 

高齢者福祉施設入居モデル事業開始 
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表 6: インタビュー対象者一覧 

本研究に際し、インタビューを行った人物は以下の通り。 

実施日 実施場所 氏名 所属部署・役職 

2014 年 8 月 21 日 

 

2014 年 8 月 22 日 

 

2014 年 8 月 27 日 

 

2014 年 8 月 27 日 

 

羅州市農業技術センター 

 

ソウル特別市農業技術セ

ンター 

大田広域市農業技術セン

ター 

大田広域市農業技術セン

ター 

ナ・ユンジョン 

（나윤정） 

チン・ウヨン 

（진우용） 

イ・サンデ 

（이상대） 

チョ・ユンジュ 

（조윤주） 

農村振興課・指導行政

チーム長 

農業技術課・帰農指導

員兼南部相談所長 

技術普及課所属 

 

指導開発課所属 

注 1: 敬称略 

注 2: 対象者の所属部署はいずれもインタビュー当時 

注 3: インタビュー実施日順に記載 
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